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令和６年第３回大分県議会定例会会議録（第１号） 

 

令和６年９月４日（水曜日） 

――――――――――――――――――――― 

議事日程第１号 

             令和６年９月４日 

              午前１０時開会 

第１ 会議録署名議員の指名 

第２ 会期決定の件 

第３ 議長辞職の件 

第４ 議長の選挙 

第５ 第７６号議案から第１０６号議案まで 

   （議題、提出者の説明） 

――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した案件 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

日程第２ 会期決定の件 

日程第３ 議長辞職の件 

日程第４ 議長の選挙 

日程第５ 第７６号議案から第１０６号議案ま

で 

     （議題、提出者の説明） 

――――――――――――――――――――― 

出席議員 ４２名 

 議長 嶋  幸一 副議長 井上 明夫 

    志村  学     御手洗吉生 

    桝田  貢     穴見 憲昭 

    岡野 涼子     中野 哲朗 

    宮成公一郎     首藤健二郎 

    清田 哲也     今吉 次郎 

    阿部 長夫     小川 克己 

    太田 正美     後藤慎太郎 

    森  誠一     大友 栄二 

    木付 親次     三浦 正臣 

    古手川正治     麻生 栄作 

    阿部 英仁     御手洗朋宏 

    福崎 智幸     吉村 尚久 

    若山 雅敏     成迫 健児 

    高橋  肇     木田  昇 

    二ノ宮健治     守永 信幸 

    原田 孝司     玉田 輝義 

    澤田 友広     吉村 哲彦 

    戸高 賢史     猿渡 久子 

    堤  栄三     末宗 秀雄 

    佐藤 之則     三浦 由紀 

欠席議員 １名 

    元吉 俊博 

――――――――――――――――――――― 

出席した県側関係者 

 知事           佐藤樹一郎 

 副知事          尾野 賢治 

 副知事          桑田龍太郎 

 教育長          山田 雅文 

 公安委員長        平川加奈江 

 人事委員長        石井 久子 

 代表監査委員       長谷尾雅通 

 労働委員会会長      深田 茂人 

 総務部長         渡辺 淳一 

 企画振興部長       若林  拓 

 企業局長         高野 信一 

 病院局長         井上 敏郎 

 警察本部長        種田 英明 

 福祉保健部長       工藤 哲史 

 生活環境部長       島田  忠 

 商工観光労働部長     利光 秀方 

 農林水産部長       渕野  勇 

 土木建築部長       五ノ谷精一 

 会計管理者兼会計管理局長 馬場真由美 

 交通政策局長       嶋川 智尉 

 防災局長         首藤  圭 

 観光局長         渡辺 修武 

――――――――――――――――――――― 

午前１０時 

井上副議長 おはようございます。 

 開会に先立ち、先般新たに副知事に就任され

た桑田龍太郎君、教育委員会委員に再任された

岩武茂代君から御挨拶があります。桑田龍太郎

君。 
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桑田副知事 皆さんおはようございます。去る

６月の県議会で選任の同意をいただき、７月１

日付けで副知事を拝命した桑田龍太郎です。も

とより微力ですが、佐藤知事の下、尾野副知事

と共に、県政の発展に全力を尽くす所存です。 

 議員各位におかれては、格別の御指導、御鞭

撻を賜りますよう、どうぞよろしくお願いしま

す。（拍手） 

井上副議長 岩武茂代君。 

岩武教育委員会委員 おはようございます。７

月２２日付けで教育委員会教育委員に就任した

岩武茂代です。２期目となります。一生懸命頑

張りたいと思います。どうぞよろしくお願いし

ます。（拍手） 

井上副議長 次に、先般新たに交通政策局長に

就任された嶋川智尉君から御挨拶があります。

嶋川智尉君。 

嶋川交通政策局長 この度７月１日付けで交通

政策局長を拝命した嶋川智尉です。どうぞよろ

しくお願いします。（拍手） 

―――――→…←――――― 

午前１０時２分 開会 

井上副議長 ただいまから令和６年第３回定例

会を開会します。 

―――――→…←――――― 

井上副議長 これより本日の会議を開きます。 

―――――→…←――――― 

 諸般の報告 

井上副議長 日程に入るに先立ち、諸般の報告

をします。 

 まず、監査委員から、地方自治法第２３５条

の２第３項の規定により、６月及び７月の例月

出納検査の結果について、それぞれ文書をもっ

て報告がありました。 

 なお、調書は朗読を省略します。 

 次に、知事から、大分県中小企業者等向け融

資の損失補償に係る求償権の不等価譲渡の承認

についてなど、３４件の報告及び書類の提出が

ありました。 

 なお、報告書等は、いずれもお手元に配布の

議案書の末尾に添付してあります。 

 次に、会議規則第１２５条第１項ただし書の

規定により、お手元に配布の表のとおり議員を

派遣しました。 

 以上、報告を終わります。 

―――――→…←――――― 

井上副議長 本日の議事は、議事日程第１号に

より行います。 

―――――→…←――――― 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

井上副議長 日程第１、会議録署名議員の指名

を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第１２３条の規

定により、首藤健二郎君及び吉村哲彦君を指名

します。 

―――――→…←――――― 

 日程第２ 会期決定の件 

井上副議長 日程第２、会期の決定の件を議題

とします。 

 お諮りします。今期定例会の会期は、本日か

ら９月２４日までの２１日間としたいと思いま

すが、これに御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

井上副議長 御異議なしと認めます。 

 よって、会期は２１日間と決定します。 

―――――→…←――――― 

 日程第３ 議長辞職の件 

井上副議長 日程第３、議長辞職の件を議題と

します。 

 議長元吉俊博君から議長の辞職願が提出され

ました。 

 まず、その辞職願を朗読させます。 

―――――→…←――――― 

  〔職員朗読〕 

  辞職願 

 今般都合により議長を辞職したいので、許可

されるよう願い出ます。 

 令和６年９月３日 

    大分県議会議長 元吉俊博 

大分県議会副議長 井上明夫 殿 

―――――→…←――――― 

井上副議長 お諮りします。元吉俊博君の議長

辞職を許可することに御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
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井上副議長 御異議なしと認めます。 

 よって、元吉俊博君の議長辞職を許可するこ

とに決定しました。 

 ただいま議長が欠員となりました。 

―――――→…←――――― 

 日程第４ 議長の選挙 

井上副議長 日程第４、議長の選挙を行います。 

 議場の閉鎖を命じます。 

  〔議場閉鎖〕 

井上副議長 ただいまの出席議員数は４２名で

す。 

 投票用紙を配布させます。 

  〔投票用紙配布〕 

井上副議長 投票用紙の配布漏れはありません

か。 

  〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

井上副議長 配布漏れなしと認めます。 

 投票箱を改めさせます。 

  〔投票箱点検〕 

井上副議長 異状なしと認めます。 

 投票は単記無記名です。投票用紙に被選挙人

の氏名を記載の上、議席順に順次投票願います。 

  〔各員投票〕 

井上副議長 投票漏れはありませんか。 

  〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

井上副議長 投票漏れなしと認めます。 

 投票を終了します。 

 開票を行います。 

 会議規則第３１条第２項の規定により、立会

人に岡野涼子君、福崎智幸君及び澤田友広君を

指名します。 

 ３名の諸君の立会いを求めます。 

  〔立会人登壇〕 

井上副議長 投票箱を開き、投票の点検をさせ

ます。 

  〔投票点検〕 

井上副議長 選挙の結果を報告します。 

 投票総数    ４２票 

  有効投票   ３９票 

  無効投票    ３票 

 有効投票中 

  嶋 幸一君  ３９票 

 以上のとおりです。 

 この選挙の法定得票数は１０票です。 

 よって、嶋幸一君が議長に当選しました。 

 議場の閉鎖を解きます。 

  〔議場開鎖〕 

井上副議長 ただいま議長に当選された嶋幸一

君が議場におられますので、会議規則第３２条

第２項の規定により、本席から当選を告知しま

す。 

 議長に当選された嶋幸一君から当選承諾及び

就任の御挨拶があります。嶋幸一君。 

  〔嶋議長登壇〕 

嶋議長 嶋幸一です。一言御挨拶を申し上げま

す。 

 ただいま御推挙いただき、大分県議会議長の

職に就かせていただくことになりました。誠に

身に余る光栄であり、心より感謝したいと思い

ます。そして、職責の重さを痛感している次第

です。 

 本県議会は、県民に開かれた議会の在り方を

追求し、改革と活性化に努めてきましたが、時

代の趨勢とともに多様化する県民の要請に応え

るためには、なお一層の努力が必要だと考えて

います。 

 これまでの取組をさらに進め、県議会と知事

がよりよい県政の実現に向けて切磋琢磨する真

の二元代表制の確立のため、誠心誠意努力する

所存です。 

 何とぞ先輩、同僚議員の皆様方、佐藤知事を

はじめ、執行部の皆様方の一層の御支援、御鞭

撻を賜りますようにお願いして、議長就任の御

挨拶とします。ありがとうございました。（拍

手） 

井上副議長 議長と交代します。 

  〔井上副議長降壇、嶋議長、議長席に着

く〕 

―――――→…←――――― 

 日程第５ 第７６号議案から第１０６号議案

まで 

      （議題、提出者の説明） 

嶋議長 日程第５、第７６号議案から第１０６

号議案までを一括議題とします。 
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―――――→…←――――― 

第 ７６号議案 令和６年度大分県一般会計補

正予算（第２号） 

第 ７７号議案 令和６年度大分県港湾施設整

備事業特別会計補正予算（第

１号） 

第 ７８号議案 大分県行財政改革計画の策定

について 

第 ７９号議案 行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用

等に関する法律に基づく個人

番号の利用等に関する条例の

一部改正について 

第 ８０号議案 大分県長期総合計画の策定に

ついて 

第 ８１号議案 一時保護施設の設備及び運営

に関する基準を定める条例の

制定について 

第 ８２号議案 大分県環境基本計画の策定に

ついて 

第 ８３号議案 大分県農林水産業振興計画の

策定について 

第 ８４号議案 工事請負契約の締結について 

第 ８５号議案 工事請負契約の変更について 

第 ８６号議案 工事請負契約の締結について 

第 ８７号議案 大分県県営住宅等の設置及び

管理に関する条例の一部改正

について 

第 ８８号議案 工事請負契約の締結について 

第 ８９号議案 物品の取得について 

第 ９０号議案 船舶の取得について 

第 ９１号議案 損害賠償の額を定めることに

ついて 

第 ９２号議案 令和５年度大分県病院事業会

計利益の処分及び決算の認定

について 

第 ９３号議案 令和５年度大分県電気事業会

計利益の処分及び決算の認定

について 

第 ９４号議案 令和５年度大分県工業用水道

事業会計利益の処分及び決算

の認定について 

第 ９５号議案 令和５年度大分県一般会計歳

入歳出決算の認定について 

第 ９６号議案 令和５年度大分県公債管理特

別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

第 ９７号議案 令和５年度大分県国民健康保

険事業特別会計歳入歳出決算

の認定について 

第 ９８号議案 令和５年度大分県母子父子寡

婦福祉資金特別会計歳入歳出

決算の認定について 

第 ９９号議案 令和５年度大分県中小企業設

備導入資金特別会計歳入歳出

決算の認定について 

第１００号議案 令和５年度大分県流通業務団

地造成事業特別会計歳入歳出

決算の認定について 

第１０１号議案 令和５年度大分県林業・木材

産業改善資金特別会計歳入歳

出決算の認定について 

第１０２号議案 令和５年度大分県沿岸漁業改

善資金特別会計歳入歳出決算

の認定について 

第１０３号議案 令和５年度大分県県営林事業

特別会計歳入歳出決算の認定

について 

第１０４号議案 令和５年度大分県臨海工業地

帯建設事業特別会計歳入歳出

決算の認定について 

第１０５号議案 令和５年度大分県港湾施設整

備事業特別会計歳入歳出決算

の認定について 

第１０６号議案 令和５年度大分県用品調達特

別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

―――――→…←――――― 

嶋議長 提出者の説明を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 おはようございます。冒頭、台風第

１０号による被害の状況について報告します。 

 この度の台風では、県内１９の観測地点のう

ち半数を超える１０地点において８月の７２時
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間雨量が観測史上最大となるなど、県下全域が

長時間に及ぶ暴風雨にさらされました。 

 これまでのところ、建物被害については、半

壊、床上浸水等が佐伯市や由布市などで多く発

生しており、道路についても今なお通行できな

い箇所があります。 

 被災された皆様には心から御見舞いを申し上

げるとともに、県としては、被害状況調査を急

ぎ、復旧に向けて迅速に対策を講じていきます。 

 それでは、令和６年第３回定例県議会の開会

にあたり、県政諸般の報告を申し上げ、あわせ

て今回提出した諸議案について説明します。 

 昨年来、今後１０年間の県政運営の指針とな

る新長期総合計画の策定に取り組んできました。

これまでの成果を継承しつつ、時代の要請や潮

流の変化を注意深く読み解き、本県を新たなス

テージへと発展させるべく、政策を練り上げて

きました。何よりも大切なことは、県政の主役

である県民の皆様と思いを共有することです。

このため、県議会議員各位をはじめ、新長計策

定県民会議や新しいおおいた共創会議において

多くの方々に議論していただくとともに、県政

ふれあい対話でも幅広く意見を拝聴しながら取

りまとめたところです。 

 計画案では、基本目標に、誰もが安心して元

気に活躍できる大分県、知恵と努力が報われ未

来を創造できる大分県を掲げ、その実現に向け

て、１９政策、５７施策を盛り込みました。ま

た、施策ごとに将来像をイメージできるよう、

１０年後の目指す姿を冒頭に明記したほか、目

標指標に関しても、県民にどのような便益をも

たらすかを分かりやすく示す１３３の指標を設

定しています。 

 まず、安心の分野では、災害に強い県土づく

りに向け、治水対策により浸水被害が軽減する

地区数や土砂災害のリスクが軽減される家屋数

等を新たに目標指標として設定し、強靱化を加

速させます。子育て満足度、健康寿命、障がい

者活躍の三つの日本一についても、全国比較が

可能な複数の指標を活用した独自の総合順位を

算出することなどにより、実現を目指して支援

を強化します。 

 元気の分野では、農林水産業の成長産業化を

図るため、大規模化や生産性向上など経営拡大

を行った経営体数を指標として、生産者や関係

団体、行政が一丸となって取組を進めます。生

産年齢人口が減少する中、多様な人材があらゆ

る産業で活躍できる環境づくりも重要です。そ

こで、高齢者や女性、障がい者、外国人等の就

労確保に向けて、それぞれの目標を高く掲げ、

全庁を挙げて施策を講じます。 

 そして、未来創造の分野では、次代を担う子

どもたちが将来の夢や目標に向かって意欲的に

挑戦することができるよう、授業の遠隔配信を

はじめとした多様で質の高い学校教育を推進し

ます。また、１０年後のさらにその先を見据え

て、高規格道路や新幹線など広域交通ネットワ

ークを充実させるとともに、大分県版カーボン

ニュートラルにも果敢に挑み、本県の魅力を高

めていきます。 

 このように、県民の皆様と進むべき道筋を共

有し、共に歩みながら新しい大分をつくってい

くとの思いを込めて、計画の名称を「安心・元

気・未来創造ビジョン２０２４～新しいおおい

たの共創」としたところであり、今定例会で条

例に基づく議決をお願いすることとしています。

よろしく御審議方お願いします。 

 あわせて、新たなスタートを切るにあたって

は、安定した財政基盤を構築しておくことが肝

要です。先般取りまとめた令和５年度決算では、

これまで進めてきた不断の行革の取組により、

行財政改革推進計画が目指す財政調整用基金残

高３３０億円を確保しました。臨時財政対策債

等を除く実質的な県債残高に関しても、目標の

６，５００億円以下を堅持することができてお

り、財政の健全性は保たれています。 

 しかしながら、今後は物価や金利の上昇、高

齢化の進行などによる歳出の増加が見込まれま

す。こうした中で、公共サービスを維持・向上

させていくには、行政の効率化、高度化が不可

欠であり、ここで改革の手綱を緩めるわけには

いきません。そのため、行財政改革計画につい

ても新たに策定し、引き続き行革実践力を最大

限発揮していきます。 
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 もちろん、これから大事なことは、新長期総

合計画に掲げた施策を着実に実行に移していく

ことです。目標の達成に向けて、国はもとより、

市町村や近隣自治体、産学、ＮＰＯなど、あら

ゆる主体と連携を図り、県政推進の原動力とし

ながら、安心・元気・未来創造の大分県づくり

に全力を挙げていきます。 

 こうした新しいおおいたの創造に取り組む上

で、当面の課題は人口減少社会への対応です。 

 出生数や合計特殊出生率の減少が続いており、

当分の間、大幅な自然減を確保しなければなら

ない中、今できることとして、これを可能な限

り抑制していくことが重要になります。他の自

治体も同様の状況であり、先の全国知事会議に

おいて、このままでは生活サービスの提供やイ

ンフラなどの維持管理が困難になるとして、人

口戦略対策本部を組織し、一致結束して立ち向

かうとする緊急宣言を決議しました。本県とし

ても、この動きと歩調を合わせつつ、強い危機

感を持って、これまで以上に、子ども・子育て

支援の強化などによる自然増対策と移住・定住、

企業誘致等の社会増対策の両面から、粘り強く

取り組んでいきます。 

 県内中小企業等が抱える人手不足への対策も

急務です。そうした中、３３年ぶりとなる高水

準での賃上げを実現した春闘に続き、本県の最

低賃金においても、国が示した目安額を上回る

５５円が引き上げられ、９５４円とすることが

決定されました。事業者にとっては厳しい経営

環境の中での賃上げとなりますが、物価高や人

手不足などを踏まえて判断されたものであり、

県としても、持続的な賃上げに向けて強力に後

押ししていく必要があると考えています。 

 そこで、本定例会に提案した補正予算案にお

いて、中小企業等が賃上げの原資となる収益を

確保できるよう、生産性向上や新事業の展開等

に要する資金に対し、保証料を免除した県独自

の融資制度を創設することとしています。融資

にあたっては、専門家が賃上げの実施を含む事

業計画の策定やその実行を伴走支援することで、

確実に経営力の強化を図っていきます。また、

今年度から制度を拡大した賃上枠や国の業務改

善助成金への上乗せ奨励金についても、引き続

き積極的な活用を促していきます。 

 労務費や物価上昇分を含む適切な価格転嫁も

大切な取組です。この春の５００社企業訪問調

査によると、価格転嫁が全て実施できたとした

企業の割合は、１年前の１６．４％から２１．

８％まで増加してきました。県では、これをさ

らに進めるべく、国や関係団体と連携したセミ

ナーの開催や補助金審査におけるパートナーシ

ップ構築宣言企業への加点措置等を通じて、今

後も価格転嫁しやすい環境づくりに努めます。 

 このような取組により、成長と分配、賃金と

物価の好循環を生み出し、人口減少の中でも持

続可能な経済社会を構築していきます。 

 この夏は、スポーツから目が離せないところ

です。 

 去る７月２１日から１か月にわたり開催され

た北部九州総体では、県内で行われた９競技１

０種目をはじめ、各地で熱戦が繰り広げられま

した。本県の高校生も日頃からの努力の成果を

いかんなく発揮し、７種目において優勝を果た

すとともに、６０種目でベストエイト以上を達

成するなど、その見事な活躍は、県民に大きな

元気を与えてくれたところです。また、各会場

や案内所では、主役である高校生による心のこ

もったおもてなしにより、全国から訪れた方々

に大分の魅力をしっかりと発信することをして

いただきました。ここに、大会の円滑な運営に

携わった高校生や関係者の皆様、そして、様々

な形で支えていただいた県議会と県民の皆様に、

心から御礼を申し上げます。 

 世界の舞台でも、本県ゆかりの選手が活躍し

ています。パリオリンピックにおいて快挙を成

し遂げたフェンシングからは、３名のメダリス

トが誕生しました。フルーレ団体で敷根崇裕選

手が金メダル、上野優佳選手が銅メダルを獲得

したほか、日本選手団の旗手を務めた江村美咲

選手がサーブル団体で銅メダルに輝いています。

さらに、セーリング混合において岡田奎樹選手

が銀メダルを獲得し、競泳男子２００メートル

平泳ぎでは渡辺一平選手が６位入賞を果たしま

した。続くパラリンピックでも、女子走り幅跳
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びの中西麻耶選手が７位に入賞しました。また、

あさってには、男子１，５００メートルに十川

裕次選手が出場します。その健闘をお祈りする

とともに、今後、こうしたアスリートたちの活

躍をきっかけにして、幅広い種目で県民の関心

がさらに高まり、次世代の競技力向上、そして、

本県のスポーツ振興につながることを期待して

います。 

 この余勢を駆って、秋に行われる国際スポー

ツイベントもしっかりと盛り上げていきたいと

考えています。 

 早速、来月には、大分、熊本、福岡の３県を

舞台に、ツール・ド・九州２０２４が開催され

ます。今回の大分ステージは、別府市をスター

トし、由布市、九重町の雄大な自然の中を疾走

した後、日田市をゴールとする起伏の激しいル

ートとなっており、チーム間の熾烈な駆け引き

が見物です。そこで、国際レースならではの迫

力とスピード感を味わってもらうために、市町

と連携して、新たな観戦スポットを設けるとと

もに、パブリックビューイングやイベント等を

実施して、にぎわいの場を創出します。 

 続く１１月には、４３回を数える大分国際車

いすマラソンが控えています。特に、オリンピ

ックイヤーの今年は、パリパラリンピックの出

場選手が多数参加することが見込まれるほか、

４大会ぶりに多くの観客が入ったスタジアムで

ゴールする選手を迎えることができます。世界

トップレベルの選手が繰り広げるラストスパー

トを間近に応援しながら、盛り上げていきたい

と思っています。 

 折しも、これから観光シーズンに入ります。

誘客促進に向けて、おもてなしや観光資源に磨

きをかける中、ここに約１５年ぶりの復活とな

るホーバークラフトが加わります。空港アクセ

スの利便性向上はもとより、別府湾周遊などの

観光利用にも活用することで、国内唯一の希少

性をいかした集客が期待されます。 

 インバウンドについても、取組を加速させて

いきます。現在、週５便で運航しているチェジ

ュ航空のソウル線が来月２７日から週７便に増

便することとなりました。毎日運航することに

より利便性が大幅に高まることから、この機を

逃さず、好調な韓国からの旅行者のさらなる誘

客を図ります。加えて、先月２５日から３日間

にわたり、県議会や経済団体からも御参加いた

だき、６年ぶりとなる台湾プロモーションを実

施しました。現地旅行会社８２社に対するトッ

プセールスを行うとともに、半導体分野をはじ

めとした企業誘致や県産品の輸出拡大に向けて

も、現地企業の皆様と連携を強化することがで

きました。改めて、参加していただいた皆様に

感謝します。引き続き、関係者一体となって、

積極的に海外の活力を取り込み、本県産業の振

興につなげていきます。 

 次に、提出した諸議案について、主な内容を

説明します。 

 初めに、第７６号議案令和６年度大分県一般

会計補正予算（第２号）についてです。補正額

は１０１億２，８０１万５千円であり、これに

既決予算額を加えると、累計で７，００１億７

８２万９千円となります。 

 以下、主なものを御説明します。 

 まず、大規模災害時に備えた防災対策の強化

です。今年に入り地震が相次ぐ中、能登半島地

震における国の検証などを踏まえ、一昨日、県

防災対策の見直し方針を決定したところであり、

今後は、これに基づき取組を進めていきます。

このうち、今回の補正予算では、特に対策が急

がれる避難所の衛生環境を改善すべく、断水等

に備えて携帯トイレの備蓄を拡充します。また、

通信障害発生時における代替手段の確保も急務

です。そのため、インターネット接続を可能と

する衛星通信機器を配備し、不通時においても

災害対応を円滑に行うことができる体制を整え

ます。 

 医療機関の勤務環境の改善にも取り組みます。

県内の救急医療や地域医療を支える医療機関に

とって、時間外労働の上限規制が本格的に適用

される中、働き方改革は待ったなしの状況とな

っています。そこで、勤務医の負担を軽減する

ための体制整備やＩＣＴ機器の導入に要する経

費を助成することにより、労働時間短縮と医療

提供体制確保の両立を図ります。 
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 三つ目は、おんせん県おおいたの魅力発信で

す。先のデスティネーションキャンペーンでは、

期間中の延べ宿泊客数が前年度比で１６．１％

の増となるなど、県内外から多くの方に訪れて

いただきました。そして、いよいよ来年は、大

阪・関西万博が開催されます。この好機をいか

すためには、本県の持つ魅力的な観光素材や県

産品のＰＲ強化が欠かせません。このため、会

場内に設置するブースにおける効果的な展示計

画を策定するとともに、市町村と連携して、地

場産品や自然景観、歴史文化等を発信する訴求

力のある素材集を作成して、本県への誘客を促

進します。 

 遠隔教育システムも充実させます。現在、普

通科高校における習熟度別遠隔授業の配信準備

を進めていますが、対面授業に近い形とするた

め、アバター機器を試験的に導入し、教員が生

徒の理解度を確認しながら必要に応じて個別指

導ができる環境を整えます。加えて、希望する

生徒が理解を一層深めることができるよう、長

期休業期間を利用した特別講座を開催するため

の機器整備も行い、遠隔教育における大分モデ

ルを確立していきたいと考えています。 

 そのほか、令和５年度の決算剰余金の処分に

ついて、条例に基づき、その３分の１を下らな

い２６億９，５３５万６千円を財政調整基金及

び減債基金にそれぞれ積み立てます。また、１

１億５，９３４万１千円をおおいた元気創出基

金に積み立てます。 

 次に、予算外議案です。 

 今定例会には、長期総合計画と行財政改革計

画に加えて、二つの部門計画についても、あわ

せて提出します。 

 第８２号議案大分県環境基本計画の策定につ

いては、環境先進県おおいたの実現を目指して、

地球温暖化の緩和と気候変動への適応、経済と

環境の好循環を生み出すＧＸの推進等に関する

取組や具体的な数値目標を盛り込んだものです。 

 第８３号議案大分県農林水産業振興計画の策

定については、基本目標として、自ら考え・動

き・みんなで実現する元気な農林水産業を掲げ、

その達成に向けて、担い手の経営拡大や産地の

拡大を下支えするための具体的な施策と指標を

定めるものです。 

 以上をもって提出した諸議案の説明を終わり

ます。 

 何とぞ慎重御審議の上、御賛同いただくよう

にお願いします。 

嶋議長 これをもって提出者の説明は終わりま

した。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 以上で本日の議事日程は終了しました。 

 お諮りします。明５日、６日及び９日は議案

調査のため休会としたいと思いますが、これに

御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、明５日、６日及び９日は休会と決定

しました。 

 なお、７日、８日は県の休日のため休会とし

ます。 

 次会は、１０日定刻より開きます。日程は、

決定次第通知します。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 本日はこれをもって散会します。 

午前１０時４３分 散会 
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令和６年第３回大分県議会定例会会議録（第２号） 

 

令和６年９月１０日（火曜日） 

――――――――――――――――――――― 

議事日程第２号 

            令和６年９月１０日 

              午前１０時開議 

第１ 代表質問 

――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した案件 

日程第１ 代表質問 

――――――――――――――――――――― 

出席議員 ４２名 

 議長 嶋  幸一 副議長 井上 明夫 

    志村  学     御手洗吉生 

    桝田  貢     穴見 憲昭 

    岡野 涼子     中野 哲朗 

    宮成公一郎     首藤健二郎 

    清田 哲也     今吉 次郎 

    阿部 長夫     小川 克己 

    太田 正美     後藤慎太郎 

    森  誠一     大友 栄二 

    木付 親次     三浦 正臣 

    古手川正治     麻生 栄作 

    阿部 英仁     御手洗朋宏 

    福崎 智幸     吉村 尚久 

    若山 雅敏     成迫 健児 

    高橋  肇     木田  昇 

    二ノ宮健治     守永 信幸 

    原田 孝司     玉田 輝義 

    澤田 友広     吉村 哲彦 

    戸高 賢史     猿渡 久子 

    堤  栄三     末宗 秀雄 

    佐藤 之則     三浦 由紀 

欠席議員 １名 

    元吉 俊博 

――――――――――――――――――――― 

出席した県側関係者 

 知事           佐藤樹一郎 

 副知事          尾野 賢治 

 副知事          桑田龍太郎 

 教育長          山田 雅文 

 代表監査委員       長谷尾雅通 

 総務部長         渡辺 淳一 

 企画振興部長       若林  拓 

 企業局長         高野 信一 

 病院局長         井上 敏郎 

 警察本部長        種田 英明 

 福祉保健部長       工藤 哲史 

 生活環境部長       島田  忠 

 商工観光労働部長     利光 秀方 

 農林水産部長       渕野  勇 

 土木建築部長       五ノ谷精一 

 会計管理者兼会計管理局長 馬場真由美 

 交通政策局長       嶋川 智尉 

 防災局長         首藤  圭 

 観光局長         渡辺 修武 

 人事委員会事務局長    倉原 浩一 

 労働委員会事務局長    一丸 淳司 

――――――――――――――――――――― 

午前１０時 開議 

嶋議長 皆さんおはようございます。これより

本日の会議を開きます。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 本日の議事は、議事日程第２号により

行います。 

―――――→…←――――― 

 日程第１ 代表質問 

嶋議長 日程第１、代表質問に入ります。 

 発言の通告がありますので、順次これを許し

ます。志村学君。 

  〔志村議員登壇〕（拍手） 

志村議員 皆さんおはようございます。自由民

主党を代表し、代表質問を行います。 

 まず、この度の台風第１０号において被災さ

れた方々に心より御見舞いを申し上げます。 

 今回の台風の影響で大分自動車道と東九州自

動車道において、法面の崩壊により通行止めが
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発生しました。このうち、大分自動車道由布岳

パーキング付近は４車線化の効果を発揮し、昨

日、全面交通開放された一方、東九州自動車道

臼杵インターから津久見インターへの間では、

４車線化事業中に残念ながら法面崩壊が起き、

復旧のめどが立たないといった報道がなされて

います。 

 現在、関連接続する国道、県道は渋滞が激し

く、通勤、通学などの時間帯には生活道路、経

済産業道路としての機能が失われ、大きな影響

が生じています。さらに、その他県内の県道や

市町村道でも一部不通が続いている区間があり

ます。県においては、知事を先頭に土木建築部

を中心として全庁挙げて取り組まれており、感

謝していますが、ＮＥＸＣＯをはじめ、関係機

関に対して早期の開通の見通しの公表を示すな

ど、復旧に向けていま一度強く要請していただ

きたいと思います。 

 また、台風などによる災害を食い止めるため

に日頃からの県土の強靱化が肝要であり、引き

続き粘り強い取組を進める必要があると考えて

います。今後のさらなる取組の強化を大いに期

待し、早速質問に入ります。 

 佐藤知事が就任されて、早くも１年半が経過

しようとしています。佐藤知事は就任後、物価

高や賃上げなど激動の情勢に立ち向かってこら

れたわけですが、我々議会や県民の意見も鑑み

ながら迅速に政策を打ち出すなど、まずは順調

なスタートを切られたのではないかと考えてい

ます。 

 しかしながら、社会経済の情勢は刻々と変化

し、また、足下の変化だけでなく、例えば、人

口減少や広域交通ネットワークの形成といった

長期的、構造的な課題に対しては、大所高所か

ら本県のあるべき姿を考え、粘り強く取り組ん

でいく必要があります。そのためには、これま

での行政経験などを踏まえた佐藤知事らしさを

より一層発揮していただくことが必要ではない

かと思います。 

 その知事らしい政治姿勢の一つは対話であり、

我々議会とも様々な対話をさせていただき、感

謝する次第です。そのこともあり、議会での議

論も活発化していると考えますが、一つお願い

するとすれば、この議場での質問に対し、執行

部から検討、あるいは調査といった答弁がされ

た際には、その結果を是非後日教えていただき

たいと思います。それが知事の掲げる対話の精

神を貫徹することにもつながり、知事の独自色

の一つにもなると思います。 

 また、知事は連携、特に市町村との連携に重

きを置かれています。様々な分野での一極集中

が我が国や地域の課題となる中で、県勢の均衡

ある発展はその重要性を増していることから、

より一層、市町村等との連携を深めていくべき

であり、それも佐藤色の一つになるのではない

かと感じています。 

 さらに、７月からは新たに桑田副知事が就任

されました。大分市時代にも市長と副市長とし

てタッグを組まれていたということで、この人

事も佐藤知事らしさの表れと感じています。私

は、知事が桑田副知事を起用された狙いや、そ

の仕事ぶりに期待されることに大変注目してい

ます。 

 今年度は、知事自身が編成された本格予算を

基に県政を進めていくということで、実質的な

初年度とも言えます。知事自身、その前半が終

了しようというタイミングで手応えを感じられ

ていることや、後半に向けた意気込み、また、

来年度に向けた課題など様々な思いをお持ちと

思います。こうしたことを踏まえ、桑田副知事

への期待や今年度前半の総括を含め、県政運営

に対する知事のお考えを伺います。 

 次に、広域交通ネットワークの形成について

です。 

 知事をはじめ執行部の皆さん、そして、我々

県議会議員は、先の未来を見据えて本県の発展

の可能性を高めていく、このことが使命です。

その際に避けては通れない議論が、知事も熱意

を持って取り組まれている広域交通ネットワー

クの形成です。その形成が重要であるという点

は、我が会派も知事と軌を一にするところであ

り、あとはどのような手順で進めていくかとい

うことが論点です。 

 改めて我が会派としては、まずはこれまでも
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県民の悲願として進めてきた東九州新幹線の実

現に全力を挙げるべきだと考えています。もち

ろん、九州横断新幹線や四国新幹線といった大

分を起終点とする路線をはじめ、１１の基本計

画路線全てが整備計画路線に格上げされること

は理想ですが、現段階では難しいのではないか

と思われます。しかし、九州の中で新幹線がな

いのは大分と宮崎だけだという非常に寂しい状

況を打開すべく、これまで積み重ねのある東九

州新幹線の早期の整備計画路線への格上げに向

けて、さらなる県内での機運醸成や、４県１市

で構成される東九州新幹線鉄道建設促進期成会

等を通じた広域交流、連携の深化などにより総

力を結集していくことが現実的であろうと考え

ます。 

 そのためには、そろそろ総論の段階を脱し、

新駅をどの地域に設置するかを仮定し、並行在

来線をどうしていくのかということも含めた各

論に移っていかなければ議論が具体化していか

ないのではないかと懸念しています。県民や関

係地域の総意を結集していくためにも、長期に

わたり県民の感情を二分するのではなく、まず

はルート案の一本化を急ぐ必要があると考えま

す。 

 また、リニア中央新幹線により形成されるス

ーパー・メガリージョンも見据えれば、距離や

時間が短縮される豊予海峡ルート構想も将来性

があると私は考えます。ただ、地域間の連携が

進む東九州新幹線と比べ、こちらについては、

まだまだ本県の片思いというのが正直なところ

ではないかと思います。 

 そこで、愛媛県、さらに熊本県なども交えて

広域交流を深め、九州の横軸と四国に向けた人

流や物流を活性化した上で、その整備の必要性

を国に訴えていくことが重要ではないかと感じ

ているところです。その際は中九州横断道路と

の接続も鑑み、道路での整備も視野に入れては

どうかと考えます。 

 いずれにせよ、広域交通ネットワークの形成

にあたっては、県民や我が会派などの意見を踏

まえて県としての具体的な戦略を早急に固め、

それを県民や関係する他県などにも示し、総力

を挙げて国への要望などに取り組んでいくこと

が重要であると考えます。 

 そこで、広域交流の強化も含め、広域交通ネ

ットワークの形成にどのように取り組んでいく

のか、改めて知事のお考えを伺います。 

 今言ったように、本県の浮沈を握る広域交通

ネットワークの形成について、桑田副知事の就

任は、その推進力を強力に後押しすることにな

ると私は考えています。 

 桑田副知事は国土交通省の御出身であり、さ

らには内閣府地方創生推進事務局や観光庁の総

務課長なども歴任されてきたと伺っています。

広域交通ネットワークの形成は、知事も言われ

ているように国家プロジェクトとして取り組む

必要があります。これは言ってしまえば、国か

らの採択を受けることが必要ということです。

こうした観点から、国、特に所管の国土交通省

の考え方を熟知された桑田副知事の御見識に大

いに期待しているところです。 

 また、桑田副知事は大分市副市長として地方

行政に携わられた経験もあり、国におけるマク

ロの視点と、より住民に身近な地方の実情、さ

らには大分の状況まで理解されているというの

は非常に希有な存在だと思います。 

 本県が進める広域交通ネットワークの形成の

実現は、大変困難な道のりであることは言うま

でもありませんが、桑田副知事という強力な推

進役を得たことは千載一遇の機会であり、我々

はこの機を逃すことなくプロジェクトの実現に

つなげていかなければならないと強く感じてい

ます。 

 そこで、本県における広域交通ネットワーク

構想を実現するために国も意識しながらどのよ

うに取り組んでいけばよいのか、これまで培っ

てきた知見や経験を踏まえた桑田副知事の御見

解を伺います。 

 交通インフラの整備における港湾整備につい

てです。 

 長いコロナ禍が明け、社会経済の正常化が進

む中で、停滞していた人の流れもかつての様相

を取り戻しつつあります。一方で、これからは

観光、ビジネスの両面において地域間の競争が
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さらに激しくなり、それを勝ち抜くための基盤

となる交通インフラの充実については、政策的

な重要性がますます高まると考えられています。 

 中でも本県は、九州の東部に位置していると

いう地理的な特性をいかし、古くから海上交通

が発達してきました。現在でも人や乗用車、貨

物を乗せたトラックなどが利用する内航フェリ

ーにおいては、離島航路を除くと航路数及び発

着便数ともに九州で最も多く、その８割を占め

ているなど、本県の海上交通は非常に盛況であ

り、本県のみならず、九州全体にとっても人流

活性化の要と言える存在です。 

 そうした強みをいかし、さらに優位性を向上

させていくためには、何よりも港湾の整備が重

要であると考えており、県でも九州の東の玄関

口としての拠点化を目指し、県内の各港湾につ

いて機能強化などを進めています。 

 代表的なところでは、国内でも有数の観光地

に位置する別府港において、大阪航路フェリー

の大型化に対応するための岸壁改修や航路浚渫

などが進められ、老朽化した上屋の集約などを

含めた再編整備も検討されています。 

 また、県南部から四国へとつながる貴重な航

路がある私の地元の臼杵港も現在のフェリータ

ーミナルの老朽化が進んでおり、下り松地区の

東側において新しいターミナルの整備が行われ

ています。計画から３０年が経過したこの新タ

ーミナルが完成すれば、臼杵港は本県における

人流の拠点としてさらに重要度を増し、ひいて

は臼杵市を中心に県南部の発展にも寄与するも

のと考えています。また、臼杵港は地方港湾で

はありますが、フェリーが発着するなど重要港

湾並みの機能も担っています。四国側の九州へ

の玄関口である八幡浜港が既に２バースで運航

していることも鑑みると、臼杵港の２期工事の

早期完成は重要な課題です。市などと連携した

事業の加速をお願いする次第です。 

 これらの各港湾の整備については、いずれも

重要性が高く、その進捗状況については県民の

関心度も高いと思われます。是非とも取組を加

速していただくようお願いします。 

 こうしたことを踏まえ、海上交通を支えるた

めの港湾整備にどのように取り組んでいくのか、

知事のお考えをお聞かせください。 

 中九州横断道路から臼杵港への道路アクセス

向上についてです。 

 本県が九州の東の玄関口として拠点化を進め

ていく上では、港湾整備とあわせて陸上のアク

セスを充実させていくことも重要な課題です。 

 本県の道路ネットワークを俯瞰してみると、

まずは南北を結ぶ縦軸を支えているのは東九州

自動車道です。平成２８年に宮崎市までの間が

開通してから８年が経過し、正に九州の東側を

結ぶ大動脈として、大分、福岡、宮崎の産業や

県民生活に欠かせない重要な道路となっていま

す。残る課題は、やはり早期の全線４車線化で

す。これは私の地元である臼杵市をはじめ、県

北や県南に住む県民や企業の切実な願いでもあ

るので、何とか早急な実現に向けて取り組んで

いただくようお願いする次第です。 

 次に、横軸を見ると、中九州横断道路と中津

日田道路という大きな２本の道路があります。

いずれも現在整備が進められていますが、中で

も私は中九州横断道路について、我が会派の念

願でもあった大分－犬飼間の事業化にめどが立

ったことに対し、非常に大きな期待を抱いてい

ます。さらには、吉野地区へのインターチェン

ジ設置も計画されているとのことで、これは県

南地域の振興において大変意義深いものになる

と考えており、私はさきほど言った臼杵港の整

備とあわせて、この吉野地区のインターチェン

ジから東九州道臼杵インターチェンジや、さら

に新臼杵港への道路アクセスを向上させること

で人や物の流れが飛躍的に高まり、県南地域、

さらには本県全体の活性化につながっていくと

考えています。 

 こうした構想路線をはじめとする道路整備に

関する地元ニーズなどを的確に捉えていくため

にも、各土木事務所の企画機能の強化が必要で

あると考えますし、また、切迫する南海トラフ

地震から命をつなぐ道ともなる構想路線などを

具体化するための議論を早急に進めていただく

ことを大いに期待するところです。 

 こうしたことを踏まえ、中九州横断道路から
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臼杵港への道路アクセス向上にどのように取り

組んでいくのか、土木建築部長に伺います。 

 台湾との交流についてです。 

 本県の活性化に向けては、グローバルな視点

も欠かせません。人口減少下で資源に恵まれな

い我が国において、持続的な経済成長を実現す

るためには、海外の成長市場との連結性を高め、

人材や資金を積極的に呼び込み、我が国の投資

拡大やイノベーションの創出につなげていく必

要があります。これは本県においても同様であ

り、都市部よりも人口減少のスピードが速いと

いうことを鑑みると、むしろ本県のような地方

部においてこそ、海外の活力を積極的に取り込

んでいくことが重要であるとも考えられます。 

 さて、これまでも様々な国や地域との交流促

進に取り組んでいますが、私は不透明感を増す

国際情勢を踏まえたとき、より安定し、密接な

関係を築くことができるのは、我が国と同じ民

主主義、資本主義というバックボーンを持ち、

また、歴史的にも近い関係にある台湾であると

考えています。 

 県においても台湾との交流促進には重点的に

取り組んでいただいており、８月には知事や市

長、経済界、そして、我々県議会の日台友好議

員連盟などが台湾を訪問し、一体的なプロモー

ションを行いました。公式レセプションでは、

本県自慢の食などが現地の方から大変好評を受

けるなど、改めて台湾との友好関係を深めるこ

とができたと感じています。 

 産業の米とも言われる半導体については、Ａ

Ｉの発展により、その重要性がますます高まっ

ていますが、台湾はＴＳＭＣをはじめ、半導体

産業が盛んであり、本県の産業振興においても

重要な地域です。こうしたビジネス面に加え、

観光振興のためにも、台湾との直行便誘致は重

点課題として取り組んでいただきたいと考えま

す。 

 また、本県と台湾との教育旅行による交流は

２０年以上の歴史を有し、今日の我が国におけ

る台湾との海外教育旅行は、大分県がその交流

の礎とも言われています。今年１月には台北市

教育局と県教育委員会との間で教育交流を促進

する覚書が締結されたことも踏まえて、さらな

る活性化を図るなど、様々な分野での取組を戦

略的に進めていくことが必要だと考えています。

今回のプロモーションは、そうした取組を進め

る大きな契機になったと考えていますので、そ

の成果を早急に具体化していくことを期待して

います。 

 こうしたことを踏まえ、台湾との交流を今後

どのように推進していくのか、知事のお考えを

伺います。 

 人口減少が進み、各分野で人手不足が深刻化

する中、大分県の産業を発展させるためには、

外国人材の活用がますます重要になります。 

 こうした中、６月の通常国会では、入管法、

技能実習法の改正法が可決成立しました。改正

法に基づき創設された技能実習に代わる新たな

育成就労制度では、一定条件の下、本人意向の

転職が可能となることなどから、外国人に選ば

れ、長く働いてもらえる県にならなければなり

ません。私は今後、外国人労働者を単なる労働

力の確保から地域を支える人材へと活用の視点

を移していく必要もあると思います。 

 現在、県内では、多くの分野で様々な国から

来た外国人が就労しています。例えば、造船業

では臼杵市や佐伯市で多くのフィリピンの方々

が、自動車産業では中津市や宇佐市で多くのイ

ンドネシア人、あるいはミャンマー人の方々が

働いています。今後は国内だけではなく、中国

や韓国等との人材獲得競争が激しくなることが

予測されることから、様々な国から多くの外国

人材に本県で働いてもらうためには、より多く

の国との連携が必要です。 

 また、福岡県や鹿児島県など九州内では外国

人材受入れのための企業向け相談窓口を設置し

ており、さらに熊本県ではマッチング機能付き

窓口の設置準備を進めていると伺っています。

本県では、県内で暮らす外国人の生活や仕事上

での疑問、不安等に関する相談については大分

県外国人総合相談センターで行っていますが、

他地域との競争に遅れを取らないためにも、外

国人材の活用を希望する企業の相談に応じ、マ

ッチングに向けたサポートを行う機能の強化に
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ついて検討していく必要があるのではないかと

考えます。 

 こうしたことを踏まえ、様々な国から多くの

外国人労働者が本県に来て、安心して働いても

らうために、県として外国人材の受入れにどの

ように取り組んでいくのか、商工労働観光部長

に伺います。 

 県民の健康を守る大きな役割を担っているの

は各医療機関ですが、中でも公立・公的医療機

関等は民間病院では賄えない医療を担っており、

県民にとって重要な機関です。特にコロナ禍に

おいては中核的な役割を果たし、その重要性が

改めて認識されたことは記憶に新しいところで

す。 

 公立・公的医療機関は、県や市町村などから

一部支援があるものの、原則としては民間と同

様に医業収益を基本として経営を行っています。

これはつまり、民間医療機関と同じく、いかに

患者を増やし、経費を節約するか、節減するか

といった経営の視点が大事であることを意味し

ています。 

 こうした中、足下では、コロナ対応を経た受

療行動の変化に加えて、物価高や賃上げの影響

により、公立・公的医療機関等の経営は厳しい、

苦しい状況にあると承っています。実際に今議

会に提案されている県立病院の決算状況を見て

も、昨年度は６億円以上の赤字となっているこ

となどから、いかに厳しい状況であるかが見て

とれます。 

 公立・公的医療機関等は、特に医師不足や不

採算地域など条件不利地域において必要な医療

を安定的に供給するために欠かせない役割を担

っており、また、この夏にも第１１波として流

行を見せたコロナ患者の波への最後の砦として

最前線で対応いただいていることなども鑑みる

と、その経営を安定させることは県の福祉保健

行政における非常に重要な取組だと思います。

現下の状況を鑑みると、各病院の経営努力を基

本としながらも、県として公立・公的医療機関

等の経営状況の実態調査を行うことなどにより

必要な支援策を検討していくべきだと私は考え

ます。 

 こうしたことを踏まえ、公立・公的医療機関

における医療提供体制の確保にどのように取り

組んでいくのか、福祉保健部長に伺います。 

 子どもたちへの教育環境の充実についてです。 

 人口減少は、我が国にとって目下最大の課題

です。私は、少子化対策を一層強化していくこ

とは当然としても、行政だけで解決できる問題

ではないと考えています。私は、それぞれの価

値観で人は何のために生まれ、何のために生き

ていくのかを考えていくことが大切であると思

います。そのためには、人生設計を早いうちか

ら考えていけるよう、出会いから結婚、妊娠・

出産、育児といった次世代へのバトンタッチに

向けた人生の節目における選択肢などについて、

教育環境を整えていくことが大事ではないかと

考えています。国においても、多様な価値観を

尊重することを前提として結婚など希望するラ

イフデザインを支援する動きがあり、そうした

点からも、本県において同様の取組を強化して

いく必要があると私は考えます。 

 こうした状況下でも、豊かで幸せに暮らせる

我が国や本県であり続けるためには、人口が少

なくなっても創造性等を発揮し、生産性の高い

経済や社会を構築していかなければなりません。

子どもたちが県内のどこに住んでいても、また、

どんな環境にあっても健やかに育ち、将来の夢

を実現できるような環境を整えていくことは、

私たち大人に突き付けられた喫緊の課題である

と考えています。 

 こうした中で、私は公教育の質の地域間格差

があるのではないかと考えています。特に高校

では、近年、一部の高校に学力の高い生徒が集

中し、地域の高校の学力が以前と比べて落ちて

いるのではないかとの声も聞きます。知事は、

遠隔教育をその打開の切り札と考えられている

と承っていますが、これも非常に重要な取組で

あるとは思いますが、並行して全県一区制度の

在り方についても引き続きの検証をお願いした

いと考えます。 

 また、教育環境という観点では、最近、給食

費の無償化が各地で進んでいます。我が会派と

しても、現行制度においては、学校設置者の自
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治体が各地域の活性化対策等とのバランスを勘

案し、無償化を判断すべきと考えていますが、

一方で、無償化の有無によって大きな地域間格

差が生じるほか、物価高においては低所得者世

帯ほど給食費の負担が大きくなるという問題も

あります。私は、どのような環境下にある子ど

もたちも自らの可能性を開花させるためには、

県下ひとしく、また、国民ひとしく将来に希望

を持って日々の勉学等に取り組んでほしいと考

えており、昨今の状況を鑑みると、国に対し、

給食費を無償化するための制度構築を求めてい

くべきだと考えます。 

 通学区制度の在り方や、学校給食費無料化は、

単なる教育行政の枠を超え、地域振興や少子化

対策などの県の様々な政策とのバランスも踏ま

えての判断が求められ、正に知事による政策判

断が必要な分野であると考えています。 

 こうしたことを踏まえ、高校における地域・

学校間格差の是正や学校給食費無償化への対応

を含め、子どもたちへの教育環境の充実にどの

ように取り組んでいかれるのか、知事のお考え

を伺います。 

 以上で私の代表質問を終わります。御清聴あ

りがとうございました。 

嶋議長 ただいまの志村学君の質問に対する答

弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 おはようございます。志村学議員の

代表質問にお答えします。 

 まず、県政運営についてです。 

 私は知事就任以来、対話、連携、継承・発展

を基本姿勢として県政運営に当たってきました。

今議会に提案している新たな大分県長期総合計

画、安心・元気・未来創造ビジョン２０２４に

おいても、県民の皆様の声や思いを形に、本県

の目指す１０年後の姿を描いています。 

 今年度前半を振り返ると、安心分野では、県

民ニーズの高い子ども医療費助成の対象を高校

生年代へ拡大したほか、能登半島地震を踏まえ

た防災対策の見直しなど、スピード感を持って

取り組んできました。特に対策が急がれる避難

所の衛生環境改善等については、今議会に補正

予算を提出したところです。 

 元気分野では、４月から６月にかけて福岡・

大分デスティネーションキャンペーンを開催し、

期間中の経済波及効果は約１４６億円と前回を

上回る結果となりました。先月には６年ぶりと

なる台湾プロモーションを実施し、県産品のト

ップセールスに加えて観光商談会や企業誘致セ

ミナーの開催など、様々な分野における交流を

深めてきました。 

 さらには、どの地域に住んでも多様で質の高

い教育が受けられる遠隔教育環境の整備や、中

九州横断道路大分－犬飼間の環境影響評価手続

の開始など、未来創造に向けた取組も前に進ん

できています。 

 今後は、国民的行事である全国豊かな海づく

り大会の成功に万全を尽くすとともに、大阪・

関西万博を契機とした誘客促進等、来年度に向

け、また準備を進めていきます。 

 ７月に着任した桑田副知事には、国交省等で

の幅広い経験、人脈をいかして、広域交通ネッ

トワークの形成をはじめ、生活環境、商工観光

労働、土木建築といった分野での重点課題の解

決に存分に力を発揮してもらいたいと考えてい

ます。 

 想定を上回るスピードで進む人口減少など本

県を取り巻く状況は厳しいものがありますが、

変化を恐れず、明日の大分県を新たなステージ

へと発展させていかなければなりません。新計

画で目指す姿の実現はもとより、その先の未来

も見据えて、多様な主体と対話、連携しながら、

安心・元気・未来創造の大分県づくりに邁進し

ていきます。 

 次に、広域交通ネットワークの形成について

です。 

 新幹線、高規格道路等の広域交通ネットワー

クの充実は、地域やまちの魅力を高め、人や物

の流れを活性化する効果があり、未来創造の大

分県づくりに欠かせないものです。 

 折しも、今年６月に閣議決定された骨太の方

針では、新幹線の基本計画路線に関して、「地

域の実情に応じた諸課題について方向性も含め

調査検討を行う」と、前年よりも踏み込んだ表
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現が盛り込まれました。また、整備計画路線の

未着工区間も残り２か所となっています。 

 県内においても、新長期総合計画案を議論す

る中で多くの方から東九州新幹線、そして、豊

予海峡ルートについても早期整備を望む意見を

多数いただいているところです。こうした次の

段階に進む期待が高まる中で、機を逃さぬよう

に、全国の自治体等と力を合わせて、国に対し

東九州新幹線等の格上げに向けて声を上げてい

きます。 

 なお、新幹線のルート案について、北陸新幹

線などでも、まず整備計画に格上げされた後に

複数ルート案が示されて、そして、新駅の設置

場所等について着工間際までの議論が行われる

状況があります。このようなことから、本県に

おいては、広域交通ネットワークの意義ですと

か費用対効果、その在り方等について、さらに

丁寧に検討して、また、様々な方々と議論を進

めて、県民の理解を深めていきます。 

 道路網についても、東九州自動車道がいまだ

全線開通に至っていないなど、東九州地域の高

速交通体系の整備について道半ばなところがあ

ります。新幹線と高速道の双方ともに期成会会

長を務める宮崎県知事などとも連携しながら、

早期整備に向けた国等への働きかけを強化して

いきます。 

 豊予海峡ルート構想の実現に向けては、九州

だけではなくて、四国、中国、関西の各県、団

体、様々な皆さんとの連携が重要です。一度、

愛媛県知事と意見交換をする予定にしていまし

たが、残念ながら台風で延期されました。これ

までもシンポジウムなどにおいて愛媛県の出席

をいただいたり、連携を図ってきていますが、

今後はまた年内に愛媛県知事と会議を開催し、

観光振興、防災に加え、広域交通ネットワーク

について意見交換を行う予定です。広域連携に

よる国に対する要望活動の活性化等、共に取り

組みたいと考えています。 

 また、将来のリニア開通によるスーパー・メ

ガリージョン形成を見据えて、全国や九州の知

事会等において、豊予海峡ルートなど広域交通

ネットワークの必要性について時間を取ってい

ただいて効果を説明してきたところです。今後

も特に中四国、関西圏との協力関係を深めてい

きます。 

 引き続き広域交通ネットワークの形成に向け

て、関係県、団体等と意見交換を進め、また、

議会から様々な御意見をいただきながら、一層

の連携、交流を促進し、国への働きかけの強化

に取り組んでいきます。 

 次に、港湾整備についてです。 

 港湾は、海を隔てた地域と地域を結び、陸路

との結節点として、物流、産業、生活を支える

重要なインフラです。 

 今議会に提案している新長期総合計画におい

ても、九州の東の玄関口としての空港・港湾機

能の強化を柱の一つに据えて、交通ネットワー

クの充実を図ることとしています。 

 まず、物流拠点の大分港では、海上輸送貨物

の増加に対応するために、シャーシの自動管理

システムを備えたＲＯＲＯ船の新ターミナルを

大在地区に整備中です。加えて、隣接するコン

テナターミナルにおいても、埠頭用地の拡充や

ガントリークレーンの更新を進めているところ

です。 

 次に、関西や四国とのフェリー航路を有する

別府港では、観光客を中心に年間３０万人を超

える利用がありますが、フェリーの上屋につい

ては、老朽化の進行等に加えて、航路ごとに点

在しているといった課題があります。このため、

フェリーの大型化に対応した岸壁とともに、路

線バスやタクシーなどへスムーズに乗り換えて、

県内、九州各地へ足を運んでいただけるように、

両航路の上屋を集約したターミナルの整備を計

画しています。 

 一方、四国とを結ぶフェリーが１日１４便運

航する臼杵港ですが、施設の防災機能強化や老

朽化対策が必要でしたので、耐震強化岸壁を有

する新ターミナルの整備に取り組んできたとこ

ろです。 

 この度、地元の皆様の御協力をいただいて、

１バース目完成の見通しが立ちました。来年３

月２０日には施設をお披露目できると考えてい

ます。４月の早い時期に新しいバースからフェ
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リーの発着ができるように関係機関と調整を進

めます。 

 また、２バース目については、車両積込みの

効率化や将来想定される船舶の大型化などに対

応するため、令和４年度に事業化したところで

す。引き続き早期の工事着工に向けて、急ぎ調

査設計を進めます。 

 今後も九州の東の玄関口として利用者の皆様

に選ばれる港になるために、それぞれの特性を

いかして計画的な港湾整備に取り組みます。 

 次に、台湾との交流についてです。 

 人口減少による国内市場の縮小が懸念される

中で、海外の成長を取り込むことが不可欠な状

況であり、このような中で、特に経済成長を続

ける台湾との交流は本県の発展にとって極めて

重要です。 

 そこで、本県の魅力をＰＲする大分県台湾プ

ロモーションを先月、６年ぶりに実施して、本

県の認知度向上と人的ネットワークの再活性化

を図りました。井上副議長、志村日台友好議員

顧問など多くの議員の皆さんや、佐伯市長、日

田市長、中津市参与をはじめとした県下自治体

に加え、経済団体等と一体的に取り組んでいた

だき、効果的なプロモーションになったと考え

ています。 

 今回の結果を踏まえて、主に三つの分野で台

湾へのアプローチに力を入れていきたいと考え

ています。 

 一つ目は、観光を含めた人的交流の推進です。 

 台湾からの延べ宿泊者数は今年７月までの累

計で既に１０万人を超えて、韓国に次いで２番

目と、重要な市場となっています。今回行った

旅行会社８２社に対するトップセールスや、台

中市訪問を契機に新たなツアー造成につなげる

など、さらなる観光誘客を進めます。 

 また、長い歴史と実績のある本県と台湾との

教育旅行をさらに促進するとともに、直行便の

誘致にも継続して取り組み、相互の人的交流の

促進を図っていきます。 

 二つ目は、県産品の輸出促進です。 

 台湾では、県産のなしが中秋節、春節の贈答

用として定着しているほか、牛肉や酒類等の輸

出も年々増加しています。これらの産品に加え

て、今回ＰＲした養殖ブリやシャインマスカッ

トといった品目についても、今後、販売拡大を

進めていきます。 

 三つ目は、ものづくり産業における連携強化

です。 

 ＴＳＭＣが熊本に工場を建設したことにあわ

せて、半導体関連企業等の九州進出がさらに進

む見込みです。私自身、台湾企業の九州への関

心の高さを肌で感じたところです。 

 今回のプロモーションで訪問した三三企業交

流会などの団体等と連携し、県内企業とのマッ

チングを進めるほか、進出に関心のある台湾企

業などの県内誘致に取り組みます。 

 今後も、友好的で重要なパートナーである台

湾との人的交流、経済交流を継続してさらに推

進し、本県の成長へとつなげていきます。 

 次に、子どもたちへの教育環境の充実につい

てです。 

 人口減少が加速して、予測困難な時代におい

て、全ての子どもがライフデザインを描きなが

ら、自ら人生を切り拓き、持続可能な社会のつ

くり手となれるよう教育を充実していかなけれ

ばなりません。そのため、本県では昨年度、大

分県立高等学校未来創生ビジョンを策定し、生

徒の多様なニーズへの対応や地域の活力創出に

寄与するため、全ての県立高校の魅力化、特色

化を進めているところです。 

 早速、今年度からどの高校でも多様で質の高

い教育が受けられるように遠隔教育の大分モデ

ル確立に向けた準備を開始しており、特に地域

の高校の生徒が希望に応じて多様な進路を実現

できるよう急ぎ取組を進めています。今議会に

おいても、さらなる充実のための予算をお諮り

しているので、何とぞ御審議をよろしくお願い

します。 

 全県一区制度については、地域の普通科高校

の志願状況や進学実績に対する懸念など様々な

御意見、声があることは承知しています。一方、

中高生や保護者の約８割が自由に学校を選択で

きることを肯定的に捉えていることもまたあり

ます。そこで、地域を越えた高校進学の現状や
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高校卒業後の進路、学校の特色づくりの状況な

どを踏まえて、教育委員会が設置した外部委員

会による検証が始まるところですので、その結

果を待ちたいと考えています。 

 学校給食等の保護者負担の軽減策については、

各学校設置者の判断により行われるものであり、

県としては、今年度から県立学校の給食費を無

償化したところです。少子化対策の観点からも

さらなる保護者負担の軽減は重要ですが、公立

学校全体の給食費無償化は本来、全国一律で行

われるべきものです。そのため、これまでも全

国知事会等を通じて国の責任と財源による制度

設計を行うよう要望してきたところです。今後、

国において、先般公表された学校給食に関する

実態調査の結果を踏まえ、課題の整理が行われ

ることとされており、国の動向を注視したいと

考えています。 

 教育は国家百年の計とも言われるように、我

が国の行く末を左右する重要な営みです。今年

度から総合教育会議の開催を昨年度の倍となる

４回に増やし、教育委員会としっかり連携、議

論しながら、大分県の未来を担う子どもたちの

育成に努めます。 

 その他の質問については、桑田副知事及び担

当部局長から答弁させます。 

嶋議長 桑田副知事。 

  〔桑田副知事登壇〕 

桑田副知事 広域交通ネットワーク構想の推進

の在り方について、国の大きな国土政策の方向

性を意識しながら、副知事の立場からお答えし

ます。 

 国は、新しい国土形成計画において、目指す

国土の姿として、地域の力を高めるとともに、

地域力を国土全体でつなぎ合わせたシームレス

な拠点連結型国土構築を図るとしています。全

国広域圏から地域のコミュニティに至るまで重

層的に人や地域が質の高い交通やデジタルのネ

ットワークでシームレスにつながり合う、そう

いう国土づくりです。 

 その中核として、リニア新幹線で１時間圏と

なる東京から大阪までが一体となった、世界で

類を見ない巨大な経済集積圏である御指摘のス

ーパー・メガリージョン、日本中央回廊が形成

されるとともに、地方と広域交通ネットワーク

でつながることにより、国内外の対流、すなわ

ち人や物の流れが我が国の隅々まで活発化して、

ビジネス、観光交流、商圏販路が拡大すること

で国力の強化が図られることになります。 

 こうした中で、スーパー・メガリージョンと

地方を結ぶ広域交通ネットワークを俯瞰したと

きに、西日本には重要な課題があります。太平

洋側の回廊ネットワークは、道路、鉄道ともに

豊予海峡がミッシングリンクとなっており、国

土の対流が途切れています。また、新幹線につ

いては、東日本では放射状に各地へのネットワ

ークが整備されており、ミニ新幹線も含めて北

海道、東北、北陸、信越全ての県に新幹線が届

いていますが、西日本は山陽新幹線から西九州、

鹿児島につながるネットワークのみで、東九州

四国、山陰の基本計画路線は手付かずのままに

なっています。 

 人口減少下においても地域に活力を与え、国

力を高めることになる、このような広域圏をま

たぐダイナミックな対流を実現するには、国土

政策として東九州への広域交通ネットワークの

整備は欠かせないものです。そのためには、地

方が一丸となり、国民的コンセンサスを形成す

る必要があります。 

 道路、鉄道の豊予海峡ルート構想の実現、東

九州新幹線等の新幹線の基本計画路線の整備計

画路線への格上げに向け、全国の自治体等と連

携し、その必要性を熱意を持って国に強く訴え

ていくことが引き続き重要だと考えています。 

嶋議長 五ノ谷土木建築部長。 

  〔五ノ谷土木建築部長登壇〕 

五ノ谷土木建築部長 私からは中九州横断道路

から臼杵港への道路アクセス向上についてお答

えします。 

 九州の東の玄関口としての拠点化に向けては、

広域道路ネットワークの整備とともに、港湾等

の拠点へのアクセス向上も重要です。 

 議員御指摘の東九州自動車道の４車線化につ

いては、引き続き関係県と連携しながら、国等

に早期整備を強く要望していきます。 
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 また、中九州横断道路から臼杵港へのアクセ

スについては、まずは吉野地区から臼杵方面へ

の道路整備が重要と認識しています。そのため、

これまでに双方を結ぶ現道の課題を整理したと

ころであり、今後は関係機関と協議しながら、

具体化に向けた検討を進めていきます。 

 加えて、臼杵インターチェンジと臼杵港を結

ぶ構想路線などの新たなネットワークの検討に

あたっては、本庁がその方向性等を整理し、各

土木事務所は現地調査やニーズ把握、地元調整

などの役割を担っています。そのため、土木事

務所の企画部門の役割は大変大事であり、引き

続き企画機能を最大限に発揮し、地元の期待に

応えられるよう努めていきます。 

 今後も広域道路ネットワークの整備促進や拠

点へのアクセス向上に向け、本庁と土木事務所

が一丸となって取り組んでいきます。 

嶋議長 利光商工観光労働部長。 

  〔利光商工観光労働部長登壇〕 

利光商工観光労働部長 外国人材の受入れにつ

いてお答えします。 

 あらゆる産業で人手不足が深刻化する中、県

内の外国人材の受入れが進み、大分労働局によ

ると、昨年１０月末の外国人労働者数は９，９

８２人と過去最高を記録しています。他方、新

たな育成就労制度では転籍制限が緩和されるほ

か、国内外における人材獲得競争が激化してお

り、引き続き本県が外国人材に選ばれるために

は一層の取組が必要です。 

 県では、日本での就労を希望する外国人に向

け、本県で働く魅力を伝えるため、ＳＮＳによ

る多言語での情報発信に力を入れています。ま

た、受入れ側の中小企業に対しては、寮の畳の

フローリング化やトイレの洋式化などの居住環

境整備に加え、今年度から電動アシスト自転車

の導入などに助成をしています。さらに、翻訳

機の導入などのコミュニケーション円滑化も支

援しています。これから外国人材の活用を進め

る企業には、新たな制度や県内の受入事例など

を紹介するセミナーを開催しています。 

 議員御指摘の企業向け専門相談窓口設置やマ

ッチング支援については、他の自治体での支援

事例も増えており、それらも参考に検討してい

きます。今後も、より多くの外国人材が本県で

安心して働いてもらえるよう効果的な取組を進

めていきます。 

嶋議長 工藤福祉保健部長。 

  〔工藤福祉保健部長登壇〕 

工藤福祉保健部長 最後に私から、公立・公的

医療機関等における医療提供体制の確保につい

てお答えします。 

 本年６月に０．８８％プラスの診療報酬改定

が行われましたが、県ではこの改定に先駆け、

昨年度の補正と今年度は当初予算で、食材費等

の物価高騰分や看護補助者の賃金改善に対する

助成を適宜行ったところです。 

 また、医療機関の経営は診療報酬をはじめと

する医業収益を前提としていますが、採算性が

低いへき地医療や救急医療などの政策医療を担

う公的医療機関等に対しては、別途、運営費補

助を行っています。 

 あわせて、慢性的な医師不足や地域偏在の解

消を図るため、大分大学の地域枠や自治医科大

学卒業医師を公立・公的医療機関等に今年度は

７７人配置しており、今後数年にわたり、配置

可能医師はさらに増加する見込みです。 

 加えて、４月から医師にも適用された時間外

労働規制の影響が大変懸念される救急医療機関

を中心に、この年度当初から順次個別訪問を行

っており、年内までの状況把握に努めていると

ころです。 

 医療提供体制の安定かつ継続した確保に向け、

地元市町村の方針や運営主体の経営努力を見定

めつつ、県として必要な協力を行うとともに、

適切な診療報酬体系の構築に向け、全国知事会

等を通じてしっかり要望していきます。 

嶋議長 以上で志村学君の質問及び答弁は終わ

りました。二ノ宮健治君。 

  〔二ノ宮議員登壇〕（拍手） 

二ノ宮議員 皆さんおはようございます。県民

クラブの二ノ宮健治です。 

 ２度目の代表質問の機会をいただきました。

同僚の皆さんに感謝を申し上げ、県民クラブを

代表して代表質問を行います。 
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 まず、今回の台風１０号で被害に遭われた方

に御見舞いを申し上げ、一日も早い復興に向け

て、私もしっかり取り組みます。 

 今日は由布市をはじめ、多くの応援団の皆さ

ん、いつもお世話になっています。そして、今

日わざわざ傍聴までお越しいただき、本当にあ

りがとうございます。 

 さて、今回の質問のコンセプトは地方創生で

す。地方の捉え方はいろいろありますが、私の

地方は田舎、つまり農村、漁村です。田舎が元

気にならなければ大分県は元気にならないとの

思いから、今回の質問項目の全てに地方創生の

思いを織り込みました。 

 さて、佐藤知事も就任してまだ１年しか経過

していませんが、見事な手腕で次々に新たな政

策を発信されています。 

 今回、私も県議１０年間の経験と、さらに県

民の皆さんから県民クラブに寄せられている課

題を中心に質問を組み立てました。 

 知事、それから、幹部職員の皆さん、県政の

目標は、ごくごく簡単に言うと、地域が元気に

なり、そして、県民が幸せになることではない

でしょうか。その実現のための県民の皆さんの

強い思いを質問しますので、是非前向きな御答

弁をお願いし、早速質問に入ります。 

 １点目は、大分の未来を見据えた県政運営に

ついてです。 

 今議会に提案されている新長期総合計画は、

佐藤県政の掲げる安心・元気・未来創造を具現

化するものであり、これからの１０年間の県政

の総合的な指針を示す最上位計画です。その達

成には多くの課題があります。私は、人を、そ

して、先を見通した計画立案、さらにバランス

という３点の課題について考えてみました。 

 まず、人についてですが、県職員の人事につ

いて伺います。 

 どのような組織でもトップを中心に組織が一

体化することが望ましいわけですが、昔から人

事を語るときに、武田信玄の「人は城、人は石

垣、人は堀、情けは味方、仇は敵なり」という

言葉がよく引用されます。私は中でも特に重要

なのは、人は石垣の例えだと思っています。丸

や四角、小さなものから巨大なものなど様々な

石が組み合わされて堅固な石垣となり、城が守

られているわけですが、県政を城に例えるなら、

それぞれに豊かな個性や能力のある３，８００

人の県職員の皆さん一人一人が石垣としての役

割を果たし、一丸となって県政を推進している

と言えます。 

 人事は、この個々の持つ能力や個性を最大限

に引き出すことが重要だと言われます。組織の

風通しをよくし、円滑なコミュニケーションに

より人の輪をつくり、自由闊達で建設的な空気

の中、積極的に提案が行われてこそ、職員一人

一人が生きがいを持って働ける環境をつくるこ

とができます。人事は県政推進の一丁目一番地

だと言っても過言ではないと思います。 

 そうした中で私が気になるのは、県職員の人

事異動のサイクルです。数年前の不祥事をきっ

かけに、職員が同一業務を担当する期間の上限

４年間というルールが、より厳格に運用される

ようになっていると聞いています。 

 不祥事の防止は重要ですが、様々な分野に精

通した職員を育成するのもあわせて大切です。

ノウハウや知識の円滑な引継ぎ、また、人的ネ

ットワークを築くという意味でも、４年間とい

う枠に縛られずに、柔軟な運用も検討してはど

うかと考えます。 

 知事はこれまで多くの人事を手がけており、

釈迦に説法であることは重々承知していますが、

知事の人事感というか、人事に対する思いに私

は大変興味を持っています。 

 そこで、県職員の人事について、今後どのよ

うな方針で臨まれるのか、知事のお考えを伺い

ます。 

 次の、先を見通した計画立案は、県の新長期

総合計画についてです。 

 長期の計画策定で重要なことは、これからの

時代の変化を的確に読むことです。今回の計画

では、時代の要請や潮流の変化として、想定を

上回るスピードで進む人口減少や地球環境問題

の深刻化と自然災害の脅威など、六つの項目が

挙げられていますが、特に今言った人口減少と

地球温暖化については、影響が計画全般に及ぶ
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ことから、本総合計画策定のキーポイントであ

ると考えます。 

 １０年後の人口ピラミッドを思い浮かべてみ

てください。単に１０年分スライドするように

考えてしまいがちですが、これからの１０年間

は、団塊の世代の後期高齢化により社会からリ

タイアする人が増加し、労働力の減少、要介護

者等の急増など、これまでの人口減少とは質の

異なる深刻な弊害が広がることを私は危惧して

います。 

 地球温暖化についても、これまでに経験した

ことのない地球沸騰化とも言うべき時代の到来

が現実味を帯びています。実際に、既に異常気

象が続いており、今回の台風第１０号に見られ

るような深刻な自然災害が次々と発生していま

す。 

 そこで、新長期総合計画において、この２点

を中心に、潮流の変化をどのように捉え、そし

て、その変化を踏まえてどのような取組をして

いくのか、知事に伺います。 

 大きな２点目は、農業、林業、水産業の活性

化についてです。 

 まず、農業の振興ですが、ここでは三つ目の

バランスとして、具体的には農林水産業と工業

の並進に関して伺います。 

 大分県知事は、平松氏、広瀬氏、佐藤知事と

経済産業省出身の知事が続いています。必ずし

もこのことが影響しているとは思いませんが、

大分県の工業生産高は福岡県に次いで九州第２

位である一方、農業産出額は最下位と低迷して

います。 

 先日、友人から、昭和４３年頃の大分県の新

産都建設を舞台としたノンフィクションに近い

小説、高杉良の「生命燃ゆ」を勧められ、読み

ました。この小説の舞台となった昭和４３年頃

は、県内には大きな企業が少なく、私の同級生

の多くは県外に就職しましたが、この新産都が

できると、Ｕターンして新産都関連企業への就

職する者も多くいました。当時の本県は農業が

盛んだったことから、この物語では新産都を誘

致し、県民の働く場所を確保するための農工並

進を進めるべく、当時の県や議会も含めた熱い

情熱が描かれています。 

 それから５０年が経過し、現在、私が言って

いる農工並進は、当時とは正反対の工業に比し

て大きく落ち込んだ農業の引上げです。決して

工業の振興が悪いと言っているのではなく、県

全体が発展するためには農林水産業と工業のバ

ランスが必要だと言いたいのです。 

 あの広瀬前知事をもってしても、農業・農村

の振興は手ごわかったのではないでしょうか。

農政の推進に必要な農業高校も、伝統のある三

重農業高校、玖珠農業高校、山香農業高校も統

廃合が進み、全てが廃校となり、現在では農業

科単独校は１校となっていることからも、農業

の芽が出にくい大分県になっていると思います。 

 さきほども人口減少について述べましたが、

農村部の急激な労働力の減少などからも、これ

までどおりの農政の推進では、１０年先に農山

漁村は壊滅的になるのではないかと危惧してい

ます。実際、令和３年３月に、農業経営体数の

激減や産出額の減少により農業経営や農村社会

システムが崩壊してしまうとの危機感から、大

分県農業非常事態宣言が出されました。 

 また、農協や県など九つの団体でつくる大分

県農業総合戦略会議で取りまとめられた行動宣

言には、県産出額の増加を目指すとともに、生

産者、農業団体、行政が一体となった取組が示

されており、今年で４年目を迎えようとしてい

ます。 

 私はこの年の１２月の一般質問で、今回の行

動宣言はＪＡ主導の色合いが強く出ている、不

祥事が続くとともに、支所廃止などの合理化も

打ち出されているＪＡの指導体制には不安があ

り、ＪＡ主導でなく、知事の強い権力の下、行

政主導で行うべきとの提案をしたところ、ＪＡ

が主体となった指導体制の充実を図るとともに、

県の普及指導員や研究員も積極的に現場に出向

き、生産者を支える指導を強化していくとの知

事答弁でした。 

 農業改革による営農指導員の増員や県の普及

指導や畜産の生産拡大のためのキャトルステー

ションの整備など、一定の成果については評価

しますが、農業成長産業化の実現及び農業振興
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を図っていくためには、担い手の育成・確保、

そして、地域資源の活用、収益化といった中山

間地域の活性化対策など、幅広い取組が不可欠

とされています。 

 さらに今回の新たな農林水産業振興計画を着

実に実行するためにも、これまで以上に県、市

町村、農業団体が一体となって取り組んでいく

ことが重要です。 

 当時の知事をして、県として農業再生の最後

のチャンスと言わしめた待ったなしの状況で、

市町村も巻き込んだ新たな推進体制の確立など、

県の総力を挙げての取組を強く求めます。 

 そこで、県勢のバランスある発展に向けた農

工並進の実現に向け、農業システム再生に向け

た行動宣言の進捗状況と課題をどのように認識

し、今後の農業振興にどのように取り組んでい

くのか、知事に伺います。 

 次に、林業の竹林の整備と竹の有効活用につ

いてですが、竹害対策の視点から伺います。 

 県の竹林面積は約１万４千ヘクタールで、鹿

児島県、福岡県に次いで全国第３位となってい

ます。 

 かつて竹は、籠や笊といった多くの生活用品

やタケノコなどを生み出す貴重な資源であり、

竹林は大切に整備、管理されていました。しか

し、生活様式の変化やプラスチック製品などの

代替品の出現、中国からの安価な竹製品の輸入

などにより製品生産が減少するとともに、これ

に伴う生産意欲の低下などもあいまって、放置

竹林が増加しています。山間部の狭い道路に覆

いかぶさるように竹がはみ出すほか、周囲の山

や畑に竹が侵入するなど、生活を脅かす事態が

起こっています。 

 私はこれまでの一般質問で、バイオマス発電

燃料への利用やタケノコ生産への支援などを提

案してきましたが、先般、県民クラブで県の林

産振興室、畜産技術室にも同行をお願いし、宮

崎県の大和フロンティア株式会社を視察しまし

た。 

 同社は無料で提供された竹を伐竹し、細かく

粉砕後、発酵させ、糖蜜や焼酎かす等を加えて、

飼料、肥料として製品化しています。この製品

は、宮崎県の畜産試験場や宮崎大学との研究で

効果も立証さており、現在、月間２５０トンの

生産で採算も取れているとの説明もありました。

鹿児島県にも第２工場を設置しているそうで、

当初心配された竹の無料提供も、竹を切るまで

３年待ちとなっているとのことで、改めて里山

の竹害がいかに進んでいるのかを実感しました。 

 竹の欠点は、そのままでは空洞が大きく、体

積が大きくなることで運搬費がかさむことです。

そのため、有効活用には地産地消的な事業化が

必要となります。 

 多くの竹林を有する本県にとって、竹害対策

は重要な喫緊の課題です。そこで、竹害対策と

して、関連する事業者の誘致も含めて、竹林の

整備や竹の有効利用にどのように取り組んでい

くのか、知事に伺います。 

 次に、水産業の活性化について伺います。 

 １１月９日、１０日に行われる第４３回全国

豊かな海づくり大会おんせん県おおいた大会も

間近に迫り、最後の準備に大わらわのことと拝

察します。 

 水産業を取り巻く状況も、担い手不足や環境

の変化など、農林業とほぼ同じだと理解してい

ます。 

 私たちは新長期総合計画の、環境変化に対応

し豊かな海を次世代につなげる水産業への転換

の実現には、この海づくり大会で掲げる四つの

基本方針の推進を図り、県水産業振興の起爆剤

となる必要があると考えており、そのため、し

っかりと応援していきます。 

 県の水産業の産出額を見ると、全体では微増

していますが、養殖業が増加する一方、漁船漁

業の産出額は減少傾向です。気候の変化による

魚種の変化や後継者不足など、漁船漁業者を取

り巻く状況は厳しさを増しており、漁船漁業者

の減少は漁村の衰退につながります。養殖業の

支援もさることながら、県の総力を挙げて漁船

漁業の苦境を打開する取組を行っていかなけれ

ばなりません。 

 先日、国東市にあるマコガレイやクルマエビ

の放流用の種苗を生産する施設の建替工事の竣

工式に出席しました。従来の施設と比べ、水槽
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面積で１．２倍、閉鎖循環式システムや緑色Ｌ

ＥＤ光照射設備の導入により、生産能力も１．

２倍になるなど、漁船漁業の救世主と言えるよ

うな県の施設です。 

 この施設の完成と海づくり大会の開催が重な

る今年度は、特に漁船漁業を中心に、県の水産

業を大きく飛躍させるまたとない好機であると

考えます。こうしたことを踏まえ、水産業の活

性化にどのように取り組んでいくのか、農林水

産部長に伺います。 

 次は、企業誘致についてですが、外国人労働

者の確保についてもお聞きします。 

 本県では、市町村と連携して企業誘致に積極

的に取り組んでおり、昨年度の企業誘致数は６

０件と、令和４年度の４１件から大幅に増加し

ました。 

 業種別では、自動車や情報通信、半導体関連

が主体となっており、雇用者数は６１３人、設

備投資額は８２４億円と、県内経済振興の大き

な牽引力になっています。 

 さらなる企業誘致には人材確保が重要であり、

そのためには、この議会でもたびたび議論され

ている外国人労働者の確保が欠かせません。 

 今後、外国人材から選ばれるためにも、雇用

の管理改善や適正な労働条件の確保などの企業

への周知、さらに安全・安心に暮らせる地域社

会の実現が重要ですが、そうした対策について

は、前回定例会における我が会派の若山議員の

質問に対する答弁などもありましたので、着実

に進めていただきたい旨、要望します。 

 さて、話題を企業誘致の本体に戻して、その

現状を市町村別で見ると、大分市１７件、宇佐

市９件、国東市８件と、大分市を中心とする地

域や県北・国東地域の企業集積が進む一方で、

地域的なバランスが課題となっています。 

 多くの人々は、働くのに便利な場所に住居を

求めることから、企業の多い地域に人口が集中

し、働く場所の少ない農村地域では過疎が進む

という負のスパイラルが生じています。逆に、

農村地域で企業誘致が進めば、働く場所の確保

ができ、企業に勤めながら米作などの農業に従

事することが可能となるなど、これからの農村

経営に必要な兼業農家の育成や過疎対策といっ

た地域活性化にも資することになります。 

 そのためには、企業の求める適地の掘り起こ

しや地域別の誘致方針とともに、市町村が行う

新たな産業団地整備への支援強化が不可欠であ

り、特に過疎化の進む農村地域に対する重点的

な支援が必要であると考えます。 

 そこで、企業誘致が進んでいない地域、特に

農村部への積極的な企業誘致など、地域バラン

スの取れた企業誘致をどのように推進していく

のか、商工観光労働部長に伺います。 

 次は、ライドシェアについてです。 

 本年４月に日本版ライドシェアが解禁され、

東京や京都などでサービスが開始されたほか、

本県でも別府市において、６月からコミュニテ

ィバスを使ったライドシェアの実証運行が始ま

っています。 

 ライドシェアは、一般のドライバーが自家用

車で乗客を有償で運ぶサービスとされ、今、日

本ではタクシー事業者が運行主体となり、一般

ドライバーの自家用車を活用する自家用車活用

事業と、自治体やＮＰＯが運行主体となり、地

域住民などを有料で送迎する自家用有償旅客運

送制度の二つのタイプがあります。 

 ライドシェアのメリットとしては、交通の利

便性が高まる、過疎地域の交通問題を解決でき

る、自己の保有車で収入を得られるなど挙げら

れる反面、ドライバーの質の問題、既存事業者

の収益性低下などの懸念材料もあるとされてい

ます。 

 ライドシェアに対しては、住民の新たな交通

手段としての期待とともに、地方創生や観光促

進の側面もあり、地域ごとの特性に合わせたモ

デルが求められています。 

 私は、持続可能な地域社会の実現に向けてラ

イドシェアが果たす役割は大きく、特に自家用

有償旅客運送制度型のライドシェアの導入は、

過疎地域の交通問題を解決する切り札になり得

ると考えていますが、導入には課題も山積して

います。 

 そこで、地域の交通課題の解決に向け、ライ

ドシェアをどのように活用していこうと考えて
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いるのか、県の見解を交通政策局長に伺います。 

 次に、県民の安心安全について、２点お聞き

します。 

 初めに、おおいた消防指令センターの運用開

始についてです。 

 県内１４消防本部の１１９番通報を大分市消

防局が一手に受け付ける消防指令業務の共同運

用が、本年１０月から本格的に始まります。都

道府県単位での一本化としては全国初の取組で

す。 

 災害情報や活動情報の一元管理による相互応

援の迅速化や指令業務に係る人員負担の軽減等

を図ることで、将来にわたり必要な消防体制を

維持し、住民の安心・安全の確保につながるこ

とが期待されています。 

 また、消防業務の一端である救急医療に対し、

大分市では県内他町村に先駆けて、医療関係者

が救急性の判断や助言を行う電話窓口♯７１１

９が開設されます。これにより、救急需要増加

時であっても、緊急性の高い重症者を迅速に運

搬でき、貴重な医療資源である救急病院の逼迫

回避にもつながるほか、医療機関休診時の医療

相談の受皿になることも期待されています。 

 私は、１１９番にしろ、♯７１１９にしろ、

県民誰もが、どこでも利用できることが望まし

いと考えており、是非とも県内全市町村で利用

できるよう、県が事業主体となっての導入に向

けた検討を進めていただくよう強く要望します。 

 また、消防指令センターに話を戻しますが、

消防通信指令システム等の最初の整備費用につ

いては、国の制度の活用や県の財政支援により、

市町村の負担軽減が図られています。他方、維

持管理費については、現行システムと比較して

機能は強化されたものの、多くの市町村で負担

が増加すると伺っています。また、７年後には

当該システムの中間更新が予定され、新たに約

２５億円の費用がかかるとも試算されています。 

 消防行政は一義的には市町村の責務ですが、

県民の安心・安全の確保は何よりも優先すべき

課題です。そうした点から、消防指令センター

の安全運営は県における課題でもあると考えま

す。 

 そのため、まずは県として、緊急防災・減災

事業債の期限延長を国へ要請していただき、ま

た、消防指令業務の共同運用にあたり、システ

ムの更新費用や維持管理費用の負担が増加する

市町村に対する一定の財政支援も検討すべきと

考えます。 

 そこで、消防指令センターの安定した運営に

向け、県としてどのように支援していくのか、

防災局長に伺います。 

 ２点目は、特殊詐欺の被害の防止についてで

す。 

 特殊詐欺の被害の報道が後を絶ちません。ま

た、新たな手口であるＳＮＳ型投資・ロマンス

詐欺の被害も拡大しており、高齢者だけでなく、

男女を問わず幅広い年齢の方が被害を受けてい

ます。 

 県警では被害防止対策の３本柱として、犯人

と話をしない、犯人にだまされない、犯人にお

金を出さない対策に取り組んでいると聞いてい

ます。その進捗状況に注目しています。 

 また、被害に遭われた方が親族等から非を責

められ、心身ともに疲弊したり、最悪の場合、

自死に追い込まれたりするという悲劇も起こっ

ていると報道されています。 

 振り込め詐欺に使われた口座を凍結し、口座

に入っているお金を被害者に分配する法律、い

わゆる振り込め詐欺救済法が平成２０年６月か

ら施行されていますが、一旦失ったお金が戻っ

てくるケースはほとんどないと言われているよ

うに、被害に遭われた方へのケアが不十分では

ないかと考えます。 

 先の第２回定例会において、地方消費者行政

に対する財政支援（交付金等）の継続・拡充を

求める意見書が可決されたことからも分かると

おり、本県においても、地方消費者行政の重要

性はさらに高まっています。 

 そこで、被害者のケアの充実も含め、特殊詐

欺及びＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺の被害の防

止にどのように取り組んでいくのか、警察本部

長にお聞きします。 

 最後になりますが、これからの地域高校の在

り方について伺います。 
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 近年、定員割れが続く県立高校が増え、その

原因として少子化等もありますが、１９９５年

から始まった通学区の拡大、２００５年に制定

された高校改革推進計画による再編、２００８

年から実施された普通科全県一通学区制度も一

因ではないかと考えます。 

 この問題についての県議会における議論の中

で、令和６年第１回定例会においては、県立高

校の学科の在り方についての方向を示す未来創

生ビジョンで、今後の生徒数の減少を見据え、

策定後５年をめどに見直しを行う。その中で遠

隔授業導入後の効果などを検証し、学校の魅力

化、特色化につながるような入試制度や地域の

高校教育の在り方について検討すると県教委の

答弁があっています。 

 そのような中、私たち県民クラブは、これか

らの高校教育の在り方を考える専門部会を立ち

上げ、高校教育課などから現状と課題について

伺うとともに、８月に広島県と高知県を訪ね、

遠隔授業、全国募集、地元自治体の支援などの

先行事例を学んできました。 

 改めて、協働的な学びや探求的な学びなどに

よる質の高い教育が保障され、地域の活性化に

も資する学校として存在感を示し、生徒に選ば

れる高校を目指していくことが重要であると認

識したところです。 

 そこで、これまで県教委が取り組んできた普

通科全県一通学区制度や高校再編について、ど

のように評価しているのか、教育長に伺います。 

 あわせて、地域の高校を存続させ、また、選

ばれる高校としていくために、どのように取り

組んでいくのかについても伺います。 

 これで私の質問を終わります。どうも御清聴

ありがとうございました。 

嶋議長 ただいまの二ノ宮健治君の質問に対す

る答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 二ノ宮議員の代表質問にお答えしま

す。 

 まず、県職員の人事についてです。 

 私は、人事は職員の適性や経験、実績等を勘

案しながら、最適な職員がそのポストを担う、

いわゆる適材適所の配置により、組織のパフォ

ーマンスを最大限に引き上げることだと考えま

す。そのために人事異動が行われ、専門性等に

応じてきめ細かく実施しています。 

 例えば、事務職員については、ゼネラリスト

としての意識を早く身に付けてもらうために、

採用後の早い時期に、異なる部局や本庁と地方

機関の両方を経験してもらいます。専門性が必

要な農業や総合土木といった技術職員は、若い

うちは地方機関への配置を基本とし、現場経験

を積むことで技術の習得に努めることとしてい

ます。その後、本庁や様々な地域の現場を幅広

く経験することで、専門分野における見識を深

め、行政のプロとしての対応力を身に付けてい

きます。こうした経験を積んだ職員には、中央

省庁や民間企業、海外などへの派遣により、県

庁のみでは得難い知識や経験を得る機会も設け

ています。 

 また、能力や実績による若手職員の積極的な

登用や産・育休制度の充実、男性育休の取得向

上などによる女性職員の活躍も推進していると

ころです。 

 こうした人材育成の観点からも、人事異動は

原則４年を限度としていますが、これをしゃく

し定規に運用せず、長期にわたるシステム開発

や研究プロジェクトなどでは、４年にとらわれ

ることなく柔軟に対応していきます。 

 このような取組を進めていくことで、職員が

存分に能力を発揮し、やりがいを持って職務に

邁進できる環境を整え、組織としてもパフォー

マンスを最大限に引き出していける人事を進め

ていきます。 

 次に、新長期総合計画についてです。 

 今後の県政推進の羅針盤となる新計画の策定

にあたっては、県民との対話を重ね、多様な声

を伺いながら、潮流の変化を注意深く読み解き、

変化に的確に対応する政策・施策を練り上げま

した。 

 議員御指摘の人口減少、地球環境問題も重視

して、これらを含む六つの潮流を見定めた上で、

安心・元気・未来創造の１９政策５７施策を体

系的に整理し、必要となる取組を盛り込んだと
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ころです。 

 人口減少は本県のみならず、全国的に想定を

上回るスピードで進んでいます。新計画では、

これを今後の最重要課題の一つと捉え、可能な

限り抑制すべく、子ども・子育て支援の強化等

の自然増対策と、移住・定住、企業誘致等の社

会増対策の両面から粘り強く取り組みます。特

に切迫する産業分野の人材不足には、若者の県

内就職・定着促進や外国人材の受入強化など、

全庁挙げて対策に注力します。 

 デジタル技術の活用による生産性向上も推進

します。建設分野におけるＩＣＴ施工やスマー

ト農林水産業など、産業のＤＸを推進し、生産

年齢人口が減少する中でも持続可能な経済社会

を構築します。 

 また、介護分野では、ロボットの導入や認定

業務のデジタル化などを推進することで、現場

の負担軽減を図り、要介護者の増加に対応しま

す。 

 地球温暖化対策も待ったなしです。先日、本

県を直撃した台風第１０号などの自然災害や記

録的な猛暑等は一層の深刻化が懸念されます。 

 新計画では、治水・土砂災害対策などの県土

強靱化に加え、ＡＩや衛星データ、ドローン等

を活用した防災対策の高度化や早期避難の促進

など、ハード、ソフトの両面で対策を強化しま

す。また、農作物の高温耐性品種への転換など、

気候変動適応策を推進します。 

 ２０５０年のカーボンニュートラル実現を見

据えた取組も進めます。森林資源等をいかした

吸収源対策、地熱や水素の利活用に加え、大分

コンビナートをはじめ、ＧＸに挑戦する事業者

への支援を通じて、脱炭素化と持続的成長の両

立を図ります。 

 もとより、新計画の達成には多様な主体との

連携が欠かせません。市町村や経済界、ＮＰＯ

など様々な方々と連携しながら、未来へ向けた

大分県づくりに全力を尽くします。 

 次に、農業の振興についてです。 

 これまで本県農業の再生に向けた行動宣言の

下、関係機関が一体となって取組を進めてきま

した。 

 園芸では、短期集中県域支援品目の生産拡大

とともに、大分青果センター等の集出荷機能を

強化したことで、関西・中京拠点市場でのシェ

ア拡大につながっています。 

 畜産では、現在、子牛価格の下落などの状況

があるものの、キャトルステーションの整備や

耕畜連携による飼料用米等の自給飼料拡大など、

生産者が今後も経営拡大にチャレンジできる環

境づくりを進めています。 

 あわせて、農協の営農指導員の増員や技術力

向上など、産地を支える指導体制の強化を図っ

ているところです。 

 これらにより、産出額が３年連続増加するな

ど成果も現れていますが、農業再生は本当にま

だ道半ばであり、継続した一層の取組が必要で

す。 

 加えて、人口減少の加速や気候変動、食料安

全保障上の懸念の高まりなどを背景に、食料・

農業・農村基本法が改正されるなど、農業をめ

ぐる情勢もまた大きく変化しています。 

 これらを踏まえて、新たな農林水産業振興計

画案では、元気な担い手が元気な産地をつくり、

新たな担い手を呼び込む好循環をより多く生み

出すことに重きを置くこととしています。 

 具体的には、規模拡大やスマート技術の導入

等により、中核的経営体の経営拡大を支えます。

また、大規模園芸団地に企業を呼び込むほか、

能力の高い繁殖雌牛の増頭を進めるなど、園芸、

畜産の産地拡大を図ります。 

 さらに、今後、需要拡大が大きく見込まれる

輸出や食品加工分野など、多様な需要に応じた

取組を強化していきます。 

 中山間地域では、市町村が作成する地域計画

を活用して、集落営農法人等の経営力を高め、

持続的な営農活動を支援します。 

 このような取組の実現には、地域を熟知する

市町村や農業団体とのさらなる連携を進めてい

くことが必要であり、今年度、農業成長産業化

推進本部を各市町ごとに立ち上げて、総力を挙

げて取り組むこととしています。こうした体制

の下、本県農業を成長産業として発展させ、次

の世代につなげていきます。 
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 次に、竹林の整備と竹の有効活用についてで

す。 

 竹林はタケノコの生産や身近な生活用品の材

料として、人々の暮らしと深く関わり活用され

てきましたが、安価な輸入タケノコの増加や代

替材の普及により、管理の難しい竹林が増えて

います。 

 県ではこれまで、タケノコや竹材生産のため

に活用する竹林と、住民生活に支障を及ぼす竹

林とに分けた対策を行っています。 

 生産のために活用する竹林では、適正な管理

技術を学ぶ竹林楽校を開校して、延べ５７６名

の受講生がタケノコ等の生産に取り組んでいま

す。また、優良な竹林に再生するための伐採経

費等にも支援しています。 

 住民生活に支障を及ぼす竹林では、生活区域

に侵入した竹にお困りの自治会やＮＰＯ法人の

伐採等の活動を支援しており、こうした取組を

続けていきます。 

 そのほか、例えば豊後大野市の集落では、竹

をチップパウダー化して、燃料、堆肥や酵素風

呂として活用する地域づくりが進んでいるほか、

別府市の団体が「別府地獄蒸しめんま」として

新商品を売り出す取組も始まっています。この

ような取組にも地域振興の観点から支援してい

るところです。 

 しかしながら、成長が著しく早い竹林の対策

はなかなか手ごわいのが実情です。 

 県外では、議員が視察された宮崎県の企業の

ように、畜産飼料や肥料として活用する取組や、

鹿児島県の製紙会社による竹紙生産の事例もあ

ります。また、福岡大学による舗装材への活用、

山口県の企業が開発した洗濯用洗剤等、各地で

竹利用の研究開発が進んでいます。 

 そうした中で、県内でも現在、木質バイオマ

ス発電所が九州内１５の発電所等と連携して、

竹チップを燃料に活用する実証試験を進めてい

て、新たな需要策として期待を寄せています。 

 このように、様々な商品の開発等の取組が行

われていますが、竹の利用に向けた企業誘致等

については、コスト面等はじめ、まだ解決しな

ければならない課題も多々あります。技術開発

は日進月歩ですので、今後、各企業の動きも注

視しながら、竹の有効活用にさらに取り組んで

いきます。 

 その他の御質問については、担当部局長から

答弁します。 

嶋議長 渕野農林水産部長。 

  〔渕野農林水産部長登壇〕 

渕野農林水産部長 私からは水産業の活性化に

ついてお答えします。 

 全国豊かな海づくり大会の開催に伴い、関係

者の機運が高まっているこの機会を逃すことな

く、水産業の活性化に向けた取組を生産と販売

の両面で進めていくことが重要です。 

 特に漁船漁業では、資源の回復による生産の

安定化が大事であり、マコガレイなど基幹魚種

について、海域ごとに漁場環境の整備、種苗の

拠点放流、資源管理を一体的に実施していると

ころです。 

 今後は、新たに完成した国東の種苗生産施設

もフル活用し、成長が早いなど、より品質の良

い種苗を供給して、資源回復の取組を進めてい

きます。 

 販売面では、多様化する消費者ニーズに応え

るため、杵築市の県漁協加工施設などによる骨

切りや切り身等へ対応した取組を推進します。 

 また、県内対策として、量販店のプレゼント

キャンペーン等を実施することで消費者の購買

意欲を喚起し、県産魚の消費拡大につなげてい

きます。 

 さらに、県外においても漁協や商社等と連携

し、パートナーシップ飲食店や量販店でフェア

を開催するなど、ハモをはじめとする県産魚の

販路拡大を図ります。 

 こうした取組を着実に進め、水産業の活性化

に取り組んでいきます。 

嶋議長 利光商工観光労働部長。 

  〔利光商工観光労働部長登壇〕 

利光商工観光労働部長 企業誘致についてお答

えします。 

 企業誘致は、新たな雇用と活力を創出し、地

域経済の基盤を拡大するための重要な施策です。

その恩恵を県内全域に広くもたらすには、地域
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バランスの取れた企業誘致が大切と考えます。 

 議員御指摘のとおり、誘致実績は市町村間で

偏りがありますが、昨年度は平成１８年度以降

で最大となる１６市町において誘致を実現しま

した。 

 例えば、佐伯市では養殖魚用配合飼料の製造

企業が試験場を設置、竹田市では介護福祉用具

の製造販売企業が物流拠点を開設します。サテ

ライトオフィスへのＩＴ関連企業の入居も、玖

珠町で３社、豊後大野市で２社など、着実に進

展しています。 

 より多くの市町村が企業に選ばれるために、

今後も地域特性や強みをいかし、誘致を継続し

ていきます。 

 一方で、大規模投資の受皿となる産業用地の

不足が大きな課題となっています。今年度、県

全域で調査を実施し、県内８３か所、１，１０

２ヘクタールの候補地を自治体が選出しました。

既に大規模候補地については、インフラの状況

や開発コストなど、県が一括して調査していま

す。日田市と豊後大野市は独自に関係調査を進

めており、国の支援事業にも採択され、加速が

期待されます。 

 今年度拡充した補助金により、市町村の産業

用地整備を集中的に後押しします。引き続き市

町村と連携した上で、積極的な企業誘致を推進

していきます。 

嶋議長 嶋川交通政策局長。 

  〔嶋川交通政策局長登壇〕 

嶋川交通政策局長 私からはライドシェアにつ

いてお答えします。 

 路線バスやタクシーといった地域公共交通を

取り巻く環境が厳しさを増す中、地域の新たな

交通手段として、ライドシェアを導入する動き

が全国的に広がりを見せています。 

 本県においては、現時点で日本版ライドシェ

アを導入した地域はありませんが、公共ライド

シェアと呼ばれる自家用有償旅客運送について

は各市町村で導入され、地域の実情に応じた柔

軟な運行サービスが提供されているところです。 

 議員御指摘のとおり、この公共ライドシェア

は、バスやタクシーを利用しにくい過疎地域な

どにおいて、有効な移動手段の一つであると考

えます。 

 こうした中、国では本年７月に設置された交

通空白解消本部の下、自治体、交通事業者、Ｉ

Ｔ企業など幅広い関係者で構成する官民連携プ

ラットフォームを立ち上げる予定となっており、

具体的には、プラットフォームの中で、交通課

題を抱える地域と技術やノウハウを有する企業

とのマッチング支援や先導的なモデル事業を推

進していく予定とされています。 

 県としても、こうした国の取組を踏まえなが

ら、安全・安心で利便性の高い移動手段が確保

されるよう、ライドシェアの活用に取り組む市

町村や交通事業者などを後押ししていきます。 

嶋議長 首藤防災局長。 

  〔首藤防災局長登壇〕 

首藤防災局長 私からはおおいた消防指令セン

ターについてお答えします。 

 今回の共同運用の目的は、急速に人口減少が

進む中、自治体間の連携・協働により、必要不

可欠な行政サービスを維持し、将来にわたって

住民の安全・安心を確保することにあります。 

 指令センターでは、１０月の本運用に向け、

既に全県の１１９番通報を受け付けており、今

回の台風第１０号に際しては、通常の２倍の１

８指令台で対応したとのことです。新たに車両

動態管理システムなどが整備された消防本部か

らは、高度化の効果を実感したとの声も伺って

います。 

 今後も共同運用の効果が十分に発揮されるこ

とを期待しているところです。 

 また、スケールメリットによる財政的な効果

も共同運用の重要な目的の一つです。各消防本

部が個別に更新した場合と全県で共同化した場

合との比較では、整備費と維持管理費のいずれ

も、全ての市町村で削減効果を認められていま

す。 

 一方、システムの高度化に伴って、足下で維

持管理費が増加することについて、市長会、町

村会を通じて懸念が示されています。 

 県としては、これまで市町村と共に進めてき

た経緯を踏まえ、緊急防災・減災事業債の延長
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等を国に要望するとともに、引き続き丁寧に意

見交換を行いながら、支援の在り方を検討して

いきます。 

嶋議長 種田警察本部長。 

  〔種田警察本部長登壇〕 

種田警察本部長 私からは特殊詐欺等被害の防

止についてお答えします。 

 大分県では大分県特殊詐欺等被害防止条例に

基づき、被害から県民を守るべく、総合的に対

策を推進しているところです。 

 県警察では、具体的な対策として、コールセ

ンターの開設やＡＴＭ警戒業務などに取り組ん

でおり、特に水際対策においては、昨年、金融

機関やコンビニの協力を得ながら、１１１人の

被害を防止しました。しかし、ＳＮＳ型投資・

ロマンス詐欺被害は増加傾向で、現在、各種広

報媒体を通じて広報啓発を行い、手口や注意点

を周知し、県民の抵抗力の強化を図っていると

ころです。 

 また、被害者に対しては、議員御指摘の振り

込み詐欺救済法による被害回復に向けた手続や

関係機関を案内するなどの支援を行っています。 

 加えて、被害者の心情に寄り添い、個別事情

に応じ、御家族に対して、被害の手口の説明や

防犯指導を行う等、丁寧な対応にも努めていま

す。精神的なケアが必要な場合には、御家族へ

のサポートの依頼や支援機関の紹介など、被害

者の心情に配意しながら対応しているところで

す。 

 引き続き、日本一安全な大分の実現に向けて、

県や県民、事業者などと一丸となったオール大

分での被害防止対策を推進していきます。 

嶋議長 山田教育長。 

  〔山田教育長登壇〕 

山田教育長 最後に、地域の高校についてお答

えします。 

 平成１８年度から取り組んだ高校再編につい

ては、学校の適正規模の維持による教育水準の

維持向上や、新しいタイプの高校設置を通じた、

生徒の多様な進路希望や学習ニーズへの対応な

ど、一定の成果が上がっていると評価していま

す。 

 また、その後導入した普通科全県一通学区制

度は、中高生や保護者の約８割が肯定的に評価

している一方で、地域の普通科高校の大学進学

の状況や定員割れを心配する声もあると承知し

ています。 

 そこで、学識経験者、産業界、社会教育、市

町村関係者等からなる検証委員会を設置して、

全県一通学区制度の成果や課題について丁寧に

検証することとし、第１回目の会議を明後日開

催する予定としています。 

 他方、生徒数が減少する中で、全県一通学区

制度の有無にかかわらず、選ばれる学校づくり

は地域の高校にとって喫緊の課題と考えます。

地域と連携した課題解決学習を行うなど、高校

の存在価値を高めるとともに、生徒の郷土愛の

育成につながる取組を進めていきます。 

 また、デジタル技術を活用した遠隔教育の導

入により、どの地域に住んでいても、希望に応

じて、多様で質の高い教育を受けられる環境整

備も急ぎ進めるなど、魅力ある学校づくりに全

力を傾注していきます。 

嶋議長 以上で二ノ宮健治君の質問及び答弁は

終わりました。 

 暫時休憩します。 

午前１１時５０分 休憩 

―――――→…←――――― 

午後１時 再開 

井上副議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 代表質問を続けます。吉村哲彦君。 

  〔吉村（哲）議員登壇〕（拍手） 

吉村（哲）議員 皆様こんにちは。３７番、公

明党、吉村哲彦です。 

 まず初めに、先日の台風第１０号で被害に遭

われた皆様に心から御見舞い申し上げます。 

 私ども県議会公明党としても、被害に遭われ

た各地を調査に回りました。その現場、現場で、

防災・減災に対しての様々な御意見、復旧への

御要望も頂戴してきました。いつ発生するか分

からない自然災害だからこそ、いかに備え、い

かに被害を小さく抑えるか、非常に重要なこと

です。今回いただいた様々な声を関係各所にも

伝えながら、何よりも被害に遭われたお一人お
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一人がしっかりと復旧、復興、そして前を向い

て一歩を踏み出せるそのときまで、党を挙げて

全力で寄り添う決意です。 

 本日も後ほど防災対策について質問します。

何とぞよろしくお願いします。 

 それではまず、スポーツ施策について、初め

に県民スポーツの振興について伺います。 

 この夏開催されたオリンピックは、県民の皆

様に大きな感動と元気を与えてくれました。本

県ゆかりの選手も６競技９選手が出場し、金メ

ダル一つ、銀メダル一つ、銅メダル二つとの大

活躍に大変うれしくなりました。 

 さらに、昨日閉会したパラリンピックにおい

ても、本県ゆかりの２選手が出場し、健闘を見

せてくださいました。 

 さらに、北部九州で開催されたインターハイ

も、高校生の躍動する姿や、駅周辺をはじめ、

各地で準備に取り組む高校生の姿に、オリンピ

ックとは一味違った感動を得た方も多くいたこ

とと思います。 

 さらに、この週末を中心に、県内最大のスポ

ーツ大会となる県民スポーツ大会が行われまし

た。幅広い年代の皆様が県内各地の会場で日頃

の練習の成果を発揮すべく取り組む姿に、たく

さんの元気をいただきました。 

 ちなみに、私も陸上競技一般男子５０歳未満

の１００メートルに出場して、何とか２位に入

ることができ……（拍手）ありがとうございま

す。佐藤知事の名前の入った賞状を、今、家に

飾っているところです。来年は優勝を目指して

しっかり頑張っていきます。 

 このように、今年はスポーツの持つ力を再確

認する夏となりました。 

 現在、本県では第２期大分県スポーツ推進計

画に基づく取組が進められています。競技スポ

ーツにおける選手の育成から強化はもとより、

県民の健康増進に至るまで幅広い計画を進め、

国際大会や全国大会での選手の活躍、また健康

寿命等に寄与していることに心から敬意を表し

ます。 

 一方で、本県の２０歳以上の週１回以上のス

ポーツ実施率は、約５割と近年上昇傾向にはあ

りますが、国の目標値を下回っており、特に３

０代から５０代の働く世代が低い状況です。ま

た、住民が主体的に参画する地域のスポーツ環

境の整備や、県民のニーズに応じた専門性の高

い指導者の養成や確保も必要です。 

 県民が身近な地域でスポーツの楽しさや感動

を味わいながら、健康で活力に満ちた生活を営

むためにも、スポーツの力を肌で感じたこのタ

イミングで、スポーツに親しむ機会を一層充実

する必要があると考えます。そして、スポーツ

が持つ魅力や特性を最大限に活用し、地域の元

気を創出していくことが大切です。 

 そこで、新長期総合計画の策定も踏まえ、改

めて本県の県民スポーツの振興をどのように進

めていくのか、知事に伺います。 

 次に、スポーツ医科学の活用について伺いま

す。 

 令和４年に策定された国の第３期スポーツ基

本計画では、新たな視点として、スポーツに誰

もがアクセスできる点を掲げており、居住地域

にかかわらず、全国のアスリートがスポーツ医

科学によるサポートを受けられる環境を整備す

ることを目指しています。 

 現在、スポーツ医科学にアクセスできる競技

者は全国大会レベルなどの選手が多いと思いま

すが、競技力の底上げという観点を鑑みると、

都道府県レベルの競技者がアクセスできる仕組

みをつくることが重要ではないでしょうか。 

 個人情報の課題は残りますが、スポーツ医科

学を通じて測定できるデータや学校で行われる

スポーツテストの結果を蓄積することで、競技

力向上の一助となることは間違いありませんし、

国際大会で活躍する選手の中学生時代のデータ

と比較し、選手発掘にも役立つのではないでし

ょうか。 

 そのためには、県内においてスポーツ医科学

コンソーシアムを形成し、どの地域にどのよう

な人材がおり、どのような測定機器があるのか

を把握するとともに、それらを活用するための

人材を育成すべきだと思います。そして、コン

ソーシアムが中心となって、中学生や高校生の

大会、さらには各学校を訪問するなどとし、ス



第３回 大分県議会定例会会議録 第２号 

- 31 - 

ポーツ医科学の窓口を設置することで、スポー

ツ医科学へのハードルが下がるのではないかと

考えます。 

 本県においても、スポーツ医科学の活用につ

いて様々な取組が進められていると伺っていま

すが、実際にこのような先進的な取組が他の地

域においては国の事業などを活用し、行われて

いることから、同様の仕組みを県内につくるこ

とができれば、競技力向上だけではなく、高齢

者等の運動や健康増進にもいかすことにより社

会全体の大きな利益になると考えます。加えて、

競技者としてではなく、スポーツ医科学の分野

でスポーツに関わる道を県内の若者に周知する

こともできるほか、部活動の地域移行に向けた

指導者の育成、質の向上にも寄与することと思

います。 

 こうしたことを踏まえ、競技力向上に向け、

スポーツ医科学の知見の活用をどのように進め

ていくのか、教育長に伺います。 

 次に、障がい者スポーツの推進について伺い

ます。 

 先に挙げた国の第３期スポーツ基本計画では、

障がい者がスポーツを通じて社会に参画するこ

とができるよう、障がい者スポーツの実施環境

を整備するとともに、スポーツの非実施層に対

する関心を高めることや、一般社会に対する障

がい者スポーツの理解、啓発に取り組むことに

より、人々の意識が変わり、共生社会が実現さ

れることを目指すとされています。 

 しかし、本年５月時点で日本パラスポーツ協

会登録のパラスポーツセンターは全国に２９施

設しかなく、本県には残念ながら設置されてい

ません。また、笹川スポーツ財団の２０２１年

の調査では、この登録センターを含む障がい者

専用・優先スポーツ施設が大分県内には３施設

あるのみでした。 

 先般視察した和歌山県立医科大学のげんき開

発研究所のトレーニングセンターでは、高齢者

とオリンピアン、さらに障がいのある方が時間

と場所を同じくしてトレーニングしている様子

も拝見し、お互いにスポーツを楽しみ、高め合

う姿に感動しました。 

 日本パラスポーツの父と呼ばれる中村博士を

輩出している本県こそ、より一層、積極的にス

ポーツにおける共生社会の実現を目指すべきだ

と考えます。例えば、トレーニングジムにおい

ても、現在ある器具の配置を工夫するだけで車

椅子の方が利用できるようになります。新たな

スポーツ施設を造るだけではなく、スポーツ公

園をはじめ県内にあるスポーツ施設を障がいの

ある方がより気軽に利用できるよう、関係団体

と連携し取組を進めていただきたいと思います。 

 こうしたことを踏まえ、障がい者スポーツの

推進にどのように取り組んでいくのか、福祉保

健部長に伺います。 

 次に、大分市東部地域の道路整備について伺

います。 

 佐藤知事は、大分市東部地域の道路整備に関

し、庄の原佐野線の延伸や鶴崎拡幅など着実に

進めていただいており、心から感謝します。 

 東九州新幹線や豊予海峡ルートの議論も活発

化する中、熊本と大分を結ぶ中九州横断道路に

ついて大分－犬飼間の山側ルートが選定され、

早期完成に向けて期待が高まっていますし、大

分港大在西地区の整備が進むことで九州の東の

玄関口としての機能も大きく向上することが期

待されています。正に大分市東部の果たす役割

が大きくなっていると考えます。 

 実際に、大分市の人口がピークであった２０

１６年と本年を比較すると、人口が増加してい

るのは鶴崎、大在、坂ノ市と東部地域に集中し

ています。こうした中、地元の皆様からは、大

分市東部の発展への期待とともに、渋滞緩和策

についても大きな関心が集まっています。 

 知事は大分市東部を取り巻くこのような現状

について十分御存じのことと思いますが、平成

１４年度以降、整備の進んでいない大分外郭環

状道路の位置付けも大きく変わろうとしている

のではないかと私は考えます。ますます重要に

なる大分市東部における九州の東の玄関口とし

ての機能を十分に発揮するためにも、大分外郭

環状道路の整備を含め、東部地域の道路整備に

ついて大分市とさらに連携し、計画の整理、進

捗を図っていただきたいと思います。 
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 加えて、これまで議論されてきた大分松岡パ

ーキングエリアのスマートインターチェンジ化

も重要なテーマです。これまで、広域防災拠点

でもある大分スポーツ公園に隣接する松岡パー

キングエリアをスマートインターチェンジ化す

ることで、高速道路１０分到達圏域の拡大や大

分スポーツ公園へのアクセス強化、イベント時

の混雑緩和などの効果があることが示されてき

ました。特に防災拠点としての機能を十分に果

たすためには、アクセス環境の改善は非常に重

要な観点ですし、何より地元の強い希望がある

ことも御理解いただいていることと思います。 

 県庁内にも検討チームをつくり、取組を進め

ていただいていますが、いわゆる連結道路管理

者などとしての地元自治体の負担も大きいと考

えられることから、事業を前に進めていくため

には、県と市が協力して議論を進めていくこと

が非常に重要です。 

 こうしたことを踏まえ、大分外郭環状道路の

整備や松岡パーキングエリアのスマートインタ

ーチェンジ化を含め、大分市東部地域の道路整

備にどのように取り組んでいくのか、知事のお

考えを伺います。 

 次に、地域活性化策について、まず、新たな

観光ＰＲについて伺います。 

 観光の振興は、コロナ禍でダメージを受けた

経済を取り戻すための極めて重要な課題です。

国においても、経済波及効果の大きい観光は、

地域活性化、雇用機会の増大などの効果ととも

に、諸外国との相互理解の増進も同時に期待で

きる分野であり、地域が一丸となって個性あふ

れる観光資源を磨き上げ、活気にあふれた地域

社会を築いていくことを目指しています。 

 県議会においても昨年度、アドベンチャーツ

ーリズム条例を制定し、現在は経済活性化対策

特別委員会において食と観光、インバウンドな

どをテーマに調査を進めているところです。ま

た、県のデジタルマーケティングの取組が注目

を浴びている記事も拝見し、非常に心強く感じ

ています。 

 こうした中、現在、観光パンフレットに代わ

る新たなコンテンツとして、観光カードが注目

を浴びています。このカードの片面には観光写

真が、その裏側には多言語による観光サイトへ

のＱＲコードが掲載されています。名刺サイズ

のため持ち帰りやすく、ＱＲコードをスマート

フォンで読み込むと全国共通のデザインで展開

される１０言語対応の観光サイトにつながり、

様々な情報を受け取ることができます。 

 既に取り組んでいる地域では、地元のプロス

ポーツチームやアニメの聖地巡礼とのコラボに

より、高い宣伝効果を得ているところもあるよ

うです。また、いわゆる映える写真や貴重な写

真を使うことでコレクションとしての価値も生

み出し、カードを求めて観光に来る可能性もあ

ると考えられます。これは日田市の進撃の巨人

ミュージアムにおいても同様のお話を伺ったと

ころです。 

 熊本市のサクラマチクマモトで行われた実験

においては、観光パンフレットは１週間で約１，

１００冊持ち帰られたのに対し、観光カードは

約３万１千枚であったとの結果もあります。 

 この観光カードは一つの例ですが、いずれに

しても大阪・関西万博の開催も間近に迫る中、

特に伸び代のある若年層及びインバウンド客へ

の観光ＰＲ強化に向けて、市町村と連携して取

り組んでいく必要があると考えます。他方、観

光の振興は他地域との競争という側面もありま

す。そこで、既成概念にとらわれず、新たなツ

ールや新たな視点を導入し、果敢にチャレンジ

していく姿勢が必要であると私は考えています。 

 こうしたことを踏まえ、観光カードの活用も

含め、特に若年層やインバウンド客に向けた新

たな観光ＰＲにどのように取り組んでいくのか、

知事のお考えを伺います。 

 次に、若年者の移住の促進についてです。 

 少子高齢化が進む中、人口の東京一極集中解

消は喫緊の課題です。地域差はあるものの、地

方の高校を卒業した若者が大学進学を契機に東

京に転居し、その大半が地元に戻ることなく、

そのまま東京で就職することが地方の人口が減

少している要因の一つと言われています。 

 これまで私は学生支援、若年者の地方へのＵ

ＩＪターン支援の一環として県や市町村による
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奨学金返還支援の拡充を訴えてきました。また

国会においても我が党の部会で、大学生の就職

活動時の交通費支援について提案し、政府もこ

の課題を重く受け止め、地方創生移住支援事業

の一環として地方就職学生支援事業が新設され

ています。 

 具体的には、本部が都内にある大学の学生が

地方企業への就職活動をする際、交通費の負担

を軽減するため、最大２分の１の交通費を支援

する内容になっています。また、令和７年度か

らは実際に地方へ就職、移住する際の引っ越し

費用の支援も予定されています。 

 こうした状況を鑑み、若者のＵＩＪターンを

促進するためにも、現在１３市町が行っている

奨学金返還支援について、県内全ての市町村に

おいて実施が検討されるよう県としても働きか

けていただきたいと考えます。 

 また、奨学金返還支援を要件とする地方就職

学生支援事業への申請については、今年度の第

１回申請時点で県内市町村において申請してい

る市町村はないようですので、是非国の制度を

県から市町村へ周知いただき、若者が移住しや

すい環境整備に力を入れていただきたいと思い

ます。 

 こうしたことを踏まえ、奨学金返還支援制度

の充実や地方就職学生支援事業の活用も含め、

県として若年者の移住の促進にどのように取り

組んでいくのか、企画振興部長に伺います。 

 次に、防災対策について、まず、災害時にお

ける道の駅の活用について伺います。 

 道の駅は、平成５年の制度創設以来３０年以

上が経過し、本年８月時点で全国の道の駅は１，

２２１駅となりました。県内では２６番目とな

る道の駅たのうららが７月７日にオープンし、

多くの方に楽しまれているところです。 

 現在、道の駅は第３ステージと位置付けられ、

地方創生や観光、防災の拠点として、観光事業

者、大学、交通事業者など多様な関係機関との

連携により、道の駅を核とした地域づくりが進

められています。 

 中でも災害発生時の防災機能を強化した防災

道の駅では、断水してもきれいに使えるトイレ

の設置などが進められています。この防災道の

駅は全国に３９駅あり、県内では道の駅ゆふい

んが唯一認定されています。 

 能登半島地震を受け、福岡県うきは市の防災

道の駅うきはが、被災地の石川県穴水町に防災

用コンテナ型トイレを運搬、設置したとの報道

もなされていました。同駅では能登半島地震で

飲料水などの備蓄も重要だと感じたとし、年内

に備蓄倉庫などを増設する方針も示しています。

また、宮崎県都城市の防災道の駅都城ＮｉＱＬ

Ｌ（ニクル）では、一時避難所となる駐車場を

これまでの３倍の約２２０台とし、災害時に避

難情報などを提供する施設も備えています。 

 防災道の駅は災害対応に当たる自衛隊や警察

の活動拠点のほか、物資の緊急輸送、地域住民

の避難受入れなどに使われるため、南海トラフ

巨大地震など大規模災害に備え、県南部に防災

道の駅を整備するなど県内でも機能強化を進め

る必要があると考えます。 

 こうしたことを踏まえ、県南部地域への整備

も含め、災害時における道の駅の活用について

土木建築部長の見解を伺います。 

 次に、防災体制の強化についてです。 

 自治体の防災の現場で即戦力となる者として

気象庁が委嘱した、防災の知見を兼ね備えた気

象の専門家である気象防災アドバイザーが活躍

しています。自治体において活用することで、

気象台では手の届きづらい部分まで、よりきめ

細やかな支援を期待することができます。 

 昨年６月２日、三河地方各地が記録的豪雨に

見舞われました。このとき、豊田市では前日の

１日のうちに市立学校１０４校の臨時休校をい

ち早く決め、２日には市内全域に避難指示を発

令するなど、最大の警戒態勢を取っています。

この背景には、豊田市の気象防災アドバイザー

から、台風の接近に伴い、１時間に５０ミリの

非常に激しい雨が想定される線状降水帯が形成

される懸念があるとの助言があったと伺ってい

ます。その結果、アドバイスが的中し、県上空

に線状降水帯が発生しました。激しい大雨によ

り、河川の氾濫や土砂崩れが相次ぎ、市内で２

０件超の建物などに被害が出たものの、学校の
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休校に加え、市の素早い避難指示の発令などに

より人的被害はゼロに抑えられています。 

 私たちの地域においても、異常気象による災

害が発生する確率は年々増していると言えます。

この異常気象による災害を事前に予測して適切

に対応することにより、地域住民の生命や暮ら

しを守ることは自治体の大きな使命です。 

 こうしたことから、本県においても気象防災

アドバイザーを積極的に活用し、異常気象によ

る豪雨災害等に対して、災害発生前から適切に

対応できる体制の整備が必要であると考えます。 

 こうしたことを踏まえ、気象防災アドバイザ

ーの現在の活用状況や今後の取組も含め、防災

体制の強化にどのように取り組んでいくのか、

防災局長に伺います。 

 次に、発達性読み書き障がいについて伺いま

す。 

 発達性読み書き障がいは英語ではディスレク

シアと呼ばれており、学習障がいの一つで、全

体的な発達には遅れはないものの、文字の読み

書きに限定した困難があり、それが学業不振を

招き、ひいては二次的な学校不適応などにもつ

ながるとされる疾患です。知能や聞いて理解す

る力、発話で相手に自分の考えを伝えることに

は問題がなく、読み書きの能力だけに困難を示

す障がいと言われています。 

 主な特性としては、通常の読み書きの練習を

しても音読や書字の習得が困難、音読ができた

としても読むスピードが遅い、文字が書けない、

又はよく間違える、文字の形を思い出すまでに

時間がかかるため文章を書くのに大変な時間を

要することなどが挙げられます。 

 ディスレクシアは日本の小学生の約７％から

８％に存在すると言われ、読み書きを苦手とす

る児童はクラスに平均して２人から３人いると

見られます。しかしながら、周りの人が理解し

適切なサポートをすることで、困難さを軽減す

ることもできるとされます。そこで、ディスレ

クシアへの適切なサポート体制について３点伺

います。 

 まず、ディスレクシアの疑いがある児童生徒

をどの程度把握されているのか、教育長に伺い

ます。 

 また、学校現場において、ディスレクシアの

疑いのある児童生徒を早期に発見し、対応につ

なげられるよう、保護者との連携を十分に図る

ことが重要です。専門医の診断を必要とする場

合もあることから、医療機関への接続をスムー

ズに行うことや、早期療育につなげる必要性も

あると考えますが、現在、学校現場ではどのよ

うな検査や対応が行われているのか、２点目と

して伺います。 

 加えて、ディスレクシアの児童生徒に対して

は家庭や地域、学校、それぞれでサポートが行

われることが考えられます。例えば、学校にお

いては黒板をノートに書き写す代わりにタブレ

ット端末で写真を撮ったり、端末に文章を入力

したりするということも障がいの軽減になりま

す。しかし、特別扱いしているとの誤解から、

いじめなどにつながることを恐れ、合理的配慮

を受け入れられないことも考えられます。この

ため、合理的配慮への理解を他の児童生徒や保

護者に周知することも必要です。リーフレット

等を作成している県もありますが、本県の学校

現場において、今後どのような方法で発達性デ

ィスレクシアへの理解を促していくのか、３点

目として伺います。 

 それでは最後に、マイナ保険証の普及と利用

促進について伺います。 

 マイナンバーカードについては、行政手続の

オンライン申請や住民票の写しなどの各種証明

書のコンビニ交付などが進められていますが、

今年１２月２日から従来の健康保険証は新規発

行されなくなり、その後はマイナンバーカード

での保険証利用を基本とする仕組みに移行して

いきます。 

 国では、これまで本年５月から７月をマイナ

保険証利用促進集中取組月間として、医療団体

との連携やメディアを通じた広報展開をしてき

ましたが、マイナンバーカードは国民の約７５

％が保有しているものの、健康保険証としての

利用は今年５月時点で国全体では約７．７３％、

大分県においては７．２９％にとどまっている

状況です。 
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 １２月２日以降、保険証利用登録がされたマ

イナンバーカードを保有していない方には、発

行済保険証の有効期限が切れる前に申請なしで

資格確認書が交付され、引き続き医療を受ける

ことができますが、電子処方箋や電子カルテの

普及や活用など、医療ＤＸを進める上でもマイ

ナ保険証の普及は重要な取組であると言えます。 

 加えて、災害時における避難所での活用のほ

か、突然倒れて救急搬送される場合等にマイナ

保険証を読み取ると、既往症や薬剤服用歴等の

情報を確認し、救急隊や医師が速やかに適切な

治療ができるようになる取組も実証されており、

今後の活用を広げていくためにも、いかに円滑

にマイナ保険証へ移行していくかが大切である

と考えます。 

 こうしたことから、マイナ保険証の普及と利

用促進に向け、広報活動を強力に推進し、県民

の皆様への正しい情報発信に取り組んでいくべ

きと考えます。 

 また、マイナ保険証による医療ＤＸを考える

と、特に希望する高齢者に対して保有を促すこ

とが非常に重要です。 

 高齢者などの暗証番号の設定や管理の負担を

軽減するため、使用の制限はあるものの、医療

機関や薬局などで利用できる暗証番号の設定が

不要な顔認証マイナンバーカードも準備されて

います。総務省では、来庁が困難な方に対して

施設等に対するマイナンバーカードの取得支援

も実施しています。 

 高齢者施設や高齢者世帯などに対して、この

ような支援があることを周知し、希望する方が

マイナ保険証を保有できるような取組を市町村

等と共に推進していくことが特に大切であると

考えます。その普及や利用促進については、一

義的には国や各保険者が取り組む課題であると

思いますが、本県においても同様に歩調を合わ

せながら取り組んでいくべきではないでしょう

か。 

 こうしたことを踏まえ、マイナ保険証の普及

と利用促進にどのように取り組んでいくのか、

福祉保健部長に伺います。 

 以上で私の代表質問を終わります。大変あり

がとうございました。 

井上副議長 ただいまの吉村哲彦君の質問に対

する答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 吉村哲彦議員の代表質問にお答えし

ます。 

 まず、県民スポーツの振興についてです。 

 今年の夏のパリオリンピック・パラリンピッ

ク、そしてインターハイ、国スポ、県スポ、ど

れを見ても、感動や勇気、元気を与えてくれる

スポーツには地域の元気を創出していく大きな

力があります。 

 新長期総合計画案においても、元気分野です

る・みる・ささえるスポーツの推進を政策目標

に掲げ、ライフステージに応じた県民スポーツ

の推進とスポーツによる地域の元気づくりの加

速に取り組むこととしています。 

 まず、ライフステージに応じた県民スポーツ

の推進では、特にスポーツ実施率の低い子育て

世代や働く世代に対して、健康アプリ歩得（あ

るとっく）の活用や、企業と地域のスポーツ団

体の連携によるニーズに応じた運動機会の充実

を図っていきます。 

 また、子どもや高齢者等が地域で継続してス

ポーツに親しむ機会を確保することも重要です。

現在各地域で進められている学校部活動の地域

移行への支援や、地域スポーツの担い手である

総合型地域スポーツクラブと連携した取組によ

り、スポーツの振興と地域における健康増進に

努めます。 

 一方、県民が主体的にスポーツに参画するた

めには、多様なニーズに応じた指導者の確保が

必要になります。このため、体力測定、健康運

動教室等の実践指導ができる人材の育成や、指

導者を登録した人材バンクの整備を進めたいと

考えています。 

 次に、スポーツによる地域の元気づくりの加

速では、ラグビーワールドカップ２０１９のレ

ガシーをいかした新たな国際大会や大規模大会、

プロスポーツチーム等の合宿などの誘致をさら

に進めていきます。今年は昨年に引き続き、国

際サイクルロードレース、ツール・ド・九州２
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０２４の大分ステージを別府市、由布市、九重

町及び日田市を結ぶコースで開催します。これ

らスポーツイベント等の開催を通じて、選手と

住民の交流や誘客を促進し、地域の元気を創出

したいと考えています。 

 今後も、県民誰もがそれぞれのライフステー

ジに応じてスポーツに親しみ、健康で活力ある

生活を営むことができる、明るく元気な大分の

創造に向けて取組を進めていきます。 

 次に、大分市東部地域の道路整備についてお

答えします。 

 人や物の流れを活性化する広域交通ネットワ

ークの充実に向け、大分市東部地域においては、

大分港大在地区の機能強化や中九州横断道路大

分－犬飼間の早期整備を目指して取り組んでい

るところです。 

 他方、議員御指摘のとおり、この地域では朝

夕の慢性的な渋滞が長年の課題となっているた

め、県では渋滞緩和に向けて、大分市と連携し

ながら対策を進めているところです。 

 これまでの例を言うと、大分外郭環状道路に

ついては、大分スポーツ公園の整備と歩調を合

わせ整備を行い、平成１４年から久土から米良

の間の約１０キロメートルを一部暫定の２車線

で供用しているところです。 

 その後も、県道坂ノ市中戸次線川添バイパス

の整備や大野川大橋有料道路の無料化を行うと

ともに、大分市においても都市計画道路岡臨海

線等を整備してきました。 

 引き続き、庄の原佐野線の延伸や国道１９７

号鶴崎拡幅等を推進するとともに、今後も必要

となる道路ネットワークの整備についても、中

九州横断道路との接続などを考慮しながら、国、

県、市でしっかりと連携して検討していきたい

と考えています。 

 次に、大分松岡パーキングエリアのスマート

インターチェンジ化についてですが、これは大

変重要と考えており、県の施設であるレゾナッ

クドーム大分での大規模イベントなどのスムー

ズな集客、移動を図る観点からも、庁内に検討

チームをつくって検討を重ねてきました。 

 今年度からは、整備効果や道路構造の検討等

を行うための調査に着手しており、引き続き大

分市とも協議、調整を行いながら、松岡スマー

トインターチェンジ実現に向けた取組を進めて

いきます。 

 今後も、大分市東部地域の道路の果たす役割

を踏まえ、渋滞対策をはじめ、道路ネットワー

ク整備に取り組んでいきたいと考えています。 

 次に、新たな観光ＰＲについてです。 

 本県を訪れた外国人の旅行消費額は、令和５

年には２９４億円と過去最高を記録しました。 

 また、本年７月公表の民間調査では、本県が

魅力的な宿泊施設部門で１位になるなど、国内

の観光客からも高い評価を得ているところです。 

 この成長と評価を持続させるため、県では特

にインバウンドや若年層の誘客に向けた取組に

力を入れています。 

 増加傾向にある訪日外国人旅行客のさらなる

獲得に向けては、国や地域ごとに設置した戦略

パートナーを通じて、市場のニーズや特性に応

じたターゲット別のインバウンド誘客に取り組

んでいます。 

 さらには、アドベンチャーツーリズムを前面

に押し出したプロモーションやデジタルマーケ

ティングを活用した広告配信の充実など、時宜

にかなった観光誘客にも取り組んでいますが、

効果的な観光ＰＲについては不断の創意工夫が

必要と考えています。 

 議員からさきほど御指摘いただいた観光カー

ドは、手に取りやすく、観光スポットを美しい

写真を使って紹介でき、多言語にも対応してい

るため、インバウンドにも有効なツールと考え

ています。また、収集欲を喚起することで国内

客にも周遊を促す効果も期待されます。 

 このような新たなツールの導入も検討しなが

ら、大阪・関西万博を好機とした誘客強化に取

り組んでいきたいと考えています。 

 若い世代を意識した情報発信も重要です。最

近の旅マエ・旅ナカでの情報収集に、インフル

エンサー等のＳＮＳを活用した傾向を捉えて、

本年度からおんせん県おおいたファンコミュニ

ティの創出に取り組んでいます。この取組は、

大分を愛するおおいたファンを県内外から募集
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し、県内の定番観光地やまだ知られていないお

勧めスポットなどを、ＳＮＳを使って情報発信

してもらうという試みです。 

 若年層利用の多いインスタグラムなどを通じ

て、若者独自の感性でピックアップした情報が、

感度の高い層から順次拡散されて、新たな旅行

者の獲得につながるものと期待しています。 

 今後も、市町村やツーリズムおおいたなどと

連携しながら若年層やインバウンドのニーズを

把握、分析し、多様な手法を用いて、充実した

情報発信に努めていきたいと考えています。 

 その他の質問については、担当部局長から答

弁させます。 

井上副議長 山田教育長。 

  〔山田教育長登壇〕 

山田教育長 私からは２点お答えします。 

 まず１点目は、スポーツ医科学の活用につい

てです。 

 本県では、平成元年に医師や薬剤師、トレー

ナー等の団体で組織するスポーツ医科学委員会

を大分県スポーツ協会内に設置し、以降、スポ

ーツ医科学の知見を活用したアスリート支援を

行ってきました。 

 現在は、国内外で活躍が期待される選手に対

して採血や関節の可動域測定等を行い、分析デ

ータを基に栄養管理や障害防止の指導をするこ

とで競技力の向上につなげています。 

 また、アスリート以外にも、スポーツ少年団

や学校の運動部、総合型地域スポーツクラブ等

の子どもから高齢者まで、幅広い世代を対象と

した障害予防や栄養学等の講座を実施していま

す。令和５年度は県内各地で１２回開催し、ス

ポーツ医科学の知見の普及に努めたところです。 

 今後も、こうした取組を一層充実させるとと

もに、議員御指摘のスポーツ医科学コンソーシ

アムの形成についても、昨年度から国のモデル

事業により取り組んでいる５道府県の状況を注

視していきたいと考えています。 

 ２点目は、発達性読み書き障がいについてで

す。 

 令和４年に国が実施した調査によると、発達

性ディスレクシアを含む学習障がいの疑いがあ

り、かつ特別な教育的支援を必要とする児童生

徒の割合は６．５％でした。こうした児童生徒

には、特別支援学校の特別支援教育コーディネ

ーターが小中学校からの相談を受け、保護者の

了解の下、知能検査や発達検査を実施し、指導

方法等を助言しています。 

 加えて、支援の必要な児童生徒を担当する小

中学校の教員を対象に、医師や作業療法士等の

専門家が直接助言を行う専門家チーム相談会も

年２回開催しています。その中では、発達性デ

ィスレクシアの子どもについて、教科書の内容

を音声で読み上げる音声教材の活用等の具体的

な支援策の助言が行われており、県内でも現在

２５７名の小中学生が実際に音声教材を使用し

ています。 

 一方、支援が届いていない児童生徒も存在す

ると考えられることから、今後も市町村教育委

員会と連携して、発達性ディスレクシアに対す

る理解が進むよう、教員研修の充実や保護者、

児童生徒への啓発に取り組んでいきます。 

井上副議長 工藤福祉保健部長。 

  〔工藤福祉保健部長登壇〕 

工藤福祉保健部長 私からも２点お答えします。 

 まず、障がい者スポーツの推進についてお答

えします。 

 近年、障がい者スポーツへの関心が高まる中、

県では障がいのある方が身近な地域で、その特

性やニーズに応じてスポーツを楽しめる環境づ

くりに力を入れています。 

 大分市大津町の県身体障害者福祉センター、

通称あすぴあの体育室、あるいは温水プール等

は、障がいの区別なく、健常者も含めて年間約

４万人に御利用いただいており、他県の登録セ

ンターと同様に活用されているところです。 

 また、県の障がい者スポーツ協会を通じて、

競技団体等と連携し、指導員の派遣やスポーツ

用具の貸出しのほか、各地域でパラスポーツの

体験会を開催しており、昨年度は健常者も含め、

延べ３，８２８人に御参加いただきました。 

 さらに、総合型地域スポーツクラブが支援学

校で開催しているユニバーサルスポーツ教室も、

障がいの有無を問わず、参加者から好評価をい
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ただいています。 

 加えて、東京２０２５デフリンピックを契機

として、聴覚障がい者の陸上や水泳競技で使用

する光スタート装置の整備など、競技力向上に

資するアスリート支援も順次進めています。 

 今後とも、障がいのある方もない方も共にス

ポーツを楽しみ、活躍できる環境づくりに取り

組んでいきます。 

 続いて、マイナ保険証の普及と利用促進につ

いてお答えします。 

 現行の健康保険証の新規発行終了まで３か月

を切る中、マイナ保険証の活用を促進するため

には、その利用によるメリットを正しくお伝え

していくことが大切です。 

 そのため、市町村国保においては、広報誌等

での周知のほか、現在の紙の保険証を送付する

際にマイナ保険証の利用方法やメリットをまと

めたリーフレットを同封し、早期の切替えを働

きかけているところです。 

 協会けんぽなどの各保険者においても、ホー

ムページ等を活用して被保険者への周知や啓発

に力を入れており、直近７月時点でのマイナ保

険証の県内の利用率は１０．５２％まで、まだ

少ないですが、少しずつ伸びている状況です。 

 また、県が事務局を務めて、県内保険者で構

成している大分県保険者協議会がありますが、

病院や薬局等の受付での周知を図るため、カウ

ンターに置く卓上広告を送付し、個別に活用を

依頼しているところです。 

 今後とも、市町村国保をはじめとした各保険

者や医療機関等とも協力をお願いし、マイナ保

険証の周知と利用促進に努めていきます。 

井上副議長 若林企画振興部長。 

  〔若林企画振興部長登壇〕 

若林企画振興部長 若年者の移住の促進につい

てお答えします。 

 当分の間、大幅な自然減が避けられない中、

社会減対策である県外学生を含めた若年者の移

住促進は大変重要であると認識しています。 

 このため、学生に対しては、平成２８年度か

らＷｅｂマガジンオオイタカテテ！を立ち上げ、

県内企業の魅力を伝えるとともに、本県独自で

面接やインターンシップの交通費を補助してい

ます。 

 さらに、進学、就職での流出が多い福岡県で

は、ＵＩＪターン拠点施設ｄｏｔ．を設置し、

多様化する就職活動の傾向等を踏まえた就職相

談やイベントなどを実施しています。 

 このほか、令和３年度以降、資格取得から就

職までを一貫して支援しますＩＴスキルアップ

移住に取り組んできており、今年度は新たにＷ

ｅｂマーケティングコースを追加しました。ま

た、昨年度からは伴走型によるきめ細やかな移

住支援も実施しているところです。 

 このような取組により、２０代の移住者は着

実に増加しており、この５年間で１，０８７人

となったところです。 

 議員から御指摘の奨学金返還支援制度や地方

就職学生支援事業については、担当者会議等を

通じて市町村への働きかけを行っていきます。

引き続き関係部局が一丸となり、若年者の移住

促進に取り組んでいきます。 

井上副議長 五ノ谷土木建築部長。 

  〔五ノ谷土木建築部長登壇〕 

五ノ谷土木建築部長 私からは災害時における

道の駅の活用についてお答えします。 

 近年、道の駅については、地方創生や観光振

興はもとより、防災面においても過去の災害経

験から、その有効性が注目されています。 

 災害時に道の駅においては、近隣住民の避難

場所や支援物資の集配基地、災害復旧車両の中

継地などの役割があり、県内でも防災機能の強

化に資する様々な取組を実施しています。 

 例えば、道の駅あさじやなかつでは、２４時

間利用可能なトイレなどの従前の機能に加え、

災害時の情報提供や被災者に対する物資提供の

ため、非常用電源や防災倉庫の整備も行ってい

ます。 

 また、道の駅あさじ、やよい及びゆふいんで

は、令和３年度に防災拠点自動車駐車場として

指定され、災害時に緊急車両以外の利用を制限

できるようになりました。 

 さらに、県独自の取組として、平成２６年度

に締結した災害時における生活必需物資の供給
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に関する協定に基づき、道の駅に支援物資の要

請を行うことができる協力体制を構築している

ところです。 

 今後も、設置者である市町に対して、防災道

の駅の認定を含め、さらなる災害時の利活用を

促していきます。 

井上副議長 首藤防災局長。 

  〔首藤防災局長登壇〕 

首藤防災局長 最後に私から防災体制の強化に

ついてお答えします。 

 市町村が迅速、的確な避難情報を発令する上

で、特に重要となるのが気象情報です。このた

め、大雨等の恐れがある場合には、気象台と合

同でオンライン説明会を随時開催し、市町村や

関係機関と最新の気象情報を共有しているとこ

ろです。 

 加えて、災害の発生が予想される場合には、

気象台の防災対応支援チーム、英語での頭文字

がＪＥＴＴですので、通称ジェットと呼ばれて

いますが、この支援チームが県や市町村に派遣

されています。 

 今回の台風第１０号の際にも、８月２９日の

未明から気象台職員が県防災センターに常駐し、

土砂災害警戒情報等の最新の気象情報を随時共

有することで、市町村の避難情報の発令や避難

所の開設準備などにいかしました。 

 現在、県内で気象防災アドバイザーを採用し

ている自治体はありませんが、気象台において、

あなたの町の予報官として、県内を４地域に分

け、担当を割り当てるなど、平時からきめ細か

な支援体制が取られています。 

 今後も気象台等の関係機関と緊密に連携し、

防災体制の強化に取り組んでいきます。 

井上副議長 以上で吉村哲彦君の質問及び答弁

は終わりました。 

 これをもって代表質問を終わります。 

―――――→…←――――― 

井上副議長 以上をもって本日の議事日程は終

わりました。 

 次会は、明日定刻より開きます。日程は、決

定次第通知します。 

―――――→…←――――― 

井上副議長 本日はこれをもって散会します。 

午後１時５２分 散会 
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令和６年第３回大分県議会定例会会議録（第３号） 

 

令和６年９月１１日（水曜日） 

――――――――――――――――――――― 

議事日程第３号 

            令和６年９月１１日 

              午前１０時開議 

第１ 一般質問及び質疑 

――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した案件 

日程第１ 一般質問及び質疑 

――――――――――――――――――――― 

出席議員 ４２名 

 議長 嶋  幸一 副議長 井上 明夫 

    志村  学     御手洗吉生 

    桝田  貢     穴見 憲昭 

    岡野 涼子     中野 哲朗 

    宮成公一郎     首藤健二郎 

    清田 哲也     今吉 次郎 

    阿部 長夫     小川 克己 

    太田 正美     後藤慎太郎 

    森  誠一     大友 栄二 

    木付 親次     三浦 正臣 

    古手川正治     麻生 栄作 

    阿部 英仁     御手洗朋宏 

    福崎 智幸     吉村 尚久 

    若山 雅敏     成迫 健児 

    高橋  肇     木田  昇 

    二ノ宮健治     守永 信幸 

    原田 孝司     玉田 輝義 

    澤田 友広     吉村 哲彦 

    戸高 賢史     猿渡 久子 

    堤  栄三     末宗 秀雄 

    佐藤 之則     三浦 由紀 

欠席議員 １名 

    元吉 俊博 

――――――――――――――――――――― 

出席した県側関係者 

 知事           佐藤樹一郎 

 副知事          尾野 賢治 

 副知事          桑田龍太郎 

 教育長          山田 雅文 

 代表監査委員       長谷尾雅通 

 総務部長         渡辺 淳一 

 企画振興部長       若林  拓 

 企業局長         高野 信一 

 病院局長         井上 敏郎 

 警察本部長        種田 英明 

 福祉保健部長       工藤 哲史 

 生活環境部長       島田  忠 

 商工観光労働部長     利光 秀方 

 農林水産部長       渕野  勇 

 土木建築部長       五ノ谷精一 

 会計管理者兼会計管理局長 馬場真由美 

 交通政策局長       嶋川 智尉 

 防災局長         首藤  圭 

 観光局長         渡辺 修武 

 人事委員会事務局長    倉原 浩一 

 労働委員会事務局長    一丸 淳司 

――――――――――――――――――――― 

午前１０時 開議 

嶋議長 おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

―――――→…←――――― 

 諸般の報告 

嶋議長 日程に入るに先立ち、諸般の報告をし

ます。 

 昨日、総務企画委員会の委員長が欠員となり、

新たに麻生栄作君が互選されました。 

 以上、報告を終わります。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 本日の議事は、議事日程第３号により

行います。 

―――――→…←――――― 

 日程第１ 一般質問及び質疑 

嶋議長 日程第１、第７６号議案から第１０６

号議案までを一括議題とし、これより一般質問

及び質疑に入ります。 
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 発言の通告がありますので、順次これを許し

ます。太田正美君。 

  〔太田議員登壇〕（拍手） 

太田議員 皆様おはようございます。１３番、

自由民主党、太田正美です。 

 ８月２８日から大分県を通過した台風１０号

で大きな農林水産被害が出ています。２９億円

余りという予想以上に被害が大きく、まだまだ

これからも被害額が増えるのかと思います。特

に由布市と国東市が中心に、県内全域で被害が

あったということで、被災された皆様には御見

舞い申し上げます。一日も早い復興をお祈りし

ます。 

 また、私、湯布院の県道の狭霧台の上の陥没

事故も、県の早急な復旧作業によって、夜間工

事もしていただいて、昨日、全面復旧したとい

うことで、やっと少しずつ生活の基盤が戻って

きているのではないかと思っています。 

 早速ですが、質問に入ります。 

 デスティネーションキャンペーン後の観光振

興について。 

 観光は、その地域の様々な長所を組み合わせ

て国内外から人を呼び込んでいくという、正に

地域の総合力が試される産業です。最近では、

選ばれるおおいたというフレーズをよく耳にす

るようになり、今回示された新たな長期総合計

画の案においても、実現すべき目標として定め

られていますが、観光の力を高めていくことが、

他の分野においても本県が選ばれる力を付けて

いく近道であると私は考えます。 

 このように、県政において非常に重要な観光

産業について、コロナ禍で大きなダメージを受

けたことは皆さん御案内のとおりであり、その

反転攻勢に向けた絶好の機会が、先般終了した

デスティネーションキャンペーンでありました。 

 皆さんの悲願でもありました、正に本県観光

産業の総力を挙げて盛り上げを行った結果、非

常にすばらしいものになったと考えます。 

 その経済効果については、先日、実行委員会

から公表されましたが、今回のキャンペーンが

盛況であったことは私も肌で感じています。コ

ロナ禍の辛苦を耐えてこられた事業者の皆さん

にとっても、非常に意義のあるキャンペーンで

あったと思います。 

 一方で重要なことは、この効果を一過性のも

のにしないことです。皆さんが前向きな気持ち

になっている今こそ、コロナ禍からの完全復活

にとどまらず、本県観光のさらなる進化に向け

た取組を加速していくときであると私は強く感

じます。 

 そのためにも、今回の成果について、例えば、

観光客の皆様から評価を受けたこと、あるいは

地域的な偏りがあったのではないかとの声も聞

くことがあるので、もう少し工夫が必要であっ

たことなどを詳細に分析し、本県観光の魅力を

再度見つめ直して、今後の観光戦略、端的に言

えば、来年度から始まる新たなツーリズム戦略

に反映させていく必要があると考えます。加え

て、来年に迫った大阪・関西万博からの誘客対

策も強化していく必要があります。 

 こうしたことを踏まえ、デスティネーション

キャンペーンの成果も含め、今後の観光振興に

どのように取り組んでいくのか、知事のお考え

を伺います。 

 最近、全国各地の空港において、地上支援、

いわゆるグランドハンドリング業務の人手不足

や旅客機の燃料不足が、国際線の新規就航や増

便の計画に影を落としているという新聞報道等

を目にします。 

 国際線の誘致に向けては、本県でも様々な対

策を検討されていると伺っていますので、引き

続きの取組をお願いすることにして、このニュ

ースからも分かるとおり、あらゆる分野で人手

不足が深刻化しており、それは観光関連産業も

例外ではありません。 

 さきほど議論した観光振興の戦略を実現して

いくためには、ＰＲやキャンペーンに力を入れ

ていくことはもとより、当然のことではありま

すが、それを実際の誘客に結び付け、観光客の

皆さんが滞在し、満足していただくことが重要

です。 

 県や観光関連事業者の皆さんがいくら必死に

努力して本県をアピールし、観光客の皆さんが

本県に行きたいと思っていただけたとしても、
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本県で受け入れる体制が整っていなければ、こ

うした努力は無駄になってしまうことは言うま

でもありません。そうして、せっかくの需要を

逃してしまうことはとても残念なことです。 

 最近の人手不足は、この受入体制の整備にお

ける大きなハードルとなっています。実際に、

ホテルや旅館の経営者からも、人がなかなか採

れないという嘆きの声をよく聞きます。ハロー

ワークなどでも、観光関連産業のスタッフの求

人を多く見かけます。 

 私は、観光サービスを提供する上で最も大事

なことは、いかにお客様の満足のいくサービス

を提供することができるか、言い換えれば、充

実したもてなしを実現することができるかであ

ると考えています。そして、そのおもてなしの

基盤は何といっても人であり、人材は観光関連

産業が有する資源の中で最も重要と言えるもの

であると思います。 

 そのため、観光関連産業における人材確保は、

本県観光がさらなる発展を遂げられるかどうか

を左右する重要な課題です。もちろん、各事業

者における人材確保は、それぞれの経営責任で

なされるべきものですが、昨今の情勢を鑑みる

と、県としても積極的な支援策を講じることが

必要であると考えます。 

 そこで、観光関連産業の人材確保をどのよう

に支援していくのか、観光局長に伺います。 

 以下は対面席にて行います。 

  〔太田議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

嶋議長 ただいまの太田正美君の質問に対する

答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 おはようございます。太田正美議員

のデスティネーションキャンペーン後の観光振

興についての御質問にお答えします。 

 先日のデスティネーションキャンペーン実行

委員会で公表したキャンペーン期間中の経済波

及効果は約１４６億円と、目標の１２０億円や

前回平成２７年度の実績１３３億円を上回る結

果となりました。 

 キャンペーンのスタートを飾った別府八湯温

泉まつりには前年の２倍以上の方が参加し、由

布院駅前でのウエルカムイベントにもたくさん

の観光客が来場しました。 

 キャンペーンを機にスタートし、２，２０６

人が利用した周遊バスツアーは、長湯温泉など

を巡るコースが一番の人気となるなど、温泉が

本県の強力な観光コンテンツであることを再認

識したところです。 

 さらに、ＢＲＴを活用したひたひこ沿線酒蔵

巡り、春の佐伯港街バルや宇佐酒蔵まつりなど、

食やお酒を楽しむイベントにも多くの方が参加

し、にぎわいました。 

 市町村や観光協会へのアンケート結果では、

キャンペーンは成功との回答が約９割でしたが、

議員御指摘のとおり、情報発信が十分ではなか

った、別府や由布院からの周遊を促進してほし

いといった声もありました。 

 来年は、大阪・関西万博や宇佐神宮御鎮座１

３００年などもあることから、今回のキャンペ

ーンで得られた成果や教訓を生かして、次の三

つの視点で誘客を強化します。 

 一つ目は、観光素材のさらなる磨き上げです。

温泉はもちろん、食、自然体験や歴史・文化な

ど、本県ならではの素材を観光客から選ばれる

コンテンツに磨き上げます。 

 二つ目は、新たな仕組みの情報発信です。観

光客やおもてなし宣言団体、インフルエンサー

等で構成するファンコミュニティを創出し、Ｓ

ＮＳ等での個人による自発的な発信、拡散を促

すことで、様々な世代に届く発信力の拡充です。 

 三つ目は、周遊の促進です。別府、由布院か

ら他地域への周遊は、オーバーツーリズム対策

においても重要です。関連事業者とコースや価

格設定の見直しなど、周遊バスツアーの効果的

かつ継続的な実施に向けての協議を進めます。

加えて、キャンペーンを共催した福岡県をはじ

め、隣県との周遊拡大にも注力します。このよ

うな取組の中で、アドベンチャーツーリズムに

もしっかりと力を入れていきます。 

 次期ツーリズム戦略の策定に向け、こうした

点もしっかりと議論しながら、市町村等と一体

となって本県観光の飛躍につなげていきます。 

 その他の御質問については、担当部局長から
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答弁します。 

嶋議長 渡辺観光局長。 

渡辺観光局長 観光関連産業の人材確保につい

てお答えします。 

 議員御指摘のとおり、おもてなしの力は、民

間の調査においても、魅力的な宿泊施設や総合

満足度の部門で常に上位に入っています。本県

観光の最大の魅力だと考えます。 

 一方で、旅館・ホテル、飲食店などの観光関

連産業は、他の業種と比べても人手不足の割合

が高くなっています。来訪者の満足度をさらに

高めてリピーターを増やしていくためには、お

もてなしの核となる人材確保が喫緊の課題だと

認識しています。 

 県では、インターンシップの活用を促す事業

者向けのセミナーや、事業者と高校、専門学校

のマッチング機会を提供する交流会を開催して

います。また、福岡のｄｏｔ．においても、本

県の観光関連産業の魅力を学生に発信するなど、

事業者の人材確保を後押ししているところです。 

 人手をかけるべき業務に人材を集中的に投下

し、おもてなしサービスの向上を促進させる取

組としては、ＤＸ導入による業務省力化の取組

等を支援しています。 

 加えて、県旅館ホテル生活衛生同業組合への

委託事業により、ベトナムの大学からのインタ

ーンシップ受入促進や外国人の就労、居住環境

等の整備に取り組む事業者もサポートしていま

す。 

 こうした取組も進めながら、おもてなしの力

を支える多様な人材を確保し、持続可能な観光

地域づくりを進めます。 

嶋議長 太田正美君。 

太田議員 デスティネーションキャンペーンは、

金額ベースでは前回の目標を大きく上回ったわ

けですが、人数ベースでいくと、前回よりもち

ょっと落ち込んでいるということで、その辺も

反省材料として、これからもよろしくお願いし

ます。 

 人材確保ですね、どの業種も今非常に厳しい

ということなので、その辺も積極的に取り組ん

でいただきたいと思います。 

 次に、産業の振興について。 

 県民が県政に寄せる期待やニーズには様々な

ものがありますが、私は、特に豊かな県経済を

築いてほしいという思いは最も切実なものでは

ないかと思っています。 

 経済といえば、主に民間が主導すべき分野で

あり、行政はその側面支援を行っていくもので

あるという考え方もあります。経済活動から得

られる利益は、経営者や株主又は労働者が享受

することとなりますので、その面では、当事者

がリスクを含めて責任を持って取り組むべきで

あると言えますが、一方で、経済という言葉の

語源は、中国の古典に登場する経世済民であり、

その意味は、世の中を治め、民衆を苦しみから

救済すること、また、そのような政治であると

言われています。 

 もちろん、今日の経済とこの経世済民という

言葉は同一の意味というわけではありませんが、

私は、根本的な考え方としては、人々が生活を

営むため、そして、豊かに暮らすためには良好

な経済活動が不可欠であり、そのためには政治、

行政の果たす役割が大きいことは、今も昔も変

わらないのではないかと思っています。 

 その県経済を支えているのは、県内企業の大

宗を占める中小企業です。県民の多くは中小企

業で働いており、県民の豊かな暮らしを実現す

るためには、中小企業の振興が重要です。 

 そうした中、足下で気になるのは企業倒産の

状況です。先日、今年上半期の県内企業倒産が

３１件と、２０１５年以来の３０件超えとなっ

たという報道がありました。原材料価格の上昇

や人手不足が経営を圧迫し、小規模企業を中心

に事業継続を断念せざるを得ない状況にあると

いうことで、私も経営者の一人として、このよ

うな苦境を理解するとともに、非常に心配して

いるところです。 

 特に、以前からコロナ禍において多く実行さ

れた実質無利子・無担保での融資、いわゆるゼ

ロゼロ融資について、その返済開始による中小

企業経営への影響について懸念していました。

今、正に多くの企業でゼロゼロ融資の返済が本

格化しているところですが、折しも物価高、賃
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上げ、そして、金利上昇という局面にある現在、

その返済が中小企業経営における大きな負担と

なっており、残念ながら、心配が現実となって

いると言わざるを得ません。それはさきほど言

った倒産件数の増加にも如実に現れていると思

います。 

 このような状況を嘆いていても仕方がありま

せんので、県経済の浮揚に向けて中小企業が苦

境から脱出し、さらに大きく飛躍していくため

の後押しが必要であると考えます。 

 こうしたことを踏まえ、中小企業の振興にど

のように取り組んでいくのか、知事のお考えを

伺います。 

 次に、農林水産物の輸出促進について。 

 本県の活性化に向け、グローバルな視点を取

り入れていくための具体的手段として代表的な

ものは、海外に商品を販売し、外貨を稼いでく

ることだと思います。輸出による外貨の獲得は、

従前から貿易立国として成り立ってきた我が国

のお家芸とも言えるものですが、劇的な円安の

中で、経済の活性化に向けた方策として改めて

注目を集めており、本県としても力を入れるべ

きと考えます。 

 本県が輸出している商品は多々ありますが、

中でも私は、農林水産物の輸出を促進していく

ことが重要であると考えます。本県の農林水産

業は、この県議会においても盛んに議論されて

いるように、担い手の高齢化などにより厳しい

状況にあります。その背景には、我が国におい

て急速に進む人口減少により、国内の食料需要

が急減していることがあると考えられます。 

 一方で、世界の人口は増加し、食料需要も旺

盛になっています。本県農林水産業の成長産業

化を実現していくためには、こうした世界の需

要を取り込んでいくことが不可欠であり、その

ために県が果たすべき役割も大きいと思います。 

 本県でも、従前から農林水産物の輸出促進に

は力を入れており、昨年度の輸出額はアフター

コロナによる需要の高まりという追い風も受け、

４８億円余りと過去最高を更新したと伺ってい

ます。 

 一方で、本県の農林水産業の創出額に対して

は２、３％程度であり、本県の恵まれた農林水

産物の実力からすると、まだまだ伸ばしていく

余地は大いにあるのではないかと考えます。 

 こうしたことを踏まえ、農林水産物の輸出促

進にどのように取り組んでいくのか、農林水産

部長に伺います。 

 次に、再造林の促進について。 

 林業は、単純に木を育てて売るというなりわ

いという側面以外にも、長い時間をかけて木を

育てるという過程を通じて、持続可能な森林生

態系の維持にも貢献しているなど、県民生活に

欠かせない重要な産業です。 

 本県の林業は、足下では目標である素材生産

量１６０万立方メートルを達成し、好調を維持

しています。 

 一方で、今言った林業の特性を鑑みると、伐

採を増やしているということは、その分しっか

りとした再造林を行わなければならないという

ことを意味しています。 

 このような中、本県の造林支援事業の状況に

関し、少し気になる点があります。 

 一つは、造林後の下刈りについて、本県では

５年間の補助となっている点です。国の要件で

は最大１０年間は認められることとなっており、

樹木の安定的な生育のために補助期間を延長し

てほしいという造林業者からの声があります。 

 もう一方では、県では当初予算で年間に必要

な事業費を確保しているものの、国からの当初

配分が少なく、補正予算で追加配分されるとい

うことが常態化しており、毎年度、造林業者が

費用を立替払いせざるを得ない状況が続いてい

るという点です。金利上昇も懸念される中、造

林業者からは資金調達に苦労している声を多く

いただいています。 

 こうしたことを踏まえ、持続的な本県林業の

発展に不可欠な再造林の促進にどのように取り

組んでいくのか、農林水産部長に伺います。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 中小企業の振興についての御質問に

お答えします。 

 県内の景気は緩やかな回復基調にあるものの、

長引く物価高や深刻化する人手不足が企業活動
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を圧迫しており、回復しつつある景気への影響

が懸念されます。 

 議員御指摘のとおり、民間調査によれば、本

年上半期の県内企業の倒産件数は３１件、負債

総額は３８億６００万円となっており、件数、

金額ともに昨年同期と比較して増加傾向にあり

ます。 

 倒産件数は平成以降１０番目に少ない水準に

とどまっているものの、昨年の１８件から大き

く増加しているため、しっかりと状況を注視し

ていく必要があります。 

 倒産は、地域経済や雇用に大きな影響を与え

ることから、厳しい経営環境の中でも中小企業

が事業を継続できるよう、様々な支援策を講じ

ていくことが重要です。 

 そのような中で、先日、本県の最低賃金が５

５円引き上げられ、９５４円とすることが決定

されました。賃金と物価の好循環の実現に向け

た大きな一歩ですが、中小企業にとっては厳し

い経営環境の下での引上げであることから、県

としても、金融・経営両面からの積極的な後押

しを行います。 

 今定例会に提案している９月補正予算案では、

企業が賃上げの原資となる収益を確保するため

に、生産性向上や新事業の展開等に取り組む事

業者に対し、保証料を免除した制度資金を創設

することとしています。 

 融資にあたっては、金融機関や税理士等の専

門家が、賃上げを含む事業計画の策定やその実

行を伴走支援することで、経営力の強化を図り

ます。 

 加えて、今年度から対象事業を拡充した賃上

枠や国の業務改善助成金への上乗せ奨励金等に

ついても、積極的な活用を促します。 

 また、物価上昇を踏まえた適切な価格転嫁の

促進も引き続き重要です。今月は価格交渉促進

月間であり、国や経済団体と連携して、セミナ

ー開催や個別相談への対応等も行います。 

 今後とも、県内の中小企業が物価高、賃上げ、

金利上昇等の局面においても、事業を継続し、

さらに成長していけるための後押しを関係機関

と一体となって進めていきます。 

 その他の御質問については、担当部局長から

答弁します。 

嶋議長 渕野農林水産部長。 

渕野農林水産部長 農林水産物の輸出促進につ

いてお答えします。 

 国内市場の縮小が今後見込まれる中、成長が

著しい海外の需要を取り込むことは、担い手や

産地の収益向上においてとても重要です。 

 これまで、牛肉や養殖ブリなどの重点品目を

中心に取組を進め、順調に輸出が伸びています。

今後、さらなる輸出拡大に向け、産地づくりや

新たな販路開拓を力強く進めます。 

 産地づくりでは、台湾をはじめ、アジアで人

気が高いシャインマスカット等で、産地ごとの

出荷時期のスライド調整や異なる品種のリレー

出荷などにより、長期間輸出できる体制の構築

を行っているところです。 

 新たな販路開拓では、牛肉のＥＵ輸出にチャ

レンジします。今年度中に輸出施設の認定を取

得するなど、重点的にＥＵへの牛肉輸出強化を

図ります。 

 また、養殖ブリは竣工した県漁協の蒲江加工

センターをフル活用して、フィレや切り身等の

ニーズが高い米国や台湾等への販路開拓を進め

ます。 

 さらに、そのほか有望品目である白ねぎやか

ぼす、冷凍焼き芋、大径材製品などの輸出先国

等も新たに開拓します。 

 これらの取組を進めていくために、情勢に精

通したジェトロ等とも緊密に連携し、現地市場

の把握やニーズに即した販促に取り組みます。 

 今後も海外の多様なニーズを逃さず、さらな

る輸出拡大に向けた取組を進め、新長期計画に

掲げる輸出額８０億円の目標達成を目指します。 

 続いて、再造林の促進についてお答えします。 

 本県では、再造林率の目標を８０％に定め、

伐採後の林業適地における低密度植栽を推進す

るなど、低コスト化による再造林の促進に取り

組んでいます。 

 加えて、県の森林環境税の活用や森林再生機

構の上乗せ助成などの効果もあり、令和５年度

の再造林率は７６％と年々上昇しています。 
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 下刈りについては、植栽後おおむね５年生を

超えれば、他の草木より背が高くなるため、補

助対象林齢を原則５年生までとし、以降は下草

の繁茂状況等を確認し、助成対象としています。 

 また、来年度からは国の基準改定により、補

助対象が原則３年生までとなりますが、必要性

が確認できた下刈り作業への助成は引き続き継

続するとともに、成長の早いエリートツリーな

どの早生樹の普及を加速し、低コスト化も図り

ます。 

 公共造林事業の予算については、昨年度の補

正予算と今年度の当初予算を合わせた国費ベー

スで、対前年度比１．３倍に当たる約１８億円

を確保できたものの、増加する再造林等の事業

費を充足するには至っていない状況です。 

 引き続き、国に対して本県の実情をよく説明

し、安定的な予算確保に努めるとともに、低コ

スト林業等に資する再造林を促進します。 

嶋議長 太田正美君。 

太田議員 再造林のことですが、今回の台風１

０号の大雨による影響で、由布岳とか鶴見岳の

再造林をしていないところに結構大きな被害が

出ています。特に鶴見岳の被害は予想以上に大

きいものがありますし、間断なく、やはりこれ

からも再造林の力を注いでいただきたいと思い

ますし、下草刈りがどうしても、この夏の時期

に暑い中で作業員がされているということで、

その辺を酌んでいただいて、しっかり寄り添っ

て支えていただきたいと思います。 

 次に、信頼される組織について。 

 警察職員の不祥事への対応について。 

 最近、公務員の不祥事が相次いでいます。本

県でも先月、交番において盗撮するなどしたと

して、巡査部長が懲戒処分されるという事案が

発生しました。 

 不祥事は、その防止に全力を挙げることはも

とより、発生した際の迅速かつ誠意ある対応が

重要です。その点について、最近の警察本部の

対応が少し気になっています。 

 先月の事案では、当事者の巡査部長の名前が

公表されず、また、その上司については、事案

の発生の予測が困難ということで、何の処分も

されていません。被害者が特定される恐れがあ

るなどの理由はあるかもしれませんが、当事者

の名前が公表されているケースもあることから、

その対応の差異には若干の違和感も覚えます。 

 これでは、県民から身内に甘いという指摘も

出かねないのではないでしょうか。不祥事が発

生したときにこそ、できる限りの情報提供を行

うことに加え、果断な処分を検討することで、

早期の県民からの信頼回復を図るべきと考えま

す。 

 そうしたことを踏まえ、県民の信頼回復に向

けた警察職員の不祥事への対応について、警察

本部長の見解を伺います。 

 次に、信頼される県の組織づくりについて。 

 県政推進の根幹である県民からの信頼を確保

するということは、警察に限らず、県庁全体の

問題でもあります。先日も、契約書の偽造など

により県職員が懲戒処分されるという事案が発

生したところです。 

 また、連携を県政推進の基本姿勢の一つに掲

げられていることから、県民はもとより、市町

村からも信頼される組織づくりを目指していか

なければなりません。 

 不祥事の防止は当然のこととして、県庁の組

織全体の力をさらに強化していく、より具体的

に言えば、綱紀粛正や人材育成の一層の強化を

図る必要があるのではないかと考えます。 

 こうしたことを踏まえ、綱紀粛正、人材育成

を中心に、信頼される県の組織づくりについて

どのように取り組んでいくのか、知事のお考え

を伺います。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 県政を進めていく上で、県民からの

信頼はなくてはならないものです。このため、

私の基本姿勢の中にも掲げているとおり、丁寧

な対話を大切にしてきたところです。 

 これまでも、県民の皆様の声を直接伺う県政

ふれあい対話に取り組むなど、多くの機会を設

けながら、地域が抱える様々な課題に対して耳

を傾けてきました。今後もこのような努力を続

けていきます。 

 また、県民から信頼される組織づくりに向け
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ては、職員の人材育成も大変重要です。時代の

潮流や要請にも的確に対応できるように、専門

知識や政策形成能力の向上を図る研修、また、

コンプライアンスについての研修等も実施して

いますが、このような研修についてもさらに充

実していきます。 

 そして、一たび不祥事が起きれば、県民の信

頼を大きく損ない、県政運営に支障が生じるこ

ととなります。不祥事には厳しく対処し、再発

防止を図る中で、職員研修の機会などを通じて、

公務員としての自覚やコンプライアンスを高め

ていきます。 

 先週の庁内の部局長幹部会議においても、私

から改めて綱紀粛正、そして、内部統制につい

て徹底方を発言したところです。今後も、職員

の倫理観の醸成、人材育成に取り組みながら、

市町村とともに、県民からの信頼に基づく安心

・元気・未来創造の大分県づくりを進めていき

ます。 

 その他の質問については、担当部局長から答

弁します。 

嶋議長 種田警察本部長。 

種田警察本部長 警察職員の不祥事への対応に

ついてお答えします。 

 当県の警察官が法に触れる行為を行ったこと

は甚だ遺憾です。 

 懲戒処分の対応は、警察庁の懲戒処分の指針

を参考に、先例等を総合的に検討しながら、個

別具体の事案に即し、厳正に対処しています。 

 懲戒処分の発表は、人事院や警察庁の懲戒処

分に関する公表指針を参考に、関係者のプライ

バシー等に配慮した内容を基本としています。 

 懲戒処分を発表する目的は、職員の違法行為

等に対し厳正に対処したことを示し、公務に対

する信頼を確保するものです。 

 今後も、関係者のプライバシー等に配慮しな

がらも、個別具体の事案に即し、可能な限り情

報提供に努めます。 

 ところで、議員から当事者の名前が公表され

ているケースもある旨の御指摘がありました。

懲戒処分の発表とは異なるのですが、警察が被

疑者を逮捕した際の発表や検察が起訴した場合

等において、当事者の名前が公になることがあ

ります。 

 県警察としては、再発防止に向けた取組を県

警察一体となって推進していくことが大事だと

考えます。 

 加えて、個々の職員が職責の重要性を認識し

て職務に邁進し、大分の安全・安心を守るとい

う成果をしっかりと上げていくことで、県民の

皆様の信頼を回復したいと考えています。 

嶋議長 太田正美君。 

太田議員 ちょうど今、報道等で兵庫県のこと

が話題になっています。兵庫県議会も全員が知

事に対して、ある意味で辞任を要求するという

事案のこともあります。また、鹿児島県でもい

ろんな問題がありました。 

 やっぱり今、そういう県民の目が、この県議

会、県警にすごく向けられているのではないか

と思いますので、今後とも綱紀粛正、組織の立

て直し等をしっかりやっていただきたいと思い

ます。よろしくお願いします。 

 次に、有機フッ素化合物、ＰＦＡＳについて

伺います。 

 有機フッ素化合物、ＰＦＡＳは１万種以上の

物質があるとされており、ＰＦＡＳの中でもＰ

ＦＯＳ、ＰＦＯＡは、撥水・撥油性等の物性か

らフライパンのフッ素コート剤の製造や泡消火

剤など様々な用途に使用されてきました。これ

らの物質は自然界ではほぼ分解されないことか

ら、永遠の化学物質とも呼ばれており、近年、

発がん性があることなど、健康への影響が懸念

されています。 

 今年６月に開催された国の食品安全委員会は、

ＰＦＯＳ、ＰＦＯＡの人の健康への影響評価に

ついて、現時点では科学的な知見が不足してお

り、関連は否定できないが、確かなものは言え

ないと評価しました。 

 国では、この評価結果や現在実施中の全国の

水道水の状況調査を踏まえ、現在、両物質の合

算で１リットル当たり５０ナノグラムとされて

いる暫定目標値の見直しを議論することとなっ

ています。 

 こうした中、今年６月に報道機関が、公共用
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水域や地下水のＰＦＡＳ汚染全国マップを作成、

公表しました。本県でも様々な箇所について、

ＰＦＯＳ、ＰＦＯＡが検出されていることを示

す赤や黄色で表示されており、大きな不安を抱

いたところです。 

 以前の答弁では、県内の河川等でＰＦＯＳ及

びＰＦＯＡの調査を実施し、現在、新たな指針

値超過は確認されていないとのことでしたが、

不安に感じる県民の方も多いと思います。国の

動向を踏まえつつ、まずはしっかりと監視し、

その状況を県民に周知することが大切ではない

かと思います。 

 こうしたことを踏まえ、ＰＦＡＳについて、

特に有害性が疑われるＰＦＯＳ、ＰＦＯＡを中

心に、現状と今後の対策について生活環境部長

に伺います。 

嶋議長 島田生活環境部長。 

島田生活環境部長 有機フッ素化合物、ＰＦＡ

Ｓのうち、特に関心が高いＰＦＯＳ、ＰＦＯＡ

については、県民の不安に寄り添い、透明性を

確保しながら、適切な情報発信を行っていくこ

とが重要です。 

 この考え方の下、これまで県内の全ての市町

村、１３２地点で水道水の調査が行われてきま

したが、いずれもＰＦＯＳ及びＰＦＯＡは検出

されていません。 

 加えて、令和３年度から５年度の間、河川３

５地点、地下水２５地点についても環境モニタ

リング調査を実施しています。その結果、国が

定める暫定指針値を超過したのは、大分市の地

下水２地点のみとなっています。これは同一工

場敷地内にある飲用利用のない調査用井戸であ

り、事業者が自主的に浄化対策を実施し、その

値は低減しているところです。 

 今後も引き続きモニタリングを行っていくと

ともに、国の動向等も踏まえ、県内の水質調査

の拡充を図るなど、県民の不安解消に努めます。 

 また、調査結果や最新の科学的知見について

は、県のホームページで周知を図ってきたとこ

ろですが、今後は地図表示を追加するなど、県

民に伝わりやすい情報発信を行います。 

嶋議長 太田正美君。 

太田議員 よろしくお願いします。 

 次に、未来を担う若者の教育について。 

 教育現場における情報リテラシー教育につい

て。 

 人類が生まれてからこれまで、様々な技術が

誕生し、進化してきました。技術の進化は月日

を経るごとにその速度を増しており、その恩恵

は我々の生活の至る所で見受けられます。 

 数ある技術の中でも、近年発展が著しいのが

情報通信の分野です。その進歩は、コミュニケ

ーションの促進などの面で我々の生活を非常に

豊かなものにしてくれました。 

 一方で、強い光には深い影が付き物とでもい

いましょうか、インターネットの負の側面も顕

在化しています。例えば、ＳＮＳなどは誰でも

気楽に情報を掲載することができますが、それ

が個人情報の流出につながり、様々な犯罪に巻

き込まれたりする事例が多発しています。また、

手軽なコミュニケーションツールである反面、

ふだんは隠れている人間の本性が明らかになり

やすいのか、ネットいじめなども問題になって

います。 

 こうした中で、特に懸念しているのが子ども

たちへの教育です。今の子どもたちは、生まれ

たときからインターネットなどが身近にあるデ

ジタルネイティブと言われていますが、である

からこそ、情報の取扱いやコミュニケーション

の基礎といった情報リテラシーを小、中、高校

におけるカリキュラムの一つとして教育してい

く必要があるのではないかと考えます。 

 情報リテラシーは、情報通信技術を基盤とし

た、これからの世の中を生きていくための必須

のスキルであり、これを子どもたちに教えてい

くのは、個人の責任だけではなく、教育行政の

重要な責務であると私は思います。 

 そこで、教育現場における情報リテラシー教

育にどのように取り組んでいくのか、教育長に

伺います。 

 産業教育の充実について。 

 県土強靱化や交通インフラの整備を進めるた

めにも、その担い手が必要ですが、昨今では、

長引く少子化等により人手不足が深刻となって
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おり、あらゆる産業においても人材獲得競争が

激化しています。また、技術革新のスピードも

目覚ましく、産業人材には常なるスキルアップ

が求められているなど、量と質の両面から人材

確保策を強化していくことが不可欠な状況です。 

 こうした中で重要なのが、小、中、高校など

における産業教育であると考えます。幸いにし

て、本県の高校生の県内就職率は九州でも高い

水準にありますが、昨今の情勢を鑑みると、さ

らなる県内就職の取組を進めるとともに、最新

の技術動向など教育の質を高めていくことが重

要です。 

 今春から大分工業高校の土木科が１学級増と

なるなど、県教育委員会においても取組を強化

していただいているようですが、小中学校の早

いうちから、各学校段階に応じたキャリア教育

を充実させるなど、地域の持続的な成長を支え

る職業人材の育成に向け、より一層の産業教育

の充実と県内就職率の向上が必要であると考え

ます。 

 こうしたことを踏まえ、産業教育の充実にど

のように取り組んでいくのか、教育長に伺いま

す。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 ２点についてお答えします。 

 まず１点目は、教育現場における情報リテラ

シー教育についてです。 

 情報化社会が進展する中、県内の学校におい

ても、個人情報の流出やＳＮＳを通じたいじめ

が発生しており、情報モラルを含む情報リテラ

シー教育は、ますます重要性を増しています。 

 各学校では学習指導要領に基づき、小、中、

高の発達段階に合わせて、授業やホームルーム

活動、講演会、生徒指導等の中で情報モラル教

育を行っているところです。 

 昨年度作成した教材、ＧＩＧＡワークブック

おおいたは、身近なネットトラブル等の事例を

多く取り上げるなどの工夫を凝らしており、各

学校で積極的に活用されています。 

 また、希望に応じて情報モラル出前授業を行

っており、昨年度は８２校を対象に実施し、約

１万６千人の児童生徒が参加しました。出前授

業には保護者も参加できることとしており、家

庭でのスマホ利用のルールを見直すきっかけに

なるなど、好評を博しています。 

 加えて、教員に対しても、個人情報保護や著

作権問題に重点を置いた情報リテラシーについ

ての研修を強化しているところです。 

 今後も、ＧＩＧＡスクール構想の推進と並行

してＩＣＴが適切に利用されるよう、情報リテ

ラシー教育の充実に力を入れていきます。 

 ２点目は、産業教育の充実についてです。 

 地域の持続的な成長を支える職業人材の育成

は大変重要であり、小、中、高の発達段階に応

じたキャリア教育や、専門高校における産業教

育の充実を図る必要があります。 

 キャリア教育の充実については、まず、小中

学校では、社会見学や職場体験学習、職業講話

等を通じて、将来の職業イメージの形成や主体

的な社会参加の意識付けを図っています。 

 また、高校では、県内企業におけるインター

ンシップやキャリアプロデューサーを活用した

進路ガイダンス等の取組を拡充しています。特

に専門高校の２年生を対象としたインターンシ

ップでは、地元企業の協力の下、昨年度は７９

３事業所に、対象生徒の８６％に当たる１，８

８２人が参加し、地元企業に対する理解促進と

県内就職率の向上に寄与しています。 

 次に、産業教育の充実については、地場産業

の技術革新に触れる授業を積極的に行っていま

す。例えば、大分工業高校の土木科では、水中

ブルドーザーを活用した体験学習の実施や、３

Ｄプリンターや測量用ドローン等の最新機器の

配備を進めているところです。 

 今後も、県内企業と緊密に連携し、ニーズに

即した産業教育の充実に努めます。 

嶋議長 太田正美君。 

太田議員 最近、さきほども警察本部に対する

質問のときに盗撮ということがあったし、教育

現場でも不同意わいせつとか、職員が結構そう

いうことで批判されています。 

 もっと深刻なのが、子どもたちの中で、スマ

ホで同級生を盗撮して、それをＳＮＳ等で拡散

させるという事案があっています。被害者本人
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は全然気がついていません。また、男子生徒が

グループでそういうことを何度も重ねていると

いう話も聞きます。 

 そういう今まで考えられなかったような事案

が教育現場で起こっているということは、やは

り小さい段階から、そういうことについてしっ

かり教育をしていかなければならないと思いま

す。今、世界に拡散したのを取り消すことがで

きないという状況ですので、被害者にとっては

非常に深刻な問題になっているということを教

育現場でもしっかり受け止めていただいて、子

どもたちにしっかりその辺のことを教えていた

だきたいなと。 

 でも、やはり教育現場も警察も大人がそうい

うことで、人間の性というか、そういうものを

直すというのはなかなか難しいのかもしれませ

んが、それはやはり我々が理性を持ってしっか

り取り組んでいくべきかなと思います。 

 最後になりますが、先日、湯布院で日本観光

旅館協会と金融関係者等との懇談会があり、知

事も来ていただきました。その中で、これから

の日本の観光をどうやって推し進めていくかと

いう、今の状況とこれからを見据えて、やはり

２０年先、３０年先もしっかりとした観光立国

としての日本の立場、また、おんせん県おおい

たということで、観光庁長官と漫画家のヤマザ

キマリさんも来ていただいて、その辺のことを

議論していただいて、これからのあるべき日本

の観光の取組方みたいなものがしっかり議論で

き、有意義な会ができたと思っています。今盛

んにインバウンドばっかりを皆さん言うんです

が、実際はやっぱり我々が諸外国に出向いてい

くアウトバウンドをもっと進めて、外国のいい

ところをしっかり勉強して、それを日本にまた

持ち帰って、そのことによってまたインバウン

ドがますます盛んになるというような好循環を

これからも続けていければいいかなと思います。 

 今日はありがとうございました。（拍手） 

嶋議長 以上で太田正美君の質問及び答弁は終

わりました。木付親次君。 

  〔木付議員登壇〕（拍手） 

木付議員 おはようございます。１８番、自由

民主党の木付親次です。佐藤知事をはじめ執行

部の皆さん、よろしくお願いします。 

 台風第１０号で国東市は橋の崩落、道路の交

通止め、河川護岸の崩壊、そして、農地、農業

施設、農産物が甚大な被害を受けました。是非

県におかれては、早急な復旧、そして、支援を

しっかりとお願いします。 

 それでは最初に、能登半島地震を踏まえた防

災対策について伺います。 

 近年は、南海トラフ地震や気候変動に伴い頻

発する豪雨など災害の危険性に呼応し、防災対

策への関心が高まっている状況にあります。 

 そうした中、本年は年明け早々に能登半島で

大規模な地震が発生し、多くの方が被害に遭わ

れました。改めて被災された皆様に御見舞い申

し上げるとともに、現在も復旧、復興に向け懸

命に御尽力されている関係者に敬意を表する次

第です。いつ起こるか分からない災害の恐ろし

さに加え、迅速に防災対策を充実させていくこ

との重要性について、改めて我々に印象付ける

ことになりました。 

 また、先月には日向灘を震源とする地震が発

生し、宮崎県で震度６弱を観測しました。幸い

県内では大きな被害はなかったものの、制度開

始後初めて南海トラフ地震臨時情報が発表され

るなど、我々も地震の脅威を間近に感じること

になりました。さらには、先月末に台風第１０

号による被害も発生し、より一層災害への危機

感が強まっているところです。 

 国は能登半島地震の検証として、各府省庁に

おける初動調査に当たった職員が参画するチー

ムでの議論を通じて得られた知見をまとめた災

害応急対応の自主点検レポートを公表し、その

中で、被災地の情報収集やアプローチ方法、避

難所運営などについて、能登半島地震の教訓と

今後の対応を示しています。また、本県でも先

日、防災対策の見直しの方針案が公表され、今

議会においても関連する補正予算が上程されて

います。また、今後はさらに具体的な取組に反

映させていくと伺っています。切迫する災害に

対し、県民の危機感は高まっており、一刻も早

く防災対策の強化を図っていただきたいと思い
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ます。 

 そこで、見直しの方針案に基づく具体的な取

組も含め、能登半島地震を踏まえた防災対策に

どのように取り組んでいくのか、知事に伺いま

す。 

  〔木付議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

嶋議長 ただいまの木付親次君の質問に対する

答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 木付親次議員の能登半島地震を踏ま

えた防災対策についての御質問にお答えします。 

 能登半島地震を受けて、県では国の検証と並

行して独自に防災対策の見直しを行い、今月２

日の防災会議において方針を決定しました。今

後はこの方針に基づき、次の三つの強化を柱に

防災対策を進めていきます。 

 一つ目は、孤立集落対策の強化です。 

 能登半島地震では、孤立状態の長期化による

物資の不足や通信障害への対応が課題となりま

した。このため、孤立可能性集落を再調査し、

食料等の分散備蓄に向けた支援や、ヘリやドロ

ーンを使った物資輸送訓練を実施します。さら

に、孤立集落内での通信環境の確保のため、衛

星通信機器を導入するなど、孤立集落の発生に

備えた対策を強化します。 

 二つ目は、被災者支援の強化です。 

 避難所の生活環境や運営体制、被災者の生活

再建に向けた支援の在り方も課題です。このた

め、携帯トイレの備蓄量の見直しや生活用水確

保による衛生環境改善のほか、運営体制の強化

に向け、避難所運営コーディネーターの養成に

取り組みます。また、自主防災組織における女

性参画の拡大を図るため、女性リーダーなどの

人材育成や啓発も推進します。加えて、被災者

一人一人の生活再建に向け、関係者が連携して

継続的な支援を行う体制を構築し、災害関連死

の防止に努めます。 

 三つ目は、応援・受援体制の強化です。 

 被災自治体等へ派遣された職員の活動拠点の

確保や専門的知識を持つＮＰＯ等との連携など

も課題となりました。このため、受援体制の強

化に向け、県広域防災拠点での訓練や応援職員

の受入環境の確認など受援計画の検証や見直し

を行います。また、ＮＰＯが現地で一層活躍で

きるよう、災害時を想定した活動の支援や専門

ボランティアの受入体制の構築など連携強化の

ための取組を進めます。 

 防災・減災対策に終わりはありません。今後

も最新の知見を取り入れながら、人的被害ゼロ

を目指して防災対策の強化に取り組みます。 

嶋議長 木付親次君。 

木付議員 ありがとうございました。三つの取

組、しっかりと取り組んでいただきたいと思い

ます。 

 国東半島では、６月３０日に主要国道である

国道２１３号で法面崩壊がありました。場所は

急激な崖があって、道路があって、すぐ海とい

うことで、道路がもし崩壊していたら大変な事

態になって、半島の機能が失われるところでし

た。これに対して半島部では、いろいろな物資

の輸送手段としてホーバークラフトの活用がで

きるのではないかと思っています。能登半島地

震でも海上自衛隊のＬＣＡＣ、これもホーバー

クラフトですが、重機を運んだり、物資を運ん

だり、人間を運んだりしています。このホーバ

ーの活用についてどのようなお考えがあるか、

防災局長に伺います。 

嶋議長 首藤防災局長。 

首藤防災局長 議員言われるとおり、今回の能

登半島地震で海上自衛隊のＬＣＡＣというエア

クッション艇が使われています。また、先日の

報道では、熊本で天草地域の防災訓練にこれを

使うということがされています。そのため、現

在、定期就航の準備をしている大分ホーバーク

ラフトについても、災害時の輸送手段として有

効性は期待されるところです。 

 ただ、一方で運航事業者との契約の問題、そ

れから補償の問題、また、定期航路以外を運航

することになるので、そういうことの訓練など

の問題もはらんでいますので、その点も含めて

今後検討してみたいと考えています。 

嶋議長 木付親次君。 

木付議員 今、局長から検討という言葉があり

ましたが、先日のうちの会派の志村議員から検
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討の結果はしっかり伝えるようにということで

すので、是非お教え願います。 

 それでは、続いて災害時における生活用水の

確保について伺います。 

 能登半島地震においては、特に水道の復旧に

かなりの時間を要したと聞いています。そこで、

災害時における水、とりわけ生活用水の確保に

ついて質問します。 

 全国さく井協会九州支部の資料によると、熊

本地震発生後、自衛隊や自治体の給水車により

各避難所に水の補給が行われました。災害翌日

には一人当たり３リットルの水をもらうために

３時間から４時間並ばなければならないという

事態に陥りました。その後、全国から災害救援

物資が続々と届き、中でも大量にストックされ

た飲料水の問題はなくなりましたが、それでも

トイレや風呂、洗濯の雑用水確保には苦労した

とのことです。 

 他人の目を気にする日本人の気質上、飲料水

を他の用途で使いづらいという心理的な要素も

考慮する必要があり、特に避難所での集団生活

ではこれらが問題となります。 

 被災地のトイレをめぐっては、能登半島地震

においても、断水で使用できないため、被災者

が水分の摂取を控えなどして体調を崩し、災害

関連死につながる恐れがあるとの指摘がなされ

るなど課題となりました。 

 厚生労働省の資料によると、一人当たり１日

に必要な飲料水は３リットル、１日に必要な生

活雑用水は３２９リットルとなっています。避

難所に５００人の被災者がいた場合、１日に必

要な水の量は約１６万リットルになります。 

 水道が復旧するまでにどうして大量の水を確

保するのか、一般的に考えられるのがプール、

貯水槽、河川水、災害井戸協定などですが、プ

ール等の貯留施設は、地震時には亀裂発生や液

状化により損壊する可能性があります。地震後

の河川は、がれき等でポンプを設置できる状況

ではありません。また、近年多数の自治体で取

り組んでいる災害井戸協定についても、熊本地

震では災害時に井戸所有者が被災者に井戸を開

放した結果、勝手に家の中に上がり込む者が現

れ、親切があだになる懸念もあります。災害時

には窃盗犯が増加する現実があり、様々な課題

があると思われます。 

 そこで、有効な手段として考えられるのが防

災井戸です。手押しポンプ式の井戸で、設置箇

所の地下水の状況にもよりますが、最大揚程は

約５０メートル、地下から毎分３０から４０リ

ットルの地下水を確保できます。子どもやお年

寄りでも問題なく取水でき、手動式なので停電

時においても稼働できます。また、地下構造の

ため、地震の揺れに非常に強く、メンテナンス

の負担も少ないという特徴があります。熊本県

では防災井戸の設置が進んでおり、熊本市の肥

後銀行では、非常時の地域の給水拠点としての

役割を想定し、平成２９年、県内の支店１０か

所等に井戸を設置するなど取組が広がっていま

す。 

 いずれにしても、災害時における水の確保は

本県においても喫緊の課題であり、県民の安心

に向けて早急な取組が考えられます。 

 そこで、防災井戸の取組の推進を含め、災害

時における生活用水の確保にどのように取り組

んでいくのか、生活環境部長に伺います。 

嶋議長 島田生活環境部長。 

島田生活環境部長 災害時における生活用水の

確保に向けては、水道からの給水が被災後も継

続して行われることが何よりも重要ですが、本

県の水道基幹管路の耐震適合率は３７．７％に

とどまっています。 

 県では、能登半島地震を受け、水道耐震化計

画を未策定の市町村に対し、早期着手を後押し

するとともに、国に対しても水道耐震化への支

援の充実を要望したところです。 

 一方で、災害時に活用できる地域の水源情報

をあらかじめ自主防災組織単位で共有しておく

ことも大切です。県内では、災害時の生活用水

マップを作成し、地域の井戸などの水源情報を

公表している市町村もあります。こうした取組

の拡大に向けて、先月、市町村防災対策担当会

議において、水源の把握や共有、さらに水源確

保が困難な地域については、防災井戸や貯水タ

ンクの整備等を検討するよう働きかけを行った
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ところです。 

 国は今年度、災害時の井戸活用に係る自治体

向けガイドラインを策定し、井戸所有者との調

整方法や井戸利用時のルール例などを定める方

針となっています。こうした動きも注視しつつ、

生活用水の確保に向けた取組を市町村と共に進

めていきます。 

嶋議長 木付親次君。 

木付議員 是非防災井戸を１か所でもいいです

から大分県で掘ってみて、どういうものか、ど

ういう活用ができるのか、１回やっていただけ

ればと思っています。 

 それでは、安岐ダムの再生について伺います。 

 台風第１０号で安岐ダムの緊急放流がありま

した。上流から流入する水をダムではためられ

ずに下流にそのまま流すと、ダムの本来の機能

である貯留させる機能がなくなったということ

です。貯水量が少なかったことが原因だと思っ

ています。 

 国におかれては、既設のダムを有効利用して

ダム貯留量を増やすというダム再生ビジョンが

平成２９年６月に策定されました。堤体の僅か

なかさ上げで大幅に貯水量が増えると。そして

また、既存のダムを利用するので、利水とか、

あるいは治水の機能をそのまま継続させて工事

もでき、また、工事費も安いし、工期も短くな

るという利点があると思います。 

 自民党の調査会で、７月に北海道の新桂沢ダ

ムに調査に行きました。ここのダムは１１．９

メートル、既設のダムを上げて、事業費が１千

億円超ということで相当大きなダムなんですが、

ダム再生について、私はその効果を確認するこ

とができました。 

 安岐ダムにおいても、今年度からダム再生の

事業が始まりました。私は、安岐ダムについて

は４回一般質問しています。やっと安岐ダム再

生が始まるということでうれしく思っています。 

 そしてまた、地元の皆さんで安岐ダム再生・

安岐川流域期成同盟会というのが設置されまし

た。私も含めて地元の方も、今回の緊急放流が

あったことで安岐ダムの再生には大変期待して

いるところです。そして、期成同盟会では１１

月に国土交通省に要望に行く予定をしています。

また、自民党会派でも毎年、九州地方整備局、

そして、国土交通省に要望を行っています。私

も安岐ダム再生にはしっかりと要望したいと思

っています。 

 そこで、スケジュールや進捗状況、効果の見

込みを含め、安岐ダムの再生にどのように取り

組んでいくのか、土木建築部長に伺います。 

嶋議長 五ノ谷土木建築部長。 

五ノ谷土木建築部長 安岐川においては、過去

の洪水被害の発生状況を踏まえた抜本的な治水

対策を行うにあたり、これまで関係機関との協

議、調整を重ね、今年度から安岐ダム再生事業

として国の補助事業に新規採択されました。 

 現在、令和８年度に国が行う技術的な設計審

査に向け、地質調査や環境調査などに着手して

います。加えて、堤体の概略設計業務について

も、プロポーザル方式で委託先の選定手続を進

めているところです。 

 今後は、設計検討や関係者などとの協議状況

にもよるが、１３年度から本体工事に着手し、

２１年度の事業完了を目指していきます。 

 本事業の実施により、先日の台風第１０号の

記録的な豪雨も含めた過去最大規模の降雨に、

将来の気候変動により予測される増加分を加え

ても安岐川の安全を確保することが可能となる

見込みです。 

 なお、事業実施にあたっては、地域の豊かな

自然環境や田畑などの土地利用への影響が最小

限となるよう努めます。 

 今後とも地域の皆様への説明を丁寧に行いな

がら、既存の治水施設を最大限活用したダム再

生事業の推進に全力で取り組みます。 

嶋議長 木付親次君。 

木付議員 約１５年の工期ということですので、

できるだけ早く完成させて、効果が発現できる

ようお願いします。 

 それでは、続いて次期地方創生戦略について

お尋ねします。 

 地方創生の取組が本格化して、今年で１０年

になります。政府では、この６月に公表した地

方創生の成果や課題に対する検証結果において、



第３回 大分県議会定例会会議録 第３号 

- 55 - 

一部では成果は上がっているものの、我が国全

体の人口減少や東京一極集中の流れを変えるに

は至っていないと指摘し、今後の取組の方向性

を示しています。 

 本県においても、現在、第２期まち・ひと・

しごと創生大分県総合戦略に基づく取組を進め

ていますが、国全体と同様に道半ばという状況

であると思います。地方創生はＤＸ等と並び引

き続き重要であり、手綱を緩めることなく、さ

らに取組を強化していく必要があると考えます。 

 そこで、現戦略の成果や課題をお尋ねすると

ともに、その分析を踏まえ、次期戦略の方向性

についてどのように考えているのか、知事に伺

います。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 次期地方創生戦略についてですが、

第２期まち・ひと・しごと創生大分県総合戦略

では、６８の重要業績評価指標を設定して、県

を挙げて取り組んできた結果、現時点の約９割

の指標でおおむね目標を達成しています。 

 中でも、企業誘致件数や出会いサポートセン

ターの成婚数などは目標を大きく上回る成果を

上げたところです。また、保育料の減免や子ど

も医療費の助成制度の拡充、不妊治療費の助成

など様々なサービスの充実も図ってきました。 

 しかしながら、全国を通じて人口の自然減に

歯止めはかかっておらず、本県も当分の間は人

口減少を確保しなければならない状況にありま

す。 

 最近の人口動態の分析では、この５年間の社

会減は約６千人で、年齢区分別で見ると、１５

から２４歳の人口が約９千人と大幅に減少して

おり、若年層を中心とした県外流出も引き続き

課題となっています。 

 こうした状況を踏まえて、今議会に提案して

いる新長期総合計画でも、子ども・子育て支援

の強化等の自然増対策と移住・定住、企業誘致

等の社会増対策の両面から粘り強く取り組むこ

ととしています。 

 また、切迫する産業分野の人手不足には、若

者の県内就職・定着促進や外国人材の受入強化

など、全庁を挙げて対策に取り組みます。 

 次期戦略では、こうした方向性を基本とし、

現戦略のまち・ひと・しごとに新たに広域交通

ネットワークの充実や交流人口の拡大等による

人や物の流れを加えた四つの基本目標を掲げて、

具体的な施策を検討していきます。 

 もとより、東京一極集中といった地方創生の

構造的な課題には、これまで以上に国が主体的

に責任を果たしていくことも欠かせません。知

事会等を通じて声を上げていきたいと考えてい

ます。 

 引き続き今後の人口動態や国の政策の動向を

踏まえつつ、市町村等ともしっかりと連携し、

来年３月の改訂に向けて取組を進めていきます。 

嶋議長 木付親次君。 

木付議員 消滅可能性自治体という言葉があり

ます。私、消滅という言葉は、何か人がいなく

なるようなイメージがあって嫌いなんですが、

国東市もこの自治体の一つです。是非地方創生

をしっかりとやって、その消滅からなくなるよ

うにお願いします。 

 そしてまた、知事会で鳥取の知事がいろいろ

な発言をされていますが、是非佐藤知事もしっ

かりと大分の実情を話していただき、国に働き

かけていただきたいと思います。 

 それでは、続いて行財政改革についてお尋ね

します。 

 佐藤県政の掲げる安心・元気・未来創造の各

施策を実行するためには、行財政基盤を強固に

することも欠かせません。２０年にわたる広瀬

県政では、平成１６年度の行財政改革プランか

ら令和２年度の行財政改革推進計画まで５次の

行財政改革に取り組み、安定的な財政基盤を確

保した上で、県立美術館や武道スポーツセンタ

ーなどの大型プロジェクトを実行してきたと記

憶しています。 

 広瀬県政における行財政改革は大変厳しいも

のであったと記憶していますが、その結果、本

県の行財政基盤は他の自治体と比べても非常に

強固なものになりました。これは、さきほど公

表された令和５年度の決算見込みにおいて、財

政調整用基金残高や県債残高の目標値を達成し

ていることから見て取れます。 
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 しかしながら、昨今の情勢を鑑みるに、そう

した過去の貯金にあぐらをかいてはいられない

と感じています。日銀の政策変更等により足下

で金利が大幅に上昇しており、これは本県の財

政運営においても少なからず影響があるものと

考えます。また、賃上げは本県職員の人件費増

加にも直結します。高齢化等によるさらなる増

加が見込まれる社会保障関係費とあわせて、社

会経済の情勢の変化を受けて、義務的経費は今

後右肩上がりに増加していくのではないかと懸

念されます。 

 こうした中でも、本県を新しいステージに発

展させていくための政策については不断の強化

が求められており、それを支える行財政基盤を

さらに盤石にするための取組は不可欠です。 

 今年度は、佐藤県政において編成された予算

に基づく本格的なスタートの年であり、また、

新しい長期総合計画の実行元年でもあります。

そうした中で、新たな行財政改革である大分県

行財政改革推進計画２０２４の策定が提案され

ており、その考え方に注目するところです。安

定した行財政基盤を背景に、最近では身を削る

削減というよりも行政の質の向上などに力を入

れられているようですが、さきほど言ったとお

り、金利上昇、賃上げなどにより義務的経費が

上昇し、ある意味ステージが変わるこのタイミ

ングで、本県の行財政改革の考え方について改

めて議論する必要があるのではないかと考えて

います。 

 こうしたことを踏まえ、行財政改革に対する

基本的な考え方について知事に伺います。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 行財政改革についてです。 

 県では平成１６年以降、５期にわたる計画に

基づき不断の行財政改革に取り組んできました。

令和５年度の決算においても、財政調整用基金

残高は３３０億円を確保し、実質的な県債残高

は６，１２９億円に抑えるなど、現計画が掲げ

る目標を達成しており、現時点では安定した行

財政基盤が構築できていると考えています。 

 しかし、急速に進行する少子高齢化・人口減

少に向き合い、安心・元気・未来創造の大分県

づくりを進めるためには、デジタル化や先端技

術の力を活用しながら、引き続き持続可能な行

財政基盤を確保することが大変重要です。この

ため、私も知事就任直後から新たな計画の策定

に着手し、民間有識者からなる行革推進委員会

を中心に議論を重ねてきました。 

 新たな計画では、県民目線に立ったデジタル

社会の実現を前面に掲げ、申請から内部事務ま

でデジタルで完結するといった市町村も含めた

行政ＤＸをさらに加速させます。加えて、福祉、

防災、農林、土木、教育など公共性の高い分野

でのＤＸも推進して、業務効率化とサービス向

上の両立を図ります。 

 さらに、市町村やＮＰＯ、大学など多様な主

体との連携・協働を強化するとともに、社会資

本の老朽化や医療・介護需要の増加等の課題に

も中長期的視点を持って対応します。 

 一方で、財政を取り巻く環境の変化も激しく、

議員に御指摘いただいたように、金利上昇は今

後の公債費に大きく影響を与えます。また、職

員給与にも影響する今春闘の賃上率は５．９４

％と過去最高となり、今後は近年にはなかった

人件費の上昇にも注意を払う必要があります。 

 こうした急激な環境の変化にも対応できる財

政基盤の確保はますます重要となることから、

事務事業において、データによる効果検証を徹

底して、スクラップ・アンド・ビルドに全庁を

挙げて取り組みます。加えて、県税徴収率の高

水準の維持や金融市場の情勢分析等による有利

な県債の発行などにも取り組み、これまでと同

水準の財政調整用基金残高や県債残高の目標を

堅持したいと考えています。 

 これからも、あらゆる変化に柔軟に対応でき

るように、今議会に提案している新たな計画に

基づき行財政改革を進めていきます。 

嶋議長 木付親次君。 

木付議員 これから様々な課題が出てくると思

いますが、この計画が実効性のある計画で、都

度都度チェックするようにお願いします。私も

行革についてはこれで３回目の質問になります。

今、知事の歳入の確保の中で資金運用がなかっ

たような気がするので、資金運用もしっかりと
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やるように会計管理者にお願いしておきます。 

 それでは、続いて県職員の採用計画について

お尋ねします。 

 さきほど言った広瀬県政における行財政改革

の大きな柱の一つが総人件費の抑制であり、端

的には新たに採用する職員の数を大きく削減す

るという取組を行ってきました。その行財政改

革が一服した後には、複雑化する行政需要への

対応等の観点から、本県でも徐々に新規採用者

数の増加させてきています。 

 県職員の行政職だけを見ても、行財政改革の

真っただ中には十数人ほどであった新規採用者

数が、最近では１００名を超える年もあるよう

です。これは、県民へのサービス向上という観

点で必要なことだと思いますが、一方で気にな

るのは財政への影響です。 

 今は、多くの新採用職員がいてもそれと同等

以上の退職者があり、人件費の新陳代謝が図ら

れていると思いますが、今後、大量の若年層が

年齢を重ねると、人件費が大幅に増加してしま

うのではないかと危惧しています。さらに、経

済浮揚に向けた官民挙げた賃上げの要請もその

傾向に拍車をかけてしまうのではないかと考え

ます。 

 今後、より一層様々な政策課題に取り組んで

いく際に、人件費をはじめとする義務的経費の

増加がその足かせとなってはよくありません。

特に人件費は、採用計画によって大きく変わっ

てくる要素だと思います。より一層、計画的に

取り組んでいただきたいと考えます。 

 そこで、まずは現在の県職員の年齢構成を踏

まえた今後３０年間の人件費の見通しについて

お示しください。さらに、その見通しを踏まえ、

今後の県職員の採用計画について総務部長に伺

います。 

嶋議長 渡辺総務部長。 

渡辺総務部長 県職員の採用計画についてお答

えします。 

 現在の年齢構成や給与水準等を前提に知事部

局の人件費を試算したところでは、今後３０年

間はおおむね２から３億円程度の幅で増減し、

３０年後の人件費は２３６億円、現在より約２

億円、率にして１％程度の増と見込んでいます。 

 このような見込みとなるのは、社会人経験者

の採用や受験可能年齢の引上げなどにより、若

年層以外も採用することで、年齢構成の平準化

を図ってきたことによるものと考えています。 

 例えば、本年度の新規採用者を見てみると、

２０代は約７割にとどまり、中堅層等も一定の

割合で採用しているところです。 

 しかしながら、議員御指摘のとおり、今後、

官民を通じた賃上げにより人件費の大幅な増加

が見込まれるため、新たな行財政改革計画に基

づいて、これまで以上に業務の効率化等を推進

する必要があると考えています。その上で、引

き続き年齢構成を考慮しながら、試験実施方法

の工夫などにより計画的な職員採用に努めます。 

嶋議長 木付親次君。 

木付議員 最近、公務員の早期退職等々が新聞

で話題になっていますが、優秀な人材、県にと

ってもしっかりと確保して、県民のために公僕

として尽くさなければいけないと考えます。そ

れにはやはり、若い人にはある程度の給料のア

ップというか、その辺も民の方が今はいいです

から、その辺を比べて退職する人もいるのでは

ないかと推測します。是非その辺も踏まえて、

しっかりと採用計画をつくってください。 

 それでは次に、指定管理施設の活性化につい

てお尋ねします。 

 公の施設の管理運営は県の重要な業務です。

地方自治法では、従来は公共性の担保などから

原則として自治体が直接業務を行うことが想定

されていましたが、民間企業等が公の施設の管

理を行えるよう平成１５年から指定管理者制度

が創設されました。 

 本県でも指定管理者制度の導入に積極的に取

り組んできており、現在では２４の県有施設で

指定管理者制度が導入されていると伺っていま

す。こうした施設では、それぞれの管理者が創

意工夫を凝らしながら利用者ニーズに対応した

運営がなされており、指定管理者制度が一定程

度有効活用されていると感じています。 

 一方で、心配しているのが、昨今の物価高や

賃上げによる影響です。指定管理者制度は、基
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本的には５年程度の期間で、県と事業者がその

間の県からの委託料の上限額などを定めた基本

協定を結び、運営を行う方式となっています。

委託料上限額は協定期間中固定となっているた

め、物価高や賃上げといったリスクは原則的に

は管理者が負担することとされています。他方、

県では、一昨年度から電気代等の高騰に対する

一部負担を行っており、さらに人件費の上昇に

対しても今回の補正予算での措置がなされてい

ます。これらの取組は施設の適正な管理運営を

担保するものであり、必要な取組であると認識

していますが、その背景や必要性について、県

民にしっかりと伝えていくことも重要であると

考えます。 

 また、物価高などで厳しい状況であるからこ

そ、さらなる施設の魅力向上などにより利用者

の増加等を図っていく必要があると思います。

そのためには、施設ごとの特徴も鑑みながら、

管理者の創意工夫を一層引き出す取組が重要で

あり、こうして指定管理施設の活性化を図って

いくことは、県民ニーズに応えることにつなが

るとともに、行財政基盤の強化にも資するもの

と考えます。 

 こうしたことを踏まえ、物価高や賃上げに対

する県負担の考え方を含め、指定管理施設の活

性化にどのように取り組んでいくのか、総務部

長に伺います。 

嶋議長 渡辺総務部長。 

渡辺総務部長 指定管理施設の活性化について

お答えします。 

 県では、現在２４施設で指定管理者制度を活

用しており、民間有識者で構成する指定管理者

評価部会が毎年施設ごとに運営状況等を評価し、

施設の活性化につなげています。また、令和４

年度までに全ての施設で目指すべき施設像や目

標指標等を定めた将来ビジョンを策定しており、

さきほどの評価部会でビジョンの進捗状況をチ

ェックしているところです。 

 一方で、国からは昨今の原材料価格、エネル

ギーコスト等の急激な上昇を踏まえ、通常指定

管理者負担となっている経費の増加に適切に対

応し、サービスレベルの維持を図るよう各自治

体に通知があったところです。 

 そこで、本県では一昨年度から２か年続けて

高騰の著しい電気、ガス等の経費について委託

料の増額を行いました。 

 今回の補正予算案では、急激な人件費の上昇

に対応し、過去２０年で最大となった昨年の県

の人事委員会勧告を基に人件費上昇分に相当す

る委託料を上乗せするものです。これにより指

定管理者従業員の早期賃上げにつなげ、ひいて

は質の高いサービスの提供体制を整えることに

より施設のさらなる活性化を図っていきます。 

嶋議長 木付親次君。 

木付議員 指定管理施設、本当に県民にとって

も、いろいろな大分県の施設があります。是非

魅力のある施設になるように、県の方からもし

っかりと応援してください。 

 それでは、続いて大分空港のことについてお

尋ねします。 

 最初に、大分空港・宇宙港将来ビジョンにつ

いてです。 

 佐藤知事の就任以降、広域交通ネットワーク

の形成に対し注目が集まっており、この県議会

においても、様々な観点からの議論が定例会ご

とになされている状況です。私も、公共交通ネ

ットワークの形成は本県の未来を創造するため

に重要であると思います。まずは、東九州新幹

線の早期の整備計画路線への格上げに向けて全

力を挙げて取り組むべきだと考えます。自民党

の調査会も７月に北海道庁に行き、北海道新幹

線の調査をしてきたところです。 

 一方で、本県唯一の空の玄関口である大分空

港を盛り上げていくことも忘れてはならない県

政における重要な課題です。今後、観光振興や

企業誘致、関係人口の増加など本県の地方創生

を加速させるためには、大分空港の利便性向上

と利用促進を図り、人の流れや物の流れを活性

化させていくことが必要不可欠であることは言

うまでもありません。 

 そうした中、令和４年９月に大分空港・宇宙

港将来ビジョンが策定されました。交通政策の

重要な指針として、その実現に向けた取組を着

実に進めていただきたいと考えます。私は、特
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に民間の資金やノウハウを最大限に活用し、空

港や周辺地域を活性化されることが期待できる

コンセッション方式の導入について取り組んで

いただきたいと考えます。ビジョンでは、導入

に向けて事業スキームなどの検討が必要である

とされており、また、空港の利用者の増加も不

可欠ですが、他地域では導入により乗降客数や

内外の交流人口の拡大等が図られている実例も

あることから、コロナ禍が明けた今こそ、本県

で検討を進めてはどうかと思います。 

 また、宇宙港については、現在、シエラ・ス

ペース社の事業進捗待ちというのが正直なとこ

ろだと思います。７月には副社長２人が大分空

港を視察し、また、パートナーシップに三菱Ｕ

ＦＪ銀行、東京海上日動火災保険が新たに参画

しました。引き続き他の宇宙関連企業との連携

可能性の検討も含め、積極的な取組をお願いし

たいと考えます。 

 こうしたことを踏まえ、コンセッション方式

の導入の検討や宇宙港の実現に向けた取組状況

を含め、大分空港・宇宙港将来ビジョンの実現

にどのように取り組んでいくのか、交通政策局

長に伺います。 

嶋議長 嶋川交通政策局長。 

嶋川交通政策局長 大分空港・宇宙港将来ビジ

ョンについてお答えします。 

 まず、大分空港ですが、本県の発展を支える

上で重要な拠点ということで、さらなる活性化

に向けて戦略的に取り組むため、御紹介いただ

いたとおり、令和４年度に将来ビジョンを策定

しました。 

 このビジョンでは、乗降客数の目標達成に向

けて、航空ネットワークの拡充や空港アクセス

の充実などを図り、そのための空港運営の在り

方としてコンセッション方式の導入を検討する

としています。 

 また、過去に国が実施したコンセッション導

入可能性調査では、国と運営事業者による費用

面、リスク面での分担、あるいは宇宙港として

の運用が与える影響について、今後、整理が必

要とされたところです。 

 そうした中で、先月の８月２２日に経済団体

や観光関係者などとの勉強会を開催したわけな

んですが、アンケートに回答いただいた参加者

の９割からコンセッションに前向きな声が寄せ

られました。改めてコンセッションへの期待の

高さを実感したところです。 

 また、宇宙港については、議員御指摘いただ

いたとおり、まずはシエラ・スペース社による

米国での初打ち上げの動向について注視したい

と思っています。 

 県としても、引き続き宇宙港も見据えながら、

コンセッション方式の検討も含め、官民一体と

なって将来ビジョンの実現に向けて取り組んで

いきます。 

嶋議長 木付親次君。 

木付議員 ８月２２日の勉強会は私も出席しま

した。本当に多くの方が来て、熱量を感じたと

ころです。 

 県としてコンセッション方式、いつ頃の導入

を考えているのか、答えられれば答えていただ

きたいと思うし、また、大分空港は今、６番ス

ポット、飛行機に乗るまで相当歩かなければい

けない乗降口があります。そしてまた、ターミ

ナルもちょっと狭いところがあるので、拡張が

必要ではないかと思います。これは令和２年度

の政府要望で大分県の方が上げているところで

す。この状況も踏まえて、２点再質問します。 

嶋議長 嶋川交通政策局長。 

嶋川交通政策局長 まず、コンセッション導入

の時期についてですが、現時点ではまだ見通せ

ない状況ということですが、他空港の事例も含

めて研究しながら、検討を進めていきます。 

 また、御質問いただいたスポット、航空機が

駐機するための場所ですが、こちらについては、

国が既に６月６日から拡張工事に着手していま

す。また、これとあわせて、ターミナルビルに

ついても、大分航空のターミナル株式会社が先

週の９月６日から拡張工事に着手しています。

いずれも工事が順調に進めば、令和８年４月か

ら運用が開始される予定となっていますので、

引き続き県としても空港の活性化に取り組んで

いきます。 

嶋議長 木付親次君。 
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木付議員 熊本空港では飛行機を利用する人だ

けではなくて、地元の人が買物に行ったり、食

事に行ったりしてにぎわっているというお話も

聞きました。ここもコンセッションでやってい

るので、引き続き検討のほど、導入を早くでき

ればと思っているところです。 

 それでは、続いてホーバークラフトの運航に

ついてお尋ねします。 

 大分空港のアクセス改善のため、上下分離方

式によるホーバークラフトの導入が進められて

います。船舶の調達やホーバーターミナルの整

備などハード整備は昨年度までに全て完了し、

いよいよ今秋就航に向けて、運航事業者による

操船訓練を積み重ねているところだと思います。

残念ながら、訓練中の事故が４回も発生してし

まいました。県民の期待も大きいだけに、安全

運航に向けてしっかりと準備を進めていただき

たいと思います。 

 ホーバーは、船体の購入やターミナルの建設

などにおいて多額の税金を投じており、言わば

県民の貴重な財産であると言えます。私は、ホ

ーバーによる空港へのアクセス向上だけを取っ

てみても、本県における導入効果は非常に大き

いものがあると考えています。他方、県民の財

産を有効に活用していくということを鑑みると、

大分空港へのアクセスに限らず、柔軟な発想で

観光への利用、例えば、姫島観光など可能な限

り幅広く有効活用を行い、県民への恩恵を増や

していただきたいと考えている次第です。 

 さきほどホーバーの災害利用について、なか

なか航路を変えたりとか申請が難しいというこ

とですが、是非この辺もクリアしていただきた

いと思います。 

 加えて、上下分離方式であることから運航ダ

イヤや運賃は運航会社から公表されましたが、

船舶等は県民の負担で整備されているため、県

としても、今後の収支の見通しを把握するとと

もに、責任を持って継続的な運航の確保、２０

年ですが、努める必要があります。 

 こうしたことを踏まえ、今後の収支見通しを

含め、ホーバークラフトの運航に向けてどのよ

うに取り組んでいくのか、交通政策局長に伺い

ます。 

嶋議長 嶋川交通政策局長。 

嶋川交通政策局長 御質問いただいたホーバー

クラフトについては、大分空港へのアクセス改

善はもとより、国内唯一という希少性、あるい

はアクティビティとしての魅力を生かした観光

需要の取り込みが期待されています。 

 運航事業者においては、空港アクセスに限ら

ず、別府湾周遊への活用も予定されています。

県としても、議員から御提案いただいた姫島観

光といった将来的な幅広い有効活用策について

も検討を後押ししていきます。 

 また、ホーバークラフトの継続的な運航に向

けては、上下分離方式を採用したほか、英国の

造船事業者に対し、できる限り日本国内で調達

可能な部品を使うよう求めるなど、点検整備、

あるいは修繕に要する経費の節減にも配慮して

いるところです。 

 そして、ホーバークラフトの利用者の増加に

向けては、国際線も含めた、今、韓国線が好調

ということですが、そういったところも含めて

新規路線の誘致も進めながら、空港利用者の増

加にも積極的に取り組んでいます。 

 こうした取組を講じながら、県としても外部

の有識者による検証委員会を通じて、運航事業

者の事業計画を毎年度確認するなど、収支見通

しの把握にも努めているところです。 

 引き続き利用者の安全を第一に考え、運航事

業者と共に着実に就航への準備を進めていきま

す。 

嶋議長 木付親次君。 

木付議員 就航の時期ですが、秋とか、今秋と

か、何となく幅のある答えが返ってくるんです

が、具体的にいつから就航するのか分かれば、

是非お聞かせいただきたいと思います。 

嶋議長 嶋川交通政策局長。 

嶋川交通政策局長 現在、運航事業者の方から

国に対して定期航路の許可申請がなされている

ところで、その許可待ちという状態ですので、

まだ正確な就航日については分かりかねる状況

ですが、秋の就航に向けて訓練、準備をしっか

りと今進めている状況です。 
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 就航日については、決まり次第、運航事業者

の方から改めて発表がなされるものと考えてい

ます。 

嶋議長 木付親次君。 

木付議員 秋といえば９、１０、１１月で、１

１月までということでよろしいでしょうか。 

嶋議長 嶋川交通政策局長。 

嶋川交通政策局長 秋ということですので、現

時点ではそのようにお答えさせていただきます。 

嶋議長 木付親次君。 

木付議員 分かりました。日にちが決まったら、

県民も空港利用者も多分期待していると思いま

す。リダンダンシーですから、その辺もしっか

りとお願いします。 

 それでは最後に、農業・農村の有する多面的

機能の維持、発揮についてお尋ねします。 

 気候変動による食料生産の不安定化や世界的

な人口増加に伴う食料争奪の激化、担い手の減

少、高齢化、耕地面積の減少といった農村地域

をめぐる様々な状況の変化を受け、国は四半世

紀を経て、食料・農業・農村基本法を初めて改

定しました。 

 同法の基本理念では、食料安全保障の確保を

新たな柱に据えるとともに、農業の持続的な発

展や農村の振興等と並んで、農業・農村が有す

る多面的機能の十分な発揮がうたわれています。 

 農業・農村は、私たちが生きていくのに必要

な米や野菜などの生産の場として役割を果たし

ているのは皆さん御承知のとおりですが、その

ほかにも水田に雨水を一時貯留させる洪水防止

機能──田んぼダムや、多様な生物を育み、私

たちの心を和ませてくれる農村景観の形成など

多面的な機能を有しています。 

 農村において、これらの機能を十分に発揮さ

せるためには、マーケット原理に左右されず、

農業生産活動が継続的に行われるよう、農業生

産基盤の整備や保全に対する行政、県からの支

援が不可欠であると考えます。本県でもこれま

で様々な支援を行ってきたと伺っていますが、

今回の食料・農業・農村基本法の改正の趣旨も

鑑み、改めて取組の強化を期待する次第です。 

 こうしたことを踏まえ、農業・農村の有する

多面的機能の維持、発揮をどのように支援して

いくのか、農林水産部長に伺います。 

嶋議長 渕野農林水産部長。 

渕野農林水産部長 本県農業の成長産業化の実

現とともに、多面的機能の維持、発揮には農業

基盤の整備、保全が必要不可欠であると認識し

ています。 

 これまで各地で農業用水の安定確保に向けた

水利施設の更新や、安全・安心に向けたため池

の耐震化等を計画的に実施しています。また、

日本型直接支払制度を活用し、地域の方々が主

体となった農地や水路、農道等の地域資源の維

持保全活動も支援しているところです。 

 こうした中、今般改正された基本法に農業生

産基盤の保全の重要性が盛り込まれ、現在、国

において関連する土地改良法の見直しが検討さ

れていることは大きく注目すべきことだと思い

ます。 

 県として、こうした国の動向も注視し、人口

減少下においても土地改良施設を適切に保全管

理できるよう、水路のパイプライン化や自動給

水等のスマート技術の導入を積極的に進めます。 

 また、県内には世界農業遺産のため池群や世

界かんがい施設遺産の水路群等、先人の英知に

よって築かれた貴重な施設も多く存在していま

す。これらを大切な県民共有の財産として次世

代に引き継いでいけるよう取り組んでいきます。 

 今後も農業基盤の整備、保全を通じて、多面

的機能のさらなる維持、発揮に全力を挙げてい

きます。 

 また、この度の台風により、国東エリアをは

じめとする多くの地域で土地改良施設など農林

水産業の基盤となる施設の被害がありました。

今後、地元市町村等と協力し、応急工事の実施

など早期の復旧に努めます。 

嶋議長 木付親次君。 

木付議員 台風第１０号、私も２日間かけて安

岐町の現場をずっと見てきました。特に農業施

設に関しては、ため池が２か所決壊したり、あ

るいは河川の護岸が崩落して石とか土砂が上が

っていると。稲が倒れているところとか、ある

いは今、部長もお話ししましたが、揚水できな
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い、つまり、水が取れない。国東市が今、ポン

プと発電機を各地区に貸しています。その中で、

一生懸命親子３人でやっている農家の方からお

話を聞いたんですが、こんなことがあったら農

業はやっていけんなというお話を聞きました。

是非早急に日頃の農業経営、農業生産ができる

ように、しっかりと県として支援を再度、冒頭

に引き続きお願いし、私の一般質問を終わりま

す。どうもありがとうございました。（拍手） 

嶋議長 以上で木付親次君の質問及び答弁は終

わりました。 

 暫時休憩します。 

午前１１時４７分 休憩 

―――――→…←――――― 

午後１時 再開 

井上副議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 一般質問及び質疑を続けます。成迫健児君。 

  〔成迫議員登壇〕（拍手） 

成迫議員 ２９番、県民クラブ、成迫健児です。 

 本日、質問の機会をいただいた会派の皆様、

そして一般質問の課題をいただいた市民、県民

の皆様に感謝しながら、一般質問に移ります。 

 まずは、南海トラフ地震に向けた防災対策に

ついて伺います。 

 政府の地震調査委員会は、本年１月、マグニ

チュード８から９クラスの南海トラフ地震が３

０年以内に発生する確率を７０％から８０％と

公表しました。南海トラフで最大規模の地震が

発生した場合には、関東地方から九州地方にか

けての太平洋沿岸の広範囲に大津波が襲来する

ことが想定されています。 

 平成２３年に発生した東日本大震災では、東

北地方の沿岸部に押し寄せた津波が甚大な被害

をもたらすとともに、社会インフラへの壊滅的

な被害を与えたことも記憶に新しいところです。 

 本年においても、東日本大震災の教訓や南海

トラフ地震に対する国の対策のほか、県地震被

害想定調査結果等を踏まえ、南海トラフ地震か

ら県民の生命を守り、被害を最小限に抑えるた

め、県として取り組むべき施策を取りまとめた

大分県地震・津波防災アクションプランに基づ

きハード、ソフトの両面から効果的かつ総合的

に防災・減災対策を推進しています。 

 他方、多様な地震対策の中で、私が気になっ

ているのが災害廃棄物への対応です。 

 南海トラフ地震が発生すれば、がれきや津波

で運ばれる土砂の発生量が最大で約３億４，９

００万トンと、東日本大震災の実に約１１倍に

も上り、こうした災害廃棄物を既存施設のみで

処理する場合には、最長で２０年もの年月を要

するとの推計が環境省から平成２６年に発表さ

れています。 

 本年でも大分県災害廃棄物処理計画において、

南海トラフ地震によるがれき等の災害廃棄物の

想定発生量を最大で５７５万トン、そのうち津

波堆積物は３００万トンと見込んでおり、仮置

場の確保、既存処理施設の活用と仮設処理施設

の設置、さらには被災地における処理と広域処

理による支援に重点的に取り組むこととしてい

ます。 

 地震で発生した膨大な災害廃棄物が放置され

れば、救助、救援の妨げになると考えられるこ

とから、迅速な処理は欠かせません。実際に今

回の能登半島地震においても、今後、災害廃棄

物の処理が大きな問題となり、復旧・復興にも

多大な影響を及ぼすことが危惧されています。 

 他方、東日本大震災では、岩手、宮城、福島

の３県で約２，８００万トンの廃棄物が発生し、

当初はその処理に１０年近くかかると見られて

いましたが、セメント業界などが廃棄物を大量

に受け入れて、セメント原材料やボイラー燃料

とするなど再利用が進んだことにより、地震発

生から約３年後となる２０１４年３月におおむ

ね完了しました。 

 このことは、同地震発生後の初動段階におい

て、一次仮置場として岩手、宮城だけでも３２

６か所、全面積にして７３５万平方メートル超

え、実に東京ドーム１５７個分という大規模な

土地を確保できていたことが大きく寄与された

ものと考えます。先の災害から得られた教訓と

して、我々は南海トラフ地震に対し災害がれき

の仮置場を確保する重要性を肝に銘じなければ

いけません。そして、仮置場の十分な確保にお

いては、県内各地域の地理的な事情も勘案した
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上で、県内くまなく必要量が確保できるよう取

り組む必要があると考えます。 

 また、南海トラフ地震の発生時には、津波の

引き波により大量の災害廃棄物が海上、海中に

漂流することが考えられます。救助活動要員や

被災者支援物資を大量に届けるためには海上輸

送が必須であり、自衛隊艦船や民間船舶が運航

するためには１分１秒でも早い航路確保作業も

不可欠です。 

 加えて、環境省の推計によると、東日本大震

災により岩手、宮城、福島の３県から海に流れ

出た災害廃棄物約５００万トンのうち約７割が

海底に堆積し、依然として漁業者を苦しめてい

るとのことです。持続可能な漁業を守っていく

ためにも、本県における海岸線の特徴に応じた

災害がれきの仮置場の確保に向けて、漁協を含

め関係機関と連携しながら、より綿密な計画を

一刻も早く策定しなければなりません。 

 こうした災害廃棄物への対策とあわせて、大

分県地震・津波防災アクションプランにおける

その他の取組に関する進捗状況にも大変注目を

していますし、先月上旬には日向灘を震源とす

る大きな地震が発生し、初めて南海トラフ地震

臨時情報が発表されるなど、県民の南海トラフ

への危機感が大きくなっている中、さらなる対

策の強化が求められています。 

 特に津波について、先日の地震でもそうです

が、私の地元佐伯市の皆さんは大変怖い思いを

したと思います。万が一津波が発生した場合に

は、早期避難をすることが一番の対策であり、

そのための円滑な避難行動に向けた情報提供の

強化や避難への意識付けといった自助の取組、

さらには自主防災意識や防災士などにおける共

助の取組を強化していかなければなりません。 

 そこで、災害廃棄物の仮置場の確保や迅速な

処理に向けた計画の策定、津波発生時における

早期避難の促進を含め、南海トラフ地震に向け

た防災対策にどのように取り組んでいくのか、

知事に伺います。 

 以上、対面席にて伺います。 

  〔成迫議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

井上副議長 ただいまの成迫健児君の質問に対

する答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 成迫健児議員の南海トラフ地震に向

けた防災対策についての御質問にお答えします。 

 ８月８日に日向灘を震源とするマグニチュー

ド７．１の地震が発生して、その後、令和元年

の制度開始以来初めてとなる南海トラフ地震臨

時情報、巨大地震注意が発表され、日本中で緊

張感が高まりました。 

 幸い南海トラフ地震は１９４６年以来発生し

ていませんが、一たび起きると、県内では年間

の一般廃棄物発生量の１４倍を超える災害廃棄

物が発生すると想定されています。 

 そこで、県では発災後３年間での処理終了を

目指すことや広域処理を含めた対応を行うこと

等を基本方針とした災害廃棄物処理計画を定め、

事前準備と発災時の実効性の確保に向けた取組

を進めています。 

 まず、事前準備の要となる災害廃棄物仮置場

については、県全体の確保目標１１１ヘクター

ルに対し、約３倍の３６４ヘクタールを候補地

として選定しており、このうち佐伯市では目標

の１．８倍に当たる８２ヘクタールを選定済み

です。 

 加えて、仮置場からの運搬、選別、処分まで

の実施手順を定めるとともに、企業、団体と協

定を締結して、計画に基づく迅速な処理体制の

構築も進めています。 

 また、実効性の確保に向けては、市町村や関

係団体を対象に初動対応に関するワークショッ

プ等を開催するとともに、県総合防災訓練にお

いて、実際に廃棄物仮置場の設置や運搬手順の

確認を行うこととしています。 

 一方、議員御指摘のとおり、南海トラフ地震

の人的被害を最小化するためには、早期避難の

取組も極めて重要です。 

 県では、地震・津波防災アクションプランを

策定し、防災士の養成や自主防災組織による避

難訓練の実施、県民防災アクションデーでの津

波サイレン吹鳴訓練など、早期避難の促進に向

けて全県で取り組んでいます。 

 今年度、能登半島地震の検証を踏まえたアク
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ションプランの改定を行うこととしており、引

き続き人的被害ゼロを目指して、市町村と一層

連携しながら、防災対策にしっかりと取り組ん

でいきます。 

井上副議長 成迫健児君。 

成迫議員 ありがとうございました。南海トラ

フ地震で想定される地震・津波災害に対しては、

県民の命を守ることを前提とした防災・減災対

策を第一に考えなければいけないことはもちろ

んですが、今回の質問では、災害を受けた後の

復旧・復興に大きく関係する廃棄物処理につい

て大きく触れました。 

 知事の答弁の中で、県全体としては仮置場約

３倍の広さの準備を想定していると。佐伯に限

っては１．８倍というお話をいただきました。

市民、県民の安心感はかなり高まったと思いま

す。 

 ただ、質問の中でも触れましたが、元旦の能

登半島地震の復旧・復興状況においては、地震

で主要道路が寸断され、初動が遅れたのも影響

し、支援物資等の輸送が優先されたのもありま

すが、災害廃棄物については、建物解体や現地

での廃棄物を分別する作業者が不足しているこ

ともあり、廃棄物処理がなかなか進まないとい

う現状もあるようです。いざ南海トラフが発生

した場合にそのような状況とならないように、

あらゆる場面を想定した災害廃棄物処理計画を

県内市町村の関係部署と考えておく必要がある

のではないかと改めて感じています。 

 また、東日本大震災で災害廃棄物処理を実施

した自治体、企業ほか大学の産学官で災害廃棄

物処理の全プロセスを自在に作成できる新シス

テムの研究構築も進められていると聞いていま

す。災害廃棄物の質や量を高精度に把握できる

と、焼却場や最終処分場等、複数ある処理・処

分施設のどこに搬送するべきかの決定や運搬車

両の選定が迅速に行えるし、廃棄物の種類、大

きさなどの制約条件に応じた破砕、あるいは選

別する機械の最適な配置も可能となるとされて

います。 

 大分県も南海トラフの地震に備えて、そうい

った取組や情報をいち早くキャッチしながら、

特に最も強く推し進めている大分県の先端技術

を活用した災害対策を構築していただきたいと

思います。 

 では、次の質問に移ります。 

 本県における多文化共生推進プランの策定、

そして、より多くの外国籍の方に選ばれる大分

県づくりについて伺います。 

 厚生労働省は、昨年１０月時点で、外国人労

働者数が２０４万８，６７５人と前年に比べて

２２万人余りの１２．４％増加し、２０１３年

から１１年連続で過去最多を更新したと発表し

ました。また、コロナ禍から経済活動の回復や

国内の人手不足を背景に、外国人労働者の増加

率がコロナ禍前に近い水準まで戻っているとも

分析しています。 

 本県においても、令和５年は前年比で１９．

１％、１，５９９人増加し、過去最高を更新し

ました。出身国別に対前年増加率が高い順で並

べてみると、ミャンマーが１０８．３％、２８

７人の増、インドネシアが６１．９％、６０２

人の増、続いてネパールが３２．３％、１５８

人の増となっています。 

 厚労省は建設や医療など人手不足と言われる

業界での増加率が高いとも指摘しています。本

県においても、建設、医療等は人手不足が最も

顕著な業界であり、その需給のアンバランスは

今後も加速されていくものと考えます。 

 こうした中、国においては、地域における多

文化共生推進プランを平成１８年に策定し、自

治体においても、社会経済情勢の変化に対応す

るための施策を着実に推進するよう、適切に進

捗管理を行うことが必要と指摘しました。他県

に目を向けると、宮城県や群馬県等は条例を制

定、富山県は外国人材の活躍推進に向けた詳細

な計画を策定しています。 

 本県においては、新長期総合計画案において、

外国人の受入れが今後進むことが想定されるた

め、関係機関と協力し、外国人も安心して生活

でき、能力を発揮して活躍できる多文化共生社

会の推進に一層取り組むといったスタンスは示

されているものの、条例や具体的な計画を定め

ている他県とは、取組の熱量に雲泥の差がある
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ように感じています。 

 これまでも一般質問の場で大きな課題として

取り上げましたが、本県の人口減少対策におけ

る特効薬の一つとして、今こそ外国人の交流関

係人口を含む人口増加策、さらには働き手の確

保策について新たなステージへ政策を推し進め

るときであり、大都市ではない地方においても

外国人が住みやすく、働きやすい環境を確立す

べきであると私は確信しています。 

 そのためには、その骨格である本県の多文化

共生推進の計画について真摯に向き合うことが

重要であり、具体的には現状のように海外戦略

の一環としてでなく、今現在の本県、日本、世

界の取り巻く状況などをしっかりと鑑みた独立

した計画を策定すること、さらにはその計画に

基づき多文化共生の取組を強化していくことが

重要であると考えます。 

 そこで、本県における多文化共生推進の計画

策定を含め、多文化共生の推進にどのように取

り組んでいくのか、企画振興部長に伺います。 

井上副議長 若林企画振興部長。 

若林企画振興部長 多文化共生の推進について

お答えします。 

 本県は平成２３年度に海外戦略を策定して以

降、国の多文化共生プランの動向も十分に反映

しながら、外国人総合相談センターの設置や日

本語教育体制の充実などに取り組んできました。 

 また、こうした取組を人材の送り出し機関や

関係者への情報発信に活用するなど、外国人材

の誘致促進と多文化共生の両施策を海外戦略の

下で効果的に実施してきたと考えています。 

 今後、外国人材へのニーズがますます高まる

ほか、在留資格制度の見直しにより、滞在の長

期化や帯同家族の増加も見込まれます。こうし

た動向を鑑み、新長期総合計画でも多文化共生

の推進は引き続き重要な施策と位置付け、取組

を充実するとしています。重要なことは、外国

人に選ばれ、共生できる大分県づくりであり、

引き続き海外戦略を中心に据え、その策定を進

める中で、多文化共生の具体的な施策やその計

画的な推進策についても検討していきます。 

井上副議長 成迫健児君。 

成迫議員 ありがとうございます。大分県は全

国的に見ても、外国人の増減率がここ近年、非

常に高く、急激に増えてきていますので、受け

入れる側にとっても早急にまずは生活しやすい

環境、さらには活躍いただけるような準備を整

えていく必要があると考えています。 

 私も県が取り組まれている、やさしい日本語

教室に参加したことがあるんですが、日頃、自

分が使っている日本語がいかに難しい言語であ

るのか、そしてまた、日本語が下手くそである

かを痛感した次第です。 

 さらには、いざ外国の方と意思疎通しなけれ

ばいけない場面に遭遇した場合のシミュレーシ

ョンも行ったのですが、実際にコミュニケーシ

ョンを取ることの難しさを体感でき、大変勉強

になりました。 

 こういった外国の方との相互理解を深めてい

ける取組は、多文化共生に直接つながってきま

すので、積極的に広げていってほしいと思いま

す。 

 日本語ビジネスレベル以上の外国人材が登録

されている就職・転職情報サイトを運営されて

いる株式会社グローバルパワーがユーザー登録

されている約４万人の外国人を対象に調査を行

っており、継続して住みたいと思える都道府県

をランキング付けしていました。 

 さきほど部長の答弁から、外国人に選ばれる

大分県であるよう、共生できるようにというお

話もいただいたんですが、そのランキングの中

では、大分県は４７都道府県中４２番となって

いました。基本的には、就職サイトの調査なの

で、外国人材の求人数が少ない県が下位に来て

いる傾向もあるのですが、それでも大分県にお

いては、大分県よりも求人数が少ない県よりも

下にいる状況です。 

 質問の中でも触れましたが、富山県について

は、求人数そのものは大分県を下回っているん

ですが、ランキングでは全体の１７位と、継続

して住みたい地域として選ばれています。富山

県は、県として外国人材の活躍、多文化共生推

進プランを作成していることによって、住みや

すい、そして働きやすい環境が整い、住み続け
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たいと思える配慮がなされていることが、この

結果につながっていると言えるかと思います。 

 前回の第２回定例会における一般質問で若山

県議も多文化共生について触れましたが、宇佐

市は独自で国際交流推進プランをいち早く策定

して先進的に取り組まれています。しかし、他

市に目を向けてみると、ほとんど進んでいない

現状であり、こういったことが、さきほど述べ

た調査結果にも影響してるのではと考えていま

す。 

 これから先を考えたときに、県が多文化共生

に特化したプラン、又は単独の計画を策定し、

方向性を示すことが外国人にとって住みやすく

活躍していくことにつながっていくと強く思っ

ていますので、今後是非このプランの策定につ

いては前向きに検討いただけたらと思います。 

 続いて、教育をめぐる諸課題について質問し

ます。 

 まずは中体連全国中学校体育大会について伺

います。 

 全国中学校体育大会は、中学生の育成と技能

の向上などを目的に昭和５４年から開催されて

いて、昨年度、夏は１６競技、冬は４競技の合

わせて２０競技が実施されましたが、今般、こ

の中学スポーツの競技環境が大きく変化するこ

ととなります。大会を主催する日本中学校体育

連盟は、今年６月に本大会の規模縮小を決定し、

２０競技のうち９競技を２０２７年度から取り

やめることとなりました。除外される競技につ

いては、中学校体育連盟への加盟校数に対して

活動実態のある部の設置割合が２０％未満とな

っていた水泳、男子ソフトボール、ハンドボー

ル、体操、新体操、相撲、スキー、スケート、

アイスホッケーとなっており、継続する競技も

３日以内での開催を目標とし、参加者数、開催

経費ともに現在から３０％減らすことを目指す

とされています。 

 このような状況となった理由としては、急速

に進む少子化があります。日本中学校体育連盟

によると、１３歳から１５歳の運動部加盟人数

は、２００９年の約２３３万人から２０１８年

には約２００万人に減り、スポーツ庁は２０４

８年には約１４８万人にまで減少すると推測し

ています。そのような状況の中、各地の学校で

部活動の廃部や縮小が進んでいます。 

 また、教員の負担も大きな問題となっており、

各地区での予選も含め、運営や引率などに取ら

れる時間が多く、長時間労働の一因になってい

たのも事実です。そのほかにも行き過ぎた勝利

至上主義への問題視など様々な背景があり、現

状を踏まえた大会の在り方を見直す時期に来て

いるのだと感じています。しかし、今、部活動

や地域クラブでの高いレベルで練習を重ね、目

標とする全国大会を目指して頑張っている未来

のアスリートにとっては夢や意欲を失いかねな

い方針であり、競技力の低下はもちろん、競技

の普及や中学生年代の育成への影響が懸念され

ます。 

 取りやめとなる競技団体は、大会の新設や既

存大会との一本化といった代替大会の検討に乗

り出していくと聞いていますが、大人の都合で

はなく、子どもたちが高い意識を持って楽しみ

ながら競技を続けていけるような議論を進めて

いかなければなりません。 

 そこで、大会の縮小によって生じる諸課題に

ついてどのように捉え、また子どもたちの活躍

の場をどのようにして確保していこうと考えて

いるのか、教育長の見解を伺います。 

井上副議長 山田教育長。 

山田教育長 今回の日本中体連の決定は、生徒

の減少や夏場の暑熱対策、運営に関わる教員の

負担等の課題解決に向けた長期にわたる慎重な

議論の結果であり、やむを得ない面はあると考

えます。一方で、目標とする大会の消失は、競

技に取り組む子どもたちの夢を奪うだけでなく、

当該競技の普及振興にも影響を及ぼすことも懸

念されます。 

 見直しの対象となった競技では、代替大会の

開催等が検討されると聞いており、子どもたち

の活躍の場の確保を期待しています。 

 県としては、全国大会がなくなった場合でも、

県大会の継続の可能性について、県中体連と協

議していきたいと考えています。 

 また、見直しの背景の一つとして、部活動の
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休部や廃部の増加など、学校単位での活動が成

り立たなくなっているという現状を踏まえ、現

在、各地域で進めている部活動の地域移行の支

援に取り組んでいます。全国中学校体育大会も、

昨年度から地域スポーツクラブも出場できるよ

う参加基準を緩和しました。 

 今後も、市町村や県中体連と連携して、子ど

もたちがスポーツ活動に継続して親しむことが

できる環境の確保に努めます。 

井上副議長 成迫健児君。 

成迫議員 ありがとうございます。今回の縮小

の発表があった後に、日本水泳連盟からは、中

学生選手にとっては、全国中学校体育大会は高

校進学にあたっての重要なキャリア形成の機会、

慎重な検討が必要との見解を示されたのですが、

私も同じ気持ちで子どもたちの進学等の進路に

関することはもちろんですが、競技人口の減少

やモチベーションの低下にも影響するので非常

に心配しています。 

 縮小すると決めたからには、それに代わる大

会についてのことなど、競技団体としっかり詰

めて話し合っておくべきだったと思います。し

かし、方針として決まった以上は、目標や夢を

目指す子どもたちが取り残されないように、私

たちにできることを模索していかなければなら

ないと思います。 

 縮小される競技に限った話ではないんですが、

高い目標を掲げて上を目指し続けるといった姿

勢を持つことは、競技を目指す上で、モチベー

ションを保っていく中でとても大切なことであ

ると思うのです。例えば、トップアスリートか

ら直接指導を受けたり、同じ空間でトレーニン

グができたりすることも大変大きな刺激となり、

揺るぎない高いモチベーションにつながります。 

 私自身もアスリートとして大分県から育てて

いただいた、関係者の皆様のお陰で夢を目指す

ことができたと改めて思うのですが、一流選手

や一流の指導者から高い技術のノウハウを教え

ていただける機会を中高の時代に、様々な関係

者の力を借りて、多くの機会をいただいたこと

で、高い意識が途切れることなく、競技を追求

し続けることができました。 

 今現在、県を含め、各市町村が合宿の誘致を

積極的に行っている中で、多くのトップアスリ

ートが来県していただいています。是非、教育

委員会、企画振興部、そして競技団体等が連携

して、大分県の子どもたちがトップアスリート

に直接触れ合える機会を今まで以上に増やして

いけるよう努めていただき、大分県の未来を目

指すジュニアアスリートがこれまで続いていた

大会はなくなったが、自分たちのゴールはもっ

と先にあるのだと思えるような取組を推し進め

ていただけるよう、お願いしたいと思います。 

 続いて、不登校児童生徒への支援について伺

います。 

 文部科学省の令和４年度児童生徒の問題行動

・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結

果によると、全国の小、中、高校の不登校児童

生徒数は３５万９千人余りと過去最高を記録し

ました。保護者の皆さんは無理して学校へ行か

なくてもいいんだよという思いがある一方で、

学校へ行かない状況が長期化するにつれて、学

力や心の面での社会的自立は今後どうなってし

まうのかとの心配も大きいのではないかと思い

ます。 

 文科省の調査では、小中学校における不登校

児童生徒のうち、フリースクール等を含む民間

施設に通う子どもは全体の約４％と少ない状況

です。要因としては、情報が行き届いていない

こと、平均して月額３万円以上となる多額の費

用がかかることが挙げられています。民間団体

の調査では、不登校をきっかけとして世帯収入

が減った世帯は約３割、さらに給食費に代わる

食費やフリースクール代等により９割の世帯で

支出が増えたという調査結果もあります。子ど

もの将来への心配に加え、経済的に困窮してい

く御家族に早急に寄り添っていきたい、思い悩

み御相談を寄せてくださる御家族のお話を伺う

につれ、そのような気持ちが高まる毎日です。 

 こうした中、フリースクール等に通う子ども

を持つ世帯に対する支援を行う自治体が増えつ

つあります。県内でも、この４月から日田市と

別府市がフリースクールに通う児童生徒の利用

料への補助を開始しました。また、東京都では、
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月２万円の協力金の支給によるフリースクール

等に通う児童生徒の活動内容に関する実態調査

を経て、本年６月から利用料の助成制度を開始

しています。このような調査を行うことは、東

京都にとって今後の不登校支援策を検討する上

で大変参考になるとともに、協力金を受け取る

世帯にとっては経済的支援となり、大きな支え

になるのは間違いありません。本県でもフリー

スクール等へ通う世帯に対し、このような実態

調査を実施するとともに、その結果を踏まえ、

経済的な面も含めた支援の実施について検討し

てはどうかと考えます。 

 そこで、フリースクールなど不登校児童生徒

を支援する民間施設に通う子どもがいる世帯へ

の実態調査や経済的な支援の検討を含め、不登

校児童生徒への支援にどのように取り組んでい

くのか、教育長に伺います。 

井上副議長 山田教育長。 

山田教育長 不登校児童生徒への支援にあたっ

ては、学びたいと思ったときに学べる環境を整

えることが何よりも重要です。 

 本県では、スクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカーによる相談体制の充実をは

じめ、教室に入れない生徒のための校内教育支

援ルームの設置、ＩＣＴを活用した家庭学習支

援等に取り組んでいますが、フリースクールと

の連携も有効な選択肢の一つと認識しています。 

 県教委では、その実態を把握するため、昨年

度、フリースクール２４か所を訪問し、聞き取

り調査を行った結果、施設環境や児童生徒への

支援内容など、それぞれの学校によってかなり

多様な実情がうかがえました。 

 今年度はフリースクールに通う子どもがいる

世帯に対し、利用状況等の実態調査を行う予定

です。また、利用者支援等を行っている他県の

状況の把握にも努めているところです。 

 フリースクールに通う児童生徒が家庭の経済

状況等にかかわらず安心して学べる環境を整え

ることは重要であり、フリースクールの質の確

保や利用者支援について引き続き検討していき

ます。 

井上副議長 成迫健児君。 

成迫議員 ありがとうございます。佐伯市にも

県南で初めてのフリースクールである未来学園

佐伯校が令和３年度に開校したんですが、当初

は４名から始まりました。しかし、今は６０名

を超える生徒が通っていて、学校に通えない子

どもたちの居場所や受皿になって、非常に大き

な役割を果たしていると感じています。そのフ

リースクールに通っている年齢層は、高校生が

ほぼ９割で、中学生が全体で佐伯校に関しては

２名で、未来学園には大分校もあり、今の状況

を常にやり取りしているんですが、中学生が少

ないという状況にあります。 

 今回の質問にも触れたんですが、日田市と別

府市が授業料の助成をするということで、前向

きに事業を進められているんですが、対象とな

るのは中学生までで、高校生は対象外になりま

すので、そこで保護者が負担いただくことにな

るかと思います。 

 私もいろんな方からフリースクールや不登校

に関しての相談を受ける機会が多いんですが、

授業料をお伝えしたときに、どうしてもちょっ

とうちは厳しいというところで諦めてしまう保

護者が多々います。やはりそういったことにな

らないように、県としても高校生に対しての助

成、若しくはフリースクールの運営に関する助

成については、私、今回で３回目の質問になる

んですが、その中で常に訴えてきているんです

が、そこら辺をしっかり検討していく必要があ

ると思うんですが、その点も踏まえて、再度教

育長に見解を伺います。 

井上副議長 山田教育長。 

山田教育長 フリースクールの授業料がかなり

高額であるということは、私どもも調査して把

握しています。 

 今、各県の状況等も調べているところで、全

国で１３の都道府県がフリースクール本体への

支援、あるいは利用者への支援を行っている状

況です。その際、さきほども答弁しましたが、

フリースクールの運営の仕方、あるいはサービ

スの水準とかがばらばらな状況であり、例えば、

今回、別府市でも支援の対象については、法人

が経営していることを要件にするとか、１年以
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上の活動実績とか、いくつかの要件を定めてい

ます。そういった検討も必要になるかと思いま

すので、引き続きその辺の支援の在り方、ある

いは家計の状況を調査していきます。 

 あと、高校生の不登校については、例えば、

県には爽風館高校という高校があり、そこで定

時制とか夜間部とか、そういった受皿も用意し

ていますので、基本的にはそこを不登校の高校

生の受皿と考えています。また、通信制の課程

もあります。そういう様々な選択肢の中の一つ

としてフリースクールも十分評価に値すると考

えていますので、もう少し検討をさせていただ

ければと思います。 

井上副議長 成迫健児君。 

成迫議員 ありがとうございます。教育委員会

も非常に努力をいただいており、爽風館の話も

いただいたんですが、子どもたちの通える環境

であったり、受皿を真剣に考えてくださってい

ることは重々承知しています。その中で、大分

県には一般社団法人フリースクール等連合会が

設置されており、そことの意見交換はこれまで

詰めてやってきていると思うのですが、さらに、

すごくありがたいことに保護者に向けた実態調

査もいただけるということでした。それぞれの

フリースクールの特色があります。また、当然、

自分のお子さんに対して、そうやって泥水をす

すってでも働いて育っていくのは当たり前だろ

うという方もいます。ただ、私がさきほどお伝

えしたように、経済的にどうしても厳しくて通

うことを断念してしまう保護者も中にはいると

いうところで、そういった部分が今回の実態調

査の中で見えてくると思いますので、また調査

結果をそれぞれ共有させていただき、今後どう

いった支援が必要なのかをまた一緒に考えさせ

ていただければと思いますので、さきほど検討

という話はいただいたんですが、引き続き前向

きに検討いただけるようお願いし、次の質問に

移ります。 

 最後に、アタマジラミ対策について伺います。 

 最近、全国的に子どもたちの間でアタマジラ

ミの発生が増えてきていると言われています。

シラミや不潔によるものと思われがちですが、

清潔にしていても頭と頭の接触があれば寄生す

る場合があり、特に小学校や幼稚園では、遊び

の中や集団でお昼寝をする際など、頭を接触す

る機会が多いため季節を問わず発生しています。

また、皮膚科等の医療機関からも、近年アタマ

ジラミに関する相談が増加傾向にあると聞いて

います。 

 集団生活の中で誰でも感染する可能性があり

ますので、寄生された人の差別等につながらな

いよう、正しい知識を持って適切に対処する必

要があり、感染拡大を防ぐために、そして子ど

もたちの心を傷つけないために、保育園、幼稚

園、学校の関係者はもちろん、保護者にもアタ

マジラミについての正しい知識を持っていただ

くことが大きな課題です。 

 アタマジラミは１年中、流行が見られますが、

６から７月の初夏と１０から１１月の秋に増加

する傾向があり、一度アタマジラミに寄生され

ると、頭に卵を産んで住み続けるため対処が必

要となります。アタマジラミを全滅させる治療

は、すきぐしを使って成虫、幼虫と卵を除去す

る方法、また、殺虫効果のあるシャンプーで頭

髪を洗浄して死滅させる方法の二つがあります。

皮膚科でも同様の指導を受けます。しかし、い

ずれも正しい知識がなければそのままになって

しまい、アタマジラミが他人に寄生する範囲が

広がっていく可能性があります。 

 そこで、県として早急に対処していただきた

いと考えますが、県内におけるアタマジラミの

発生状況をどのように把握しているのか、また

その対策についてどのように取り組んでいくの

か、福祉保健部長に伺います。 

井上副議長 工藤福祉保健部長。 

工藤福祉保健部長 アタマジラミ症の感染は、

集団生活の場で直接的な頭同士の接触であると

か、タオルやブラシの共用などが原因となって

おり、その多くは１２歳以下の児童に見受けら

れます。 

 新型コロナやインフルエンザ等と異なり、県

として随時報告を求めているものではなく、発

生動向の継続的な把握は行っていません。 

 他方、保育施設においては、こども家庭庁、



第３回 大分県議会定例会会議録 第３号 

- 70 - 

それから学校現場では日本学校保健会が策定し

たガイドラインがあり、これに即した対策を現

場で講じることとしており、それぞれ現場サイ

ドでの対応を基本としています。 

 なお、その際にはアタマジラミ症についての

正しい知識を提供し、差別や偏見が生じないよ

うな配慮もその中で求めています。 

 しかしながら、国の調査によると、この発生

率が１％程度ということで、それほど多くない

こともあり、経験不足から現場で対応に苦慮す

る場合もあるようです。そうした場合には、県

の保健所において対応しており、年間数件程度

の相談に応じている状況です。 

 今後も感染の予防、それから対策について適

切に助言等を行い、関係者や保護者の不安解消

に取り組んでいきます。 

井上副議長 成迫健児君。 

成迫議員 今の部長の答弁の中で全国的に発生

状況は１％程度と答弁いただいたんですが、実

際アタマジラミが見付かったときに、指を指さ

れる、友達に感染したりすると、やっぱり犯人

捜しが必ず始まりますので、どうしても黙って

おくということもあるかと思います。 

 実際に感染があって、頭がかゆいということ

で医療機関に相談に行った場合に、医療機関で

は、これといった特効薬とか処方箋をもらえる

わけではなくて、清潔に頭をしっかり洗ってく

ださいとか、すきぐしですいてくださいとか、

そういったアドバイスはいただけるようです。

一番早いのは、殺虫効果のあるシャンプーを使

うのが一番効果があるんですが、薬局とかに置

いてあるそのシャンプーが３千円近くするとい

うことで非常に高額となっています。頭がかゆ

くて、アタマジラミが見付かったよと言われて

も、なかなかちゃんとした処置ができなくて、

どんどん感染が広がるというふうな、そこら辺

が現場ではすごく心配されており、私のお願い

としては、例えば、保健室にそのシャンプーを

設置して、子どもが相談したら、すぐにそうい

ったのを提供できるような環境づくりも今後必

要になってくるんではないかなと思いますので、

是非子どもたちがそういうふうな状況になった

ときに、現場なりが手を差し伸べられるような、

そういった対応をしていただけるようにお願い

して、私の質問を終わります。ありがとうござ

いました。（拍手） 

井上副議長 以上で成迫健児君の質問及び答弁

は終わりました。堤栄三君。 

  〔堤議員登壇〕（拍手） 

堤議員 皆さんこんにちは。傍聴されている皆

さん、そして、インターネット中継、ケーブル

テレビ等で視聴されている皆さん、本当にお世

話になります。日本共産党の堤です。 

 早速、一般質問に入ります。 

 まず、日米共同演習、訓練についてです。 

 ７月２８日から８月７日まで、米海兵隊１千

人、自衛隊３千人の規模で、島嶼、離島防衛を

想定したレゾリュート・ドラゴンが日出生台演

習場で実施されました。日米共同訓練の頻度が

多くなる中、県民の不安が一層大きくなってお

り、現地の声として、部落では人が減少し、集

落を維持できない、札束で立ち退きを迫るやり

方に憤りを覚える、演習に慣れたらいけない、

反対を貫くとの言葉が印象的でした。これは、

長年、米軍訓練の反対運動を続けてこられ、８

月１８日に急逝された玖珠町の衛藤洋次さんか

ら伺ったものです。こうした地元の声も踏まえ、

私は日米共同訓練の中止を国に求めるべきと考

えます。 

 特に今回は、訓練開始前の７月２４日に、Ｍ

Ｖオスプレイ２機が日中から演習場等上空の旋

回や離発着を行い、午後９時過ぎから１時間以

上、演習場付近で飛行を続けました。これは、

緊急時を除いて午後９時以降は飛行しないとい

う事前の説明に反しており、大きな問題ですが、

この点について厳しく国にその是正を求めたの

でしょうか。答弁を求めます。 

 こうした中、地元では、オスプレイが参加す

ることに対する不安が多く出されました。昨年

墜落したＣＶ－２２オスプレイの構造的欠陥に

ついても原因の解明には至っていないのが現状

です。このような危険が除去されない中、米海

軍のＣＭＶオスプレイが岩国基地に配備され、

訓練等で大分県の上空を飛んでいくようになり
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ます。大変危険であり、米軍の飛行に反対する

ことを県として防衛省に強く求めるべきと考え

ますが、答弁を求めます。 

 また、来年１月から３月の間には、日出生台

で米海兵隊の実弾射撃訓練が実施されると報道

されています。大分県にとって、国による長射

程ミサイルなど敵基地攻撃能力の保有は、中国

との貿易取引から見ても大きな障害、摩擦を起

こすことになります。大分県は中国、香港、台

湾などに乾しいたけやなし、養殖ブリなど農林

水産物の輸出を行っており、その輸出額は３０

億１，１００万円にも上ります。また、工業製

品についても、２０２２年大分税関支署の調査

による輸出額９，０７４億円のうち、中国向け

が１８．５％を占めています。また観光面から

も、昨年は中国、香港から１４万９，６２５人

が来県しています。 

 中国に対する仮想敵国としての軍事的対抗が、

大分県の貿易や観光にとって負の影響となって

しまうのは火を見ることより明らかです。戦争

の準備ではなく平和の準備こそ、大分県として

大切なことです。 

 そのために、国に対し、憲法９条を生かした

徹底的な平和外交に徹することが大切であり、

戦争準備のための来年の日出生台での米海兵隊

実弾射撃訓練について中止を求めると訴えるべ

きと考えますが、答弁を求めます。 

 以下、対面にて。 

  〔堤議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

井上副議長 ただいまの堤栄三君の質問に対す

る答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 堤栄三議員の日出生台での日米共同

訓練及び米海兵隊の実弾射撃訓練についての御

質問にお答えします。 

 県では、日米共同訓練実施の発表を受け、速

やかに関係市町と共に九州防衛局長に対し、早

期かつ適切な情報開示と安全管理の徹底を要請

しました。 

 中でも、住民の不安が大きいオスプレイなど

の航空機の飛行にあたっては、安全確保や騒音

の軽減について、特段の配慮を求めたところで

す。 

 しかしながら、米軍オスプレイの夜間飛行が

行われたことから、翌日、飛行時間や高度・コ

ースについて、住民生活に配慮するよう改めて

九州防衛局に強く要請したところです。その結

果、以降の夜間飛行は行われていません。 

 ２点目の米軍オスプレイの飛行に関しては、

国が責任を持って判断すべきと考えています。

県としては、オスプレイを含む航空機の飛行に

あたっては、安全確保と地域住民の日常生活へ

の配慮を、今後とも国に対して求めていきます。 

 ３点目についてです。 

 日出生台演習場での沖縄県道１０４号線越え

実弾射撃訓練は、日米安全保障体制の枠組みの

中、政府間合意により、沖縄基地負担軽減のた

め、苦渋の決断で受け入れたものです。 

 米軍実弾射撃訓練に対する本県の基本的な姿

勢は、将来にわたる縮小、廃止であり、そのこ

とに変わりはありません。引き続き国に対して

粘り強く求めていきます。 

 外交・防衛政策は国の専管事項ですが、県と

しては引き続き、国際情勢や国の動きを注視し、

地元市町と連携して、県民の不安解消と安全確

保に取り組んでいきます。 

井上副議長 堤栄三君。 

堤議員 将来的な中止、廃止、縮小については

当然のことだと思います。特に、この問題に対

してよく国の専管事項と言われます。国の専管

事項だから何をしてもいいというわけではない

ですよね。外交、防衛等については、地域住民

の安全を守るという、地方自治法に基づいた地

方自治体本来の役割があるわけです。私はそう

いうところにもう少し力を入れて、そういうと

ころを基本にしながら、自治体としても日出生

台の演習場、米海兵隊の演習については物を申

すと。やはり廃止、縮小が基本ですから、それ

について常に物を言っていくということは私は

非常に大事だろうなと思うんですね。 

 さきほど貿易の関係からも言いましたが、大

分県にとっても中国等々については非常に大き

な貿易額があるわけですよね。これは日本全国

でもそうです。ただ、これはアルプス汚染水の



第３回 大分県議会定例会会議録 第３号 

- 72 - 

問題を見ると、輸出ができなくなってしまった。

つまり外交問題というのは、正に我々の経済の

問題でもあるわけですよね。 

 ですから、防衛、外交であったとしても、専

管事項であったとしても、物はやっぱり言うべ

きだと。つまり言うべきことは言う、憲法９条

に基づいた物を言うということ。そういう立場

に立つべきだと。 

 だから、そういう点では、再度日出生台の海

兵隊の実弾射撃演習については中止を求めると

いう立場が今こそ必要だと思うんですね。それ

についてはどうですか。 

井上副議長 佐藤知事。 

佐藤知事 ３点目ですが、先日、福岡の在福岡

中国総領事にお見えいただき、いろいろ意見交

換したんですが、少なくともそのときは３点目

のような議論は総領事からはありませんでした。 

 ちなみに、そのときに私からは、処理水問題

は、大分も大変漁業が盛んで、養殖も、それか

ら漁船漁業も重要な産業ですと、今の中国の対

応は私たちは非常に困っていますと言ったら、

総領事が、おっしゃることはよく分かります、

本国にしっかり伝えますと、いい返事が返って

くるんではないかと期待していますという返事

があったので、言うべきことはそれぞれ言って

います。もちろん防衛局に対しても言っていま

すが、３点目のことについては、取りあえず外

交ルート等を通じてもそのような議論は今のと

ころ私には聞こえてきていないのが現状です。 

井上副議長 堤栄三君。 

堤議員 しっかり廃止、縮小を求めていただき

たいと思います。 

 次に行きます。 

 交通政策の問題です。日本共産党大分県議団

として、この問題については、７月１７、１８

日の両日、国土交通省などに国としての考え方

を確認してきました。 

 豊予海峡ルート構想中止の要請に対して鉄道

局や道路局の担当者は、該当路線は構想路線で

あり、国としても調査等は行っていない、その

道路の必要性についての調査もしていないので、

国としても何も言えないと回答しています。 

 また東九州新幹線については、国の基本計画

路線であるが、まずは整備計画である北海道、

北陸、西九州の各新幹線が優先であると答えま

した。 

 新幹線の開業と同時に並行在来線がＪＲから

切り離され運営されることについても、議会で

もたびたび取り上げてきましたが、その並行在

来線について、２０１７年度と２０２１年度の

輸送人員を比較すると、肥薩おれんじ鉄道では

１１７万１千人から９３万９千人へ、いわて銀

河鉄道は５２３万５千人から４３３万１千人へ

と減少、このほか、しなの鉄道やえちごトキめ

き鉄道でも乗客数は大きく減少しているのが実

態です。さらに肥薩おれんじ鉄道の２０１９年

度決算は、６億８，９２０万円の経常損失とな

っており、開業から約２０年間赤字が続いてい

ます。新幹線開業と同時に並行在来線の疲弊が

目立っているのが現状です。 

 国民の世論においても、日本世論調査会が８

月１７日にまとめた公共交通を巡る世論調査に

よると、地域住民の移動手段として必要という

理由で、地方鉄道の維持を求める声が７１％に

上っています。また、新幹線の北海道、北陸、

九州・長崎ルートについては建設を急ぐ必要が

ないが５４％、これ以外に建設すべきではない

が７３％に上っています。このような民意から

も東九州新幹線や豊予海峡ルート構想が不要で

あることは明らかです。 

 費用の面においても国土交通省は、北陸新幹

線小浜・京都ルートでの建設費は２０１６年度

の想定では２兆１千億円であったものが、最大

２．５倍の５兆３千億円にまで膨らむと与党検

討委員会に示しています。これでは効果費用を

上回るという費用対効果の目安から外れる可能

性があります。東九州新幹線や豊予海峡ルート

構想でも同じことが言えるのではないでしょう

か。 

 このような状況から、東九州新幹線や豊予海

峡ルート構想はきっぱりと断念すべきと考えま

すが、答弁を求めます。 

 続いて、ＪＲ九州の路線の存続についてです。

ＪＲ九州は８月２０日、２０２３年度の路線・
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区間別の１キロメートル当たり１日平均乗客数

を発表しました。この中で、大分県内では日豊

本線の佐伯－延岡間、豊肥本線の宮地－豊後竹

田間、豊後竹田－三重町間などが、ローカル線

の存廃などを協議する協議会の設置目標とされ

る１千人未満となっていることが公表されてい

ます。豊予海峡ルート構想や東九州新幹線など

と言っている場合ではありません。まずは足下

においてＪＲ九州の路線の存続をどうするかを

検討すべきと考えますが、答弁を求めます。 

井上副議長 佐藤知事。 

佐藤知事 東九州新幹線及び豊予海峡ルート構

想についてですが、人口減少が進む中で、東九

州新幹線や豊予海峡ルートは、広く西日本エリ

ア等との人や物の流れをつくり、産業を呼び込

み、地方創生の基盤となることが期待される重

要な交通インフラであると考えています。 

 そこで県では、昨年１１月に地域経済や交通

政策等の有識者で構成する研究会を立ち上げ、

広域交通ネットワークについて様々な観点から

議論していただき、様々な面で大きな効果があ

るとの報告を受けたところです。 

 具体的には、リニア開通により形成されるス

ーパー・メガリージョンと短時間で結ばれるこ

とで、商圏の拡大や物流の効率化が図られ、県

内の中小企業にも、また農業にもビジネスチャ

ンスが生まれます。また、九州、四国、中国、

関西の交流が促進され、国内旅行やインバウン

ドの拡大が見込まれます。加えて、災害時のリ

ダンダンシーが確保され、正に国家プロジェク

トとして進める必要があることから、国や関係

機関等へ強く働きかけていくべきという報告に

なっています。 

 一方、議員からの御指摘があった国民、県民

のコンセンサスや並行在来線の経営分離の可能

性等については、研究会からも検討課題として

示されています。 

 このため、今年度は、整備効果等を簡潔にま

とめたリーフレットに加え、整備後の時間短縮

効果を実感できる地図を作成して、県民や企業

の理解促進を図っていきたいと考えています。

また、広域交通ネットワークに対する関心度や

意識を問うアンケート調査なども実施し、今後

の効果的な情報発信に役立てていきます。 

 他方、整備費用については、国のプロジェク

トとして当然実施されるべき計画ですので、仮

に地方負担がある場合は小さな負担となるよう

に国に働きかけていきたいと考えています。 

 なお、新幹線の費用対効果については、現在、

国が計算方法を見直す方向で検討を進めている

と聞いていますので、その動向を注視していき

ます。 

 そして、昨年度に続き、関係の県を交えたシ

ンポジウム、昨年も愛媛県、宮崎県等に入って

いただいていますが、地域別の説明会も開催す

る予定であり、並行在来線なども含めて十分に

議論を行い、合意形成に努めていきたいと考え

ています。 

 バランスの取れた国土の発展、災害に強い国

土づくり、県土づくりを進めるためには、東九

州新幹線、そして豊予海峡ルートの整備が不可

欠であり、これからも粘り強く取り組んでいき

たいと考えているところです。 

 その他の質問については、担当部局長から答

弁させます。 

井上副議長 嶋川交通政策局長。 

嶋川交通政策局長 御質問いただいたＪＲ九州

ローカル線の維持については、本県にとっても

大変重要な課題であると認識しています。当然

ながら鉄道路線を維持するためには、まずは通

勤、通学といった日常的な利用であったり、観

光利用などを通じて多くの方に乗っていただく

ことが大事になっていきます。 

 県としては、ＪＲ九州やバス事業者などとも

連携して、先月８月にスタートした九州Ｍａａ

Ｓの取組などを通じ、お得なチケットや乗り継

ぎの改善といった利用者の利便性向上に努めて

いきたいと考えています。 

 また、御指摘があったように、鉄道はネット

ワークとしてつながることで、それぞれの路線

相互の価値が高まるものだと認識しています。

とりわけ、御指摘いただいた日豊本線の佐伯－

延岡間と豊肥本線の三重町－宮地間については、

本県と宮崎、熊本両県の県境をまたぐ区間であ
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り、九州全体にとっても大変重要な鉄道ネット

ワークの一部であると考えています。 

 そのため、こうした一部の区間の利用状況の

みを捉えて鉄道ネットワーク全体の価値を損な

うような議論が生じることのないよう、これは

沿線自治体とも連携して、運行事業者であるＪ

Ｒ九州との間でしっかりと認識の共有を図って

いきたいと考えています。 

井上副議長 堤栄三君。 

堤議員 一つ、人口等から考えたとき、大分県

の場合には今１０９万人ですよね。宮崎県で１

０３万人。 

 ２０２２年度ですが、各駅の１日の平均乗客

利用数、博多駅がトップで１０万８千人、鹿児

島中央駅で１万７千人、大分駅は１万５千人で、

宮崎駅は４，９３１人。 

 我々、人口減少社会にしてはいけないとして

いるが、今後の趨勢として人口減少社会になっ

ていく。しかし、こういう状況の中で、県、期

成会等は、人口が数値的に伸びていくというで、

１日の乗客数等々の推計費用対効果も含めてい

ろいろ算定しているわけですね。しかし、果た

して新幹線によってこれだけの人数が、期成会

が考えているような１日の乗客数が取れるんだ

ろうかという危惧が非常に大きいんですね。そ

ういう点を期成会に対して、もう少し科学的に、

どういう計算をしているかということを是非伝

えていただきたいと思います。あわせて、費用

も今現在では大体、福岡から大分で１１０キロ

メートル、２兆６，００７億円ぐらい、大分県

内では９千億円ぐらいと言われています。これ

が今現状ですから、当然、今後これだけ物価上

昇の中、また賃金の引上げ等によってかなり変

わってくると思うんですね。こういう全てのも

の、並行在来線もそう、総人口の充実もそう、

こういう問題はもう少し具体的にするべきです。

期成会のパンフレットは１ページの中の下の方

に在来線問題を書いています。そうではなくて、

やっぱりその問題だけでも具体的にこういう危

惧があるんだというところも県民に明らかにす

べきだと思うんですね。そうして初めて県民が

自分で考えることもできると思うんですね。 

 そういう点について、交通政策局長の話をも

う一遍聞いてみます。 

 もう一個、さきほどのＪＲとの関係でいうと、

今世紀に入って公共交通の休廃止は続いている

んですね。ＪＲとか中小民鉄のローカル線が２

０００年から２０２２年の間に１，１５８キロ

メートル廃止されているんですね、この間だけ

でもね。その間にバス路線は累計で６１万キロ

メートルの休廃止が出ている。 

 つまり、確かにさきほど局長が言われたとお

り、全体のネットワークを考えなければいけな

い。しかし、ＪＲは会社ですから、株主配当を

どうするかというところがメインですから、不

採算部門は切り捨てるというのが今の正直なや

り方ですからね。そういう点では、こういう状

況は大分県内でやはり繰り返してはいけないと

思うんですね。 

 そういう点で、こういう問題も含めてＪＲ九

州に、さきほどのネットワーク全体ではなくて、

やっぱり存続すべきだときちっと話をするべき

だと思うんだが、そこら辺はどうですか。 

井上副議長 嶋川交通政策局長。 

嶋川交通政策局長 まず１点目の御指摘いただ

いた東九州新幹線の費用対効果の問題です。 

 御指摘のとおり、こちらは４県１市の期成会

において、今御紹介いただいた数字が平成２７

年度に調査で明らかにされたものです。今から

１０年前ぐらいに試算されたものですので、当

然整備費用に関しても、最近の建設工事、これ

は全国的に人件費、あるいは資材が高騰してい

ますので、そういったことも今反映されていな

い数字ですので、当然、今の最新の数値に引き

直したら上振れなんかも予想していますし、ま

た、ベネフィットの流動についても、例えば、

今国でインバウンドで２０３０年に６千万人と

いうことも掲げていますが、今現在の流動を前

提にした今の国の計算基準になっていますので、

将来そういった流動が増えていくであろうとい

うことも捉えての計算方法になっていないと認

識していますので、そういったところは今国で

も見直しの検討を進められていますが、私ども

としても４県１市の期成会の中で同じような問
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題意識を提起して、以前、かつて算出した数字

について、再度計算する必要がないかどうかを

議論しながら判断していきたいと考えています。 

 また、ＪＲ九州のローカル線に関しては、何

分民間事業者の運行区間ですので、県の立場と

すれば、要請、あるいは提言といった立場にな

ろうかと思います。九州ＭａａＳの話をさきほ

どしましたが、こちらは九州７県、そして、Ｊ

Ｒ九州も当然入りながら議論を進めています。

またバス事業者も、九州管内のあらゆる陸海空

の交通事業者が集まった取組で、いろんなアク

セスの改善なんかも含めて、利便性の向上が今

後どんどん広がっていくものと考えていますの

で、まずはＪＲ九州との連携を大事にしながら、

しかし一方で、こういったローカル路線の赤字

区間と言われるところが、いわゆる切捨てと言

われることのないように、しっかりとそこは県

の強い姿勢を示していく必要があろうかと考え

ています。 

井上副議長 堤栄三君。 

堤議員 インバウンドについても、さきほど日

米安保の問題を取り上げたが、結局、相手の口

にミサイルを突き付けとって、遊びにおいでと。

そんな話は通らんです。だから、そういう点で

は外交も防衛も、こういうインバウンドについ

ても、そういうところの観点も持っておかない

といけませんよと、私はそう思いますから、是

非それはそういう観点を──。 

 それとあと、当然ＪＲは民間ですから、しか

し民間であっても、もともとは公共交通ですか

ら足を守るというのが原則です。そういう立場

からＪＲについては話をしていただきたいと思

います。要望しておきます。 

 次に行きます。改正地方自治法についてです。 

 ６月に成立した改正地方自治法では、第１４

章において、大規模な災害、感染症の蔓延その

他その及ぼす被害の程度において、これらに類

する国民の安全に重大な影響を及ぼす事態にお

ける特例が新たに規定され、地方自治体の自治

事務にまで国の強制的関与が行われようとして

います。 

 国が、国民の安全に重大な影響を及ぼす事態

が発生し、又は発生する恐れがあると判断すれ

ば、地方自治体に対して、法的義務を持つ生命

等の保護の措置に関する指示を発し、国等によ

る新たな関与をすることができるようになりま

した。国会審議の中で、武力攻撃事態が発生し

た場合などにおいて、国の指示の下、自治事務

であっても対応せざるを得なくなることが明ら

かになりました。これは昨年１２月、公有水面

埋立法に基づく代執行が沖縄県と沖縄県民の民

意を踏みにじり辺野古への米軍新基地建設を推

進するために行われたことにも示されるように、

国による関与がさらに強化されるということに

ほかなりません。 

 知事は、改正の必要性は理解しているが、国

の補充的な指示は最小限の範囲とすべきと述べ

ています。武力攻撃事態等への対応に関して、

国による指示が発出され、それに従わせること

は、地方自治の趣旨に反することであるという

認識はないのでしょうか。答弁を求めます。 

井上副議長 佐藤知事。 

佐藤知事 改正地方自治法における国と地方自

治体との関係等の特例についての御質問ですが、

今般の改正で規定された国の補充的な指示は、

新型コロナウイルス対応等での課題を踏まえ、

今後の想定外の事態に万全を期す観点から、法

定根拠を明確にするものであり、その必要性に

ついては私もある程度は理解するものです。 

 一方で、運用次第では、憲法で保障された地

方自治の本旨や、地方分権改革により実現した

国と地方の対等な関係が損なわれる恐れもある

ことから、地方の自主性、自立性が十分に尊重

されることが重要です。 

 そのため全国知事会を通じて、国の補充的な

指示の行使にあたっては、地方公共団体と事前

協議を行うことや、指示の内容を必要最小限と

することを求めてきたところです。法案審議の

過程では、知事会の意見も踏まえた附帯決議が

付されるなど、一定の配慮が見られました。ま

た、総務省から各府省に対しては、地域の実情

を十分踏まえた上で、指示が目的を達成するた

めに必要最小限となっているか検討する必要が

あること等についても通知が行われたところで
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す。 

 国の補充的な指示が現場の実情を適切に踏ま

えた措置となるよう、また、地方自治の本旨に

反し安易に行使されることがないよう、附帯決

議を十分に踏まえ、抑制的に運用されることが

必要と考えています。 

 私は本来であれば、自治事務については、地

方自治法にこういった包括的な規定を設けるの

ではなくて、国において備えるべき事態を適切

に想定して、個別法において必要な規定を整備

すべきであると考えています。 

井上副議長 堤栄三君。 

堤議員 そうですね、個別法で対応すべきだと

私も思います。あわせて、国の関与権限を地方

自治法上で認めることというのは、憲法が保障

している地方自治の独立、本旨、基本的人権を

守るとか、そういう地方自治保障の根本原則で、

本当にこれは違反するような中身だろうと思う

んですね。そういう認識がありますか。 

井上副議長 佐藤知事。 

佐藤知事 本改正については、国側の必要性の

議論についても私はある程度理解するものであ

り、憲法に違反する改正とは考えていません。 

井上副議長 堤栄三君。 

堤議員 是非その辺は考えてください。憲法ね。 

 では、次行きます。会計年度任用職員の勤務

条件の改定についてです。 

 会計年度任用職員の勤務条件については、国

の事務処理マニュアルとともに民間労働者等を

対象とする同一労働同一賃金ガイドラインも参

考にすべきと考えます。このガイドラインでは、

基本給について、労働者の能力又は経験に応じ

て支給するものについて、通常の労働者と同一

の能力又は経験を有する短期的・有期雇用労働

者には、能力又は経験に応じた部分につき、通

常の労働者と同一の基本給を支給しなければな

らないと規定されて、昇給についても同様の見

解となっています。 

 他方、大分県のマニュアルでは、会計年度任

用職員は２６歳以上になれば１７号給で、それ

以降は年齢や職歴等効力がなく一律に１７号給

とされます。これでは均衡の原則の生計費とい

う考え方に到底合致しないのではないでしょう

か。同一労働同一賃金の原則の範とならなけれ

ばならない公務労働が、官製ワーキングプアを

つくってもよいと考えているのでしょうか。 

 正規職員並みに報酬を上げることや、希望す

る方にはフルタイムへの転換を行う必要がある

と思いますが、答弁を求めます。 

 さらに大分県における会計年度任用職員の雇

用期間の更新は最長５年間であり、再度公募に

よって採用されても報酬等は頭打ちで終わって

しまうという問題があります。国や労働組合が

行ったアンケートでも非正規職員からは、正規

と同じ仕事をしているのに給与などの待遇で大

きな差があること、３月になると契約を継続で

きるのか不安との声が広がっています。 

 以前も議会で取り上げましたが、会計年度任

用職員の皆さんは家計補助的な働き方ではなく

て、主たる生計維持者となっている方も増えて

いるのが実態です。 

 今回、総務省の事務処理マニュアルの改定で、

地方自治体で働く会計年度任用職員の継続任用

を制限する３年目公募の例示が削除されました。

この取扱いについては、平等扱いの原則及び成

績主義を踏まえ、地域の実情等に応じつつ、適

切に対応するよう求められていますが、大分県

としてどのように対応するのでしょうか。答弁

を求めます。 

井上副議長 渡辺総務部長。 

渡辺総務部長 会計年度任用職員の勤務条件に

ついてお答えします。 

 職員の給与は、地方公務員法第２４条により

職務と責任に応ずるものでなければならないと

されています。正規職員と会計年度任用職員で

は、その職務の性質、量、責任の範囲が異なる

ため、両者の給料の額もそれに応じたものとし

ており、現在の会計年度任用職員の報酬の水準

は適切なものであると考えています。 

 なお、令和５年度は報酬を４月に遡って引き

上げ、本年度からは新たに正規職員と同じ支給

月数分の勤勉手当を支給するなど、処遇の改善

に取り組んだところです。 

 また、職務の性質、量を鑑みてフルタイム勤
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務を要するポストには、会計年度任用職員では

なく、正規職員を配置することが適当であると

考えています。 

 再度の任用については、本県は現行連続５年

までとしていますが、この度の国の見直しなど

も踏まえた上で、その在り方について今後検討

していきます。 

井上副議長 堤栄三君。 

堤議員 ３年公募について、７月のときに総務

省に話しに行ったときに、国もまだ検討中なん

だよね。ただ、国が検討しているから県も検討

しなきゃならないというのはないですね。やっ

ぱり県として、そういう総務省の通知が例示が

削除されたんだから、県としてどうするのかを

早急に出すべきだと思うよね。そういうのはい

つ頃までに結論を出すつもりかということを聞

きますね。 

 それと、給与の問題の責任の範囲のことを言

っていましたよね。地方公務員法の均等の原則

があるとさきほど言いました。第２４条の３項

で、職員の給与は生計費並びに国及び他の地方

公共団体の職員並びに民間事業の事業者の給与

その他の事情を考慮して定めなければならない

となっていますが、現在の報酬で生計維持がで

きると考えているんでしょうか。まず、その二

つを聞きます。 

井上副議長 渡辺総務部長。 

渡辺総務部長 まず１点目のお尋ねで、国の制

度に合わせてということではなくてということ

ですが、これまでもこういった制度については、

国の制度の導入状況や、他県の状況、そういっ

たところとの均衡を見て、それから導入してき

たという経緯がありますので、これから検討し

ていってというところで、まだいつどうするか

ということまでは決めていません。 

 もう一点、均衡の原則ということです。 

 生計費として足りているかどうかは別として、

会計年度任用職員の報酬額というのは、基本的

に正規職員の給与を基礎として定めています。

そういったところから、正規職員の給与は地域

の民間給与の水準を反映して勧告された人事委

員会勧告の給料表からきており、また、勧告に

応じたベースアップについても反映させている

ところです。そういったところで均衡の原則に

合致するものと考えていますし、そういった中

で、さきほど言ったとおり、正規職員と会計年

度任用職員の業務というのは同一ではないと考

えています。類似の業務に従事していても、そ

の範囲が決まっていて、量や責任において限定

的です。さらには人事異動による配置転換もな

く、また危機管理などの臨時突発的業務への対

応もないなど、業務の性質、量、責任が全く異

なるものと考えていますので、現行の報酬の水

準については適切なものと考えています。 

井上副議長 堤栄三君。 

堤議員 さきほど質問したのが生計費としてど

うかということは別にしてと。別にしてはいけ

ない。生計費として足りていますかと聞いてい

るんだから、それはちゃんと答えてください。

生計費としてそれでいいのかということ。 

 それともう一つ、大分県の場合には５年間、

一応継続しているよね、単年単年ね。しかし、

その例示というのは３年公募ですから、ある意

味では３年公募よりか県の場合の方が非常に進

んでおったわけです。そういうふうな先進的な

例もあるわけだから、もっと堂々と、県として

こうしますよと、全国に先駆けてこうするよと

いうことを提案すべきだと思うよね、県として

はね。それが普通だと思うんだが、そういう考

えに立たないのかなというのが非常に不思議で

す。それについては再度聞きます。 

 それと、最近の働き方として、ウエルビーイ

ングという働き方の概念が出てきていますよね。

つまり、身体的、精神的とか社会的に良好状態

にあることを指している言葉ですよね。つまり、

これは会計年度任用職員であっても生活費が十

分生活に足りるというのが前提なんですよ。こ

ういうふうな今社会的な当たり前の考え方が、

県の会計年度任用職員の給与の場合には該当さ

れていないわけですよ。そういう考え方につい

てどう思うかということ、３点聞きます。 

井上副議長 渡辺総務部長。 

渡辺総務部長 生計費としていいのかという部

分については、さきほども言ったとおり、会計
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年度任用職員の水準等について、制度について

は、国に準じて、他県の状況を見た中で同じよ

うな制度にしています。そういった中での水準

の設定としていますので、この部分については

設定として問題はないと考えています。 

 そして、国や他県に先立って実施すべきでは

ないかということなんですが、そういった部分

についても検討する中で、これは大分県が全て

一番になってということではなくて、必要性を

地域の状況として鑑みながら、必要性があれば

そこについてはやっていきたいと考えています。 

 最終的には、ウエルビーイングとしての生計

費として足るかどうかということなんですが、

それぞれまた会計年度任用職員の方で生計の立

て方というのは違うと思っています。我々とし

ては、さきほど言っているとおり、国の制度、

他県の制度なども見ながら、そこに遜色のない

制度をつくっていって報酬の水準を設定してい

くということで考えていますので、その中での

設定をしていくものだと思っています。 

 以上です。 

井上副議長 堤栄三君。 

堤議員 生計費として足りているかという概念

について、結局明確に言わないのかな。それは

裏を返せば、生計費が足りていないという概念

にも通じるところがあるわけだから、そういう

点は我々はあなた方が、県がそう考えていると

認識しておきます。 

 では、次に行きますね。伊方原発についてで

す。 

 ８月８日に起きたマグニチュード７．１の地

震の震源である日向灘は、南海トラフの西の端

に位置しており、巨大地震の危険性が高まった

と報道されました。また、それ以降も震度１以

上の地震が多数観測されています。翌９日には

南海トラフ地震の想定震源域外ではありますが、

神奈川県でマグニチュード５．３の地震を観測

しています。 

 巨大地震での一番の心配は、伊方原発や川内

原発等の重大事故との関係です。１月１日に発

生した能登半島地震では、震源から約７０キロ

メートル離れた志賀原発１、２号機とも変圧器

が損傷し、５回線ある外部電源のうち２回線が

受電できなくなるなど、原発の地震へのもろさ

を露呈しています。さらに深刻だったのが、近

隣地域で避難道路が損傷して集落が孤立したこ

とや、自宅や避難所が地震で使えなくなったこ

とです。地震と同時に原子力災害が発生した場

合に、原子力災害対策指針が定める屋内退避や

避難が実行不可能であることが改めて明らかに

なりました。 

 さらに日本原電の敦賀原発２号機については、

真下に活断層が位置していることを否定できず、

不適合とされる見通しです。伊方原発ついては、

南海トラフ地震の被害が想定される地域にあり、

２０２０年１月１７日の広島高裁の決定でも、

伊方原発の敷地の近くには活断層がある可能性

を否定できないと指摘しています。その危険性

はますます高くなっています。 

 共産党大分県議団としても、これまで自然災

害と原発事故の複合災害等の危険性を指摘し、

伊方原発の稼働中止を求めてきました。大分県

は伊方原発に近接している自治体として、伊方

原発の廃炉を国に求めることが必要であると考

えますが、答弁を求めます。 

井上副議長 利光商工観光労働部長。 

利光商工観光労働部長 原子力発電に関しては、

いかなる事情よりも安全性を全てに優先させる

ことが大前提と考えます。 

 伊方原子力発電所については、福島の事故を

踏まえて策定された新規制基準を満たす水準に

達していることを原子力規制委員会が認め、令

和３年１２月から再稼働しています。 

 加えて、愛媛県が四国電力に独自に要請した

追加の安全対策に応じて、国の基準を上回る対

策が講じられているものと承知しています。 

 国や電力会社においては、引き続き原子力発

電所の安全対策に万全を期すとともに、地域住

民をはじめ国民全体に明確かつ責任ある説明を

行い、原子力発電への不安払拭に努めなければ

ならないと考えています。 

 県としても、県民の安全・安心の確保に向け

て、今後とも対応すべきことをしっかりと行っ

ていきます。 
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井上副議長 堤栄三君。 

堤議員 そういった複合災害のときに実際に避

難とかそういうことができるんですかというこ

とを聞いていますが、それについて。 

井上副議長 首藤防災局長。 

首藤防災局長 伊方原発に関しては、大分県か

ら最短で４５キロメートルの地点にあります。

国の原子力災害の防災上の重点区域は３０キロ

メートル以内ですので、基本的にはそこで防災

対策を検討しなさいということになるんですが、

大分県としては平成２６年に大分県原子力災害

対策実施要領を定めており、毎年度新しい知見

の下、改定も加えているところです。屋内退避

で十分な安全が取れないときには、関係機関の

協力を得て避難という段取りも実施要領の中に

規定しています。 

 今後も新たな知見を取り込みながら、この実

施要領の実効性を上げていきたいと考えていま

す。 

井上副議長 堤栄三君。 

堤議員 だから、能登半島地震でもそうだった

ように、結局要綱の中に、屋内退避が第一でし

ょう。それで、プルーム（放射性雲）が出てく

るのが時間的な余裕があるから、その間に逃げ

なさいと、そういう実施要綱になっているでし

ょう。しかし、複合災害の場合はどうですかと

言っているわけです。つまり、能登半島地震の

ように道路が損壊して孤立集落ができた、避難

するべき道路がないわけですよ。そうすると、

屋内退避というわけにいかないでしょう。どう

するの。その場合、プルームが来たときにどう

いう方向で逃げていくかということの具体的な

計画は県にないんですよね。具体的な複合災害

に対する問題について、これはずっと前から言

っているんだが、そういうところも含めてきち

っと県として計画しておかないと、伊方は４５

キロメートルだから国の法的な権限外になるで

はなくて、県民を守るための対策、要綱等です

から、そういう立場で計画を立てておかないけ

ないと思うんだが、複合災害について今後どう

するつもりなのか、そこら辺を再度聞きます。 

井上副議長 首藤防災局長。 

首藤防災局長 能登半島地震に際して防災対策

の見直しを今検討しています。原子力対策、防

災対策もそうなんですが、まずは津波からいか

に逃げるか、孤立集落ができたときにいかに孤

立集落から住民を出すか。ですから、自然災害

に対応する方策を検討することが、そのまま原

子力災害対策にもつながることだと思っていま

すので、まずは自然災害対策をしっかり検討し

ていきたいと考えています。 

井上副議長 堤栄三君。 

堤議員 別に自然災害対策をしなくていいでは

ない。自然対策をするんであれば、おのずと原

子力につながるではなくて、やっぱり複合災害

として、そういうことについて県として責任を

持って計画しておくべきではないですか。今ま

での事故の状況から考えれば、そう考えるのは

当たり前でしょう。それさえも考えないという

ことは少しおかしいと思うよね。 

 結局、自然災害があって原子力災害が同時並

行で起きた場合には、もうにっちもさっちもい

かなくなるわけですよ。 

 そういうところで、きちっと県としてどうい

う方向性でいくかを県民に示しておかなければ、

やっぱり安心しないと思いますよ。再度そこら

辺を、知事、どう考えますか。 

井上副議長 佐藤知事。 

佐藤知事 やはりいろんな想定をして、それに

対応した避難、どう行っていくのか、そのよう

な議論を絶えず進めていくべきだと考えます。 

井上副議長 堤栄三君。 

堤議員 分かりました。是非具体的にその方向

でやることをしておいてください。 

 それでは、次に行きます。国保の問題です。 

 現在、マイナ保険証の導入にあたって様々な

懸念が指摘されています。また、第２期大分県

国民健康保険運営方針によると、国民健康保険

税の統一化は、納付金ベースでは２０２７年度

から、完全統一化は２０２９年度から開始され

る予定です。各市町村等も含め、連携会議では、

国保会計がどうなるのか不安、住民への説明を

どうするのかなど、不安や疑問の声が上がって

います。被保険者の皆さんからも様々な意見が
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寄せられています。そこで、以下について答弁

を求めます。 

 まず、マイナ保険証になると資格証明書や短

期保険証が発行されなくなり、それらが担って

きた悪質滞納者と、払う意思はあるが今は払え

ない、それぞれの適切な対応が今後困難になる

と考えられますが、今後県としてどのように対

応するのでしょうか。 

 市町村独自で行っている健康増進事業などは

これまでと同様、市町村の判断で実施できます

が、国民健康保険税の申請減免については今後

どうなるのでしょうか。 

 国保連携会議で統一保険税率等を決め、市町

村へ提示しますが、決定する段階で住民の意見

はどのように反映されるのでしょうか。 

 統一化の方針である運営方針はあくまで技術

的助言であり、強制力はないと認識しています

が、どうでしょうか。 

 統一保険税等の導入は人口減少の中、医療費

の高騰や被保険者の減少などの理由で実施する

ようですが、正に対症療法でしかありません。

人口減少が続けば低所得者が多く加入している

国保税がさらに引き上げられることは明白であ

り、払えない方がますます増えてきます。皆保

険制度を継続させるためにも統一化は中止し、

国による１兆円の財政支援を強く求めるべきと

考えますが、以上、答弁を求めます。 

井上副議長 工藤福祉保健部長。 

工藤福祉保健部長 私から２点答弁します。 

 まず、マイナ保険証についてお答えします。 

 従来の保険証が発行されなくなる本年１２月

２日以降の医療機関の受診には、まずはマイナ

保険証そのもの、若しくは、これは国保に限り

ますが、来年７月末期限の従来の保険証を今交

付していますので、これを来年７月末まで使っ

ていただく、又はマイナ保険証の未取得者の方

々に発行する資格確認書、この三つのいずれか

を使用することとなります。 

 現行の短期被保険者証の交付を受けている滞

納世帯の場合は、引き続き市町村と納付相談を

行いながら、マイナ保険証、又は資格確認書に

切り替えて、これまでどおりの受診が可能です。 

 一方、特別の事情がなく保険税を原則１年以

上滞納している世帯、悪意かどうかは別ですが、

そういった世帯については、医療費を一旦全額

支払う特別療養費が適用されますが、これまで

どおり事前通知を行い、保険税の納付を少しで

も促していくという形です。 

 今年６月１日の時点で、今最後に言った特別

療養費の適用は、県内市町村国保世帯の０．７

％にとどまっており、その適用にあたっては、

マイナ保険証の有無を問わず、引き続き滞納の

事情を十分考慮しながら、市町村を通じて慎重

な対応を行っていきます。 

 なお、県としては、保険税の徴収やそういっ

た納付相談を行う市町村ごとに対応が異なるこ

とのないよう均質化を図り、県全体として適切

な運用がなされるよう支援していきます。 

 次に、国民健康保険税について４点お答えし

ます。 

 まず、現行の国保税の減免は、市町村ごとに

定めた基準で現在運用しており、必ずしも一律

ではありませんので、現在、市町村の各担当者

と基準の統一に向けて鋭意協議を進めていると

ころです。 

 ２点目、国保税はこれまでも、市町村ごとに

複数の被保険者を含む運営協議会の意見を丁寧

に聴取の上、各議会に諮り決定しており、保険

税統一にあたっても同様の意見を聞くプロセス、

手順を予定しています。 

 また、県が定めている国保運営方針は、議員

言われるとおり法的拘束力はありませんが、県

と市町村が事務の標準化、あるいは広域化等を

進める上での共通認識を示したものであり、今

後の市町村国保のあるべき姿に向けた議論に資

するものとなっています。 

 そして、最後４点目ですが、全国平均よりも

早く高齢化が進む本県では、ここ数年で被保険

者が３千人未満となる小規模な保険者の増が見

込まれており、将来にわたる国保財政の安定的

運営のため、統一保険税の導入は避けて通れな

いものと考えています。 

 そこで、本県では安定的な国保運営に向けた

財政支援を毎年国に強く求めており、全国知事
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会を通じても引き続き要望を重ねていきます。 

 以上です。 

井上副議長 堤栄三君。 

堤議員 一つ、国保の申請減免についても今そ

れぞれいろんな形でやっているよね。これは統

一化されたときに、今でも減免の原資について

は保険税に上乗せされたりするんだが、それは

今後統一化された場合にはそういう形で納付金

の中にプラスされるのかが一つ。 

 それともう一つは、納付金ベースの統一につ

いては、医療水準の差がないとして納付金額を

図るようになっていると確認しているんだが、

いろいろ地域的な医療提供体制の差はあると思

うんですよね。それをないものとしてみなして

計算するというのが、どうもちょっとぴんとこ

ないんですよね。そこら辺もし分かれば。よろ

しく。 

井上副議長 工藤福祉保健部長。 

工藤福祉保健部長 最初の御質問ですが、減免

されたものも含めて納付金の算定でも考慮して

納付金を定めるという形です。 

 それから、医療費の水準については今いろい

ろありますが、少なくとも令和９年度、２０２

７年度、納付金ベースの統一を図ろうというタ

イミングにおいては、医療費指数反映係数であ

るαというのがありますが、それをゼロにする

んだということで進めていきますので、その方

向でしていくことになります。 

井上副議長 堤栄三君。 

堤議員 では、最後に行きます。 

 住宅リフォーム助成制度の創設については、

これまでも議会等で取り上げてきました。執行

部としても、木造住宅の耐震化や高齢者、子育

て世帯等に対する住宅リフォームを促進し、住

宅政策の観点から、明確な目的を持ってリフォ

ーム支援に努めると答弁しています。また、リ

フォームは小規模な工事が多く、地域の対応で

きる企業への波及に直接つながると経済効果等

があることを答弁しています。 

 大分県中小企業活性化条例では、中小企業は

経済・社会の主役、地域社会の安全・安心に貢

献するとともに、地域振興活動や伝統文化継承

等を通じて、地域活力の担い手としての役割を

果たしていると、その地位の重要性を強調して

います。そして、その推進のために、中小企業

の振興に関する施策を積極的に実施すると県の

責務を定めています。 

 中小企業支援が地域経済を循環させる機能を

あわせ持つことは、この条例でも明白です。地

域経済の持続的な発展を実現しようと思えば、

その地域において地域内で繰り返し再投資する

力、地域内再投資力をいかにつくり出すかが決

定的に重要です。助成により住宅リフォームの

需要を創出し、地域内での投資を促進すること

で、雇用や原材料、部品、サービス等の調達に

よる経済循環が生まれ、地域内の労働者や農家、

商工業者の生産と生活を維持、拡大できる力が

備われば、住民一人一人の生活が成り立ち、地

域社会の安定化や地域経済の持続的発展が可能

となります。その上、建設業界における技術の

継承及び雇用の確保に資するという積極的な施

策でもあります。 

 以上の観点から、大分県において住宅リフォ

ーム助成制度の創設をすべきと考えますが、答

弁を求めます。 

井上副議長 五ノ谷土木建築部長。 

五ノ谷土木建築部長 住宅リフォーム助成制度

についてお答えします。 

 県では、住生活基本計画に基づき、子育て世

帯や高齢者が安心して健康的に暮らせることを

目的とした住宅リフォームを支援しているとこ

ろです。 

 支援の効果をより高めるため、適宜、子育て

世代などを対象としたアンケート調査を実施し、

その結果を基に制度の拡充を図ってきたところ

です。 

 例えば、３世代同居世帯への支援では、これ

まで補助要件としていたキッチンや玄関などの

増設を、今年度から改修のみでも可能とする緩

和を行い、より使いやすい制度としたところで

す。 

 また、近年、工事費が高騰していることも踏

まえ、子育て世帯への補助上限額を引き上げる

とともに、子どもが３人以上の世帯にはさらに
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その上限額の加算を行いました。 

 本事業では工事施工者を県内企業に限定して

いることから、地域経済の活性化にも一定の効

果をもたらすものと考えています。 

 今後も、進行する少子高齢化社会における住

宅施策の視点から、住宅リフォーム支援を推進

していきます。 

井上副議長 堤栄三君。 

堤議員 別に耐震化とか高齢者の改造について

否定しているわけではない。それはどんどんや

ってちょうだい。 

 ただ、それとあわせて一般的な住宅リフォー

ム助成制度をすることが、地域経済を発展させ

ているんだから、もっとそれが幅広くなるんで

はないですかと。だから、住宅リフォーム助成

制度をつくろうということを訴えているわけで

す。住宅政策と含めて、地域の活性化というこ

と、そういう立場から聞いているんだが、そう

いう立場になかなか立とうとせんのやけどな、

是非立ってほしいんだよ。どう。 

井上副議長 五ノ谷土木建築部長。 

五ノ谷土木建築部長 さきほど言ったように、

まず、住生活基本計画に基づいて私どもは住宅

リフォームの施策を行っています。そういった

中で、例えば、子育て満足度日本一へ向かう大

分県においては、やはり子育てしやすい環境づ

くりだとか、あるいは高齢者が暮らしやすい、

そこの地域に住み続けられるような環境の創設

だとか、そういったものを目指して住宅支援を

やっているということですので、よろしくお願

いしたいと思います。 

井上副議長 堤栄三君。 

堤議員 どうもかみ合わんな。何回も言うんだ

が、別に住宅政策を否定しているのではないと。 

 最近の建設業界の倒産件数、先日新聞に出ち

ょったでしょう、負債総額１億円未満の倒産で、

大半が中小零細業者ですよね。こういう方々が、

大分県はせっかく中小企業活性化条例をつくっ

たわけでしょう。その活性化条例によって、地

域の中小企業が屋台骨なんですよ。だから、そ

この発展をさせようではないのという提言なわ

けね。 

 住宅政策は住宅政策でいいと。それプラス、

地域経済の活性化のために住宅リフォーム、こ

れは一歩ですよ、住宅リフォームを位置付けて

やることが活性化条例にも資することになると

いう立場に立っていないの。再度確認します。

立っているか立っていないかだけ答えよう。 

井上副議長 五ノ谷土木建築部長。 

五ノ谷土木建築部長 今、建設業界の地域経済

への波及だとか、そういったお話をいただきま

したが、例えば、今やっている子育て世帯、高

齢者のリフォーム事業についても、昨年度でい

うと申請件数が全部で１７６件あり、全体の対

象工事費に対しては約３．３億円ほどの工事が

県内全体で出されていますので、さきほど答弁

の中でも言いましたが、一定の効果はあってい

るんではないかと考えています。 

 以上です。 

井上副議長 堤栄三君。 

堤議員 だから、それは否定していないと。そ

れはそれでいいよと言いよるわけ。誰もするな

とは言っていない。その上に、中小企業活性化

条例を大分県はつくったんだから、この立場で

やっぱりやるべきではないですかと。あまねく

中小建設事業者に仕事を出していく。そんなに

何億円も使うわけではないんだから。そういう

ことが、中小企業に対する支援策は地域再投資

ということだから地域経済を活性化させる。そ

うなれば地方税の増収にもつながるわけですよ。 

 是非そういう立場に立って、この制度は本気

になって考えていただければと。知事、そのこ

とを最後にくれぐれもお願いして、一般質問を

終わります。 

 以上です。（拍手） 

井上副議長 以上で堤栄三君の質問及び答弁は

終わりました。 

 お諮りします。本日の一般質問及び質疑はこ

の程度にとどめたいと思いますが、これに御異

議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

井上副議長 御異議なしと認めます。 

 よって、本日の一般質問及び質疑を終わりま

す。 
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―――――→…←――――― 

井上副議長 以上をもって本日の議事日程は終

了しました。 

 次会は、明日定刻より開きます。日程は、決

定次第通知します。 

―――――→…←――――― 

井上副議長 本日はこれをもって散会します。 

午後２時４５分 散会 
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令和６年第３回大分県議会定例会会議録（第４号） 

 

令和６年９月１２日（木曜日） 

――――――――――――――――――――― 

議事日程第４号 

            令和６年９月１２日 

              午前１０時開議 

第１ 一般質問及び質疑 

――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した案件 

日程第１ 一般質問及び質疑 

――――――――――――――――――――― 

出席議員 ４１名 

 議長 嶋  幸一 副議長 井上 明夫 

    志村  学     御手洗吉生 

    桝田  貢     穴見 憲昭 

    岡野 涼子     中野 哲朗 

    宮成公一郎     首藤健二郎 

    清田 哲也     今吉 次郎 

    阿部 長夫     小川 克己 

    太田 正美     後藤慎太郎 

    森  誠一     大友 栄二 

    木付 親次     三浦 正臣 

    麻生 栄作     阿部 英仁 

    御手洗朋宏     福崎 智幸 

    吉村 尚久     若山 雅敏 

    成迫 健児     高橋  肇 

    木田  昇     二ノ宮健治 

    守永 信幸     原田 孝司 

    玉田 輝義     澤田 友広 

    吉村 哲彦     戸高 賢史 

    猿渡 久子     堤  栄三 

    末宗 秀雄     佐藤 之則 

    三浦 由紀 

欠席議員 ２名 

    古手川正治     元吉 俊博 

――――――――――――――――――――― 

出席した県側関係者 

 知事           佐藤樹一郎 

 副知事          尾野 賢治 

 副知事          桑田龍太郎 

 教育長          山田 雅文 

 代表監査委員       長谷尾雅通 

 総務部長         渡辺 淳一 

 企画振興部長       若林  拓 

 企業局長         高野 信一 

 病院局長         井上 敏郎 

 警察本部長        種田 英明 

 福祉保健部長       工藤 哲史 

 生活環境部長       島田  忠 

 商工観光労働部長     利光 秀方 

 農林水産部長       渕野  勇 

 土木建築部長       五ノ谷精一 

 会計管理者兼会計管理局長 馬場真由美 

 交通政策局長       嶋川 智尉 

 防災局長         首藤  圭 

 観光局長         渡辺 修武 

 人事委員会事務局長    倉原 浩一 

 労働委員会事務局長    一丸 淳司 

――――――――――――――――――――― 

午前１０時 開議 

井上副議長 おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

―――――→…←――――― 

井上副議長 本日の議事は、議事日程第４号に

より行います。 

―――――→…←――――― 

 日程第１ 一般質問及び質疑 

井上副議長 日程第１、第７６号議案から第１

０６号議案までを一括議題とし、これより一般

質問及び質疑に入ります。 

 発言の通告がありますので、順次これを許し

ます。高橋肇君。 

  〔高橋議員登壇〕（拍手） 

高橋議員 おはようございます。３０番、県民

クラブの高橋肇です。本日は、今年に入って２

回目の一般質問に立たせていただきました。県

民クラブの仲間の皆さん並びに本日傍聴にお見
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えの皆さんと、ネットで御覧になられている皆

さんに心より感謝します。 

 質問に入る前に、台風第１０号で被災された

皆さんに心より御見舞い申し上げます。高速道

路の臼杵－津久見間においては、いまだ通行が

できない状況ですが、一刻も早い復旧を願って

います。 

 では、質問に入ります。 

 まず、若い世代などへの子育て支援について

伺います。 

 本県では、２００９年度から子育て満足度日

本一の実現を目指して、地域や社会が子育てを

応援し、子育ての喜びを感じられる環境づくり

を進めています。この取組を通じて、親は産ん

でよかった、子どもは産まれてよかったと思え

る大分県にすれば、移住・定住とともに、一人

二人と子どもたちが増え、人口減少にも歯止め

がかかっていくのではないでしょうか。 

 しかし、今の支援策は子育てにかかる経済的

負担に対するものが主となり、子育てにおいて

特にお母さんたちが何に悩み、何に苦しんでい

るのかという点に十分に寄り添えていない現状

があるのではないかと考えます。 

 先般、大分県助産師会の会長さんたちとお会

いし様々なお話を伺ったところ、授乳がうまく

いかない、母乳のトラブルがあるが、誰に相談

してよいか分からない、夫は父親になるのに協

力的でない、誰に相談してよいか分からず悩ん

でいたなど、産後の授乳の悩みや父親との育児

に対する意識の違い、近くに悩みを相談する相

手もおらず、場所もないなどなど、お母さんた

ちの産後の育児の悩みがとても多いとのことで

した。いざ子育てに入ると、経済的な不安はも

とより、それ以上に精神的な不安や不満が強い

ことが分かり、産後ケアの大切さや重要性に気

付かされました。 

 助産所で働く助産師さんたちは、その悩みを

親身になって聞き、解決のため日夜尽力されて

います。しかしながら、助産所が開催する教室

などは、ほぼボランティアであると聞いていま

す。実際に助産師会の会長はこれでは生活が成

り立たないと言っていましたし、今の世代の若

い人たちが助産師になろうと思えないと言って

いると嘆いていました。助産所の次を担う若い

世代が少ない面もあり、一定の経済的余裕があ

る方でないと続けられないということです。 

 一方、今子育てに取り組んでいる皆さんは、

経済的なことはもちろんですが、さきほど述べ

たように、メンタル面での支援を大いに必要と

しています。そのため、助産師など子育てに対

し適切にアドバイスできる方を一人でも多く養

成し、もっと自由に活動できるようにするため

の支援こそが必要ではないかと考えます。その

ような安心して相談できる人たちが一人でも多

くそばにいれば、これから子育て期に入る若い

世代ももっと子どもを産もうと思うでしょうし、

子どもに対する虐待など悲惨な状況も避けられ

るケースが多くなるのではないでしょうか。 

 子育てもやはり人です。経済的な面はもちろ

んですが、助産所など病院以外の専門機関にも

もっと焦点を当てた取組など、産後ケアを中心

に子育てをメンタル面からしっかりとサポート

できる人材の育成や産後ケアの充実といった、

子育てしている方に寄り添った支援が今必要と

されていると考えます。 

 こうしたことを踏まえ、安心して生み育てら

れるよう、子育て支援にどのように取り組んで

いくのか、知事のお考えを伺います。 

 以下、対面席より質問します。 

  〔高橋議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

井上副議長 ただいまの高橋肇君の質問に対す

る答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 おはようございます。高橋肇議員の

子育て支援についての質問にお答えします。 

 全国的に少子化が進行する中、本県の出生数

は、平成２３年以降、毎年減少を続け、昨年は

６，２５９人と過去最少となりました。 

 こうした状況の中で、国では昨年末に、こど

も未来戦略を策定して、子育ての経済的支援の

強化や妊娠期からの切れ目ない支援として、児

童手当や産後ケア事業の充実を図ることなどが

明記されたところです。 

 本県においては、国に先駆けて平成１５年度
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から不妊治療費助成を開始し、令和４年度の保

険適用以降は、先進医療に特化した助成を行っ

ており、昨年度実績では２４１件となっていま

す。 

 また、昨年８月から開始した妊産婦健診等の

交通費支援は、この１年で２００人を超える方

々に広く利用いただいているところです。 

 こうした経済的支援に加え、産婦の心身の安

定を促し、育児の力を高める産後ケアは、子ど

もを安心して産み育てるための重要な支援の一

つと考えています。 

 本県の産後ケア事業では、産科等での宿泊型

の利用が昨年度約５００件、また、助産所での

利用が主体となっているデイサービス型の利用

は約９００件に上ります。 

 加えて、今年度から助産師が子育て世帯に出

向く訪問型サービスを１２市町村で開始し、現

時点で２７０件を超える利用をいただいており、

県助産師会からは、地域での活動の機会が広が

ったとの声も届いています。 

 今後も県と市町村とで連携して、産後ケアの

利用拡大に力を入れることとしており、担い手

の中核となる助産師の資質向上にもあわせて取

り組んでいきます。 

 また本県では、県医師会と協力しながら、産

科と小児科が連携して育児不安の解消を図るペ

リネイタル・ビジット事業を全国で唯一、県内

全域で実施しており、毎年７００人前後の妊産

婦の悩み解決につながっているところです。 

 今後とも、妊娠、出産、子育ての切れ目ない

支援の充実を図り、子育て満足度日本一を目指

して取り組んでいきます。 

井上副議長 高橋肇君。 

高橋議員 ありがとうございます。それだけ利

用者が多いということは、やはりいろいろとメ

ンタル面で困っているお母さん方が多いという

ことの裏返しでもあると思います。 

 やはり最初の子育てがうまくいけば、次の子

も産もうという話にもなりますし、逆に、最初

の子でつまずけば、また苦労するのは嫌だとい

うことで産むことを断念するということもある

と思います。 

 今日、資料をお配りしていますが、御覧にな

ってお分かりになると思うんですが、県内の助

産所があるところはかなりの偏りがあるんです

ね。大分市に偏っていることが分かると思いま

すが、特に豊後大野、竹田、国東等々、助産所

が一つもないという自治体もあります。そうい

うところは助産師を育成する施策を取っていく

必要があると私は思うんですが、そこら辺はい

かがでしょうか。 

井上副議長 工藤福祉保健部長。 

工藤福祉保健部長 助産所の地域偏在が多少あ

ることは認識しています。今、議員が御指摘さ

れた豊肥地域が少ないということも資料で確認

していますが、全体として、地域にどうこうと

いうのがなかなか難しい中ではあります。さき

ほど知事が答弁したように、今後、産後ケア事

業を拡大する中で、助産師の皆さん方にお力を

お借りしないといけないということがあります。

もろもろ研修制度とかを講じ、地域ごとの偏在

がなるべく少なくなるようにという気持ちでい

ますが、なかなかそこに住んでいただくという

ような地域的な制約をかけるわけにもいきませ

んので、その辺は助産師会の皆さん方とお話合

いをしながら、何とかどの地域でもというとこ

ろを目指していきたいと思っています。 

井上副議長 高橋肇君。 

高橋議員 ありがとうございます。是非助産師

会の皆さんとも綿密に連携を取って、今後、助

産師さんの報酬等も含めて支援をしっかりとし

ていっていただければと思います。よろしくお

願いします。 

 では次に、夜間中学の設置について伺います。 

 夜間中学については前回第２回の定例会で公

明党の澤田議員が質問され、山田教育長が総合

教育会議においても夜間中学が本県に必要であ

るとの結論に至ったと答弁されました。この答

弁を聞いて、大きな期待を抱いたのは私だけで

はないと思います。 

 かつて、適切な時期に十分な義務教育を受け

ることができなかった方々が成人後に文字や知

識を習得するための学び直しの場として、民間

の夜間中学校がありました。現在では、学校に
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行きたくても行けない、いわゆる不登校の子ど

もたちの居場所や学びの場としても、夜間中学

が利用されている実態もあります。 

 こうした中、昨年、本県でも夜間中学設置の

ため、県内６か所で模擬教室を行いました。お

おむね好評であったのではないかと思いますが、

その後、実施結果を総括した上での夜間中学校

設置に向けた検討状況が我々には伝わってきま

せん。 

 玖珠町の梶原教育長は、学びの多様化学校に

ついて、そこに溺れかけている子どもがいるの

に黙って見ているわけにはいかない、すぐに手

を差し伸べなければならないとして、短期間で

学校を設置しました。これに対して、早くてよ

かったとか性急過ぎるなど賛否は様々ですが、

その実行力は見習うところもあると思います。 

 不登校の子どもたちが増加している現在、表

に現れていなくても、待っている子どもや保護

者がいるかもしれません。九州でも、どの県に

も一校は設置する方向で今準備が進んでいると

聞いています。模擬教室の参加者の声からも一

定のニーズが確認できたとのことですので、県

教委はここで足踏みせず、早急に現在の検討状

況と今後のタイムスケジュールなど具体的な案

を示すべきだと思います。 

 そこで、模擬教室の実施結果の総括も踏まえ、

夜間中学の開校に向けての知事の見解を伺いま

す。 

井上副議長 佐藤知事。 

佐藤知事 夜間中学についてですが、国籍を問

わず義務教育の未修了者や、不登校等を経験し

学び直しを希望する方等、様々な事情を抱える

方への教育機会の提供は大変重要と認識してい

ます。 

 これまで、県教育委員会では、平成２８年の

教育機会確保法の成立を受けて、検討会議を設

置するとともに、アンケートの実施や日本語教

室等での聞き取りを行うなど、夜間中学の設置

に向けた検討を重ねてきました。 

 昨年度は、詳細ニーズを把握するため、６か

所で模擬教室を実施したところ、３１名が参加

され、学べなかった悔しさが今も残るや、不登

校等を経験した方にとっても大切な学校になる

といった声が寄せられたところです。 

 また、今年３月の総合教育会議でも、義務教

育を受けられなかった方のために夜間中学は必

要との意見が出され、夜間中学設置に向けて具

体的な検討を進めることを教育委員会と確認し

たところです。 

 この方針の下、教育委員会では今年度、教育

や福祉分野の関係者、在留外国人の支援者等で

構成する夜間中学設置支援委員会を立ち上げ、

有識者の方々の意見に基づき検討を進めている

ところです。 

 ７月の第１回支援委員会では、今年度４月に

開校した熊本県の夜間中学の校長から、学校の

取組や生徒の様子などを報告していただいた上

で、本県に必要な夜間中学の具体的な方向性に

ついて検討が行われました。義務教育未修了者

や増加する外国人にとって、夜間中学が必要な

学びの場となることや社会生活につながる第一

歩となること等を確認したと聞いています。 

 また、入学対象者が県内各地に分散している

と考えられますので、リモートによる模擬教室

を行い、夜間中学におけるオンライン講座の可

能性も検討されているところです。 

 今後とも、様々な事情で教育を受けられなか

った方の学びたい気持ちに応えるため、教育理

念や設置場所等について検討を重ね、令和８年

４月の開校を目指して準備を進めていきます。 

井上副議長 高橋肇君。 

高橋議員 ありがとうございます。夜間中学校

開校に向けてはいろんな課題とか問題点はある

と思いますが、今現在最も大きな課題だと認識

されていることはどんなことでしょうか。 

井上副議長 山田教育長。 

山田教育長 今回、検討にあたり、さきほど知

事から答弁したように、熊本県の今年４月に開

校した夜間中学の校長先生に現状を説明しても

らいました。熊本県のお話によると、設置する

上で一番問題となったのは入学対象者の検討で

あったということで、常設の夜間中学を設置す

る以上は、やはり毎年コンスタントに入学者が

いるという状況が望まれるわけですが、あくま
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でも希望者ということですので、その辺の見込

みが立てにくいという状況があります。 

 そういうことで、熊本県についても、開校後

も継続的に夜間中学の意義とか内容とかを情報

発信して、県民の学びを必要とする方に周知を

心がけているという話がありました。 

 そういったものをしっかりと、私どもも熊本

県の事例を参考にしながら、検討を進めていき

たいと考えています。 

井上副議長 高橋肇君。 

高橋議員 ありがとうございます。一応、夜間

中学校の開校を目指して取り組んでいくという

ことですが、ただ、令和８年４月というのはち

ょっと遅いなという気もしないではないんです

が、今６年で、７年、８年と、そこまで時間が

かかる理由は何なんですか。 

井上副議長 山田教育長。 

山田教育長 令和８年の開校を目指して準備し

たいということですが、その理由として、夜間

中学の特殊性というか、昼間の学校とは異なり、

教育課程も夜間中学用のものを作成しないとい

けない、あるいは施設とか設備の整備、備品の

購入、さらには、夜間中学の生徒は、高齢者と

か不登校で学校に十分行けなかった方とか様々

な生徒さんがいるので、そういった方々にきめ

細やかに対応できるような体制も整えないとい

けないと。さらには教員の確保も必要になると

いうこと。それと、さきほど言った入学生の確

保にあたっては、一人一人いろんな事情を抱え

ていますので、それぞれにきちんと丁寧に説明

していくことも必要になります。あとは、校歌

とか校章とか学校名とかそういった検討も含め

て、今、支援委員会を立ち上げて有識者の方々

に一緒に検討していただいているという状況で

す。 

 そういったもろもろの準備が山積しています

ので、頑張って令和８年４月を目指して努力し

ていきたいと思っています。 

井上副議長 高橋肇君。 

高橋議員 ありがとうございます。既に他県で

は夜間中学校が開始されているところもありま

すので、それぞれの課題、問題点から、こうい

うところを解決しなきゃいけないというのは見

れば分かると思います。もちろん、余り拙速に

し過ぎて不十分なものになっても困りますので、

そことのバランスを取りながら、ひとつ教育に

は力を入れたいという知事のお言葉もありまし

たので、是非、早期の開校を目指して取組をお

願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

 では次に、県民生活における安心の確保とい

うことで、先月、日出生台演習場で行われた日

米共同訓練のレゾリュート・ドラゴン２４につ

いて伺いますが、その前に、先月、８月１８日

早朝に日出生台の衛藤洋次さんがお亡くなりに

なられたことを御報告します。長きにわたり、

日出生台の自然と地域住民の生活を守る闘いを

先頭に立って進めてこられました。心より御冥

福をお祈りしたいと思います。 

 さて、日出生台日米共同訓練については、昨

日も共産党の堤議員が質問するなど、また私も

たびたび質問していますが、近年、実施回数が

増えています。私は、米海兵隊の実弾射撃訓練

と同じく整理縮小と将来的に廃止に向けて取り

組むべきと考えていますが、残念ながら防衛省

と米軍はそれとは正反対の姿勢であると感じざ

るを得ません。 

 昨年１１月２９日に屋久島の沖合で米空軍沖

縄横田基地所属のＣＶ－２２オスプレイの墜落

事故が発生したにもかかわらず、この訓練には

そのオスプレイが参加し、３日間運用されまし

た。 

 米軍機の夜間飛行については、緊急時を除い

て午後９時以降は飛行しないよう九州防衛局が

求めていたにもかかわらず、７月２４日にオス

プレイが午後９時から１０時に日出生台周辺を

旋回、演習場に離着陸したということです。 

 地域住民は事前説明会での話と違うと抗議し、

九州防衛局が米軍側に時間厳守を改めて要請、

その後、夜間の飛行は確認されなかったという

ことですが、前回まではオスプレイの運用日に

ついては、防衛局が前日までに県や地元自治体

に連絡していました。しかし今回は、米航空機

が飛来とだけ予定を説明し、どのような機体が

来るのかを明らかにしなかったそうです。 
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 墜落するかもしれないオスプレイが、詳しい

事前説明もなく、民家の上を勝手に飛行するな

ど、地域住民にとってこんなに怖いことはない

と思います。 

 沖縄では女性に対する性暴力事件があったに

もかかわらず、日米ともに沖縄県にその情報提

供をせず、長い間秘匿したままでした。米軍の

みならず防衛省においても、情報公開という面

では非常に消極的と言わざるを得ません。 

 このような状況であれば、もし地元で米軍に

関係した事件があったとしても、県民には知ら

されぬままになるのではないかという不安が拭

い切れません。地元の理解を得るためには情報

の公開が必要ではないでしょうか。 

 私は、米軍や防衛省に対し、情報公開がなく、

地元自治体や県民の十分な理解が得られないの

なら、訓練実施について反対の態度を表明する

といった県の強い姿勢を示すことも必要である

と考えています。 

 そこで、米軍や防衛省における日出生台の日

米共同訓練に対する情報の公開について、県の

見解を防災局長に伺います。 

井上副議長 首藤防災局長。 

首藤防災局長 訓練等に関する情報の開示につ

いては、早期かつ適切に行うよう九州防衛局に

繰り返し要請しており、提供された情報は、速

やかに県のホームページで公開するなどしてき

ました。 

 国の情報公開については、地元説明会の開催

や報道機関への訓練公開などにより訓練内容の

開示に努めてはいますが、一方で、不十分とす

る住民の声もあります。 

 県としては、地元住民の安全確保や不安解消

はもとより、訓練に対する理解を得るためにも、

適宜適切な情報開示は必要であると考えていま

す。 

 国に対しては、訓練を実施する際は、引き続

き丁寧な説明と必要な情報を提供するよう求め

ていきます。 

井上副議長 高橋肇君。 

高橋議員 ありがとうございます。答弁の内容

は十分理解できますが、防衛に対しては国の専

権事項であるということで、県としても弱腰と

いうか、それは仕方がないなというような部分

が、逆に米軍や国の情報公開に対する後ろ向き

な態度に関わってきているんではないかなと思

わざるを得ないところもあるんですね。 

 やはり県民の安心・安全を最優先に守るとい

うのが、県の自治体としての最高の責任だと思

うんですよ。そういう意味からすれば、さきほ

ど言ったように、きちっとした情報公開がされ

ないならうちには来てくれるなと、そういう訓

練には反対せざるを得ないというような強い態

度をはっきり示せないものなんでしょうか。そ

こら辺はどうなんでしょうか。 

井上副議長 首藤防災局長。 

首藤防災局長 日米共同訓練については自衛隊

が計画して実施するものですので、基本的に国

の判断の下、行われるものと考えています。 

 ただ、私どもも県民の安全と安心を守る立場

ですので、決定があったら直ちに九州防衛局に

行き、副知事から、他の３首長との連名で、情

報開示についても毎回毎回要請して、直接九州

防衛局長にお渡ししているところです。 

 引き続き、訓練があったらそのような対応を

して、しっかり情報開示を粘り強く求めていき

たいと思っています。 

井上副議長 高橋肇君。 

高橋議員 ありがとうございます。今現状、や

はり地域住民の方が納得できるような情報開示

が反映されていないのではないかなと思います。

地域住民の理解を得たいというのであれば、や

はり情報公開というのは最低限の条件だと思っ

ています。 

 今回、地方自治法が改定されて、国の指示権

が拡充される中にさらに不安感が高まっている

と思いますので、今後ともよろしくお願いしま

す。 

 それでは次に、公共交通の運賃の値上げにつ

いて伺います。 

 ＪＲ九州が来年４月１日から全体平均１５％

の運賃の値上げを行うための国土交通省への申

請を７月１９日に行ったという報道がありまし

た。物価の高騰や人件費の上昇、毎年発生する
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災害からの復旧費などがその原因だということ

です。申請が認可されれば、通勤定期は平均３

０％、通学定期も平均１６％の増となるようで

す。 

 これは、ＪＲを使って通学している高校生な

どにとっては影響が大きいのではないでしょう

か。家庭の経済的な負担が子どもたちの学習環

境へ大きな影を落とすことになりかねません。

特に通勤、通学の定期運賃は全体平均よりも値

上げ幅が大きくなっています。臼杵の高校に通

学する生徒たちもＪＲを利用する子が多く、今

後の値上げは家計に大きな負担となっていくの

ではないかと危惧しています。 

 あわせて、バス料金の値上げも相次いでいま

す。バス通学の臼杵の高校生も多く、また、全

県的に見ても多くの子どもたちに影響がありま

す。各バス会社は値上げの要因として、コロナ

禍による利用者の減少や燃料費の高騰、従業員

の賃上げなどを挙げ、安定した輸送サービス維

持のためとしています。 

 厳しい経営状況の中での苦渋の決断であろう

と思いますが、先のＪＲの値上げとともに、子

どもたちとその家庭に与える影響は大きいと思

います。もちろん、公共交通で働く皆さんの賃

上原資を確保するための価格転嫁という側面も

あり、値上げに全く反対というわけではありま

せんが、特に子どもたちや低所得者世帯など配

慮が必要な方々へは、県としてもしっかりと対

応する必要があるのではないかと考えます。 

 そこで、公共交通の運賃値上げに対する県民

への影響をどのように考えているか、また、子

どもたちを中心に配慮が必要な方々へ支援を行

う考えはないのか、県の見解を交通政策局長に

伺います。 

井上副議長 嶋川交通政策局長。 

嶋川交通政策局長 公共交通の運賃値上げにつ

いてですが、まずＪＲ九州では、御紹介あった

とおり、来年４月から、これは消費増税に伴う

運賃改定のケースを除くと、実に２９年ぶりと

なる運賃値上げがこれから行われる予定となっ

ています。 

 その理由として、コロナ禍を契機とする利用

客の減少、それから、電気料金や物価高騰によ

るコストの増加、老朽施設の更新、災害対策の

ほか、働き手の処遇や職場環境の改善といった

点を挙げられています。 

 また、県内のバス事業者においても同様の運

賃改定が行われているところです。 

 このため、利用者の方々にも一定の負担が生

じることにはなりますが、安定的な輸送サービ

スが今後も維持継続されていくためには、致し

方ない面もあろうかと考えています。 

 そうした中で、議員に御指摘いただいた通学

定期を利用する子どもたちに対しては、既に大

分県奨学会による無利子の奨学金制度があるほ

か、独自の通学支援制度を設けている市町村も

あります。 

 また、その他の配慮が必要な方への取組とし

て、例えばＪＲ九州では、今回の運賃改定の中

で、障がい者割引を拡充して、精神障がい者も

割引対象に加えるといったような改善策も示さ

れています。 

 県としても、市町村や交通事業者と連携して、

まずこれらの制度の周知とともに、その活用状

況を注視していきたいと考えています。 

井上副議長 高橋肇君。 

高橋議員 ありがとうございます。この問題は、

今後の公共交通機関の在り方の問題でもあると

思います。 

 現在ある公共交通機関をしっかりと守りなが

ら、かつ、特に子どもたち、それから経済的に

困窮されている方々の移動手段、あるいは高齢

者の方々、こういう方々の移動手段をどう確保

していくかということが重要な課題であろうと

思っています。 

 なかなかそのバランスを取るというのは難し

いところがありますが、県としての今後の力強

い前向きな取組を是非よろしくお願いしたいと

思います。 

 次に、新型コロナウイルスの感染症について

お尋ねします。 

 ５類に移行された新型コロナですが、この夏

は各地で感染者数が急増しました。本県でも注

意報レベルとなって、７月１５日から２１日の
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１定点医療機関当たりの平均感染者数が２４．

０２人と最も高くなりました。その後、７月２

９日から８月４日の間は１８．６６人と減った

ものの、全国で７番目という高い数値を示して

います。全国平均が１３．２９人という数値か

ら見ても、本県の感染者が多かったことが分か

ります。 

 今、夏休みが終わって学校が始まって、今後

は子どもたちを中心に感染が再び拡大すること

や、人が集まる学校、保育園、こども園や介護

施設などにおけるクラスターの発生も危惧され

ます。新型コロナが５類に移行されて以降、各

種の行事が復活して人混みに出る機会が多くな

る一方で、換気やマスクの着用、手洗いなど基

本的な感染対策がおろそかになっている現状も

あります。 

 また、感染しやすく、ワクチンの抗体に強い

新型コロナの変異株が出現するなど、感染が広

がりやすい状況も生じています。新型コロナは

季節による流行がないため、いつまた県内でも

大流行となるか予想もできません。 

 こうした中、５類へ移行したため高額な治療

薬や検査、ワクチン費用も患者個人が負担せね

ばならず、ためらう人も少なくないと聞いてい

ます。そのため、潜在的な感染者が多くなって

いる可能性もあるのではないでしょうか。他県

では、熱中症で救急搬送された患者が、コロナ

対応で大変なので入院を断られたというケース

や、高熱で受診した市民が医師からコロナの検

査を受けるかと問われ、自己負担が大きいため

に検査せず帰ったという事例もあるそうです。 

 新型コロナの後遺症は深刻なものがあり、風

邪とは異なる症状であることを考えても、必要

な検査や治療が受けられるよう、治療薬やＰＣ

Ｒ検査、抗原検査への補助、また、ワクチン接

種時への自己負担への支援といった経済的負担

の軽減策が必要ではないでしょうか。また、現

在の定点調査では、高齢者施設や学校、保育園

等におけるクラスターの発生状況などは把握で

きないと考えられることから、実態把握のため

の体制の充実も必要だと私は思います。 

 まだ大流行に至っていない今のうちに負担軽

減のための施策や調査体制の強化に向けた検査

が必要と考えますが、現状はどうなっているの

か大変気になっているところです。 

 そこで、検査やワクチン接種、治療に係る負

担軽減策や調査体制の充実に係る検討を含め、

今後のコロナ対策にどのように取り組んでいく

のか、福祉保健部長に伺います。 

井上副議長 工藤福祉保健部長。 

工藤福祉保健部長 新型コロナウイルス感染症

の公費支援については、急激な負担増にならな

いよう段階的な移行が行われ、本年３月末で終

了しています。 

 検査については、既に検査キットが広く普及

していますので、他の疾病との公平性を踏まえ、

昨年の５類移行をもって公費の支援を終了して

います。 

 また医療費についても、高額療養費の制度な

どの適用がありますので、他の疾病同様に、所

得に応じて一定額以上の自己負担が生じないこ

ととされています。 

 また、重症化リスクの高い高齢者などを対象

として、来月からワクチンの定期接種が開始さ

れることとなっており、国や市町村の助成によ

り、自己負担額はおおむね２千円程度となる見

通しです。 

 なお、本県では従来から、社会福祉施設等に

仮に感染者が発生した場合、国の定める基準よ

りも早い段階で保健所への報告を求めてきてお

り、迅速な感染対策を指導、助言できる体制と

しているところです。 

 加えて今年度は、そういった施設職員向けに

全６回、年間６回の感染対策研修という取組も

行っており、引き続き必要な対策の徹底を図っ

ていきます。 

井上副議長 高橋肇君。 

高橋議員 ありがとうございます。平均すると

検査料がおおむね２千円ぐらいのアップという

ことです。感染された方がなるべく負担を感じ

ることなく検査を受けられるように、また、治

療薬もかなり高額だと聞いていますので、そこ

ら辺の負担が今後も生じないようお願いしたい

と思います。さきほど言ったように、今後また、
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だんだんと秋になり寒くなってくると、学校に

おいて、インフルエンザもですが、またこうい

うコロナがはやる可能性は十分に考えられます

ので、そこら辺の対応もなるべく迅速に行える

ように、またよろしくお願いします。 

 これまでの経験を十分生かして、大きな流行

にならない対策を県としても今後十分取ってい

ただくことを切にお願いしたいと思います。 

 それでは最後に、臼杵津久見警察署の移転に

ついて伺います。 

 ８月８日の午後４時４２分頃、日向灘を震源

とするマグニチュード７．１の大きな地震が発

生し、県内でも震度４の揺れを観測した地域が

多くありました。気象庁からは南海トラフ地震

臨時情報が発表され、各地で巨大地震に備える

動きが広がるなど、お盆の列島に衝撃が走りま

した。臼杵市でも大きな揺れを感じましたが、

幸いにも市民の日常生活に大きな影響はありま

せんでした。 

 このように巨大地震の発生の恐怖を間近に感

じたこの夏、私は臼杵や津久見で津波が発生し

た際の対応について想像してみました。救助活

動については、その中核を担う臼杵市消防本部

が平成２５年に港近くから内地の高台へと移転

しており、災害救助に支障を来す心配はなくな

っています。他方、災害対策の司令塔となる臼

杵市役所と臼杵津久見警察署は依然として港近

くにそのまま残っているため、大津波の発生に

よる被害をまともに受け機能停止してしまうの

ではないかと心配しています。 

 市役所については、もしものときはその機能

の一部を内陸部の高台にある旧臼杵商業高校の

施設跡地に移転する準備ができていると聞いて

いますが、警察署の対応はどうなっているのか

気になります。 

 臼杵津久見警察署はその建物そのものも古く、

築５３年と聞いています。巨大地震等の大災害

が発生した場合には、治安の悪化防止や交通整

理、行方不明者の捜索等、警察署は多岐にわた

り重要な業務を担うことになります。 

 臼杵津久見警察署は臼杵市だけでなく津久見

市も管轄に入り、旧野津町まで含めれば広い地

域の治安維持に取り組まなければなりません。

そのためには、誰が見てもここなら大丈夫とい

う場所への移転が必要です。地域住民の安心の

ためにも、臼杵津久見警察署の今後の移転計画

はどうなっているのか、また、計画自体まだ白

紙とすればなぜなのか、あるいは計画が進んで

いるのなら、どの程度の進捗状況なのかなどに

ついてお示しいただきたいと考えます。 

 そこで、臼杵津久見警察署の移転について、

県警本部の見解を本部長に伺います。 

井上副議長 種田警察本部長。 

種田警察本部長 臼杵津久見警察署についてお

答えします。 

 議員御指摘のとおり、臼杵津久見警察署は、

南海トラフを震源とする巨大地震が発生した場

合、津波浸水被害の恐れのあるエリアに立地し

ています。 

 このため、県警察では、災害発生時に備え、

海抜４０メートルに位置する県立臼杵支援学校

を警察署代替施設として設定し、移転訓練を実

施するなど対策を進めているところです。 

 一方で、警察署は、災害時の治安維持や救助

活動等を担う防災拠点として、その機能を十分

維持できるものでなければならないと考えてい

ます。また、平時においても、迅速かつ的確な

初動警察活動の確保が求められるものです。 

 これまでのところ、臼杵津久見警察署の移転

や建て替えについての具体的な計画はないもの

の、こうした課題等を踏まえながら検討を行う

必要があると考えているところです。 

井上副議長 高橋肇君。 

高橋議員 ありがとうございます。私は自分の

事務所が警察署のすぐそばにあるものですから

時々行ったりするんですが、本当に建物自体は

かなり傷んでいるというか、古いなと思うんで

すが、今聞くと移転の計画は全く検討されてい

ないようなんですが、その理由は何なんでしょ

うか。 

井上副議長 種田警察本部長。 

種田警察本部長 具体的な計画はまだないとこ

ろではありますが、今の施設は議員が言われる

とおり非常に老朽化しているものですし、また
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浸水被害の恐れがあるところですので、移転や

建て替えについて考えていく必要があると考え

ているところです。 

井上副議長 高橋肇君。 

高橋議員 移転の場合はどこに動かすかという

場所等の問題とか、利便性の問題とか、いろい

ろ課題があると思うので、おいそれと、では、

あっちに行きましょう、こっち行きましょうと

いうことはできないと思いますが、何せ建物が

古いので、改築するなら安全な場所に移転する

のがいいと思います。やはり治安の問題もあり

ますし、そういう意味では臼杵市民の重要な安

心・安全の場でもありますので、今後いろいろ

とまた課題があると思いますが、御検討のほど

よろしくお願いしたいと思います。 

 これで質問を終わります。ありがとうござい

ました。（拍手） 

井上副議長 以上で高橋肇君の質問及び答弁は

終わりました。中野哲朗君。 

  〔中野議員登壇〕（拍手） 

中野議員 皆様こんにちは。自由民主党の中野

哲朗です。貴重な発言の機会を与えていただい

た会派の先輩議員、同僚議員の皆様に感謝しま

す。また、傍聴席には、今回も地元日田市から

応援団が来てくださいました。ありがとうござ

います。 

 まずは、ＴＳＭＣの進出で活気付くお隣熊本

県の活力を本県につなぐべく、県西北部地域の

広域道路ネットワークの整備について質問しま

す。佐藤知事、執行部の皆さん、よろしくお願

いします。 

 県の北部と西部をつなぐ高規格道路中津日田

道路は、本年３月に青の洞門・羅漢寺インター

チェンジと田口インターチェンジの間、５．３

キロメートルが開通したことにより、供用済延

長が５０％を超えました。活力ある地域づくり

への大きな貢献が期待されていること、また、

大規模災害の発生時には国道２１２号の代替を

果たす命をつなぐ道として、大きな役割を果た

していることは皆様御承知のとおりです。 

 日田市側では、令和２年１０月に日田山国道

路の着工式が執り行われ、令和４年１１月から

１号トンネル避難抗の掘削を開始したところで

すが、昨年４月２５日に突発湧水が発生し、現

場から約２キロメートル離れた日田市伏木町で

は、地域住民が生活用水として使用する井戸の

水位低下により、２度にわたり工事が中断され

ました。現在も日田土木事務所を中心に対応が

続いていますが、県の対応に一定の誠意を感じ

たとする地域住民との間で合意が成立し、先月

工事再開ができたとの報告を受けました。今後

は地域住民の苦渋の決断にしっかりと応えつつ、

地域の不安の払拭に努め、中津日田道路の一日

も早い完成を目指すべきだと考えます。 

 一方、平成１０年の大分県広域道路整備基本

計画の見直し、また、令和３年の大分県新広域

道路交通計画でも構想路線に位置付けられた日

田阿蘇道路については、私は中津日田道路の延

長線上と考えています。地元の皆様も日田から

熊本県へとつながる路線として道路の強靱化に

加え、国道２１２号のダブルネットワーク化に

よる災害に強い道路ネットワークの整備を喫緊

の課題と捉えており、具体化に向けた検討着手

の要望が今年も国道２１２号改修促進期成会か

ら県に届けられています。 

 また、本県では、距離的に近い熊本県菊陽町

への世界的な半導体メーカーＴＳＭＣの進出を

好機と捉え、関連企業に対するアプローチの一

層の強化や地場企業の取引拡大など、その波及

効果を高める取組が進められています。昨年の

第３回定例会における私からの質問においても、

必要性はもとより、周辺環境への影響など多く

の課題も踏まえ、長期的な視点で検討を重ねる

との答弁いただいたところですが、今こそ県内

での機運を醸成し、日田阿蘇道路を命をつなぐ

道とともに、産業の道、活力の道として、路線

の機能、地域活性化への効果等を検討し次のス

テップを目指すべきだと考えます。 

 いずれにしても、産業面を中心とした熊本県

の活力を本県に引き込むためには、接続する中

津日田道路を介し、中津港方面へ面的につなげ

るなど県境を越えた活性化に広い視野を持って

戦略的に取り組んでいくことが大切です。その

点で、中津日田道路の早期完成と合わせて、今



第３回 大分県議会定例会会議録 第４号 

- 95 - 

後は日田阿蘇道路の整備などによる熊本県との

道路アクセスのさらなる向上を図っていく必要

があると私は考えています。 

 こうしたことを踏まえ、中津日田道路の整備

の進捗状況と今後の見通し、地元期成会からの

要望を受けた日田阿蘇道路の整備も含め、県北

西部地域の広域道路ネットワーク整備にどのよ

うに取り組んでいくのか、知事に伺います。 

 以下は対面席から質問します。 

  〔中野議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

井上副議長 ただいまの中野哲朗君の質問に対

する答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 中野哲朗議員の県北西部地域の広域

道路ネットワーク整備についての御質問にお答

えします。 

 県北西部地域の経済を支える自動車関連や木

材、観光などの産業を発展させていくためには、

人や物の流れを活性化する広域道路ネットワー

クの整備が大変重要です。九州北部の循環型ネ

ットワークを形成する中津日田道路では、現在

三つの区間で事業を進めています。 

 まず、国が整備している三光本耶馬渓道路に

ついては、今年３月に田口インターチェンジか

ら青の洞門・羅漢寺インターチェンジまでが開

通して、耶馬溪地域から中津港方面へのアクセ

ス時間が約１０分短縮されるなど、その効果が

発現しています。続く青の洞門・羅漢寺インタ

ーチェンジから本耶馬渓インターチェンジ間に

ついては、本耶馬渓インターチェンジ周辺の橋

梁工事が本格化しており、着実に進捗が図られ

ています。今後もしっかりと国に要望していき

ます。 

 次に、県が整備している二つの区間のうち、

日田山国道路では、令和４年度から１号トンネ

ル避難抗の掘削に着手し、本抗の工事も年内の

掘削開始を目標に準備を進めています。 

 １号トンネル避難抗では、日田側の工区で掘

削中に突発的な湧水が発生しました。周辺井戸

の水位低下などが確認されたため工事を一時中

断していましたが、地元の皆様の御理解をいた

だき、先月２０日から再開することができまし

た。今後も地元の声を聞きながら丁寧に工事を

進めていきます。 

 また、令和３年度に事業化した耶馬溪山国道

路では、現在、調査・設計を進めており、今後

も事業進捗に努めていきます。 

 一方、日田－阿蘇間を結ぶ新たな道路につい

ては、将来において重要な役割を担う可能性が

ありますが、その具体化には、必要性や効果、

周辺環境への影響など多くの課題があるため、

長期的な視点で検討を重ねるということにして

います。 

 今後も県北西部地域の要となる中津日田道路

の整備を重点的に進め、広域道路ネットワーク

の充実に取り組んでいきます。 

井上副議長 中野哲朗君。 

中野議員 知事から大変丁寧な答弁をいただき

ました。新しい長期総合計画案の中で高規格道

路の整備については、企業立地、産業集積、観

光誘客、移住・定住を呼び込む好循環、あるい

は強靱な国土づくりの推進、人や物の流れの活

性化などの表現があり、県の強い思いを感じて

いるところです。 

 中津日田道路については、引き続き期成会、

女性の会、若者会との連携を図るとともに、事

業を進捗する上で、さきほど知事からも御答弁

いただいたように、これまで同様に地元への丁

寧な対応、説明をお願いしたいと思います。 

 また、日田阿蘇道路については、構想路線の

指定当時とは比べ物にならないほど必要性が高

まっていると考えます。地元期成会からの具体

的な検討着手の要望は４年連続で上がっており、

機運の醸成にしっかりと取り組む必要があると

思っています。こちらについてもよろしくお願

いします。 

 次に、国道３８６号三郎丸橋の復旧について

質問します。 

 国道３８６号は、日田市小ヶ瀬町交差点を起

点に福岡県筑紫野市に至る幹線道路であり、広

域性が高く、福岡方面から日田市に入る交通量

の多い大動脈です。 

 この路線に架かる日田市大字友田の三郎丸橋

の橋脚の基礎部が本年６月３０日からの大雨に
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より洗掘され、７月２日午後２時頃、橋脚が傾

倒する事態が発生しました。発災直後から国土

交通省と大分県におかれては、二次災害の防止、

復旧のための対策等に昼夜分かたぬ御尽力をい

ただいたことに、地元住民の一人として深く感

謝します。しかしながら、現在もなお三郎丸橋

は通行不能の状態が続いています。７月１９日

には日田市長と市議会議長が佐藤知事を訪ね、

４項目に及ぶ支援等の要望書も提出されたとこ

ろです。 

 発災から既に２か月が経過し、橋脚の補強や

橋に添架された日田市の上下水道管の移設工事

は始まったものの、もし橋が崩落し、河川がせ

き止められれば、浸水等の深刻な被害が想定さ

れます。日田市の経済や住民生活に欠かせない

道路であることから、一日も早い復旧が必要で

あることは言うまでもありません。加えて、復

旧には数年を要するとの見込みが示されており、

その間、利用されることとなる迂回路には、道

幅の狭い区間や通学路と重なる区間もあります。

利用者に対する安全対策や道路改良など市の取

組に対する支援もお願いしたいと思います。 

 こうしたことを踏まえ、国道３８６号三郎丸

橋の復旧について、本路線の管理者である県と

してどのように取り組むのか、土木建築部長に

伺います。 

井上副議長 五ノ谷土木建築部長。 

五ノ谷土木建築部長 この度の被災で三郎丸橋

が通行止めとなり、多くの皆様に大変御迷惑お

かけしています。まずは、通学路でもある市道

が迂回路となり交通量が増大していることから、

県では迂回路の一部狭くなっている区間の用水

路の蓋がけやガードレールの設置などにより、

安全な歩行空間の確保に努めたところです。 

 また、応急対策として橋梁がこれ以上傾かな

いよう、橋脚基礎の周囲に袋詰めの石を設置し

た後、コンクリートによる補強も行い、これま

で変状は確認されていません。 

 橋梁に添架されている上下水道管についても、

日田市が既に仮移設に着手しており、１０月中

旬までに完了する見込みです。 

 こうした仮設工事に加えて、通学や買物など

日常の不便さを考慮し、県では橋梁の上流に仮

設歩道橋の設置を計画しており、来年２月の完

成を目指していきます。 

 三郎丸橋の本復旧については、現在、１０月

末の災害査定に向け、地質調査や国との協議を

行いながら橋梁設計を進めています。 

 なお、その復旧工法については、原形復旧で

はなく、橋長を伸ばすなどの改良復旧にて架け

替えを行う予定です。今後とも国や市との緊密

な連携の下、スピード感を持って一日も早い復

旧に取り組んでいきます。 

井上副議長 中野哲朗君。 

中野議員 今、土木建築部長から御答弁いただ

いたように、先日、仮設歩道橋の設置のお知ら

せいただいたところです。また、さきほどの答

弁では、原形復旧ではなく、いわゆる改良復旧

の方向性が示されたところでもあります。日田

土木事務所をはじめ、県の一連の対応について

は、日田市の関係者からたくさんの感謝の言葉

が届いていますので、この場を借りてお伝えし

たいと思います。 

 そして、通行止めの影響をもろに受ける沿線

の事業所を訪ねてお話を聞くと、通行量の減少

による現在の直接的な影響だけではなくて、今

後通行止めが長期化した場合に考えられる影響

についての不安の声も耳にしたところです。一

日も早い復旧に向けて、引き続き県の温かい御

支援と力強い御協力を重ねてお願いします。 

 次に、国道２１２号の大山地区の整備につい

て質問します。 

 国道２１２号は、中津市の豊陽交差点を起点

に日田市を経由し、熊本県阿蘇市を結ぶ幹線道

路であり、沿線地域の産業経済の発展と地域住

民の生活や福祉を支える重要路線です。 

 本路線では、日田市大山町野瀬部から鎌手の

間の響峠バイパスが令和３年３月に供用開始さ

れたことで、安全性の確保と所要時間の短縮が

図られ、津江地域の皆様にも大変喜ばれていま

す。そして、今年度、大山地区周辺の県事業と

して、上津江地区の国道３８７号豆生野拡幅に

４億５千万円、中津江地区の県道６４７号栃野

西大山線に６億７千万円を予算措置していただ



第３回 大分県議会定例会会議録 第４号 

- 97 - 

いています。また、日田市内においても、週末

や朝夕の交通混雑の解消などを目的とする４車

線化事業、いわゆる日田拡幅が進んでおり、４

億円が計上されています。地元としては非常に

ありがたい事業であり、厚くお礼を申し上げま

す。 

 前の質問で、中津日田道路の次なる展開とし

て日田阿蘇道路を取り上げましたが、構想路線

の実現には時間を要すると考えます。その間に、

現在工事が進んでいる各種事業の効果をより高

めるためには、日田市から要望があがっている

抜本的な交通安全対策や改良工事の促進を図る

ことも重要であり、大山地区内の具体的な整備

を進める必要があると考えます。 

 こうしたことを踏まえ、国道２１２号の大山

地区の整備に対して県としてどのように取り組

むのか、土木建築部長に伺います。 

井上副議長 五ノ谷土木建築部長。 

五ノ谷土木建築部長 国道２１２号は、県北及

び日田地域と阿蘇地域を結び、観光や産業など

の社会経済活動を支える幹線道路であるととも

に、緊急輸送道路としても重要な路線と認識し

ています。県では、本路線の整備に精力的に取

り組んでおり、線形不良箇所や歩道整備が必要

な区間をはじめ、法面対策や橋梁の耐震化など

順次整備を進めています。 

 議員御質問の日田市大山地区については、昨

年度から清流下釣工区において道路改良事業に

着手し、今年度は道路設計を行うとともに地区

説明会を開催し、地元の御意見を丁寧に伺いな

がら事業を進めています。 

 また、道路防災面でも西大山地区と出口地区

において落石防護柵設置などによる災害防除工

事、金掘橋では耐震化工事を実施しています。

さらに、大山地区の中川原地区から野瀬部地区

間については、日田市からも歩道整備の要望を

いただいており、早期着手に向けて準備を進め

ているところです。 

 今後も地元の皆様に御協力をお願いしながら、

交通安全・道路防災の両面から大山地区での道

路整備を進めていきます。 

井上副議長 中野哲朗君。 

中野議員 脆弱な国道２１２号は熊本地震でも

長期の通行止めとなり、松原ダムから鎌手の間

の改良を求める声は根強いものがあります。さ

きほど部長から答弁いただいたように、地元か

らも安全確保のための要望が県に提出されてい

ますので、早期の事業着手に向けた検討をしっ

かりと重ねていただきますようにお願いします。 

 では次は、地域医療について議論したいと思

います。 

 まず、医療従事者の働き方改革について質問

します。 

 昨年５月に新型コロナウイルス感染症が５類

に移行され、県民生活は平常を取り戻した感が

ありますが、医療現場では引き続き感染対策に

予断を許さない日々が続いています。今夏のよ

うな感染拡大の局面においても、医療提供体制

を維持できているのは、医師をはじめ医療従事

者の高い使命感と献身的な働きによるものであ

り、県民の生命と健康を守る姿勢には頭が下が

る思いです。 

 全ての労働者の長時間労働の是正が進められ

ていく中、たびたび問題視されてきた医師の苛

酷な長時間労働に関して、働き方改革関連法に

基づき５年間猶予されていた医師の時間外労働

規制が今年４月から開始されました。 

 この規制において医師の時間外・休日労働時

間の上限は原則年９６０時間となっていますが、

救急など地域医療に不可欠な病院は、知事の指

定を受ければ年１，８６０時間までに緩和され

ます。しかし、この特例も令和１７年度末を目

途に解消を目指すものであり、医療現場におい

ては、これまでの働き方を見直しつつ、医療の

安全と質も確保するという厳しい課題への対応

が求められています。 

 医師の時間外労働の規制開始により懸念され

ることは、地域医療への影響です。地域の中核

病院の中には人材確保に苦労している機関もあ

り、限られた人員で医療提供体制を維持してい

るのが現状だと思います。特に労働時間が長く

なりやすい救急医療の分野においては、休日・

夜間の医療提供が難しくなる可能性もあります。 

 医師不足の地域では、これまでの医療体制の
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維持が難しくなり、診療科の閉鎖や縮小、医師

偏在の拡大など、県民生活にも大きな影響が出

るのではないかと危惧しています。 

 また、適切な医療提供体制を維持していくた

めには、さらなる人材確保が求められています。

しかし、県内の医師養成の中核を担う大学病院

では、救急などの高度医療と医学教育の両立に

より勤務時間が長くなっており、医師養成のた

めの勤務環境の改善も必要です。 

 こうした課題に対応するため、県では医師の

確保はもとより、他職種へのタスクシフトやＩ

ＣＴ機器等を活用した業務改善への支援を行っ

てきており、引き続き県民が安心して生活でき

るよう、安全と質を確保しつつ、医師のみなら

ず看護師を含む医療従事者の働き方改革にも一

層取り組む必要があると考えます。そうした中、

今定例会に提案された補正予算案に医療機関・

医師等支援事業が計上されており、その効果に

大変期待しているところです。 

 そこで、医療従事者の働き方改革について、

県内医療機関における現状をどのように認識し、

今後どのような対策を講じていくのか、知事の

考えを伺います。 

井上副議長 佐藤知事。 

佐藤知事 医療従事者の働き方改革についてで

す。 

 災害医療をはじめ、救急医療や新興感染症対

応など、県民に適時適切な医療を提供できる体

制は、医療従事者の献身的な使命感に支えられ

ている面も大きいところです。 

 いよいよこの４月から医師の時間外労働の規

制が始まったことから、健康管理はもとより、

医療の質と安全を確保する上で、働き方改革が

ますます重要となっています。 

 これまで県では、医師の確保対策や救急病院

の体制整備への支援に加え、働き方改革に向け

た相談対応や認証制度の創設など、規制開始に

備えた対策を講じてきました。また、今年度当

初からは、救急対応が多い病院を順次訪問して、

働き方改革の取組や救急受入れなど現状の確認

を行っています。現時点では、いずれの病院も

労働時間短縮の工夫により救急対応を断る事態

は幸い生じていませんが、引き続き現状把握に

努めていきます。その上で、医療従事者の働き

方改革をさらに進めるために、次の２点に力を

入れていきます。 

 １点目は、タスクシフトの推進です。医師の

事前の包括指示に基づき一定の診療補助業務を

行う特定行為看護師の養成や、病院薬剤師や診

療放射線技師など他職種への業務の移管を促進

して、医師が治療に専念できる環境を整えてい

きます。 

 ２点目は、ＤＸの推進です。患者データの自

動入力やベッドの見守りセンサーなど、ＩＣＴ

機器の活用により業務全体の効率化や看護師等

の負担軽減を図ります。加えて、医師養成の拠

点となる大学病院に対しては、労働時間を短縮

しながら高度医療の提供と医学教育の充実を両

立できる環境づくりを支援します。 

 こうした施策を講じるために、今回補正予算

案では、医療機関が行うタスクシフトに必要な

人材を確保するための経費等を計上していると

ころです。 

 将来にわたって県民に安全で質の高い医療サ

ービスを提供できるように、医療従事者の働き

方改革にしっかりと取り組んでいきたいと考え

ています。 

井上副議長 中野哲朗君。 

中野議員 ありがとうございました。私は以前、

日田市議会で、中核的な病院に対する支援につ

いて市と議論した経緯がありますが、今回、働

き方改革という観点から、県が地域中核病院へ

の支援を予算措置したことにまずお礼を申し上

げます。対象となる医療機関には、この趣旨を

しっかりと踏まえて、医師の負担軽減に向けた

対策を取っていただきたいと思います。そして、

働き方改革を進めるにしても、地域の医師が不

足している状況は見逃すことができませんし、

偏在化についても非常に危惧しているところで

す。 

 そこで、医師の確保及び地域偏在、診療科偏

在への対応について質問します。 

 本年３月、第８次大分県医療計画が策定され

ました。１３章から構成される本計画では、そ
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の第７章で、厚生労働省が定める医師確保計画

策定ガイドラインに基づき、医師確保の方針や

施策等が定められています。そこに示された本

県の医師偏在指標は、県全体としては全国の２

５５．６を上回る全国２０位の２５９．７であ

り、医師多数県、医師少数県のいずれにも該当

しませんが、全国に３３０ある二次医療圏に目

を向けると、東部、中部が医師多数区域、南部、

豊肥、北部がどちらでもない区域、西部のみが

県内唯一の医師少数区域となっており、地域偏

在が表れていると言えます。 

 あわせて、診療科による医師の偏在も深刻な

課題です。医療計画でも指摘されているように、

産科医師や小児科医師の確保は、政策医療の観

点からも特に必要性が高いと考えられます。 

 県では、地域中核病院や特定診療科で専門研

修を行う医師に対して研修資金を貸与するなど、

地域医療を担う医師の確保と地域偏在や診療科

偏在を解消するための施策を行っていますが、

地域中核病院の医師不足の状況も深刻であり、

地域医療を守るための医師の確保は不可欠です。

加えて、高齢化等により地域医療において重要

性が高まっている救急医について、令和９年度

までに各救急医療圏に救急医を２名以上配置す

ることを目標に、医師研修資金貸与制度の対象

診療科に救急科を加え、急ぎ養成していると聞

いていますが、その進捗や今後の動向も気にな

るところです。 

 こうしたことを踏まえ、医療提供体制の要と

言える医師の確保及び地域偏在、診療科偏在へ

の対応にどのように取り組んでいくのか、福祉

保健部長に伺います。 

井上副議長 工藤福祉保健部長。 

工藤福祉保健部長 県では、医師確保対策の柱

として、大分大学医学部の地域枠や自治医科大

学の卒業生を地域医療を担う医師として配置し

ています。今年度は６１名が各地域で診療に当

たっており、今後この数は年々増加し、７０名

程度を安定的に確保できる見通しとなっていま

す。 

 また、診療科偏在への対応としては、さきほ

ど御紹介いただきました研修資金の貸与制度等

を活用して県内定着を図り、現在、産科医３９

名、小児科医は４９名の県内確保につながって

います。また、令和４年度から研修資金の対象

に加えて養成した救急医２名を佐伯市と中津市

の救急病院に現在配置したところであって、引

き続きその養成に努めていくこととしています。 

 さらに地域枠制度においては、従来のプログ

ラムに加えて、今年度から産婦人科、小児科、

救急科等の専門コースを設け、不足する診療科

医師の確保を図っています。 

 なお、毎年夏休みに開催している臨床研修病

院の見学ツアーには、今年は県外から医師を目

指す若い方々、過去最多の１５名が参加したと

ころであり、今後の県内での医師確保にしっか

りつなげていきたいと考えています。 

 引き続き、大分大学医学部や市町村、地域中

核病院など関係機関と連携を図り、医師の確保

と偏在是正に努めていきます。 

井上副議長 中野哲朗君。 

中野議員 今、県が行っている施策の大枠につ

いて答弁いただきましたが、西部医療圏につい

て一つ伺いたいと思います。 

 日田市内では分娩が可能な産婦人科が３か所

ありましたが、本年４月以降、２か所が分娩の

受付を停止しています。また、小児科の休日夜

間の診療体制の充実には、保護者からの強い希

望があります。そして、西部医療圏の中核病院

であり、へき地、救急、災害、がん診療などの

採算性の確保が困難な、いわゆる不採算部門を

一手に担っている済生会日田病院では、９月末

をもって放射線治療装置の稼働が停止されるそ

うですし、婦人科医師の不足は深刻だと聞いて

います。 

 あわせて、麻酔科医師の深刻な不足により、

定期的な手術が滞り、時間外の対応も難しいた

め、救急医療体制が非常に脆弱であり、西部医

療圏の二次救急医療機関として成り立たない事

態が想定されることに私は強い危機感を持って

います。 

 県当局が済生会日田病院や地元医師会としっ

かり連携を図っていることは存じていますし、

一方で、日田市の過疎地域持続的発展計画には、
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中核病院と連携を図りつつ、医師不足解消に向

けた対策について検討との項目があるように、

医師確保には市町村も重要な役割を果たすので

はないかと考えています。さきほど部長の答弁

の中にも市町村との連携というお言葉がありま

したが、この点について福祉保健部長の見解を

伺います。 

井上副議長 工藤福祉保健部長。 

工藤福祉保健部長 地域医療を支える医師の確

保ですが、県の努力は当然ですが、おのおのの

地域特性を掌握されている市町村の工夫や取組

も大きく影響してくるのかなと思っています。 

 例えば県内では、臼杵市、あるいは国東市に

おかれては県の制度とは別に、市独自の医学生

への奨学金の制度を設けて一定の効果を上げて

いるという事例もありますし、大分大学から地

域の病院へ、数が少ないと言われている産婦人

科や小児科の医師の派遣を、県も出しますが、

市も共同負担で、別枠で確保して地域を支えて

いるという中津市、国東市、杵築市などの例も

あります。 

 日田市との関係でいうと、西部地域限定の県

内３機目のドクターヘリを福岡県にお願いして

県と地元市町の共同負担で運航していますし、

市が運営している高塚の日田市立東渓診療所、

医師不足があるということでしたので、今年度

は県からの医師の派遣を行って補っています。 

 また、さきほどの知事答弁にありましたが、

今回の補正予算で、済生会日田病院への支援も

行おうというところですが、なお足りないとこ

ろがあるということですと、例えば、こども医

療費の４月からの高校生への早期対象拡大、こ

ういったものも含めて日田市の施策である程度

補っていただき、市と一緒になって日田市民に

とって大切な医療提供体制をしっかり守ってい

きたいと思っています。 

井上副議長 中野哲朗君。 

中野議員 日田市への支援に対しても心から感

謝しているところですし、また、臼杵、国東、

中津、杵築といった県内各市においても独自の

取組があるということを改めて認識したところ

です。 

 そして、これは要望ですが、地元日田市を含

めた地元医師会、済生会日田病院と県の４者で、

西部医療圏の諸問題について意見交換ができれ

ばいいということをいつも考えているところで

す。これについてはまた改めて相談させていた

だければと思いますので、どうぞ部長よろしく

お願いします。 

 では続いて、本県の医療を語る上で欠かすこ

とのできない大分県立病院の経営について質問

します。 

 大分県立病院の歴史は古く、明治１３年３月

に大分市高砂町において大分県病院兼医学校と

して病床数３０床で病院業務を開始したことに

始まります。１５０年近い歴史の中で、財政上

の理由により閉鎖され、一時的に一般病院とし

て経営が行われたほか、空襲による焼失など幾

多の苦難もありましたが、県民の強いニーズに

より運営が続けられてきました。 

 近年においても、国の総医療費抑制策による

社会保険制度の見直しや診療報酬の改定、さら

に医師の新臨床研修制度の導入を契機とした医

師確保困難など、病院運営をめぐる環境の変化

は大きく、また早く、厳しい経営状況が続いて

いました。こうした中、平成１８年４月の地方

公営企業法の全部適用を機に、中期事業計画を

策定し、今日に至るまで様々な病院改革が実行

されています。 

 診療機能面については、特に周産期、小児、

がん、救急、循環器などの高度・専門医療や急

性期医療の重点化を図るとともに、感染症、災

害、精神といった政策医療の取組を進めてきま

した。あわせて、地域の医療機関との連携をよ

り充実し、県民医療の基幹病院としての役割を

果たしています。特にコロナ禍においては、中

等症、重症患者のほか、精神疾患や妊産婦など

配慮が必要な感染患者の受入れにも対応するな

ど、本県の新型コロナ対策の中核を担ったこと

は多くの県民の印象に残っています。 

 このように、本県医療において重要な役割を

担っている大分県立病院ですが、昨年度決算で

は６億円以上の赤字となっています。コロナ禍

を経ての受診行動の変化等、やむを得ない事情
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によるものとは考えますが、県民医療の基幹病

院としての使命を果たすためにも、より一層安

定した経営を行っていくことが求められます。 

 県における公立・公的病院における医療提供

体制を確保していくための支援策については、

一昨日、我が会派の志村議員の代表質問への答

弁がありましたが、安定経営に向けた根本的な

対策としては、やはり大分県立病院自らが事業

体としての経営マインドをしっかりと発揮して、

収支均衡に努めていくことが重要であると考え

ます。 

 そこで、安心・安全で良質な医療を提供する

ため、大分県立病院の安定的な経営にどのよう

に取り組んでいくのか、病院局長に伺います。 

井上副議長 井上病院局長。 

井上病院局長 大分県立病院の経営についてお

答えします。 

 県立病院は県民医療の基幹病院として、診療

機能の強化に取り組むとともに、良質な医療を

継続して提供できるよう、経営基盤を強化して

きたところです。その結果、平成１９年度には

単年度収支を黒字化し、安定的な病院経営を実

現してきました。しかしながら、新型コロナウ

イルス感染症によって全国的に患者が受診を控

える傾向が続いたことに加えて、コロナ関係補

助金の廃止や賃金上昇、物価高騰などの影響も

あり、令和５年度には赤字決算となってしまい

ました。そのため、本年度は経営改善に向けた

取組の一層の強化を図っているところです。 

 収入の確保に向けては、コロナ禍で減少した

中等症患者の掘り起こしに向けた地域の医療機

関への訪問強化や健康診断要精密患者の積極的

な受入れなどに取り組んでいるところです。歳

出の削減に向けても、診療材料や薬品等を調達

する際、民間事業のノウハウを活用するなど、

業務の見直しを進めているところです。 

 病院経営を取り巻く環境は依然厳しいですが、

地方公営企業法全部適用を機に培った経営改善

の実績を踏まえて、収支均衡に向けて努力して

いきます。 

井上副議長 中野哲朗君。 

中野議員 県立病院については３月の予算特別

委員会でも言いましたが、県内の医療ネットワ

ークの要としての役割を果たしており、医療計

画においてもその果たす役割の大きさが分かっ

ています。物価高騰や医師の働き方改革などの

影響もあるかと思いますが、県民に寄り添った

医療の提供に引き続き力を尽くしていただきた

いと思います。 

 次は教育に関して、まず、教員の確保につい

て質問します。 

 教育は国家の根幹、国家百年の大計です。そ

の教育を担う教員は、我が国の未来を拓く子ど

もたちを育てるという崇高な使命を有するかけ

がえのない職業であり、この重要な職責を担う

教員を確保・養成することは重要な課題です。 

 しかしながら、近年、長時間労働などの影響

もあり、教員を志す人材の不足が全国的な課題

となっています。その改善を図るべく、国では

昨年来、教員の確保に向けた環境整備の方策に

ついて中教審の特別部会で審議が進められ、先

月２７日に、学校における働き方改革のさらな

る加速化、教職調整額の引上げをはじめとする

教員の処遇の改善、学校の指導、運営体制の充

実を柱とする答申がまとめられました。 

 あわせて、各教育委員会には、人材確保に向

けた教員採用選考試験のさらなる工夫が求めら

れ、本県でも過去２０年を見ると、平成１６年

度実施の試験で最高２，２８２人であった出願

者数が、本年度は１，１２０人と半分以下まで

減少しており、優秀な教員の確保がままならな

い状況にあると考えます。受験者の減少は、教

員の質の低下や欠員の要因となり、子どもたち

の成長、ひいては我が国、そして本県の未来に

影響するのではないかと懸念しています。 

 県教育委員会においては、これまでも第１次

試験日の前倒し、第３次試験の廃止や県外会場

の設置など採用試験の見直しを進めてきたこと

は承知していますが、十分な成果に至っていな

いことから、より踏み込んだ対策が必要です。 

 そこで、国の方針や他県の取組などを踏まえ、

本県の教員の確保に今後どのように取り組んで

いくのか、教育長に伺います。 

井上副議長 山田教育長。 
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山田教育長 教員の確保についてお答えします。 

 中教審の答申にもあるとおり、教員不足は子

どもたちの教育の質の確保・向上の観点から深

刻な課題であり、本県においても近年の出願者

数の減少は憂慮すべき状況と言えます。このた

め、優秀な教員の確保に向け、他県の取組も参

考にしながら、採用試験等の見直しを検討して

きたところです。 

 今年度直ちに取り組む秋選考試験に加え、来

年度からは１次試験受験資格の大学３年生への

拡大や、今回の大阪に加え、東京、福岡にも県

外試験会場を新設するなど、より受験しやすい

環境整備を進めたいと考えています。 

 また、民間企業等で勤務経験を有する者を対

象とした社会人特別選考枠を拡大するとともに、

教員免許状の取得希望者へ校種に応じた単位履

修方法を案内する免許取得支援を行うなど、多

様な人材の確保を図ります。 

 加えて、教員を目指す若者の増加を図るため、

本県教員の授業風景や余暇の過ごし方を撮影し

た動画配信、高校生を対象としたガイダンスの

拡充等を行い、教職の魅力のＰＲに努めます。 

 中教審答申を受けた国の動向にも注視しなが

ら、今後とも教員の確保に努めていきます。 

井上副議長 中野哲朗君。 

中野議員 では、教育に関してもう一問、教職

員の広域人事異動について質問します。 

 大分県教育委員会では、平成２０年の教員採

用試験等に係る贈収賄事件を受けて、大分の教

育に対する信頼回復、再生に向けた改革に取り

組み、平成２４年度に広域人事異動を開始しま

した。 

 この制度は、教員という人材が大分市を中心

とした都市部に偏在する中、全県的な教育水準

の向上を図り、採用から早い時期に異なる環境

で多様な経験を積ませ、若手職員の人材育成を

図るとともに、長期間にわたる同一地域、同一

教育環境の中では生まれない教職員の意識改革

を図るという三つの観点からの取組となってい

ます。 

 一方で、新採用からおおむね１０年で三つ以

上の人事地域を勤務するという異動方針には、

教育の継続性や効果的な教育活動等の観点から

見直しを求める意見があり、令和４年度には県

内の１２市町村議会から意見書が提出されまし

た。このような動きを踏まえ、昨年３月２２日

の総合教育会議での議論を経て、１０月２４日

の第１５回教育委員会において、若年期教員の

人事地域数を３地域から２地域へ、１地域にお

ける配置年数を３から４年とするなどの広域人

事異動の見直しを含む令和６年度大分県市町村

立学校教職員定期人事異動実施要綱が決定され、

本年春の人事異動から適用されています。 

 私は、この制度のそもそもの目的は、教員の

均質な配分を通じた教育の機会均等であり、そ

の成果は、周辺部の市町村の教員確保、教育人

材の地域間格差の是正につながったと理解して

います。 

 県内全ての子どもたちがひとしく一定水準の

教育を受けられる環境を作り、守るためには、

一定の広域的な調整としての広域人事異動は必

要だと考えますが、今回の見直しが学校現場等

にどのような影響を与えているのかが気になる

ところです。 

 こうしたことを踏まえ、教職員の広域人事異

動の見直しをどう分析し、そして今後どのよう

に取り組んでいくのか、教育長に伺います。 

井上副議長 山田教育長。 

山田教育長 教職員の広域人事異動についてお

答えします。 

 制度見直し後初となる今年度の人事異動にお

いて、若年期の教員の広域異動者数は、昨年度

の４２２名から２５３名と１６９名減少しまし

た。一方で、中堅教員の広域異動をあわせて推

進した結果、今年度の市町村間の臨時講師比率

の格差は約１０ポイントで、昨年度とほぼ同水

準となっています。平成２０年度には２７ポイ

ントであった市町村間の臨時講師比率の格差は、

広域人事異動により年々縮小し、教育人材の地

域間格差は改善されてきており、今回の制度見

直し後も維持できています。 

 異動後の状況について市町村教育委員会から

は、生活拠点に近い学校での勤務がかない、通

勤時間が短くなり働きやすくなったなどの声を
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聞いています。制度見直しにあわせ、将来勤務

を希望する市町村や家庭事情などを丁寧に把握

したことにより、教員の負担軽減につながった

ものと認識しています。 

 今後も市町村教育委員会と連携して、地域に

おける人材確保に十分配慮しつつ、教員の負担

軽減のバランスを取りながら広域人事異動を進

めていくことで、全県的な教育水準の向上を図

っていきます。 

井上副議長 中野哲朗君。 

中野議員 子どもの成長に直接関わり、その人

生に大きな影響を与える崇高な仕事の担い手の

確保が困難であることは、学校現場の疲弊にも

つながっているのではないかと拝察します。 

 さきほど教育長の答弁の中に、教職の魅力Ｐ

Ｒという表現がありましたが、現場の先生方が

やりがいを感じるように、そして、次世代を担

う子どもたちが教師に憧れるような取組にも是

非、力を入れていただきたいと思います。 

 また、さきほど触れましたが、私は広域人事

異動そのものは必要な制度だと思っています。

まだ見直し後の１回目の人事ですので、全ての

分析はできていないのかもしれませんが、今後

も教職員の個別事情に配慮しつつ、周辺部の市

町村の教員確保も考慮しながら進めていただけ

ればと思っています。 

 それでは最後に、ひきこもり支援について質

問します。 

 内閣府が令和４年１１月に実施したこども・

若者の意識と生活に関する調査では、１５歳か

ら６４歳の生産年齢人口において、推計１４６

万人がひきこもり状態にあるとされています。

これは、その年齢層で５０人に１人がひきこも

り状態にあり、支援体制の整備が必要であるこ

とを示しています。ひきこもりの要因は、不登

校、職場でのハラスメントによる人間不信等、

様々であり、問題の本質は、本人も家族も世間

との関係を断ち、自力ではひきこもりから抜け

出せない状況にある孤立の悪循環であると言わ

れ、ひきこもりの長期化、高年齢化が進む、い

わゆる８０５０問題が深刻化しています。こう

したことを背景に、国は本年４月施行の孤独・

孤立対策推進法や就職氷河期世代の支援の行動

計画等により、ひきこもり支援の推進を図って

いくこととしています。 

 本県のひきこもり支援の体制としては、青少

年等自立支援対策推進事業の中で、第一次相談

窓口であるおおいたひきこもり地域支援センタ

ーを設置しています。また、当事者や家族を支

援する人材の養成として、ひきこもりサポート

養成研修を実施しています。これまで多くの方

が受講していますが、継続して参加している方

々から経営研修内容のアップデートを求める声

や、サポーター登録後の活動の充実についての

御意見が届いていると聞いています。サポータ

ーの果たす役割は重要であり、市町村との連携

は欠かせないとも考えます。 

 こうしたことを踏まえ、県としてひきこもり

支援にどのように取り組んでいくのか、生活環

境部長に伺います。 

井上副議長 島田生活環境部長。 

島田生活環境部長 ひきこもりの支援には、当

事者や家族を地域の中で支え合う仕組みの構築

が重要です。県では、相談全般にワンストップ

で対応するひきこもり地域支援センターを設置

し、ひきこもりの方を適切な支援先や地域の居

場所につなぐ取組を進めています。 

 また、センターでは、市町村からの相談対応

や同行支援を行う支援員を配置するとともに、

担当職員の対応力向上を目指した研修会を開催

するなど、市町村のひきこもり相談体制の充実

を図っているところです。 

 地域支援の一翼を担うことが期待されるひき

こもりサポーターには、家族や地元の民生委員

など５７名に登録をいただいています。今後は、

養成研修において、より実践的なワークショッ

プ手法を導入するとともに、市町村との協働事

例を紹介することなどにより、サポーターの活

動促進につなげていきます。 

 引き続き、市町村と支援機関などのネットワ

ークの構築を支援しつつ、サポーターの力も借

りながら、ひきこもり当事者や家族が安心して

自分らしく暮らせるよう、地域ぐるみの支援を

推進していきます。 
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井上副議長 中野哲朗君。 

中野議員 研修後も県が責任を持って市町村を

バックアップしてほしいという御意見も届いて

います。現在、新たな大分県地域福祉基本計画

の策定作業が進んでいると思いますので、現状

と課題をしっかり認識するとともに、そうした

御意見が反映されるよう、施策の方向性につい

ても示していただければと思います。 

 以上で私の質問を終わります。ありがとうご

ざいました。（拍手） 

井上副議長 以上で中野哲朗君の質問及び答弁

は終わりました。 

 暫時休憩します。 

午前１１時４２分 休憩 

―――――→…←――――― 

午後１時 再開 

嶋議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 一般質問及び質疑を続けます。三浦由紀君。 

  〔三浦（由）議員登壇〕（拍手） 

三浦（由）議員 ４３番、日本維新の会の三浦

由紀です。やっと２回目の質問の機会が巡って

きました。この質問の機会を与えていただいた

多くの関係者に心から感謝する次第です。 

 さて、大リーグで活躍する日本人選手の記録

を紹介するときに、よく日米通算という言葉を

使います。日米通算何本とか日米通算何勝とか

ですが、それと同じように私も使わせていただ

ければ、今回の質問が市議会、県議会通算で１

００回目の議場での質問となります。３２年前、

市議会で初めて質問して以来、今日までよくも

ネタ切れせずに次々と質問する項目があったな

と我ながら思うところですが、これは世の中が

変わってきているということであり、地方自治

体も人々の生活に合わせて日々変わり続けてき

たということであり、その変化に若干ながらも

私も寄与できたことは幸せに思うところです。

市議会と県議会は制度が違うので、これからペ

ースはかなり落ちるかとは思いますが、引き続

きその時代時代に必要な質問をしていきますの

で、今後ともよろしくお願いします。 

 今回も７項目ほど質問を準備してきています

ので、質問通告に従い、一問一答方式で質問し

ます。 

 まず、先島諸島からの避難者受入れについて

お尋ねします。 

 マスコミ報道などによると、６月３日に政府

より、いわゆる台湾有事の際に沖縄県の先島諸

島に住む住民が九州・山口８県へ避難するモデ

ル計画の概要が九州知事会へ提示され、参加し

ていた知事からの了承を得たとされています。 

 このとき示された資料によると、いわゆる台

湾有事の際には、先島諸島５市町村に住む住民

１１万人と観光客１万人、計１２万人を１日２

万人、６日で全て九州・山口各県に避難させる

とされており、沖縄県議会でも同様のことを本

会議における質問に対して答弁がなされていま

す。 

 本県の状況を見てみると、各市町村の避難所

や宿泊施設で最大およそ３４万人余りを受入れ

可能という試算結果を国に回答したとのことで

あり、万が一のときには多くの方々が本県へ避

難してくる可能性があります。 

 このような状況が起こった際には、国から県

に対し、１、輸送手段の確保、２、収容施設、

ホテル等の供与、３、食品、飲料水の調達、提

供、４、生活必需品の調達、提供、５、避難者

の健康管理に関する事項、６、通信設備の提供

など、初期的な計画を令和６年度中に作成する

ようされています。 

 計画に関しては、現在作成中とは思いますが、

この件に関して知っている県民は多くないと考

え、特に避難される方々を受け入れる可能性の

ある自治体住民には周知が必要であると考えま

す。 

 そこで、お尋ねですが、避難者受入れに関す

る計画の検討状況、また、策定した計画を県民

に対しどのように周知していくのかを含め、台

湾有事などにおける先島諸島からの避難者受入

れについての知事の考えをお聞かせください。 

 あとは対面席で行います。よろしくお願いし

ます。 

  〔三浦（由）議員、対面演壇横の待機席へ

移動〕 

嶋議長 ただいまの三浦由紀君の質問に対する



第３回 大分県議会定例会会議録 第４号 

- 105 - 

答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 三浦由紀議員の先島諸島からの避難

者受入れについての質問にお答えします。 

 先島諸島からの避難住民等の受入れに関する

計画作成については、６月３日に開催された九

州地方知事会で、林官房長官から九州・山口の

各県知事に協力要請がありました。 

 具体的には、国と沖縄県が共同で実施してい

る先島諸島からの避難訓練の一つのシナリオと

して、九州・山口を避難先とする受入計画を作

成してほしいというものです。 

 受入計画の前提として、本県には沖縄県石垣

市の一部の地域が割り当てられ、今年度はまず、

避難当初１か月間の計画を来年２月までに作成

することになっています。現在、庁内に横断的

な検討組織を設け、避難先や移動手段の選定、

避難施設への割り振りなど、受入れに係る具体

的な検討をしているところです。また、市町村

やバス協会等関係機関にも説明し、計画作成に

関する協力を依頼しているところです。 

 なお、作成した計画は国が公表することとな

っていますが、県としても必要な情報を県民に

提供していきたいと考えています。 

 国民の生命を守る重要な取組ですので、国や

沖縄県、九州・山口の各県などとしっかり連携

して対応していきたいと考えています。 

嶋議長 三浦由紀君。 

三浦（由）議員 答弁ありがとうございます。

ここからは要望ですので、知事、御心配なく聞

いておいてください。 

 この避難計画の件に関して、私は今年７月に

現地沖縄県で沖縄県民から直接聞いた話であり、

沖縄県の経営者が集まるある会合に出席したん

ですが、やはり沖縄県の皆さんは有事に関して

大分とは比べものにならないくらい強い関心を

持たれていました。沖縄ですから観光関係の仕

事をされている方が多かったんですが、彼らが

言うには、台湾海峡で偶発的に銃弾が１発でも

行き交っただけで沖縄の経済は終わりというこ

とを言っていました。考えてみれば分かること

なんですが、銃弾が１発行き交った、偶発的で

はあるが、それがニュースに取り上げられただ

けで、恐らく翌日からの飛行機とホテルはオー

ルキャンセルになるだろうと。これは想像すれ

ば分かることであり、それだけで終わっても、

その時点では終わるかどうか分かりませんから、

それだけのキャンセルが出るということは当た

り前だろうと思うんですが、そういう状況にな

るだろうということを彼らは心配していました。

コロナ禍からせっかく持ち直しつつある現状か

らそうなると、コロナのときよりも落ち込むだ

ろうと、そうすれば沖縄の経済はこれで完全に

終わってしまうだろうということを言っており、

そういうことにならないように両国──両国で

はない、ごめんなさい。国を特定すると悪いで

すね。台湾海峡でそういうことにならないよう

に、今、国としてもそういうことを頑張ってほ

しいみたいなことを言っていたんですが、その

とき、隣の席の方から有事になったときは大分

に避難するから頼むよと言われて初めてこの計

画があることを私は知ったわけです。 

 その後、その方から続けて大分県ってどんな

ところということを聞かれたわけであり、大分

県に来たことのない方が多かったので、大分に

関する情報を彼らは持ち合わせていなかった。

大体、温泉ぐらいしか出てこなかったんですが、

そういうことから考えると、やはり避難先の一

つである大分県の情報は欲しいだろうなと私は

思ったところです。 

 そこで、今回の質問に至ったわけですが、今

後、この計画が出来上がった後には沖縄県と連

携を取りながら、沖縄県民の不安解消に向けて、

本県をよく知ってもらうための各種情報提供や

交流など取り組んでいただくよう──これは要

望です。お願いし、今回の質問は終わります。 

 次の質問に入ります。 

 国内外へ向けて大分県の新たな魅力を発信す

るための施設として、大分港西大分地区におけ

るマリーナ構想について質問します。 

 ウィキペディアによると、マリーナは港を中

心とした様々な施設の集合体であり、係留桟橋、

防波堤、消波底、ドック、休憩・宿泊施設のほ

か、プールやクラブハウスなどの娯楽施設も設
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けられており、航海途中のビジター（来訪者）

が自由に立ち寄れるビジターバースなども備え

ている施設とされており、ただ単に船を係留す

る施設から様々な機能を兼ね合わせた複合施設

になってきているようです。 

 現在、大分港西大分地区を見てみると、神戸

航路フェリーが発着している県都大分市の海の

玄関口であることはもちろん、倉庫群を活用し

た雑貨ショップやカフェ、ライブハウス、ガー

デニングショップ、結婚式場などが立地し、芝

生広場を散策できるなど、かんたん港園として

大分市民はもとより、広く県民の憩いの場とな

っています。 

 加えて、近隣の田ノ浦地区には７月に新しい

道の駅たのうららがオープンしたり、かんたん

地区には以前からあるカフェやレストラン等に

加え、これは遊廓ですが、古い建物を利用した

アクセサリーショップが開店したりと、面白く、

かつおしゃれな地域となってきています。 

 これら西大分地区のさらなる発展を目指し、

外からの人の流れをつくるために、さきほど述

べたマリーナ構想を立ち上げ、ヨットやクルー

ザーを所有する富裕層を取り込んではどうかと

考えるところですが、マリーナ構想の検討を含

め、大分港西大分地区の活性化についてどのよ

うに考えているのか、土木建築部長、お聞かせ

ください。 

嶋議長 五ノ谷土木建築部長。 

五ノ谷土木建築部長 大分港西大分地区は、神

戸航路フェリーの運航により年間約１５万人の

乗降客と６００万トンを超える貨物の利用があ

るとともに、防災面においても、耐震強化岸壁

を有するなど重要な役割を担っています。 

 また、ＮＰＯ法人が中心となり、港を核とし

たまちづくりを促進する国の制度、みなとオア

シスによる支援を活用しながら、地域と行政が

連携し、継続的な活動が行われています。こう

した取組もあり、次の日曜日に開催されるみな

とのフードフェスタなど、地域主導の恒例イベ

ントが年間を通じて根付いています。 

 さらに、大分市等においても西大分地区の活

性化に資する取組を実施しており、近隣にオー

プンした道の駅たのうららと連携したイベント

等の開催も予定されています。 

 議員御提案のマリーナ構想に関連しては、港

湾計画でプレジャーボート係留施設の想定があ

るものの、まずは地域や関係する皆様と西大分

地区の将来像を共有することが肝要かと考えて

います。 

 今後も交通結節点として機能強化を図るとと

もに、地域と連携しながら活性化の取組を支援

していきます。 

嶋議長 三浦由紀君。 

三浦（由）議員 部長、今いろいろと西大分地

区でのイベントについて答えていただきありが

とうございます。 

 現状は私も承知しており、部長が答えたいろ

んなイベント等にも私も参加していて、本当に

面白い地域になってきたなということは認識し

ていますが、やはり今後、あの地区をいかに変

えていくか。今のままでも面白いんですが、さ

らに面白くしていくいい場所ではないかなと思

っていますので、今回こういう質問に至ったわ

けですが、地域の方々と意識を共有という形を

今言われたんですが、今回の質問は、私自身も

あの辺をうろちょろして考えたのと同時に、地

域の方々からの要望を受けての質問ということ

もあるので、共有は私はもうできているのでは

ないかなと思うんです。逆に共有できていない

のは県の方ではないかと。地域の方々は造って

くれよとずっと言っているんですよ。マリーナ

のいいものを造ってくれんかなと。そうするこ

とによって本当に富裕層が来てくれるので──

これは要望ですから答弁は考えなくていいです。

面白く変わっていく、それを秘めた場所である

し、港湾はどうしても県の管轄になるので、是

非大分県の方でやってくれんかなということを

言っていたので、今回この質問になったわけで

す。共有するのは大分県側ではないかなと思う

ので、是非そういった部分を地域の方々と話を

して、一歩でも半歩でも進めていただけたらい

いのではないかと思うところです。 

 これも私の経験から言うと、私の同級生で今

クルーザーを持っている者がいるんですが、こ
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れが絵に描いたようなサクセスストーリーの男

で、脱サラして最初に時計が替わりました。し

ばらくすると、今度車が替わりました。最初、

ポルシェ、メルセデスだったんですが、途中か

らフェラーリ、ランボルギーニに替わり、それ

が終わったと思ったら自家用ジェットの世界に

なりました。確かに個人でジェット機を買うの

はなかなか難しいので、複数人でシェアするシ

ステムがあるので、複数人でジェットをシェア

して使っているんだと言っていたんですが、そ

のジェットが終わったら会社をリタイアして、

何を買ったかというとクルーザーなんです。時

間とお金を持て余しているんです。ですから、

クルーザーにのめり込んで、たまに電話すると、

今、石垣島の沖をクルーズしているんだとかい

う話になって、しばらく会えない。たまに会う

と、一年中真っ黒で季節感のない男みたいな感

じになってきているんですが、それ以外にもク

ルーザーとかヨットを持っている知人が何人か

いるんですが、共通しているのは時間とお金を

両方持っているということなんです。時間とお

金を持っている、そういう方々が大分港に来て

いただければ、ある程度の期間そこに滞在して、

それなりのお金を使ってくれる。こういった富

裕層が何にお金を使うか、それに合う使い道を

考えるというのは別問題であるんですが、そう

いった潜在的な富裕層が世界中にかなりの数、

今生まれているので、これを取り込むというこ

とは、大分県全体のいい経済的な効果になるの

ではないかなと思っていますので、是非これを

少しでも進めていただければと思うし、ダイレ

クトには言いませんが、大分港には今、こうい

うクルーザーが入るドックに改造できるような

倉庫も新しくできたばかりです。クラブハウス

に使えるいい建物もできたばかりです。これは

何か、あえて今日は言いません。皆さん方、何

を私が言わんとしているか分かるかと思います

が、新たにお金をかけなくてもいいような施設

が今あるんですよ。将来的にあれを使うと面白

いのではないかと思っているので、今回こうい

う質問をしましたが、時期的にこれは言わん方

がいいだろうと思っているので、名前は言わず

に言っていますが、そういった部分もあるので、

将来的に割と早い時期にこの西大分のマリーナ

構想に関して進めていただければと思うところ

で、あくまでも要望に代えて、次の質問に移り

ます。 

 県有施設について質問します。 

 これは利用度が低い、あるいはもったいない

使い方をしているなと私が思った四つの施設に

ついて、今後の有効活用に向けて県に伺うもの

です。 

 まず最初に、県央飛行場の活用についてお尋

ねします。 

 日本の空港旅客数ランキングというのがあり、

現在日本で利用されている９０の空港の年間旅

客数をランキングしたものです。令和５年、２

０２３年度のものを見てみたいと思いますが、

第１位は羽田空港で８，０８５万９，３９１名

が利用されています。続いて２位、成田空港、

３位、関西空港、福岡、新千歳、那覇、それか

ら伊丹、中部と続いており、大分空港を見てみ

ると１９位で１７６万２，２７８名が利用して

います。９０のうちの１９位ですから、かなり

の方が利用されているんですが、九州の中では

逆に低い方なんですよね。九州の他の空港は結

構皆さん方頑張っていますが、日本全国で見る

と１９位という順位になっています。 

 では、県央飛行場はというと、何位か。９０

中９０位、２名の方が利用されています。最下

位、大分弁で言うとどべです。では、一昨年、

令和４年度、２０２２年のものを見てみたいと

思います。１位、羽田空港、これは変わらずで

す。では、大分空港はというと、これも１９位

で順位は変わりません。では、県央空港を見て

みると、残念ながら８９位で利用客は１名です。

私、この１名に会ってみたいです。何でこの県

央空港を使ったのかと聞いてみたいぐらいなん

ですが、８９位だから令和５年度よりはいいの

かというと結果は同じで、令和４年度と令和５

年度で、５年度には一つ空港が増えているんで

すね。利用されていなかった波照間空港が利用

されるようになって増えたので、実質最下位は

変わっていないという状況にあります。 
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 では、貨物はどうでしょうか。担当課に確認

したところ、昨年度は２回の輸送実績があるの

みということです。たった２回です。お客さん

が２名、貨物は２回というのが現在の県央飛行

場の状況です。 

 今回取り上げている県央飛行場は、皆さん御

存じのことと思いますが、豊後大野市にある空

港で、１９９２年に農道空港として、主に豊肥

地区から京浜地区への高付加価値農産物の供給

や、それによる農業や地域の振興を目的として

開設された飛行場です。しかしながら、採算が

合わないということから、現在、農産物の輸送

はほとんど行われておらず、旅客に関してもさ

きほどのとおりで、主に県の防災ヘリの離発着

等に使われているのみです。 

 私は、この造った時点で間違いかなと。考え

てみれば、京浜地区まで８００メートルの滑走

路で飛び得るような飛行機があるわけないんで

すね。何で造ったのか、いまだに不思議です。 

 それはぼやきなので置いておき、防災ヘリの

離発着はもちろん重要なことですが、この飛行

場は、さきほども申したとおり滑走路がありま

す。すなわち、固定翼、飛行機の離発着用の施

設です。回転翼、ヘリコプターの専用施設では

ありません。主は固定翼、飛行機用の施設なの

です。さきほどから言っていますが、ヘリコプ

ターのことを回転翼と言いますが、回転翼、ヘ

リコプターの離発着にあんな長い滑走路はいら

ないんです。ならば、本来の飛行機の利用率を

上げるべきと考えます。 

 そこで、農林水産部長にお尋ねですが、県央

飛行場の活用にどのように取り組んでいくのか、

お聞かせください。 

嶋議長 渕野農林水産部長。 

渕野農林水産部長 県央飛行場の活用について

お答えします。 

 県央飛行場は、今、議員が言われたように、

豊肥地域の農産物輸送を目的に平成４年に農道

離着陸場として整備されました。平成９年から

は、地域の利便性向上に向けた人員輸送を行う

とともに、県民の安心・安全のため、防災航空

隊の基地としても活用されてきています。 

 しかしながら、時の経過とともに高速交通体

系が整備され、輸送車両の冷凍技術等も進化す

るなどにより、農産物や人員輸送の需要が大き

く減少しています。 

 一方で、そうした輸送以外では、民間事業者

による航空撮影や当該地域の観光、地域振興に

つながる遊覧飛行等にも安定して活用されてい

ます。 

 さらなる飛行場の活用を図るため、県や市、

航空事業者で構成する利活用推進会議を令和３

年に設置しており、新たな利用促進策の検討を

進めています。それが最近では商工会やスポー

ツ団体等と連携した施設利用の取組にもつなが

っているところです。 

 今後は、例えば、観光面から、さきほど議員

の知人が、かなりサクセスストーリーがあった

ということを聞きましたが、そうした富裕層の

方々を呼び込むなどの視点があってもよいので

はないかと考えているところです。 

 そこで、この推進会議の中で、いろいろとア

イデアが豊富なイベント企画事業者と連携した

事業展開などの検討も行っていき、様々な側面

からさらなる利活用を推進していきます。 

嶋議長 三浦由紀君。 

三浦（由）議員 答弁ありがとうございます。 

 今、いろんなことを答弁いただき、ある程度

分かったところです。これは再質問です。豊肥

地区を中心にして農業の盛んな地域なんですが、

逆に高付加価値の野菜とか産物の栽培を検討し

たのでしょうか、教えてください。 

嶋議長 渕野農林水産部長。 

渕野農林水産部長 高付加価値とか高価格とい

ったものがどの程度、どのレベルなのかという

のはなかなか難しいところですが、これまでし

いたけやねぎ等をはじめとする農林水産物はも

ちろんのこと、ある意味付加価値の高いスイー

トピーとか地元のサフラン、綿田米など、そし

て、最近では短期集中県域支援品目である白ね

ぎや甘太くんなど、当該地域ならではの品目を

予想してきているところです。 

 この県央空港でのフライトのために栽培を始

めたということはないと思われますが、現在、



第３回 大分県議会定例会会議録 第４号 

- 109 - 

当該地域ではシャインマスカットなどをはじめ

とする一般的には高付加価値、価格が高いと言

われる果樹の栽培も広がっているところですの

で、今後、そうした品目も有望なのではないか

と考えています。 

嶋議長 三浦由紀君。 

三浦（由）議員 ありがとうございます。いろ

いろ考えているようですが、飛行機を使うとな

るとかなり高くないとペイしないので、さきほ

どから言っていますが、今、金持ちはかなり金

を持ってきている時代になっているので、飛行

機に積んでもペイするような価格のいいものを

つくって、国内だけではなくて海外にまで出せ

るような形に持っていければもちろんいいので

はないかと思うので、今後もいろんなものを検

討していただければと思うし、これは要望です

から答弁はいりませんが、飛行機を飛ばす以外

にもいろいろ使い道が私はあるのではないかと

思います。 

 ドラッグレースをやろうと思えば、あそこは

８００メートルの直線があります。ドラッグレ

ースは、最初は４分の１マイルだったのが今は

３００メートルぐらいでできるようになってい

るので、そういう使い道もあるし、ラジコン等

も使えるのではないかと思うので、飛行場以外

にという部分を考えていただけるようお願いす

ると同時に、この件に関しては豊後大野市議会

で何日か前、９月議会でも活用を取り上げられ

たということを玉田議員から聞きました。彼も

地元なので、何とか使い道を考えられんかなと

さきほど言っていたし、恐らく森議員も同じで

はないかと思うので、せっかくいい施設なんで

す。これは空港のない県の人たちから見たら、

うらやましがるんですよね。群馬県、埼玉県の

県議会議員なんて空港がないので、うらやまし

いなと言っていたので、是非そういった使い道

をしていただくようお願いし、次の質問に入り

ます。 

 レゾナックドーム大分の活用について質問し

ます。 

 これは、本ドームが収入を稼ぐことができる

施設かどうかを問う質問です。十数年前に私は

ドームを満杯にできる某アーティストと呼ぼう

と、コネのある大手イベント興行会社を訪問し

たことがあります。そのとき、その会社の幹部

から言われた言葉は、あれはドームではないか

らだめだという言葉でした。意味が分からず、

きょとんとしていると、屋根が閉まらないから

あれはドームではないんだということを言われ

ました。当時は故障でドームの屋根が開閉でき

ない状態にあり、屋根が開いたままだったので

す。 

 そのとき、いろんなことを言われたんですが、

最後に、あれだけの施設があるのは九州で２か

所、福岡と大分だけなんだから、大分はもっと

しっかりしろよと半分激励のような言葉をいた

だき、結局そのアーティストのライブは実現し

なかったのですが、現在のドームを見てみると、

芸能関係のライブはここ１０年間全くありませ

ん。そしてまた、屋根の開閉ができなくなって

きています。 

 私は、北海道のボールパークＦビレッジに先

般視察に行ってきました。私は真冬に行ったん

ですが、平日で平均２千人、休日で４千人の入

場者がある施設となっており、お客さんを呼ぶ

ありとあらゆる取組が、余りお金を出さずにア

イデアを出すことでされていました。そして、

北広島市の職員が言ったのが、Ｆビレッジは稼

ぐ場所という言葉です。 

 では、大分のドームは稼ぐ施設になっている

のか、私はそうは思いません。今後、施設の老

朽化に伴い維持管理費が増加すると思われます。

今以上に稼がなければお荷物施設となりかねま

せん。今後、利用者を増加させ、収入を増やし

ていく工夫が必要ではないかと考えます。もち

ろん壊れる前に検査し、屋根が常に開閉できる

ようにしておかなければならないと思います。 

 そこで、レゾナックドーム大分の活性化につ

いてどのように考えているのか、土木建築部長

にお尋ねします。 

嶋議長 五ノ谷土木建築部長。 

五ノ谷土木建築部長 レゾナックドーム大分は、

健やかで活力を高める県民総参加のスポーツ振

興を基本理念に建設された大分スポーツ公園の
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中核施設です。サッカーやラグビーのワールド

カップなど世界的な大会をはじめ、２巡目大分

国体など記憶に残るスポーツシーンの舞台とな

ってきました。現在も高校総体やちびっ子健康

マラソン、障がい者スポーツ大会など、スポー

ツを愛するあらゆる方々にとってなくてはなら

ない施設となっています。 

 一方、スポーツ以外の利活用も促進しており、

今年もドームのホワイエなどで建設企業のＩＣ

Ｔ技術の展示会、子育て中の母親を応援するイ

ベントなどが行われています。また、約２万人

を動員した大分スポーツ公園初の野外フェスで

は、その際にはドームの大型ビジョンにライブ

を映し、観客席でも飲食しながら楽しんでいた

だいたところです。 

 なお、３月の定期点検で屋根の可動に必要な

ワイヤロープの一部の劣化が判明したため、現

在、開閉を停止しています。今月末から健全度

の調査を行う予定であり、利用者の皆様には御

不便をかけており、大変申し訳なく思っていま

す。 

 今後も各種スポーツ団体や学校などはもとよ

り、様々な分野による利活用を行い、レゾナッ

クドーム大分の活性化に取り組みます。 

嶋議長 三浦由紀君。 

三浦（由）議員 ありがとうございます。質問

ではないから安心しておいてください。 

 よく分かりましたが、あの期間、屋根の開閉

ができないというのは、本当にライブが入って

いなくてよかったなと思うし、また、トリニー

タ関係者も、あそこが九州でサッカーの代表戦

ができる唯一の場所なので、何とかしてくれと

いうことも言っていたので、是非今後は使用で

きない期間がないような形で管理していただく

ようお願いし、次の質問に入ります。 

 続いて、県立高校の施設について質問します。 

 生徒数の減少により、利用されていない県立

高校の施設が出てきています。また、人口動態

を見てみると、今後もそのような施設が増加す

ることが予想されます。 

 このような施設を学校関係者以外の方が利用

する場合、県の策定した取扱要領に基づき学校

長が判断するとされているが、校長が替わった

りした場合にその可否が異なったということを

聞きます。 

 もちろん校長も個人的な判断ではなく、基準

に従って可否を決めていると思うが、地域住民

と行き違いを起こさないためにも、利用希望者

が納得するためにも、どの基準を満たしていな

いから利用を許可できないなど詳しい説明が必

要と考えるが、今後の県立学校の施設の活用も

含めて教育長に見解をお聞きします。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 県立学校の施設は、管理規則に基

づき、学校教育上支障がある場合や専ら私的営

利を目的とする場合などを除き、校長が社会教

育その他公共のために使用させることができる

とされています。 

 これまでも地域活動で施設を活用する場合は

幅広く許可しており、スポーツ大会や文化活動、

グラウンドゴルフの練習、お祭りの駐車場、防

災訓練などに利用されています。 

 しかしながら、申請の都度、使用の可否を判

断するため、同様の事案であっても、時期によ

っては学校の使用状況等が異なり、判断が分か

れる場合があります。そのため、使用を許可で

きない場合は、申請者に対して誤解を招かない

ように特に丁寧に理由を説明するよう校長に指

導していきます。 

 なお、スポーツ活動で定期的に施設を使用す

る場合は、より簡便な手続で利用できる学校体

育施設開放事業という制度を設けています。県

立学校の施設が地域住民に有効活用されるよう、

引き続き学校と連携して取り組んでいきます。 

嶋議長 三浦由紀君。 

三浦（由）議員 ありがとうございます。是非

地域の人たちに誤解を招かないように丁寧な説

明をしていただくようお願いし、次の質問に入

ります。 

 次に、県庁舎の活用についてお尋ねします。 

 先般、群馬県庁に視察に伺いました。ここの

３２階は以前は展望スペースでしたが、現在は

ＮＥＴＳＵＧＥＮ（ネツゲン）という会員制の

コワーキングスペースを中心とした官民共創ス
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ペースとなっています。ビジネスの専門家がコ

ーディネーターとして常駐しており、様々なイ

ベントをやっており、以前、展望室であった頃

はお金を生まなかったのに、昨年は３，６００

万円の収入があったということでした。 

 大分県庁を見てみましょう。新館の１４階に

以前の群馬県庁と同じような展望スペースがあ

ります。時々上がってみるが、ほとんど人がい

ることはないし、同じく大会議室があるが、こ

こも会議が行われているのを余り見ることはあ

りません。財政的に余裕があれば私もとやかく

言いませんが、厳しい現在、少しでも稼ぐこと

を考えるべきであり、県庁舎の利用頻度の低い

スペースを積極的に民間へ貸し出す等して収入

を確保する必要があるのではないかと考えます。 

 そこで、県庁舎の活用にどのように取り組ん

でいくのか、総務部長に伺います。 

嶋議長 渡辺総務部長。 

渡辺総務部長 県庁舎の活用についてお答えし

ます。 

 新館１４階の展望ホールは、別府湾や国東半

島が一望できる県民の憩いの場として整備した

ものであり、私も最近、何度か見に行ってきま

したが、時間帯によって違いはあるものの、来

庁者の休憩場所として一定の利用があったとこ

ろです。 

 また、同階の大会議室については、県庁舎内

で１００名以上の会議、イベントができる場所

として、同じ規模の本館２階の正庁ホールとと

もに平均で８３％以上利用されており、そうい

う意味では重要なスペースとなっています。 

 また、コロナ禍においては、展望ホールをワ

クチン接種会場として利用したこともあります。 

 議員御指摘のとおり、空きスペース活用など

の収入確保は重要と考えており、行財政改革推

進計画に基づく県有財産売却等推進計画に方針

を掲げ、収入確保に努めているところです。 

 例えば、本庁舎１階をコンビニや旅行会社に

貸し付けることで年間約７４０万円の収入を上

げているほか、デジタルサイネージやエレベー

ター内広告、そして、自動販売機設置者の公募

などにも積極的に取り組んでいるところです。 

 今後とも空きスペース等をしっかり活用でき

るよう取り組みます。 

嶋議長 三浦由紀君。 

三浦（由）議員 答弁ありがとうございます。 

 今後、空きスペースをしっかり活用していき

たいという答弁をいただきましたが、新館の１

４階の件に関しては議論をいっぱいしたいんで

すが、時間がありません。残念ですが、この辺

にとどめたいと思うんですが、県庁に展望施設

がいるのかいらないのかというそもそも論から

入っていかなければならないのではないかと思

っていますので、また総務部長、後日、他のと

ころで議論できればと思います。 

 では、最後の質問に入ります。 

 サイトメガロウイルスの母子感染についてお

尋ねします。 

 まず、サイトメガロウイルスとは何ぞやとい

うところから説明します。 

 お医者さんからいただいた資料によると、サ

イトメガロウイルスは世界中の至る所にいるあ

りふれたウイルスです。母乳、唾液や尿、血液

を介して、主に子どものうちに感染します。そ

のほか、性行為を介して感染するなどし、日本

では成人女性の７０％程度が既に感染し、抗体、

免疫を持っているとなっています。普通にある

ウイルスらしいです。 

 では、感染したらどうなるのか。症状は出な

いか、風邪の症状にとどまることが多く、サイ

トメガロウイルスに感染したと気付くことはま

ずないとのことですが、ここからが問題です。

妊婦が初めて感染した場合や免疫力がひどく低

下した場合は、妊婦には症状がなくても赤ちゃ

んに感染が及ぶということで、特に抗体を持っ

ていない３０％の女性が妊娠して初めて感染し

た場合にはその赤ちゃんにまで感染が及ぶ可能

性があり、その場合、赤ちゃんに進行性の難聴

などの障がいが生じるということです。 

 では、その対策はどうすればいいのか。残念

ながら感染を防ぐためのワクチンはなく、治療

薬も妊婦の症状が重篤でなければ処方されない

ため、その対策としては、お母さんが妊娠中に

感染しないようにすることが有効とされていま
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す。 

 では、何をすればいいのか。妊婦の主要な感

染経路は上の子や周囲の子どもなどからとされ

ているため、妊娠中は頻繁に手を洗うことや、

上の子と食べ物、飲物を分けるなど、ちょっと

したことを守ればよいということです。 

 ただ、それならなぜ私がここで取り上げたの

か。お医者さんに言わせれば、今まで私がしゃ

べったことが世間に余り知られていないからと

いうことです。 

 そこで、サイトメガロウイルスの母子感染に

ついて、広く県民、特に妊娠中のお母さん方に

知っていただくようにすべきと考えますが、福

祉保健部長に見解をお尋ねします。 

嶋議長 工藤福祉保健部長。 

工藤福祉保健部長 妊娠中は免疫力が低下し、

感染症にかかりやすくなるので、サイトメガロ

ウイルスも含め、感染症の予防について産科医

などが指導していただいているほか、市町村の

窓口で配る母子手帳などでも、その中に記載を

入れて周知を図っています。 

 しかしながら、胎児期に感染した場合、生後

千人に一人の割合で重篤な症状が出ると言われ

ており、新生児期からの対策が確実に必要です。 

 その症状は様々ですが、特に進行性の難聴に

ついては早期の発見・治療が重要となります。

折しもこの３月から、産科、小児科、耳鼻科の

協力をいただいて、新生児聴覚検査の流れを見

直し、生後７日以内の検査で再検査となった場

合には、生後２１日以内に感染を確認できるよ

う、県立病院など３医療機関の体制を整えたと

ころです。これにより、既に今年度数件の感染

検査が行われており、聴覚障がいの早期発見に

つながるものと考えています。 

 今後もサイトメガロウイルスの母子感染が疑

われる新生児を速やかに把握し、早期治療につ

なげるため、妊婦や御家族への周知も含め、市

町村や医療機関と連携し、適切に対応していき

ます。 

嶋議長 三浦由紀君。 

三浦（由）議員 ありがとうございます。 

 耳鼻咽喉科のお医者さんに言わせると、これ

は早く見付けてくれる方がありがたいんやけど

な、妊婦さんは知らんことが多いんよとこの前

ぼやいて、私にこの資料を持ってきたので、や

っているのはよく分かったので、是非徹底して

いただいて、将来難聴になる方を少しでも少な

くしていただくようお願いし、私の全ての質問

を終わります。ありがとうございます。（拍手） 

嶋議長 以上で三浦由紀君の質問及び答弁は終

わりました。今吉次郎君。 

  〔今吉議員登壇〕（拍手） 

今吉議員 皆さんこんにちは。１０番、自由民

主党、今吉次郎です。今回質問の機会をいただ

き、先輩、同僚議員の皆様に感謝します。 

 能登半島地震などの災害とか、ウクライナ戦

争等、いろいろなことが起こっている中で、ま

た台風第１０号で県内にいろいろと被害があり

ました。一刻も早く以前の生活に戻れるように、

国も大変ですが、地方自治がやっぱり大変大事

だと思います。この度、桑田龍太郎副知事が新

しく着任しました。大分県のために御活躍を期

待しているので、いろいろな課題に向けて佐藤

知事を助けて頑張ってほしいと思います。県議

会も大分県のために行政と連携して頑張ってい

きます。 

 では、質問に移ります。 

 次期海外戦略についてです。 

 新たな長期総合計画の策定とともに、各施策

の実現に向けた分野別計画の策定も進められて

いる中、大分県海外戦略についても次期計画が

今年度中に策定されると伺っています。この戦

略は、国際情勢や国内外の新たな課題や動きに

対応するため、海外施策の方向性を示すもので

あり、次期計画の策定に向けては、まずもって

昨今の激しい情勢の変化をしっかりと理解し、

分析することが重要であると考えます。 

 こうした観点で、県内の在留外国人の状況を

見ると、昨年４月の新型コロナに伴う水際措置

の終了に伴い海外との人の往来が活発化し、去

年１２月末の時点での在留外国人数は全国で約

３４０万人、本県では約１万８千人と、ともに

過去最多を更新しています。 

 また、我が会派の代表質問においても議論が
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ありましたが、外国人労働者については、在留

資格の新設など、海外からのさらなる人材確保

に向けた制度の見直しも進められています。一

方で、国際協力機構などのまとめでは、政府が

目指す経済成長を達成するには２０４０年に外

国人労働者が６８８万人必要なのに対し、人材

供給の見通しでは９７万人不足するとの推計結

果が発表されており、外国人材の獲得競争がま

すます激化することが予想されています。正に

この分野においても国内外の競争に勝ち抜く、

選ばれる大分県を目指していかなければなりま

せん。 

 また、最近、我が国の加工品等への関心が高

まるなど、県産品の輸出や海外展開により企業

の稼ぐ力を向上させるチャンスが拡大していま

す。例えば、大谷翔平選手が活躍する大リーグ

のドジャー・スタジアムでは、県産の焼酎が特

別席の観客へ提供されるといった県内企業の活

躍が話題となりました。しかしながら、ロシア

によるウクライナ侵攻の長期化、急激な為替の

変動、中国による日本産水産物の輸入制限など、

国際情勢における不安定な要素もあります。 

 人口減少社会においてグローバルな活力を取

り込んでいくというのは、もはや地域活性化に

おける必須条件とも言えるものであり、今回の

議会でも、人材や輸出など各分野で重要な議論

がなされています。他方、今申したような国内

外の変化に柔軟に対応し、グローバルに戦える

大分県となるためには、こうした各分野の取組

を有機的に結合し、横断的に取り組んでいくこ

とも重要であり、そうした観点から各分野を俯

瞰した新たな羅針盤としての戦略の役割がます

ます重要になってくると私は考えます。 

 そこで、来年度から新たに始まる次期海外戦

略について、情勢の変化などの課題を踏まえ、

どのような方向で取組を進めていくのか、知事

に伺います。 

 あとは対面席で質問します。 

  〔今吉議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

嶋議長 ただいまの今吉次郎君の質問に対する

答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 今吉次郎議員の次期海外戦略につい

ての御質問にお答えします。 

 今議会に提案している新長期総合計画では、

想定を上回るスピードで進む人口減少などを踏

まえ、重要な政策の一つとして、海外の成長を

取り込み、共に発展する大分県の実現を掲げて

います。この政策を実行へと移していくべく、

今年度策定を予定している次期海外戦略につい

ては、次の四つを課題と捉え、取組の検討を進

めています。 

 一つ目は、県経済を取り巻く環境の変化です。 

 近年の円安の進行は対日投資や海外誘客の好

機であり、ＴＳＭＣの熊本への進出などにより

九州への関心も高まっています。こうした変化

に対応するため、企業誘致を推進するほか、観

光面では、直行便就航やインバウンド拡大を目

指して県経済の活性化へつなげます。 

 二つ目は、人口減少による国内市場の縮小で

す。 

 県内の農林水産物や加工品の輸出は増加傾向

ですが、新たな品目の拡大や新規ルートの開拓

などにより、輸出に挑戦する事業者の裾野を広

げ、県産品の輸出をさらに促進していきます。 

 三つ目は、人手不足と人材獲得競争の激化で

す。 

 外国人材ニーズは高まっていますが、転籍要

件を緩和する育成就労制度が始まると人材の流

動化も進みます。外国人材アドバイザーの配置

など、人材の受入促進に向けた海外現地での体

制づくりや、本県で安心して働き続けられる環

境づくりなどに取り組み、人材の確保、定着に

つなげていきます。 

 四つ目は、増加する外国人住民への対応です。 

 特定技能制度の見直しにより、今後は滞在の

長期化や帯同家族の増加も予想されます。コミ

ュニケーションに必要な日本語教育、お祭りや

防災訓練といった地域活動への参加など、外国

人が安心して暮らして、地域の一員として活躍

できる環境を整えていきます。 

 また、こうした取組を効果的に進めるため、

各国・地域の経済状況等の分析を充実するなど、

さらに戦略性を高めていきたいと考えています。 
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 海外からも選ばれる大分の実現に向けて、関

係団体や企業、市町村などと連携して取組を進

められるよう、次期海外戦略の策定を進めてい

きます。 

嶋議長 今吉次郎君。 

今吉議員 答弁ありがとうございました。いろ

いろな戦略がある中で、やはり一番大事なのは

県の特色をどう出すかというところなんです。 

 では、次の質問に移ります。 

 障がい者雇用の促進についてです。 

 障がい者活躍日本一を目指す本県として、障

がい者雇用の促進についてお尋ねします。 

 昨年６月現在で法定雇用率２．３％以上を達

成した県内企業の割合は前年から３．６ポイン

ト上昇し、６５．１％となり、都道府県別では

前年の９位から６位に上昇しました。対象の県

内９０１社のうち５８７社が基準を満たしてお

り、一人も雇っていない企業は１０社減って１

８７社となったとのことでした。 

 一方で、本年４月から障がい者の法定雇用率

が２．５％に引上げられると同時に、対象企業

も従業員数４３．５人以上から４０人以上へと

拡大されました。より積極的な障がい者雇用の

推進が求められる中、そうは言ってもうまくい

かないと悩む企業担当者も多いのではないでし

ょうか。 

 なぜ障がい者雇用で行き詰まりを感じてしま

うのでしょうか。多くの企業では、障がい者に

適した業種ではないから、障がい者との接し方

が分からない、障がい者にどのような仕事がで

きるか分からないなど、障がい者雇用のノウハ

ウがない状況だと言われます。特に危険を伴う

作業がある業種では障がい者雇用に不安を感じ、

雇用を断念している企業が多いとも聞きます。 

 これまで県では、障がい者雇用を進めるため、

県内６か所の障害者就業・生活支援センターに

雇用アドバイザーを１３名配置し、企業からの

相談対応のほか、就職を希望する障がい者との

マッチング支援や就職後の職場定着支援を行う

など力を入れてきたと伺っています。 

 しかしながら、法定雇用率の達成が難しい企

業において、業種や事業内容に応じたきめ細か

い支援ができているのか、また、就職を希望す

る障がい者に対し、職場定着支援の成果が出て

いるのか気になるところです。知的障がい者や

精神障がいのある方の雇用により一層の配慮が

必要です。 

 本年から法定雇用率の段階的引上げとともに、

週１０時間以上２０時間未満勤務の精神障がい

者や重度の身体・知的障がい者が新たに雇用率

に算定されるようになったことから、センター

のＰＲはもとより、障がい者雇用の促進に向け、

より一層の取組が必要だと考えます。 

 こうしたことを踏まえ、障がい者活躍日本一

を目指す本県として、障がい者雇用の促進にど

のように取り組んでいくのか、知事に伺います。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 障がい者雇用の促進についてです。 

 本県における昨年の障がい者雇用率は全国７

位、法定雇用率の達成企業割合は全国６位と、

ともに高い水準にあります。 

 昨年度は、県内６か所に配置した雇用アドバ

イザーが約１，９００件の企業訪問を重ね、仕

事の切り出しや人材のマッチング支援を通じて、

約３００名の新規雇用につなげました。あわせ

て、採用企業や障がい者からの相談にきめ細か

く対応し、就業、生活の両面から職場定着を図

っています。 

 また、今年４月からの段階的な法定雇用率引

上げや雇用率算定対象の拡大を就労の裾野を広

げる好機と捉えて、雇用率日本一に向け、知的

・精神障がい者の雇用促進にも力を入れている

ところです。 

 まず、これまで雇用実績のない新規対象企業

には、労働局等と連携してプッシュ型で訪問し

て、雇用プロセスや事例の紹介、制度の周知等

を図っています。 

 これまで障がい者の採用が比較的少ない建設

現場などにおいても、実習の受入れ等を通じて、

作業上のルールを守り、懸命に働く知的障がい

者の姿を見ていただき、雇用につながった事例

も増えつつあります。 

 また、精神障がい者に就労希望が多いＩＴ分

野では、新規参入や規模拡大を目指す就労継続
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支援Ａ型事業所の設備整備等を支援し、雇用の

拡大につなげています。 

 さらに、雇用の鍵を握る経営者や人事担当者

には、障がい者雇用に熱心な企業の動画や県の

情報誌「ともに働く」などを通じて、好事例の

横展開を促しています。 

 生産年齢人口が減少する中、女性や高齢者等

と同様に障がい者の活躍も期待されています。

今年１月に開催した合同説明会には、企業約７

０社と２００名以上の障がい者に参加いただき、

大変好評だったと感じています。また、来春、

初の卒業生を送り出すさくらの杜高等支援学校

では一般就労１００％を目指しており、今後、

県内各地で卒業生が活躍することを大いに期待

しているところです。 

 引き続きこうした取組により、民間企業の理

解を促進するとともに、障がい者の就労を通じ

た活躍を応援していきます。 

嶋議長 今吉次郎君。 

今吉議員 ありがとうございます。障がい者に

適するような仕事というのもなかなか難しいん

ですが、末永く障がい者雇用を継続していける

ような事業所を目指して立ち上げしようという

方もいますので、是非きめ細やかな支援をお願

いします。 

 また、本県では、元気のでるアート！実行委

員会がいろいろな活動を通して障がい者の方々

のアートの発信を行っています。大分建設業協

会では、障がい者アートを活用して建設現場で

いろいろな告示看板を作成しているし、私が経

営する和傘工房でも障がい者の方に絵を描いて

いただきました。販売に向けて告知して、売却

できれば謝礼としてお支払する活動も始めまし

た。（現物を示す）これは障がい者の方にお願

いして描いていただきました。これは龍です。 

 こうやって障がい者の方の特色を生かして、

雇用に向けていければいいなと思うので、いろ

いろな業種においても、障がい者の方々の特徴

を生かした連携を進めていただきたいと思うん

ですよ。県においても支援をお願いします。こ

うした企業と障がい者の方々との連携について、

今後どのように取り組んでいくのか、福祉保健

部長に再質問します。 

嶋議長 工藤福祉保健部長。 

工藤福祉保健部長 障がい者アートに関してお

尋ねですが、今、少し御紹介いただいた障がい

者アートで描いた工事看板、これは実は７年ぐ

らい前ですか、当時の建設業協会の方から退職

された土木建築部の三村元部長を通じて私のと

ころに何か障がい者を応援できないかという御

相談を受け、私の方から元気のでるアートを看

板に入れてくださいということで協力いただく

こととなり、平成３０年４月から実施していた

だいており、もう五、六年たっています。 

 毎年、２３０社以上の建設業者に御協力いた

だいていて、その利用料ということで、年間で

３０万円、４０万円という金額をいただいてお

り、障がい者アーティストの方が逆に元気をい

ただいているという取組ですので、これをしっ

かり続けていきたいと思っています。 

 今、知事室の横の応接室、あるいは私の部長

室、定期的に障がい者の絵を当然有料で交換し

ながら、いろんな作品を紹介していますが、幸

い最近では県内の著名なアーティストの方々、

名前を聞いたことがある方が非常に増え、そう

いった方を個人的に、あるいは会社ぐるみで応

援していただくという県民や企業も増えていま

す。そういった中で、行政の支援ということよ

りも、極力社会全体でのそういう支援のうねり

を行政としては喚起していきたいと思っていま

す。 

 令和元年に、オアシスタワーの中におおいた

障がい者芸術文化支援センターをつくっていま

す。ここがそういった応援の声の受皿として相

談対応とか、それから、マッチングとかコーデ

ィネートをしているので、是非、御要望があっ

たらそちらを御紹介し、御相談いただきたいな

と思っています。どうぞよろしくお願いします。 

嶋議長 今吉次郎君。 

今吉議員 ありがとうございました。 

 ただ、県としても、そういうアートの件は確

認しているんでしょうが、それをもっと広めて、

障がい者と企業がもっとマッチングできるよう

なＰＲをして、障がい者の方がそれで少しでも
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利益があるように応援してほしいと思います。

よろしくお願いします。 

 では、次は県民の安全・安心の確保ですが、

社会インフラの老朽化対策についてです。 

 現在、世界各地で気候変動が問題になってお

り、本県も毎年のように豪雨に見舞われていま

す。今年も先月末に台風第１０号による被害が

発生したところです。また、中野議員の質問に

も出ましたが、７月２日には大雨の影響で日田

市の国道３８６号の花月川に架かる三郎丸橋の

橋脚が傾いたため、崩壊の恐れがあるとして全

面通行止めになるという事案も発生しました。

幸いにして、これによる人的被害は発生しませ

んでしたが、日田市民の皆さんを中心に地域に

とって重要な道路が使えないという事態が発生

し、非常に不便を強いられていると伺っていま

す。 

 また、本年１月の能登半島地震の発生により

自然災害への備えとして、橋梁やトンネルの耐

震化等による災害時における緊急輸送道路の確

保の必要性も再認識されたところです。 

 こうした昨今の情勢を鑑みると、私が従前か

ら申しているとおり、社会インフラの老朽化対

策に一層取り組んでいくことが重要であると考

えます。 

 そのためには、昨年度も一般質問で質問しま

したが、日々のインフラの保全に従事している

県や市町村、民間の土木技術者の技術力向上が

重要であると考えます。土木建築分野において

もＩＣＴ化やＤＸの取組が進んでおり、様々な

新しい技術も取り入れられるようになってきて

います。人口減少社会において、官民を通じた

技術者等の不足という大きな問題もあるが、こ

うした新しい技術を積極的に導入することなど

により、さらに官民の技術者の技術力を向上さ

せ、社会インフラの老朽化対策を進めることで、

県民の安全・安心につながるのではないかと思

います。 

 現在、土木事務所においてもドローンの活用

が当たり前のように行われていると聞いていま

すが、このような土木技術職員の皆さんの取組

を通じて、本県の土木建築分野の技術力がしっ

かりと担保されていくようなことに私は大変期

待しています。 

 こうしたことを踏まえ、社会インフラの老朽

化対策にどのように取り組んでいくのか、土木

建築部長に伺います。 

嶋議長 五ノ谷土木建築部長。 

五ノ谷土木建築部長 インフラの老朽化が進展

する中、県では、長寿命化計画に基づき定期的

な点検・診断を行い、予防保全型の維持管理を

進めています。 

 議員御指摘のとおり、老朽化施設の増加と担

い手不足が進む中、効果的、効率的な維持管理

を行うには新技術活用やＤＸの実現、加えて官

民双方の技術者の技術力向上が必要です。 

 新技術の活用などでは、点検や調査において

コンクリート構造物を撮影し、ＡＩを用いてひ

び割れを検出する技術や、赤外線カメラを搭載

したドローンで建築物の外壁の浮きを把握する

技術などの導入を進めています。 

 技術力の向上では、大分県建設技術センター

と連携して点検・診断や補修工事の研修を開催

し、昨年度は４講座に行政６９名、民間１０２

名が受講しました。希望者が多かったことから、

本年度はさらに１講座増やして実施していると

ころです。 

 また、令和４年度から市町管理分を含めた跨

線橋の橋梁点検を県が一括発注し、合同で健全

性の評価を行うことで、支援とあわせて市町職

員の技術力向上も図っています。 

 今後も官民双方で技術の研さんに努め、県民

生活を支えるインフラの老朽化対策を着実に進

めます。 

嶋議長 今吉次郎君。 

今吉議員 答弁ありがとうございます。 

 これはちょっと要望になりますが、道路など

の社会インフラは高度成長期に集中的に整備さ

れ、これから老朽化が急速に進むと考えられま

す。そのためにも、対策に関わる技術職員不足

もあるが、老朽化の状況を把握する点検業務に

最新技術を導入することが欠かせなくなってい

ます。この老朽化対策は災害の予防という観点

ですが、県民の命を守るためには避難の促進も
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必要です。土砂災害警戒情報は、雨が降り続き、

災害発生の可能性が予測されると、避難指示発

令などを目安として気象庁と都道府県から共同

で発表されるが、外れることも多いのが難点と

指摘されています。場所ごとに地形や土の質な

どによって雨水のたまり方も抜け方も違うそう

です。いろいろな地形に対し、同じ警戒情報の

基準を一律的な考え方で適用することは難しい

ようです。 

 そこで、地域ごとの特性を踏まえ、多様な方

法や考え方による雨の分析を行うなど、基準や

指標を多様化させ、データを評価し直す必要も

あるのではないかと考えます。例えば、山に関

して言うと、全ての地域、全ての斜面に一律の

適用できる基準を考えるのは困難です。大変な

豪雨でも崩れない斜面も存在します。山の下の

構造をもっと調べ尽くすなど努力を重ねる必要

があると思います。 

 土木技術職員の皆さんには、さきほど質問し

たインフラの老朽化対策などハードの技術力に

加え、こうした避難促進につながるソフトの技

術力も高め、より一層の安心・安全の確保に努

めていただきたいと思います。そういう形で、

少し状況を見据えながら検討してください。 

 では、次の質問に移ります。 

 避難所の環境整備です。 

 今年は県内で７月の猛暑日が過去最多の２３

日に上るなど、大変暑い夏となりました。気候

変動の影響もあり、これからも毎年このような

危険な暑さの中で我々は夏を過ごすことになり

そうです。 

 こうした中で、児童生徒を守るためにも学校

施設における空調は非常に重要です。教室への

整備は進んでいるようですが、災害時の避難所

でもある学校の体育館等への整備を進める必要

があります。その際には、前回の定例会におい

ても議論があったとおり、電源自立型で災害時

の復旧も早いＬＰガスを使用したガスヒートポ

ンプエアコンを積極的に設置いただくように改

めてお願いします。 

 さて、さきほども申した能登半島地震におい

ては、避難所における生活環境の問題がクロー

ズアップされました。能登半島地震が真冬に発

生したように、当然のことですが、災害は季節

に関係なく襲ってきます。先月も日向灘を震源

とする地震や台風もあったが、もし猛暑のさな

かに大規模な災害が発生した際、空調がなけれ

ば大変なことになってしまうのは容易に想像が

できます。また、空調以外にも、寝床の対策や

バリアフリー化の問題など以前から指摘されて

いることも含めて、まだまだ避難所の環境を改

善する余地は大きいと言わざるを得ません。 

 もちろん、避難所の環境整備の主体は基本的

には市町村ですが、本県では市町村の取組を後

押しするための補助制度も用意しています。現

時点では予算額を使い切るような状況にはなっ

ていないと伺っており、県においても県民の安

心の確保に向け、単に支援制度を設けることに

とどまらず、市町村に寄り添いながら、この補

助金の活用策を一緒になって考え、避難所の環

境整備を進めていく必要があると考えます。さ

きほども申しましたが、特に自立型エネルギー

であるＬＰガスは災害時の回復力に優れている

ので、是非とも取組をお願いする次第です。 

 こうしたことを踏まえ、避難所の環境整備に

どのように取り組んでいくのか、生活環境部長

に伺います。 

嶋議長 島田生活環境部長。 

島田生活環境部長 避難所は、緊急時に誰もが

ためらうことなく避難できる環境であることが

重要であり、市町村と議論を重ねながら、避難

所運営マニュアルを充実させてきました。 

 今年の夏のような危険な暑さの中では、空調

の設置など避難所の暑さ対策は必須となります。

例えば、避難所となる県立学校の体育館では、

コストや設備の状況を勘案しつつ、今年度から

２か年で電気やＬＰガスなどを熱源とする空調

設備の整備を進めています。加えて、能登半島

地震で浮き彫りとなったトイレや生活用水の確

保など様々な課題に対しても急ぎ対応を進める

必要があります。 

 このため、県では５月に避難所環境に関する

プロジェクトチームを立ち上げ、まず、断水時

のトイレ対策として携帯トイレの備蓄を拡充す
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るため、本議会に補正予算案を提出しています。 

 また、補助制度の活用については、避難所ご

とに状況も異なるので、市町村と地域住民の議

論をベースとすることが重要と考えますが、県

としても孤立集落対策など課題も含め、必要な

対応を進めていきます。 

 今後も市町村と連携し、避難所の生活環境改

善にスピード感を持って取り組みます。 

嶋議長 今吉次郎君。 

今吉議員 ありがとうございました。 

 今は暑過ぎます。また、体育館が避難所では

ありますが、子どもたちは体育で利用する所で

もあります。そういうことを踏まえて設備をよ

ろしくお願いします。 

 では、教育現場における地域との連携につい

て質問します。 

 近年、地域でのつながりが希薄化しているこ

となどから、外で遊ばない子どもたちが増えて

いると聞きます。もちろん、子どもたちが外で

遊ばなくなった理由は、家庭や社会構造といっ

た子どもたちを取り巻く環境の変化など様々な

要因もあり、一足飛びに解決することは困難だ

と思いますが、未来を背負っていく子どもたち

がたくましく健やかに育つ環境が損なわれてい

る現状に対して、私はこの国の将来はどうなる

のだろうと大変心配しています。変化の激しい

社会において、子どもたちが様々な遊びを通じ

て自らの可能性を探求することや、新たな学び

を発見することなどが重要であると思います。

そのために、私は地域の特色を生かした授業づ

くりが大切だと思います。 

 こうした中、７月に福島県喜多方市へ視察に

行きました。同市では、構造改革特区として国

の認定を受けて、平成１９年度から小学校に教

科としての農業科を設置し、その後、現在は市

内全ての小学校に農業に関する教育を実施して

います。子どもたちは、３年生では土に親しむ、

４年生では農業に親しむ、５年生では食と健康

との関わりについて知る、６年生では自然と人

間の共生について知るといったテーマについて、

市が農業科支援員として委嘱した地元の農家の

方々から指導を受けています。 

 また、中津市では、約１６年前からボランテ

ィアグループが子どもたちのものづくりを通じ

て地元の高校生や企業の方々と触れ合う職人フ

ェスティバルというイベントを立ち上げ、最近

は中津市と共催で開催しています。このイベン

トに昨年は約８００人の子どもが参加してくれ

ました。開始当初は体育館で開催していました

が、だんだんブースが増えて、５年ぐらい前か

ら体育館に入り切れなくなり、中津駅近くのア

ーケードのある商店街で開催して、商店街の活

性化にも寄与しています。 

 この職人フェスティバルというのは、県関係

でしたら県立工科短期大学、あと大分県立歴史

博物館、県立の中津東高校、宇佐産業科学高校、

こういうところも参加しますし、県議では成迫

議員も参加しています。それと、今年は初めて

建築住宅課の方も参加しています。 

 そういう中で、子どもたちがいろいろなこと

を経験するとか、あるいは地元の方々との人間

関係を持つことで、机の上の勉強だけではなし

得ない成長を遂げることもできると考えていま

す。農業等の実習や地域内にある大事な財産を

知ること、地元に関する様々な調査を行うこと

で、未知の発見をし、子どもたちにとって新し

い世界が見えてくると思います。授業時間が足

りないことや、学力向上に努めないといけない

といった学校現場における課題があることは承

知しているが、子どもたちが地域や世代を超え

た様々な人間関係を体験して成長することが必

要だと思います。 

 また、最近問題になっている人口減少への対

応という観点からも、将来地元に残ってもらう

べく、義務教育段階だけではなく、県立高校の

教育においても積極的に地域との連携を図って

いくことが重要であると考えます。 

 こうしたことを踏まえ、教育現場における地

域との連携にどのように取り組んでいくのか、

教育長に伺います。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 地域社会のつながりや支え合いが

希薄化する中で、子どもたちがこれからの厳し

い時代を生き抜く力を育むためには、学校と地
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域がパートナーとして相互に連携、協働してい

く必要があります。また、地方創生の観点から

も、議員から御紹介のあった農業やものづくり

の体験は郷土への愛着や誇りを育み、地域の将

来を担う人材の育成にもつながるものと考えて

います。 

 そこで、県では、総合的な学習の時間等を活

用して地域と連携した体験学習を行い、子ども

たちの主体的な社会参加の意識付けを図ってい

るところです。例えば、山香小学校では米作り

体験、本耶馬渓中学校では盆踊りなど地域の行

事を継承する活動、日田林工高校では全校生徒

が千年あかりでの竹灯籠の制作や設置などを通

して様々な学びを得ています。 

 今後も学校教育と社会教育の垣根を越えて、

子どもたちの成長や地域の振興に向けたビジョ

ンを関係団体で共有しながら、地域と共にある

学校づくりに力を入れていきます。 

嶋議長 今吉次郎君。 

今吉議員 ありがとうございました。総合学習

でいろいろやっていると思います。ただ、教育

現場における地域との連携について質問しまし

たが、高校においても、普通科だけではなく専

門学科も含め、時代に合わせた学科の再編や地

域との連携による魅力を高めていくことが、本

県の未来を担う子どもたちの育成はもとより、

地域活性化を図るためにも必要だと考えますの

で、今の子どもたちが人間交流するようなこと

が増えるような授業を是非とも進めてください。

よろしくお願いします。 

 では、地域の振興について、歩行・自転車通

行空間の整備についてです。 

 中長期的な視点でこれからの観光振興を考え

たとき、二酸化炭素などカーボン排出量の抑制

との両立は大事なテーマであると思います。そ

のために重要なのが徒歩や自転車で楽しめるま

ちづくりです。 

 世界的な潮流として、人々の関心が健康増進

や自然へ向かう傾向が強くなっていることを背

景として、まちづくりや地域再生の分野におい

ても、安全に歩いて楽しめる空間が大きなテー

マになっています。 

 折しも、本県では今年４月から６月にかけて、

福岡県と共同でデスティネーションキャンペー

ンが開催されました。その際、改めて観光素材

としてのまち歩きや自転車でのサイクリング等

のＰＲが行われたこともあり、本県においても

安全で快適な歩行・自転車通行空間の整備の必

要性が再認識されてきていると感じます。 

 こうした中、私は商工観光労働企業委員会の

県外視察でみちのく潮風トレイルの名取トレイ

ルセンターに伺う機会を得ましたが、みちのく

潮風トレイルは、東日本大震災から復興に資す

るため、東北太平洋沿岸地域を中心に環境省が

設置した歩いて旅を楽しむための道です。その

総距離は千キロメートルを超え、青森県八戸市

から福島県相馬市までの４県２９市町村にまた

がり、太平洋沿岸を１本の道でつなぐロングト

レイルです。 

 美しい自然や景観が楽しめるのはもちろんで

すが、地域に暮らす人々とこの地を訪れる人と

の交流や、自然の恵みと震災の記憶、自然との

共生の中で育まれた暮らしや歴史、文化など様

々な新しい関係が育まれることが魅力の一つで

す。運営は、関係自治体や民間団体、地域住民

などの協働によりなされているとのことでした。

このルート上には、遊歩道、登山道、林道、舗

装道、砂浜など様々な既存の道が接続されてい

ます。路線の設定にあたっては、地域住民との

検討会を開催して意見を取り入れるなど地域参

画の工夫がなされました。 

 このように歩いて、また、自転車でも楽しめ

るまちづくりは、現在、観光地が目指すべき方

向の一つであり、本年制定されたアドベンチャ

ーツーリズム条例の推進にもつながると思いま

す。 

 本県の各市町村でもそうした取組が進められ

ており、一昨年９月に日本経済新聞の記事によ

れば、歩きたくなるまちづくりに取り組む自治

体は全国で２割程度ですが、本県は全国最多の

９割となっており、大変先駆けた取組が進めら

れていますが、今議会に提案されている新しい

長期総合計画の案においても、地域を支える交

通ネットワークの充実の取組の一つとして、安



第３回 大分県議会定例会会議録 第４号 

- 120 - 

全で快適な歩行空間や自転車通行空間の整備等

が上げられています。これは昨今の時流に沿っ

た取組であり、是非とも積極的な推進をお願い

したいと思います。 

 こうしたことを踏まえて、安全で快適な歩行

・自転車通行空間の整備にどのように取り組ん

でいくのか、土木建築部長に伺います。 

嶋議長 五ノ谷土木建築部長。 

五ノ谷土木建築部長 県では、通学路や市街地

などにおいて、通行量等に応じて歩道や自転車

道の整備に取り組んでいます。あわせて、多様

化する道路利用者のニーズへの対応として、地

域振興やツーリズムの観点からの取組も重要で

す。 

 例えば、阿蘇くじゅう公園線においては、竹

田市や地域住民との連携により、久住高原の自

然環境と調和した芝歩道を整備し、訪れる登山

者や観光客から好評を得ているところです。ま

た、大学陸上部などの合宿地としてにぎわって

いる長者原では、ランニングコースである別府

一の宮線の路肩拡幅やカラー舗装を実施してい

ます。 

 市町村においても居心地が良く歩きたくなる

まちづくりを進めており、津久見市では河川改

修に合わせ、橋梁や遊歩道のライトアップをは

じめ、展望広場等を整備し、まちなかの回遊性

を高めています。また、豊後大野市では、ＪＲ

三重町駅周辺において、駅舎の改修に合わせ、

歩行者優先の歩車共存道路や公園の整備により、

にぎわいの創出に取り組むこととしています。 

 今後とも市町村と連携し、道路利用者や地域

住民のニーズを踏まえた通行空間の整備に努め

ます。 

嶋議長 今吉次郎君。 

今吉議員 いろいろな取組は当然やっているん

でしょうが、やっぱり歩くことで地域の魅力を

一緒に味わえるというＰＲをどんどんしないと

いけないと思うんですね。だから、歩いたり自

転車でやることによって地域の魅力をもっと感

じるということを是非とも県としてはＰＲをよ

ろしくお願いします。 

 では、次は空き家対策です。 

 以前から私の一般質問において何度か取り上

げてきましたが、現在、多くの自治体で空き家

などの増加が問題となっています。この対策と

して最近注目されている活動の一つにランド・

バンクがあります。ランド・バンクとは、自治

体などによって設置され、荒廃した不動産を取

得し、管理や再生などを通じて新たな利益価値

を生み出すことを目的としている準公共的な活

動で、都市部の荒廃が目立つようになった１９

７０年代のアメリカで設立され始め、現在では

日本でも複数の地域で設立されています。 

 山形県鶴岡市における取組が国内では最初の

事例と言われており、宅建協会や建設業協会、

行政書士会、土地家屋調査士会等の専門的な機

関が参加して、鶴岡市役所も空き家改修や管理

の活動を進めやすくするための助成などによる

側面支援も行っています。 

 少子高齢化などで相続されずに放置される空

き家が増えていますが、ランド・バンクは、空

き家に対する様々な働きかけによって空き家を

抱える所有者に対する啓発や、空き家予備軍の

住宅の流動化、放置されている空き家の解体な

どに対して各地で顕著な実績を上げています。

私は、本県においてもランド・バンクを活用す

ることにより、空き家を個人の問題としてでは

なく、まちの課題として捉え、中心市街地の活

性化などにつなげていってほしいと期待してい

るところです。 

 こうしたことを踏まえ、ランド・バンクの活

用を含め、関係者と連携しながら空き家対策に

どのように取り組んでいくのか、企画振興部長

に伺います。 

嶋議長 若林企画振興部長。 

若林企画振興部長 空き家対策についてお答え

します。 

 本県では、平成２４年に県と市町村による検

討会を設け、令和４年度から民間団体も加え、

官民が連携し、空き家対策に取り組んできたと

ころです。具体的には、相談窓口の開設や、新

聞、Ｗｅｂを通じた空き家所有者への啓発に加

え、空き家を活用したビジネスへの支援など、

利活用を通じた地域活性化にも力を入れていま
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す。 

 議員から御提案があった、いわゆるランド・

バンクについては、空き家や所有者不明土地問

題への対応策として、全国の一部の自治体で実

施されているものと認識しています。 

 実施にあたっては、ランド・バンクの有効性

や事業主体、資金調達の方法等について、市町

村が地域の実情を踏まえて検討することが重要

と考えており、まずは会議等の機会を通じ、情

報共有を図りたいと考えています。 

 引き続き空き家の管理、活用の手引の作成等

を通じて市町村を支援するとともに、関係機関

と連携し、実効性ある対策に取り組んでいきま

す。 

嶋議長 今吉次郎君。 

今吉議員 ありがとうございました。 

 しかし、現実は、中津市もそうですが、市町

村の空き家対策で放置されたものを行政代執行

ということが今、法律で認められていますが、

なかなか進まないんですよ。行政代執行しても

払ってくれるかどうか分からないとか、そうい

う古い家は、もう壊れそうで近所でも大変迷惑

なんですね。 

 だから、なかなか今難しいのは、そういうの

をやると住民監査請求されたり、そういう問題

もあるので、身動きが取れないという状況があ

り、市町村だけの対応では解決できないものが

すごく多くなっています。だから、公的なラン

ド・バンクが対応し得る仕組みづくりがやっぱ

り必要なんですね。だから、不動産に関する専

門性を有した公的組織が必要ですから、是非と

もこういう組織づくりをしないとなかなか現実

には空き家は減らないし、近所で大変迷惑なん

ですね。だから、そういう中で知事は何か御意

見ありませんか。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 大分市長のとき、佐賀関で非常に危

険な住宅があり、市が代執行して取り壊した後

に請求を遠く離れている持ち主にしたという事

例がありましたが、それに至るまでいろんな手

続があり、なかなか難しいというのも実情です。 

 今、今吉議員が御提案のようないろんな仕組

みを考えながら、使えるものは有効に使ってい

くと。片方で、空き家を例えば、古民家を再利

用して魅力的なものにしていこうという取組も

ありますし、それから、災害のときに危ないも

のについてはしっかり撤去していくというのが

必要ですので、両面から取組をしっかりやって

いく必要があると考えています。 

嶋議長 今吉次郎君。 

今吉議員 是非県も絡んで、そういう問題が解

決できるようによろしくお願いします。 

 では、最後に商店街の活性化です。 

 さきほどの地域での空き家問題と同様に、商

店街での空き店舗対策も大変重要です。私も不

動産業に関わる中で、商店街については地域の

中心部にあるという立地の特性上、最終的には

活用できる例が多いと考えますが、これからは

持続可能な商店街の再生が重要になってきます。

中津市の商店街は中津駅と近く、駅を拠点とし

て１キロメートルほどの商店街が続いています。

さきほども触れましたが、商店街の活性化を兼

ねて、ボランティアグループと中津市で職人フ

ェスティバルというのを５年前から商店街で実

施していますが、昨年の例では子どもたちが約

８００人、事前予約で来ました。それに保護者

も同行して来ますので、全体では２千人ほどの

方々が午前１１時から午後３時まで商店街の中

で体験や買物をして大変にぎわいます。 

 少子高齢化や人口減少は全国共通の課題でも

あり、かつてのように商店街にある全ての店舗

のシャッターが開き、毎日多くの人でにぎわう

商店街を取り戻すことは大変難しいと思います

が、住んでいる子どもや子育て世代、高齢者の

憩いの場として活用することは大切だと考えま

す。商店街は商業集積エリアであり、地域コミ

ュニティの拠点としての役割を担ってきたので、

商店街を元気にすることは地域コミュニティの

活性化、地域の魅力向上にもつながるのではな

いかと考えます。 

 商店街の活性化は、商店街の中の店舗を増や

すことが重要ですが、人とのつながりの創出と

いう観点から、住民が集い、誇れる場所を目指

すため、イベントの開催や空き店舗の活用を通



第３回 大分県議会定例会会議録 第４号 

- 122 - 

じて商店街の価値を高め、行政と民間の連携で

活動していくことが必要です。 

 本県でも、商店街の活性化のために市町村と

連携しながら空き店舗改修等を支援しているこ

ととは思いますが、それだけではなく、地域コ

ミュニティの活性化を兼ねた活動の支援のほか、

例えば、都市計画の変更も視野に入れ、老朽化

した公共施設等を商店街に移転したり、その再

生を官民一体で取り組んだりと、短期的視点で

はなく、１０年、２０年後を見据えた新たな発

想と手法で持続可能な商店街の活性化に取り組

んでいくことが大切だと思います。 

 こうしたことを踏まえ、市町村と連携しなが

ら地域を支える商店街の活性化にどのように取

り組んでいくのか、商工観光労働部長に伺いま

す。 

嶋議長 利光商工観光労働部長。 

利光商工観光労働部長 人口減少や消費スタイ

ルの多様化、郊外型大型店舗などとの競合など

で地域の商店街は厳しい状況にあります。地域

におけるコミュニティの拠点として、商店街の

活性化を図っていくことが重要です。 

 このため、県ではこれまでも地元自治体と連

携し、空き店舗の改修による新たな人流創出や、

デジタルツール活用による発信力強化などに積

極的に挑戦する商店街を支援してきました。 

 例えば、中津市では、空き店舗を活用したイ

ベントスペースやシェアオフィスの整備を市と

共に支援しました。 

 さらに昨年度からは、外部事業者が有する地

域課題解決のノウハウを商店街の活性化に取り

入れるべく、事業者と県内商店街のマッチング

支援を開始しています。今年度は６社から提案

があり、具体的連携に向けて地元自治体や商店

街と相談を進めているところです。 

 また、地元自治体が商店街やその周辺に住民

交流の場や子育て支援拠点、情報発信拠点など

の公共施設を設け、人流創出などにつながった

事例も増えています。県としては、こうした好

事例の他自治体への情報提供にも努めます。 

 引き続き地元自治体と連携しながら、持続的

な商店街の活性化を後押ししていきます。 

嶋議長 今吉次郎君。 

今吉議員 ありがとうございました。 

 商工観光労働部長は中津市の商店街に来たこ

とがありますか。昼間はがらがらなんですよ。

昔、商店街を自転車は押して行きよったんよ。

今は誰も押さない。どんどん乗って行くんです

ね。夜は居酒屋街みたいになっているんですよ。

それはそれでいいんですが、昼間の人集めがな

かなか今は難しいんですね。だから、そういう

ことも踏まえて、そういう触れ合いができるよ

うなイベントに是非とも県も絡んで、昼間潤わ

ないと商店街としてはなかなか地価も上がらな

いです。是非ともたまには商店街に来てくださ

い。よろしくお願いします。どうもありがとう

ございました。（拍手） 

嶋議長 以上で今吉次郎君の質問及び答弁は終

わりました。 

 お諮りします。本日の一般質問及び質疑は、

この程度にとどめたいと思いますが、これに御

異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、本日の一般質問及び質疑を終わりま

す。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 以上をもって本日の議事日程は終了し

ました。 

 次会は、明日定刻より開きます。日程は、決

定次第通知します。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 本日はこれをもって散会します。 

午後２時３７分 散会 
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令和６年第３回大分県議会定例会会議録（第５号） 

 

令和６年９月１３日（金曜日） 

――――――――――――――――――――― 

議事日程第５号 

            令和６年９月１３日 

              午前１０時開議 

第１ 一般質問及び質疑、委員会付託 

第２ 特別委員会設置の件 

――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した案件 

日程第１ 一般質問及び質疑、委員会付託 

日程第２ 特別委員会設置の件 

――――――――――――――――――――― 

出席議員 ４２名 

 議長 嶋  幸一 副議長 井上 明夫 

    志村  学     御手洗吉生 

    桝田  貢     穴見 憲昭 

    岡野 涼子     中野 哲朗 

    宮成公一郎     首藤健二郎 

    清田 哲也     今吉 次郎 

    阿部 長夫     小川 克己 

    太田 正美     後藤慎太郎 

    森  誠一     大友 栄二 

    木付 親次     三浦 正臣 

    古手川正治     麻生 栄作 

    阿部 英仁     御手洗朋宏 

    福崎 智幸     吉村 尚久 

    若山 雅敏     成迫 健児 

    高橋  肇     木田  昇 

    二ノ宮健治     守永 信幸 

    原田 孝司     玉田 輝義 

    澤田 友広     吉村 哲彦 

    戸高 賢史     猿渡 久子 

    堤  栄三     末宗 秀雄 

    佐藤 之則     三浦 由紀 

欠席議員 １名 

    元吉 俊博 

――――――――――――――――――――― 

出席した県側関係者 

 知事           佐藤樹一郎 

 副知事          尾野 賢治 

 副知事          桑田龍太郎 

 教育長          山田 雅文 

 代表監査委員       長谷尾雅通 

 総務部長         渡辺 淳一 

 企画振興部長       若林  拓 

 企業局長         高野 信一 

 病院局長         井上 敏郎 

 警察本部長        種田 英明 

 福祉保健部長       工藤 哲史 

 生活環境部長       島田  忠 

 商工観光労働部長     利光 秀方 

 農林水産部長       渕野  勇 

 土木建築部長       五ノ谷精一 

 会計管理者兼会計管理局長 馬場真由美 

 交通政策局長       嶋川 智尉 

 防災局長         首藤  圭 

 観光局長         渡辺 修武 

 人事委員会事務局長    倉原 浩一 

 労働委員会事務局長    一丸 淳司 

――――――――――――――――――――― 

午前１０時 開議 

嶋議長 おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

―――――→…←――――― 

 諸般の報告 

嶋議長 日程に入るに先立ち、諸般の報告をし

ます。 

 教育委員会から地方教育行政の組織及び運営

に関する法律第２６条第１項の規定により教育

に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び

評価について、報告書の提出がありました。 

 なお、報告書はお手元に配布しています。 

 以上、報告を終わります。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 本日の議事は、議事日程第５号により

行います。 
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―――――→…←――――― 

 日程第１ 一般質問及び質疑、委員会付託 

嶋議長 日程第１、第７６号議案から第１０６

号議案までを一括議題とし、これより一般質問

及び質疑に入ります。 

 発言の通告がありますので、順次これを許し

ます。穴見憲昭君。 

  〔穴見議員登壇〕（拍手） 

穴見議員 おはようございます。４番、自由民

主党の穴見憲昭です。 

 任期が始まり３回目の一般質問となります。

この機会を与えてくださった先輩、同僚議員の

皆様に感謝します。 

 そしてまた、大変お忙しい中、傍聴にも来て

くださっている方、お一人は友人です。ありが

とうございます。 

 では、早速質問の方に入っていきます。 

 初めに、グリーンコンビナートおおいた推進

構想の実現について質問します。 

 大分コンビナートは、本県経済や地域雇用の

みならず、日本の産業を支える重要な役割を担

っており、カーボンニュートラルを目指してい

く中でも、将来にわたって発展させていかなけ

ればなりません。 

 そのため県では、本年１月、コンビナート企

業や大分市、大分大学と共に、２０３０年や２

０５０年を見据えた大分コンビナートのありた

い姿をグリーンコンビナートおおいた推進構想

として取りまとめました。 

 その実現に向け、これから鋭意、計画的、段

階的な取組が進められていくものと思いますが、

難しいのは、カーボンニュートラルに必要な革

新的技術の多くが、依然、実証段階にあり、ど

の技術がどう生き残っていくのか不透明な状況

にあるということです。 

 例えば、水素の運搬手段を考えた場合、液化

して運ぶのか、有機系の水素化合物とするのか、

アンモニアにして輸送するのか、それぞれ検討

が進んでいる状況です。また、製鉄については、

コークスの代わりに水素を使った還元技術に期

待が集まっており、現在、製鉄業界を挙げた実

証事業が急がれています。カーボンニュートラ

ルに向けた企業投資は、極端に言えば、工業製

品の製造方法を変えるだけであり、必ずしも新

しいものを生み出すわけではなく、その一方で、

投資規模が巨額であるということも、これから

の企業投資の判断を難しくする要因の一つであ

ろうかと思います。 

 グリーンコンビナートおおいた推進構想は、

これからが本番であり、２０５０年を見据えた

長丁場の取組ではありますが、その実現に向け

今後具体的にどのように取組を進めていくのか、

知事に伺います。 

 以降、対面席にて質問します。 

  〔穴見議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

嶋議長 ただいまの穴見憲昭君の質問に対する

答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 おはようございます。穴見憲昭議員

のグリーンコンビナートおおいた推進構想の実

現についての質問にお答えします。 

 今後の経済活動において、世界的な要請であ

るカーボンニュートラルは避けて通れない問題

です。特に県経済を牽引する大分コンビナート

の対応は喫緊の課題です。 

 そのため、昨年度、産学官で議論を重ね、本

年１月にグリーンコンビナートおおいた推進構

想を取りまとめました。構想では、将来を見据

えた大分コンビナートのありたい姿として、水

素等の受入れ・供給、ＣＯ２の受入れ・搬出、

脱炭素技術の実証・導入、この三つの役割を重

視しながら拠点化を目指す方向性を共有しまし

た。 

 既に現在、構想実現に資する多くの企業間連

携プロジェクト等が動き出しています。例えば、

水素では、再生可能エネルギーを活用した水の

電気分解による大規模なグリーン水素の製造・

供給についての検討が進められています。 

 ＣＯ２を資源として活用するカーボンリサイ

クルでは、水素と組み合わせた基礎化学品の製

造などの実現可能性調査が進んでいます。活用

し切れないＣＯ２は、回収して搬出し、地中に

埋設する手法も有効であり、現在検討されてい

る全国九つのプロジェクトのうち、三つで大分
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コンビナートが排出源として想定されています。

さらに、工場から排出されるＣＯ２を低コスト

に分離・回収する技術開発も進行中であり、２

０３５年には大分コンビナートでの実装が計画

されています。 

 構想の実現には、こうした取組を着実に前進

させ、技術やコスト等の課題解決に道筋を付け

ることで、将来の拠点化に向けた投資を積極的

に呼び込んでいかなければなりません。そのた

め、県では今年度から、民間企業による設備等

の導入可能性調査や実証に対して助成すること

としたほか、共用設備等の整備を支援するＧＸ

投資促進補助金を創設しています。 

 なお、現状では、大分コンビナートには新規

設備等を導入するための用地に余裕がない状況

ですが、大分市と共に産業用地の確保に向けて

計画的な対応を図っています。 

 大分コンビナートの脱炭素化と持続的成長の

両立は、未来創造の大分県づくりにおける最重

要課題の一つです。引き続き、地域や関係者と

しっかり連携して、構想の具体化を計画的、段

階的に進めていきます。 

嶋議長 穴見憲昭君。 

穴見議員 ありがとうございます。ちょうど１

年前、第３回定例会の際に、同じ内容の質問を

させていただきました。それからいろいろと進

捗があるということは非常にうれしく思ってい

ます。しかし、これからがやはり重要なのかな

と思います。 

 本県、特に大分市は、知事も御承知のとおり

工業都市であり、やはりその製造品出荷額で競

っているという部分があろうかと思います。な

ので、その強みをしっかり伸ばしていく、一方

でカーボンニュートラルを進めていく、これは

非常に難しいことではあろうかと思いますが、

とはいえ、取り組んでいかないといけない状況

だと思います。 

 さきほど言ったとおり、なかなかその企業と

しても採算が合うか否かというか、要はリター

ンが見えてくるかこないか分からないのに投資

するのは難しい状況ではあろうかと思いますの

で、そこの後押しをしっかり行っていただきた

いと思います。これからも具体的な取組をよろ

しくお願いします。 

 では続いて、観光誘客についてお尋ねします。 

 大阪・関西万博の開催が来年と迫りました。

今年の第１回定例会における佐藤知事の当初予

算議案の提案理由説明の中にも、大阪・関西万

博からの誘客に向けた準備にも力を入れていく

とありましたし、他の議員さんたちからの質問

にも万博を見据えた御答弁があったということ

は記憶しています。また、今議会に上程されて

いる９月補正予算案において、来年度の出展準

備を進める経費が計上されていることからも、

知事の強い意気込みを感じています。 

 もちろん私としても、このチャンスを逃すこ

となく本県への経済波及効果を大きいものにし

てほしいと望んでいますし、今後もホーバーク

ラフト等を含めた交通インフラの整備やアドベ

ンチャーツーリズム、カルチャーツーリズムな

どのコンテンツの魅力向上に努めるなど、準備

に向けた取組も加速されていくものと期待して

いるところです。 

 しかし、万博からの波及効果は、恐らく九州

を含む他県も想定していることであり、様々な

準備を重ねているとも考えられることから、回

遊性を意識した一工夫が必要であろうかと思い

ます。 

 そのような中、万博とほぼ同時期に瀬戸内国

際芸術祭２０２５が開催されます。これは瀬戸

内海の島々を中心に３年に１度開催されるアー

トの祭典です。万博とほぼ同時期にスタートす

るため、その両方を訪れようとする観光客も少

なくないと考えています。 

 本県は地理的に関西から瀬戸内海を結ぶ延長

線上にあり、動線としても動きやすいこと、ま

た、県内にカルチャーツーリズムとしての魅力、

観光資源が存在していることなど、いかす手段

や可能性は大いにあると感じています。是非大

阪・関西万博や瀬戸内国際芸術祭に絡めた観光

ツアー、また、周遊ルートの造成など、その波

及効果を最大にできるような働きかけを行って

いただきたいと思っています。 

 こうしたことを踏まえ、大阪・関西万博や瀬



第３回 大分県議会定例会会議録 第５号 

- 126 - 

戸内国際芸術祭と連携した観光誘客にどのよう

に取り組んでいくのか、観光局長に伺います。 

嶋議長 渡辺観光局長。 

渡辺観光局長 来年開催の大阪・関西万博は、

約２，８２０万人の想定来場者数のうち海外か

らの来場者が約３５０万人と予想されています。

また、同時期に開催される瀬戸内国際芸術祭に

は、前回、コロナ禍の中でも７２万人が訪れた

と聞いています。来年は来場者の大幅な増加が

見込まれるところです。 

 大分県においても、この二つの国際イベント

を誘客の好機と捉え、関西からの通り道となる

瀬戸内地域と連携した取組を積極的に推進して

いるところです。 

 まず、お隣愛媛県とは共同でフェリー航路に

おけるインバウンド向けアンケート調査を実施

しており、旅行ニーズの把握・分析を通じて、

魅力ある周遊ルートの構築に取り組んでいます。 

 加えて、せとうち観光推進機構とも連携しな

がら、瀬戸内地域からのモデルコースの造成、

訪日意欲の高いオーストラリアでの旅行博出展

や現地メディア招聘などにも共同で取り組むこ

ととしています。 

 県内においては、国東半島で来年の芸術文化

祭開催に向けた準備が進められています。芸術

文化をいかした回遊性の高い旅の提案を関係市

や観光協会などと連携して進めたいと考えてい

ます。 

 今後も、国際イベントを契機とした広域連携

による周遊促進を図りながら、本県の魅力ある

観光資源を十分に活用した誘客に取り組んでい

きます。 

嶋議長 穴見憲昭君。 

穴見議員 ありがとうございます。先般のＤＣ、

デスティネーションキャンペーンも非常に好調

だったという報道を拝見しました。また、さき

ほど言ったような来年のビッグイベント、こう

いったチャンスを逃すことなく観光誘客に取り

組んでいただきたいと思いますし、さきほども

言ったとおり、瀬戸内と絡めた連携ができる自

治体は限られてくるのかなと思います。その強

みを生かして観光誘客にしっかり努めていただ

きたいと思いますので、よろしくお願いします。 

 では続いて、環境先進県おおいたの実現につ

いてお尋ねします。 

 本県では、日本一の源泉数と湧出量を誇る温

泉資源など、全国に誇れる豊かな自然の恵みを

いかした観光や産業などが発展してきました。

そのような中、本年５月に閣議決定された国の

第６次環境基本計画では、環境と経済社会シス

テムに関する強い危機感の下、今まで以上に大

きな警鐘が鳴らされています。 

 本県においても、地球温暖化による気候変動、

プラスチック汚染による生態系への影響、温泉

資源の枯渇による観光産業の衰退などといった

環境上のリスクはこれまでも課題として捉えて

おり、様々な対策を講じてきましたが、その結

果が求められる期日が近付いてきたということ

を改めて強く実感しています。当然ながら、そ

の結果が出た際に本県経済が衰退しているよう

では本末転倒であり、県民、事業者等のあらゆ

る主体が同じ方向を向いて力を尽くしていくこ

とが必要不可欠かと考えます。 

 節目である２０５０年まで、残り２５年しか

ありません。そのうち１０年の計画ですので、

この勝負の１０年に何を成すか、どんな種をま

くかが、本県が誇る豊かな自然を次世代へ継承

しつつ、県経済を持続的に発展させるために非

常に重要な選択になると思っています。 

 こうした中、今定例会に上程された第４次大

分県環境基本計画では、本県の目指すべき環境

の将来像として「恵み豊かで美しく快適な環境

先進県おおいた」を掲げるとともに、環境を守

るのみならず、いかして選ばれる視点を基に、

今後１０年間の環境政策の方向性が示されてい

ます。 

 本年第１回定例会においては、本県が環境先

進県を目指す上での政策の方向性について知事

から御答弁がありました。今回の計画案は、そ

の方向性を具体化したものであると思いますが、

計画記載の取組の中でも特に力を入れていく点

や今後の課題などについて、令和７年度の施策

の検討を進めているこのタイミングで議論を深

めていく必要があろうかと思います。 
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 こうしたことを踏まえ、環境先進県おおいた

の実現に向けて今後どのように取組を強化して

いこうとしているのか、知事の考えを伺います。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 環境先進県おおいたの実現について

ですが、今議会にお諮りしている新たな環境基

本計画案は、自然環境を守るのみならず、いか

して選ばれるの視点を取り入れたことが特徴で

す。これまでの環境政策を継承しつつ、企業の

環境対策や環境保全活動などに新たな社会的価

値を付けて、経済の発展も促していく取組をグ

リーンアップおおいたとして展開していくこと

としています。 

 １０月には、この運動の推進母体として、新

たにグリーンアップおおいた推進会議を立ち上

げます。推進会議では、賢い電力使用の促進な

ど、重点的に取り組んでもらいたい行動例を示

して、実践を呼びかけて、県民の皆さんに行動

変容を促していきます。 

 これに加えて、環境と経済の好循環に向けて、

企業や団体の取組も後押しします。 

 一つ目は大分県版カーボンニュートラルの推

進です。現在、グリーン事業者認証制度により、

企業価値の向上に取り組む事業者を支援してい

ますが、今後はＣＯ２削減や再エネの導入を面

的に広げ、地域の価値へとつなげていく必要が

あります。コンビナート企業協議会や金融機関、

市町村等と連携して、蓄電池や、屋根等を貸す

ことで初期投資なく発電し自家消費するＰＰＡ

といった手法を駆使して、再エネのさらなる導

入を可能とする地域づくりを進めて、県内に波

及させていきます。 

 二つ目は経済成長と環境対策を両立させる循

環経済の構築です。県では、社会問題となって

いるプラごみのゼロ宣言を行い、様々な普及啓

発に取り組んでいます。市町村では、プラスチ

ックのケミカルリサイクル技術を有する企業と

連携し、家庭の廃プラスチック回収の実証実験

に取り組む動きも出てきています。今後は、こ

のような技術の社会実装への挑戦を支援し、プ

ラスチック等の資源を循環させる仕組みづくり

を進めていきます。 

 三つ目は豊かな自然の保全と活用です。本県

には県民や環境保全団体の長年の努力により守

られてきた豊かな自然があり、ユネスコエコパ

ーク登録や日本ジオパーク認定といった形で、

国内外に評価されています。大阪・関西万博等

の機会を捉えて、その価値を発信し、多くの人

々を呼び込みたいと考えています。 

 グリーンアップおおいたの旗印の下に、県民

の行動変容、そして環境と経済の好循環を促す

施策を展開して、環境先進県おおいたの実現を

目指していきたいと考えています。 

嶋議長 穴見憲昭君。 

穴見議員 ありがとうございます。ここ１０年

２０年を見ても、本当に環境の変化は著しいな

と思っています。今、知事の御答弁の中に環境

と経済の好循環というワードが２回出てきまし

た。正にそのとおりかなと思います。 

 １問目のグリーンコンビナートのところとも

かぶるんですが、やはり経済は回していく一方

で環境もしっかり考えていかないといけない。

大変重要なことだと思います。 

 質問の中でも言いましたが、今からやってお

かないといけないことはたくさんあろうかと思

います。２０５０年というと、まだまだ先とい

うイメージですが、やはりそこに芽が出るまで

に時間がかかることもたくさんあろうかと思い

ますので、引き続き取組をお願いしたいと思い

ます。よろしくお願いします。 

 では続いて、救急医療提供体制の確保につい

てお尋ねします。 

 近年、高齢化の進展等の影響もあり、救急需

要は増加する中、救急活動の内容も複雑かつ多

様化し、年々困難性を伴ってきています。 

 本県においても、救急業務による搬送者数は

増加傾向にあり、特に、ここ数年はその約７割

が６５歳以上の高齢者であり、今後はさらなる

搬送者数の増加が見込まれます。こうしたこと

から、救急業務の体制は逼迫しており、搬送困

難事案の件数も令和３年度の７８０件から令和

４年度には１，１９６件と大幅に増加したほか、

病院収容までの平均の所要時間も伸びている傾

向にあると伺っています。 
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 さらに、救急医の不足や４月から開始した医

師の時間外労働規制による影響の懸念などもあ

り、県民の安心の基盤となる救急医療提供体制

の維持が課題となってきています。こうした中、

急な病気やけがをした際の相談窓口として、医

師や看護師等の専門家から電話で助言を受ける

仕組みである救急安心センター、通称♯７１１

９の設置が全国的に進んでいます。これは全国

の例を見ても、かなり医師、医療従事者の業務

負担軽減につながっているという話もよく耳に

しています。 

 本県では、今年度から大分市が先行して取組

を行おうとしていますが、他方で、県民の安心

につながる♯７１１９の運営は、全県的に取り

組むべき施策であるとも考えられ、県が主体と

なった取組を望む声も多く聞かれます。いずれ

にしても、安定した県内の救急医療提供体制の

確保は喫緊の課題であり、県としてもしっかり

とした対策を打ち出していただきたいと考えま

す。 

 こうしたことを踏まえ、救急医療提供体制の

確保にどのように取り組んでいくのか、福祉保

健部長に伺います。 

嶋議長 工藤福祉保健部長。 

工藤福祉保健部長 県では、県民がどこに住ん

でいても安心して質の高い医療を受けられるよ

う、市町村等と連携して、初期、二次、三次と

体系的な救急医療体制を整備するとともに、県

内を３機のヘリによる広域搬送体制として確保

しています。 

 また、救急搬送中の患者の映像や心電図など

を搬送先の医療機関などと共有する救急支援シ

ステム、これは県内全ての消防本部に既に導入

しており、適切な搬送先の選定や医療機関の円

滑な受入れに大きく寄与しているところです。 

 不足する救急医の確保ですが、令和４年度か

ら、研修資金の貸与の対象に救急科を追加して、

急ぎその養成に取り組んでいます。 

 加えて、医療機関の勤務環境の改善も大変重

要ですので、タスクシフトやＩＣＴ機器等の導

入を支援する補正予算案を今定例会に提案して

いるところです。 

 なお、♯７１１９ですが、救急車の適時適切

な利用や救急医療機関の受診の適正化に有効で

あり、１０月から先行して開始される大分市の

導入効果等を踏まえつつ、全県展開に向け、県

が主導して他の市町村に働きかけているところ

です。 

 こうした取組により、引き続き安定した救急

医療体制の確保を図っていきます。 

嶋議長 穴見憲昭君。 

穴見議員 ありがとうございます。まず、平素

からいろんな救急医療提供体制の取組について、

今、詳しい御説明があり感謝します。 

 ♯７１１９に関してなんですが、もちろん予

算が絡むことですので、この場で、はい、やり

ましょうとならないことは分かっています。し

かし、やはり前向きに、そしてスピード感を持

って検討していただきたいなと思っています。

やはり一番に考えるべきは安全で、安心で、そ

して安定した救急医療提供体制の確立だと思っ

ています。それにあたって、県がやるべきなの

か、市町村がやるべきなのか、いろいろと議論

はあろうかと思いますが、余りその議論に時間

をかける余裕もないのかなと思っています。 

 医師、医療従事者の方々の現場は、部長はじ

め皆さんも重々承知だと思いますので、改めて

早急な結論を出していただきますようお願いし

ます。 

 それと、救急医療に関連した話題として、こ

ちらは防災局の方になりますが、いよいよ１０

月から本格的な運用が開始されるおおいた消防

指令センターもあります。こちらは第１回定例

会の際に一般質問として取り上げさせていただ

きました。 

 今後は機器の更新経費も想定される上に、市

町村により、共同運用開始前と比較して維持管

理経費が増加するという見込みがある市町村が

あることも伺っており、非常に心配していると

ころでもあります。もちろん、３月も言った消

防指令業務は、一義的には市町村の管轄である

ということは当然私も理解しています。一方で、

さきほど言ったとおり、県民の安心の確保は、

やはり県の重要な政策課題であろうかと思って
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います。 

 今後、大規模災害発生時などには、県とその

おおいた消防指令センターと緊密な連携を図っ

ていく必要があると思いますし、その観点から

も、センターの持続性は非常に重要なものであ

ろうかと思います。維持管理経費の増加に対し、

やはり県としても何らかの手当てを行うべきで

はないかと考えています。この点に関しては是

非前向きに検討していただきたいと要望として

おきます。よろしくお願いします。 

 次に、福祉人材、とりわけ介護人材の確保・

育成について伺います。 

 我が国、また本県においても、人口減少に関

する危機感は大きくなる一方で、歯止めがかか

らないのが現状であろうかと思います。私個人

としても、又は自民党県議団会派としても、様

々な業種・業界の方からいろんな御意見をいた

だく機会が多いんですが、今は業種・業界問わ

ず第一声目に出てくるのが、人手が足りないと

いうことがよく言われます。今回は中でも、高

齢化が進む昨今においてニーズが高まっている

介護現場で働かれる方の人材確保・育成に関し

て質問していきます。 

 かねてより、福祉に関する現場は、業務の負

担増、又はきつい仕事というイメージも手伝っ

て、なかなか人手が確保できないという状況が

続いている中で、加速する人口減少がそれに追

い打ちをかけています。 

 そのような状況を打破するために、本県にお

いても介護現場での処遇改善や、ＩＣＴ活用、

介護ロボットの導入によるＤＸの推進など様々

な支援を行っているのは承知しています。しか

し、まだまだ現場で働く方々の処遇改善や業務

負担の軽減は十分とは言えず、引き続き取り組

んでいく必要があろうかと考えます。 

 また、国においても技能実習制度が廃止され、

新たに育成就労制度が導入されるなど、労働力

不足に対応するための取組が進んでいます。 

 外国人材の活用は、我が国の介護人材確保を

考える上で避けては通れない課題であり、制度

の変更も含めて、いかにお互いを尊重しつつ連

携・協力できる環境をつくれるかが重要かと考

えますし、そうすることで優秀な人材に選ばれ

る大分県を確立しなければならないとも思いま

す。今年度の当初予算にも外国人介護人材確保

対策事業費として約４，５００万円が計上され、

幅広い取組が行われていると聞いています。ま

だ年度の途中ではありますが、事業を進める一

方で、その内容の有効性、実効性を検証しつつ、

現場の負担軽減につなげていく必要があろうか

と考えます。 

 こうしたことを踏まえ、本県でも必要な介護

サービスが提供できるよう、介護人材の確保・

育成にどのように取り組んでいくのか、福祉保

健部長に伺います。 

嶋議長 工藤福祉保健部長。 

工藤福祉保健部長 全国を上回る速さで高齢化

が進む本県では、支え手の介護職員が令和８年

に１，３００人程度不足するという推計があり、

その人材の確保・育成が急務となっています。 

 介護人材の定着を図るために創設した県のふ

くふく認証というのがありますが、これまでに

１６の法人が取得され、さらに、現在は７４法

人が今後の認証に向け、職員の処遇改善を図る

など、それぞれ魅力ある職場づくりに取り組ん

でいただいています。 

 また現場の負担軽減として、見守りシステム

を導入し、結果として夜間の定期巡回が不要と

なった施設もあり、来年度までに全ての介護施

設のＤＸ化を目指して、県の介護研修センター

のアドバイザーを今年度から３名体制に強化し

て取り組んでいるところです。 

 県内には、既に５００人を超える外国人の介

護人材が勤務していますが、国内外の競争が年

々激化する中、さらなる受入拡大に向け、今年

度から各施設の外国人採用に要する経費の助成

枠を拡大したところです。 

 また、この秋には、インドネシアの人材養成

機関と県内施設との相互交流の場を設けること

としており、今後の育成就労への移行も見据え、

安定かつ継続的な受入体制の構築に向けて、本

県の優位性を高めていきたいと考えています。 

嶋議長 穴見憲昭君。 

穴見議員 ありがとうございます。これもさき
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ほどの救急医療提供体制の件と同じで、余り時

間がないというか、早急に取りかからないとい

けない内容だと思っています。 

 そしてまた、外国人人材の活用も、よく選ば

れる大分県というワードがこの議会でも出てき

ますが、本当にその魅力、価値を高めて優秀な

方の力を借りれるように、その受皿を整備して

いただけるようにお願いしたいと思います。 

 では続いて、学校保健における成長曲線の作

成とその活用について伺います。この質問は令

和４年第２回定例会の際に、以前我が会派にい

た衛藤博昭議員がお尋ねした内容です。当時か

ら私も非常に気になっていた内容ですので、今

回その後追いということで取り上げました。 

 成長曲線は、小児科の臨床現場では日常的に

活用されてきており、子どもの身長、体重を基

に、対象となる子どもの年齢に沿って毎年記載

することで、成長の状況を標準指標と比べて確

認するために作成するものです。これによって

成長異常の早期発見、早期治療につなげるだけ

でなく、ネグレクトなど虐待による成長阻害も

含めて、子どもたちの置かれている生活環境を

把握する一助にもなるという役割も持っていま

す。 

 学校現場においても、平成２６年の学校保健

安全法施行規則の一部改正により、文部科学省

より同年４月及び施行年の２８年４月に、各都

道府県教育委員会及び市町村教育委員会に対し

て、成長曲線等を児童生徒等の発育評価に積極

的に活用するよう通知されています。 

 前回の衛藤議員の質問に対して当時の岡本教

育長は、令和５年度末までに全市町村で導入さ

れた校務支援システムを活用して作成率の向上

を目指す、また、成長曲線の作成後は、個々の

児童生徒の成長の特性を評価し、学校医への相

談や、必要に応じ保護者へ説明するなど適切な

対応が重要になるため、養護教諭を対象に研修

を行うこととしているというような御答弁があ

ったところです。 

 作成の実務が養護教諭等の業務の負担になら

ないためにシステムの活用等による作成の効率

化を進めることと、養護教諭の皆さんには作成

したデータをどう活用するかが求められてきて

いると考えますが、まず、現段階において、学

校現場での成長曲線の作成とその活用について

教育長に伺います。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 成長曲線については、前回前教育

長が答弁したとおり、昨年度、全市町村で統一

した校務支援システムが導入されたことにより、

児童生徒の健康診断結果を入力するだけで容易

に作成できるようになりました。その結果、今

年度の市町村立学校における成長曲線の作成率

は９８％となっており、令和４年度の７２％か

ら大きく上昇しています。一方で、その活用率

は、これも従来から向上しているとはいえ、８

５％にとどまっており、せっかく作成しても、

学校医への相談や保護者への通知等につながっ

ていない学校があるといった課題を残していま

す。 

 そのため県では、養護教諭等を対象とした研

修会や市町村健康教育主管課長会議等を通じて

全ての学校における成長曲線の積極的な活用を

働きかけているところです。 

 加えて、大分県地域保健協議会の成長曲線活

用対策専門部会において、県医師会や小児科医

会等と連携して活用マニュアルを作成している

ところであり、本年度中の完成、配布を予定し

ています。 

 成長曲線は、児童生徒のバランスの取れた体

格づくりや成長異常の早期発見等に有効であり、

今後とも一層の活用を働きかけていきます。 

嶋議長 穴見憲昭君。 

穴見議員 ありがとうございます。作成率が９

８％、非常に高くなっている。ただ一方で、活

用が８５％ということで、成長曲線を作成する

こと自体が目的ではなくて、やはりどう使って

いくかが重要であろうかと思います。 

 そうした上で、御答弁にもありましたが、マ

ニュアルを今年度中に作成して、それを共有す

ることで、いかにして学校現場から医療機関に

つなげていくかというスキームが構築されよう

としていることは非常に安心しているところで

す。 
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 それを踏まえた上で、次は福祉保健部にお聞

きするんですが、子どもの発達・発育について

は、出生時から一貫して経過を見ていく必要が

あろうかと思います。その意味では本来的には

保護者が一番重要な役割を担うのは言うまでも

ないかと思います。一方で、保育所や幼稚園、

認定こども園などでも、成長の情報を蓄積され

ていようかと思います。こうした子どもたちの

育ちに係るデータを小学校につなげ、成長曲線

と合わせた活用を図るべきであり、そのために

は幼保小の情報共有と連携が必要ですが、県と

して関係機関とどのように連携して対応してい

るのでしょうか、福祉保健部長に伺います。 

嶋議長 工藤福祉保健部長。 

工藤福祉保健部長 子どもたちの成長に関わる

主体が、母子保健、あるいは児童福祉から小学

校教育へと移る就学前後においては、保護者に

とって子どもの発達が大変気になる時期であり、

関係機関の相互の連携が重要です。 

 そのため県では、昨年策定した就学前後の切

れ目ない支援体制構築のためのガイドラインに

基づき、情報連携のための５歳児の指導の記録

を様式化して、今年度から保育所、幼稚園、こ

ども園等での活用を始めているところです。 

 保育の中での子どもの成長を分かりやすくま

とめたこの記録を、援助や指導にいかすととも

に、成長曲線の活用等を見据え、小学校におけ

る切れ目ない支援につなげていきます。まずは、

全ての保育所等での作成を促すため、現在、機

会あるごとに園長などに目的や利用方法の説明

も重ねており、現時点で県内３割を超える保育

所等での今年度からの作成を予定しています。 

 また、ちょうど今月から１１月にかけては、

情報を送る側の保育士たちと、それから、受け

取る側の教員の合同研修をこの間、計６回実施

して、さらなる活用を今後働きかけていきます。 

 この５歳児指導の記録の取組は、今後、保護

者や関係機関の方々の声を丁寧に伺いながら、

随時改善を重ね、少しずつ充実を図っていくこ

ととしています。 

嶋議長 穴見憲昭君。 

穴見議員 ありがとうございます。今御答弁あ

ったとおり、幼保小との連携ということで様々

な取組をしていただいていることに、まずは安

心しています。 

 ただ、今御答弁あったとおり、教育委員会に

かかってくる部分と福祉保健部にかかってくる

部分、双方あるのは間違いないと思っています。

そこで、部局間の連携というか、協力が今後も

必要になってこようと思いますので、双方で協

力、連携を深めていただいて、子どもたちの成

長サポートにつなげていただきたいと思います

ので、引き続きよろしくお願いします。 

 では続いて、医療的ケア児への支援について

伺います。 

 この件に関して、過去何人もの議員が項目と

して取り上げ、議論されてきたのは承知してい

ますし、本県としても令和４年７月に医療的ケ

ア児支援センターが開設され、ワンストップで

相談できる体制が整い、日々対応してくださっ

ていることは承知しています。 

 さらに、今議会に上程されている新長期総合

計画案の中の目標指標、安心分野において、県

医療的ケア児支援センターによる相談・支援等

の充実といった記載や、医療的ケア児を在宅で

看護する家族のレスパイトのための訪問看護サ

ービス等の充実という記載が含まれているほか、

今年度の当初予算にも医療的ケア児等支援推進

事業費として約３，４００万円が計上されてお

り、幅広くその支援に取り組む姿勢がうかがえ

ます。 

 しかし一方で、医療的ケア児は厚生労働省の

データによると、平成１７年から令和３年まで

の約１５年間で約２倍以上、人数で約１万人増

加しており、今後も増加の傾向にあると言われ

ています。私も身近なところで、事業所におい

て急な預かりや短期入所を受け入れてもらえな

かったといった声を聞いたこともあります。も

ちろん、そういった声をゼロにするというのは

なかなか難しいことだと思いますが、限りなく

減らしていくために、そしてまた、今後増えて

いくであろうニーズに対して必要な支援をしっ

かりと提供していくために、引き続き取り組ん

でいく必要があろうかと考えます。本年度から
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は、親のレスパイトを目的に訪問看護の利用支

援を開始していると思いますが、その実績も気

になるところですし、本年度の予算措置におい

ても、それが十分であったのか、内容は適して

いたのか、来年度に向けてどう改善していくか

などといったところは検証していかなくてはな

らないと感じています。 

 こうしたことを踏まえ、訪問看護のレスパイ

ト利用実績も含め、今後県として医療的ケア児

の支援にどのように取り組んでいくのか、福祉

保健部長に伺います。 

嶋議長 工藤福祉保健部長。 

工藤福祉保健部長 医療的ケア児支援法の施行

後、３年が経過する中、県では医療的ケア児支

援センターを中心として相談支援の充実、人材

育成、それから情報提供、設備整備の助成等に

努めてきました。 

 今年度は御家族の休息、いわゆるレスパイト

を目的として、保険適用外の訪問看護を支援す

る市町村への助成を開始したところ、８月末現

在で大分市を含め既に１０市町で取組が始まっ

ており、既に７名の保護者に御利用いただいて

います。 

 利用者からは、今まで預ける人がいなかった

ので大変助かっている、あるいは、柔軟に利用

できており大変ありがたいというような声が届

いており、当局の私たち職員も大変うれしく思

っているところです。 

 今月末には新たに五つの市で事業開始予定で

あり、引き続きそうした市町村と連携して助成

制度の周知に努め、利用促進を図っていきます

ので、議員の皆様にも是非お力添えをいただけ

れば幸いです。 

 こうした訪問看護と並び、レスパイト支援の

柱となる短期入所については、今年度の報酬改

定において新たな加算の創設など、大幅な拡充

が図られていますので、医療的ケア児の積極的

な受入れを事業者各位に呼びかけているところ

です。 

 今後とも利用者の声を丁寧に伺いながら、レ

スパイトをはじめ、医療的ケア児に対する支援

のさらなる拡充を図っていきます。 

嶋議長 穴見憲昭君。 

穴見議員 ありがとうございます。まずは今年

度、利用実績、そしてまた効果が上がっている

ということはうれしく思います。年度途中では

ありますので、引き続き成果、改善点、しっか

りと検証していただいて、そしてまた、さきほ

ど１０市町村プラス５市ということでしたので、

また利用の幅が各市町村に広がるように働きか

けていただきたいと思います。引き続きよろし

くお願いします。 

 では続いて、県立高校における１人一台端末

の更新整備についてお尋ねします。 

 本県における高校教育の在り方については、

特に地域の高校に関して、近年この県議会を含

む様々な場面で議論がなされています。立場ご

とにそれぞれいろんな主張があると思いますが、

皆さん思っていることは、本県の未来そのもの

である高校生たちが、自ら持つ可能性を大きく

広げて輝いてほしいということだと思います。 

 このような中、佐藤県政になって以降、特に

力を入れていこうとしているのが遠隔教育です。

この遠隔教育こそ、様々な議論がある地域の高

校を含めた本県の高校教育を一つ高い次元に進

めるための切り札になるのではないかと思って

います。今回の９月補正予算案でも関連した事

業が計上されていますが、是非とも本県の遠隔

教育を早期に開始し、成功に導いてほしいと考

えています。 

 他方、遠隔教育にも関連し少し気になるのが、

県立高校における１人一台端末の更新整備です。

本県では、令和２年度に当時のコロナ交付金も

活用し１人一台端末を整備しましたが、タブレ

ット端末の耐用年数は一般的に５年間と言われ

ています。そのため、今後更新整備は不可欠で

すが、どのように進めていくのか、多少なりと

も心配しています。小中学校においては、昨年

度の国の経済対策において国費による支援が行

われていますが、高校に関してはそうした支援

はないと聞いています。他県では、ＢＹＯＤと

いって、生徒自身が用意した端末を利用すると

いうケースもあるようですが、物価高騰により、

より苦しい状況にある保護者の皆さんの負担に
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ならないかというところも懸念しているところ

です。 

 さきほど言った遠隔教育を成功させるために

も、またそれ以外でもより充実した授業を行う

ためにも、１人一台端末は不可欠であり、その

万全な整備は、本県教育行政の重要な課題であ

ると考えています。 

 こうしたことを踏まえ、県立高校における１

人一台端末の更新をどのように進めていくのか、

教育長に伺います。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 １人一台端末の整備は、国による

ＧＩＧＡスクール構想に基づいて進めており、

これまでに、生徒の情報活用能力の向上や個別

最適な学びの充実などの効果を上げています。 

 端末の更新費用については、小中学校分は国

による支援が行われていますが、義務教育では

ない高校分については、現時点で国庫補助制度

がない状況です。更新費用が総額約１６億円に

上ることから、県としては、これまで数次にわ

たり、高校における１人一台端末の更新支援を

国に要望してきましたが、現状厳しい見通しと

なっています。 

 現時点での各県状況は、保護者負担を原則と

する都道府県が過半数を占めており、公費負担

で当初導入した自治体も更新費用の在り方につ

いて、改めて検討しているところと伺っていま

す。 

 本県では、モデル校８校でＢＹＯＤの検証を

進めており、生徒に持ち込んでもらった端末の

動作上の支障などの問題は生じていませんが、

保護者負担が高額となることから、低所得世帯

への配慮を含めた検討が必要と考えています。 

 今後も国や他県の動向を注視しつつ、１人一

台端末の更新方法の検討を続けるとともに、遠

隔教育の充実とあわせ、デジタル社会に対応し

た教育環境の整備に力を入れていきます。 

嶋議長 穴見憲昭君。 

穴見議員 ありがとうございます。端末の更新

というのは必ずやってくる話であり、そのため

の準備、協議は進めていかないといけないと思

います。確かに１６億という数値は非常に大き

な金額かなと思いますが、一方で、一御家庭か

らすると、国の施策で始めたことで急に更新は

実費でと言われても、戸惑う部分もあろうかと

思います。ですので、公費にしても実費になる

にしても、何にしても早い段階で保護者の皆様

にはしっかり説明していかないといけないと思

っていますので、まずは教育委員会として早急

に協議して方針を決めていただきたいと思いま

す。引き続きよろしくお願いします。 

 では、最後の項目になります。大分市内にお

ける新しい県庁舎についてお尋ねします。 

 知事が言う全ての県民が幸せに暮らせる大分

県づくりの実現には、現場での業務も非常に重

要であり、そのための拠点は本庁や出先機関な

ど県庁舎となります。特に、大規模な災害が発

生した場合などは、各地域における災害対応の

拠点として、各市町村、そして住民からも非常

に頼りにされるべき存在ともなるため、県庁舎

の重要性はますます高まってくると考えていま

す。 

 そうした中、大分市や由布市を管轄し、国道、

県道、河川、砂防、港湾施設の管理保全業務や、

改良・改築事業、各種申請窓口業務を担ってい

る大分土木事務所について、以前から、津波浸

水想定区域の中にあるということ、また、築後

５０年以上が経過しており、かなりの老朽化が

進んでいることなどを懸念していました。実際

に現場に足を運ぶ機会もありますが、やはり海

や川にかなり近い位置にあり、南海トラフなど

の巨大地震が発生した際に防災拠点として機能

できるのか不安に感じている部分もあります。 

 折しも、今般、県において、大分市の明野地

区に新庁舎を整備すること、そして、その新庁

舎に大分土木事務所と中部振興局を移転するこ

とが発表されました。高台の明野地区であれば

津波等の心配もないと考えられ、安堵している

ところです。一方で、昨今の物価高騰下におけ

る庁舎の新設ということですから、やはり県民

に対し、その必要性や効果等について十分な説

明を行う必要もあろうかと考えます。また、民

間のノウハウを活用した事業手法も検討されて

いるということですので、そうした県の姿勢を
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しっかりアピールすることも重要かと考えます。 

 いずれにせよ、今回の大分土木事務所及び中

部振興局の移転により、県都である大分市やそ

の近郊地域における防災体制が拡充されるとと

もに住民サービスが向上することに対し、大変

期待しています。 

 こうしたことを踏まえ、大分市内における新

しい県庁舎の建設について、その必要性や効果、

スケジュールを含め、どのように取り組んでい

くのか、総務部長に伺います。 

嶋議長 渡辺総務部長。 

渡辺総務部長 先般、初の南海トラフ地震臨時

情報が発表され、大規模災害への備えとして、

防災拠点となる地方庁舎のさらなる機能強化の

必要性を改めて認識したところです。 

 中でも大分市等を所管する中部振興局は、発

災時には地区災害対策本部を設置しますが、県

庁舎本館の災害対策本部と隣接していることか

ら、双方の本部機能が失われた際のリスクを考

えると、地理的に分散しておく必要があります。 

 このため、中部振興局と老朽化が進む大分土

木事務所を移転・集約し、災害対策本部の代替

施設としての機能を持たせることで、リスク分

散を図ることとしました。 

 また、地区災害対策本部内の連携をこのこと

によって強化し、迅速な初動対応などにもつな

げていきます。 

 建設に向けては、現在、土地の取得について

地権者との協議を進めており、今後、ＰＦＩ等

導入可能性調査による民間の資金や経営能力の

活用など、最適な事業手法を検討していきます。 

 また、利用者や地域住民の利便性の向上につ

ながるよう、よく意見もお聞きして、またしっ

かり説明もしていきながら、令和１１年度の完

成を目指して取り組んでいきます。 

嶋議長 穴見憲昭君。 

穴見議員 ありがとうございます。もはや改め

て言うまでもないですが、先般の台風、その前

の地震等々、自然災害は本当に年々増えている、

そしてまた、規模が大きいもの、予想できない

ものになりつつあると感じています。 

 そうした中で、さきほども言いましたが、や

はり今の土木事務所の場所はちょっと不安があ

る中で、明野地区への移転は本当に安心してい

るところです。ですので、まだ先の話にはなり

ますが、人手不足、又は資材の高騰等もありま

すので、前もっていろいろと準備を進めていた

だければと思います。よろしくお願いします。 

 以上で質問は終わるんですが、どうしても１

個だけ言いたくて、ずっとこう前を向いて質問

していて、非常によく見た光景だなというよう

な印象を持っていました。桑田副知事、改めて

大分にお帰りなさいませ。また県勢発展のため

に、共に議論を交わさせていただければと思い

ますので、引き続きよろしくお願いします。す

みません、余談でした。以上で終わります。あ

りがとうございました。（拍手） 

嶋議長 以上で穴見憲昭君の質問及び答弁は終

わりました。守永信幸君。 

  〔守永議員登壇〕（拍手） 

守永議員 おはようございます。３３番、県民

クラブの守永信幸です。今回、一般質問の機会

を与えてくださった同僚議員の皆さんに感謝し

ます。 

 また、執行部の皆さんにも、県民の皆様一人

一人の多くの方々が夢を抱けるような答弁をお

願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

 では早速、質問に入っていきます。 

 まずは、若年者の移住・定住の促進について

伺います。 

 県内高校生の進路調査を見ると、２０２３年

３月の高等学校卒業生のデータが直近のものと

なるのですが、卒業生総数９，１４３名中、４，

２１８名が進学や就職などの理由で県外へと流

出しています。２０２３年に県内高等学校の全

生徒２万８，６３７人を対象に実施された全高

校生オンラインアンケート調査では、「大分県

のことが好きですか」との問いかけに、４６．

７％が「好き」と答え、「どちらかといえば好

き」との回答を合わせると８４．３％の生徒が

大分県に愛着を持っているとのことです。しか

し、「将来、大分県に住み続けたいと思います

か」との問いには、「県外に一度出たいが、将

来的には大分県に戻って住み続けたい」と答え
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た生徒が３１．２％、「このまま大分県に住み

続けたい」と合わせても４６．９％で、半数に

は及んでいません。「大分県に住み続けたくな

い」と答えた生徒が２２．７％となっていまし

た。３０．４％の生徒が「分からない」との答

えです。 

 これらの結果から、大分県への愛着はあるも

のの、福岡などの都会への憧れや、一度県外に

住んでみたいなど、県外志向が強い傾向にある

と分析されているようです。もちろん、自分の

人生をどのように切り拓いていくかは、一人一

人が自らの意思で決めていくことであり、社会

に貢献できるチャンスを奪うことは誰にも許さ

れません。 

 人口減少については、地域の活力の減退につ

ながることや地域の担い手が不足することなど

マイナス面が目立つため、悪いことのように受

け止められがちです。しかし私は、必要な担い

手や労働力が確保できているのであれば、逆に

少ない人口であることが一人一人に目を向け、

人々の困り事にしっかりと対処することができ

る社会をつくることにつながるのではないかと

いった、ある意味での発想の転換も必要だと考

えます。 

 今、必要な担い手や労働力が確保できていれ

ばと言いましたが、若者を中心に人口減少が進

む現状は放置しておくことはできません。まず

は、地域や産業の担い手たる若者が一定程度は

本県にとどまっていただかなければなりません

し、そのためには、県内で若い方々の希望する

就労の場を確保し、家庭を築き、子どもを育て

る上で良質な環境を整えていくこと、その上で

そうした本県の優れた環境を若者に伝えながら

定住対策に取り組むことが重要と考えます。 

 また、コロナ禍を契機とした地方回帰の流れ

に乗り、本県に移住する若者を確保するための

対策についても継続、強化していく必要がある

と考えます。特に進学などで一旦県外に出てし

まった若者にいかに本県に戻ってきてもらうか

ということについては、一層知恵を絞る必要が

あるのではないかと考えます。 

 そこで、若年者の移住・定住の促進にどのよ

うに取り組んでいくのか、知事のお考えを伺い

ます。 

 以降は対面席から質問します。 

  〔守永議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

嶋議長 ただいまの守永信幸君の質問に対する

答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 守永信幸議員の若年者の移住・定住

の促進についての質問にお答えします。 

 人口減少が進む中にあって、多くの若年者が

進学や就職を機に県外へ転出していることから、

地域や産業の担い手となる若年者の確保は喫緊

の課題と認識しています。このため、転出抑制

と移住促進の両面から、全庁を挙げて多様な対

策に取り組んできています。 

 転出抑制には、県内就職に向けた学生と企業

双方への働きかけが必要です。このため、高校

生を対象に合同企業説明会や情報交換会を開催

するとともに、大学生等には、県と県内大学等

で組織するおおいた地域連携プラットフォーム

が、経営者と学生の交流イベントなどを行って

います。あわせて、企業には採用戦略や効果的

なＳＮＳの活用方法等に関する講座を開催して、

若年者の採用を支援しています。 

 移住促進対策では、県内高校の卒業生を対象

にＷｅｂマガジンオオイタカテテ！による情報

発信を行うほか、県外の学生等に対して、県内

企業との面接やインターンシップの交通費を県

独自で支援しています。また、進学等での転出

が多い福岡県に設置したｄｏｔ．を活用して、

就職相談や就活イベント等を実施することで、

学生等に県内就職を働きかけています。 

 このほか、資格取得から就職までを一貫して

支援するスキルアップ移住に取り組むとともに、

伴走型による移住・転職支援も行い、若年者の

移住を促進しているところです。 

 加えて、転出抑制・移住促進の両方に効果が

ある取組として、若い世代が安心して子どもを

産み育てられる環境づくりも重要です。このた

め、国に先駆けて、不妊治療費や妊産婦への交

通費の助成に取り組むとともに、保育料の減免

など、きめ細かな支援により経済的な負担の軽
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減を図っています。さらに、子育て世帯を対象

とした住宅リフォームの助成の充実や県営住宅

の改修など、子育てしやすい住まいづくりにつ

いても取組を強化したところです。 

 地域の活力づくりはもとより、本県の未来を

創造していくためには、次世代を担う若年者の

活躍が欠かせません。ふるさとに残りたい方が

大分県に定住できるよう、またふるさとに戻り

たい方がＵターン移住できるよう、引き続き市

町村とも緊密に連携して、若年者の移住・定住

の促進に力を入れていきたいと考えています。 

嶋議長 守永信幸君。 

守永議員 ありがとうございます。今、知事か

ら説明がありましたが、具体的なこれまでの従

来から続けてきた施策を振り返りながら、より

効果的なものを力強く押していくということに

なるんだろうと思います。 

 その際、人口が少なくなることで、将来への

不安は抱えながらも、当面心豊かに暮らすこと

ができるよう環境を充実させ、今、大分に住ん

でいる住民の皆さんが幸せを感じていただける

ということが大切だと思います。住んでいる人

が不満を感じているところに誰も移住しようと

か定住しようと考えるはずがないんですね。そ

ういったことを考えていただいて、さきほどの

質問の中でも触れましたが、人口減少をポジテ

ィブに考え、新大分県長期総合計画の実現に向

けて施策を組む際に、人口減少が回復しなけれ

ば何もできないと考えるのではなく、そのよう

な状況下でも豊かに暮らせる施策を実施するこ

とで、県民が豊かさを感じ、県外に出た方も故

郷大分を目指し、県外からも大分に思いを馳せ

て移住・定住を志していただけるような取組に

つなげていただくことを要望したいと思います。

よろしくお願いします。 

 それでは、次の質問に移ります。 

 魅力ある景観の保全・形成について伺います。 

 皆さんは隣県から県境を越えて本県に入った

ときに、緑が鬱蒼と茂っていると感じたことは

ないでしょうか。緑が茂っているというとき聞

こえはよいのですが、はっきり言えば、雑草だ

らけになっていて見苦しいということなんです。

以前といってもかなり前の時代の話になります

が、そのようなことはなかったと感じています。

この要因としては温暖化もあるのでしょうが、

草刈り作業が追い付いていないことが最大の要

因だろうと思っています。以前は県道の草刈り

は各土木事務所の保全作業の担当者が県直営で

行っており、その頃は住民からの要請を踏まえ

ながら見苦しくならないように県道を維持して

くださっていました。 

 現在では、直営部門を合理化したため、草刈

りなどは民間企業への委託で実施されています。

年間２回の作業で契約しているようですから、

高温多雨の年は草の伸びも激しく、契約した作

業内容では景観を維持できない場合もあるのだ

ろうと推測しています。一方、他県では道路の

草刈りに係る予算を十分に確保し、景観を損ね

ない工夫をしている県もあるようです。 

 道路の草刈りについては、一つの例ですが、

観光立県である本県において、他県や諸外国か

ら訪れる観光客に気持ちよく旅行を楽しんでい

ただき、また来てみたいと思ってもらうための

魅力ある景観の保全・形成に向けた不断の努力

は欠かせないと思います。 

 もとより、景観の保全や形成にあたっては、

景観行政団体である各市町村において主体的な

取組がなされていますが、本県の良好な景観を

保全・形成していくためには、広域的な視点も

重要であることから、県が果たす役割も大きい

と私は考えています。 

 そこで、最近の気候を踏まえた道路の草刈り

への取組方針も含め、魅力ある景観の保全・形

成に市町村と連携しながらどのように取り組ん

でいくのか、土木建築部長に伺います。 

嶋議長 五ノ谷土木建築部長。 

五ノ谷土木建築部長 魅力ある景観の保全・形

成にあたっては、県はもとより市町村や県民と

連携した取組が大変重要です。 

 県においては、今年度から道路の草刈り予算

を増額しており、観光地へのアクセス道路や交

通に支障を来す箇所の草刈り回数を増やし、県

民の要望に対応しているところです。 

 また、コスト縮減や省力化を図るため、張り
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コンクリートなどの恒久的な防草対策を積極的

に講じているところでもございます。 

 さらに、地域住民との協働によるクリーンロ

ード支援事業では、草刈りだけではなく、植樹

や清掃など、道路の美化活動にも共に特に取り

組んでいるところです。 

 こうした中、昨年度、景観行政推進の柱であ

る大分県広域景観保全・形成指針に基づき、市

町村と協働して、やまなみハイウェイや日豊海

岸など７エリアで広域景観協議会を設立しまし

た。 

 各エリアでは、県民や景観団体なども参加す

るシンポジウムなどを開催し、地域で守るべき

景観への意識向上・啓発に取り組んでいます。 

 今後も県民総参加の大分らしい景観の保全・

形成に努めていきます。 

嶋議長 守永信幸君。 

守永議員 ありがとうございます。今の気候情

勢に合わせて予算も少し増やしていただいたと

いうことで、これからどういうことができるの

か、是非その状況も見ていきたいと思いますが、

直営の時代であれば、年度途中であっても県民

の要請に応じて適宜やり方を変えていくことは

容易だったと思いますが、民間に作業を委託す

るにあたって、契約期間、作業内容を明示した

契約書を基に業務をしてもらうわけですから、

必要な作業が新たに生じても、契約書に記載が

なければ追加する手続が必要となるわけです。 

 もちろん予算を増やしたといっても、上限が

あるわけですから、その中で契約の在り方を工

夫することによって、なお改善できることもあ

るのではないかと思います。細かなことをこの

場で議論する必要はないと思いますが、そうい

うことも含めて今後の改善策について検討して

いただけないか、再質問します。 

嶋議長 五ノ谷土木建築部長。 

五ノ谷土木建築部長 今、契約の工夫というお

話でしたが、現在、道路維持の委託契約につい

ては、雑草の繁茂が交通に支障を来すといった

ときのために、臨時の草刈りが必要な場合には

変更契約の締結をするということで、これまで

適宜対応してきたところです。 

 さきほどの答弁でも言いましたが、今年度か

ら道路維持修繕費の予算を増額しており、必要

に応じて草刈り回数を増やすとかいったことも

やり、適正な道路管理に努めていきたいと考え

ています。 

嶋議長 守永信幸君。 

守永議員 ありがとうございます。観光振興や

道路の安全確保など様々な要素がある中で、限

られた予算であり、関係する部局もほかにある

と思うので、そういった部局とも協議していた

だきながら、十分な予算を確保して、景観を損

ねない工夫を是非注意していただきながら取り

組んでいただきたいと思います。よろしくお願

いします。 

 では次に、児童虐待の防止について質問しま

す。 

 児童虐待は、本県の未来を担う子どもたちの

心に大きな傷痕を残し、心身の健全な成長を阻

害するばかりでなく、保護者本人も自責の念に

駆られるケースも多いとされており、社会的に

防いでいく必要があります。 

 こうした児童虐待の防止には、子育てに関す

る悩みなどを早い段階で周囲が気付き、相談に

乗ってあげることが有効とされているほか、不

幸にも虐待が発生した場合には早期に発見し対

処することが必要であるとされており、こうし

た取組の中核を担っているのが児童相談所です。 

 大分県こども・女性相談支援センターに中央

児童相談所がありますが、２０２２年４月に中

央児童相談所城崎分室が設置されています。今

年で３年目となりますが、同分室は、大分市と

の連携強化を進めるため、中央児童相談所の大

分市を担当する部門を独立させ、大分市中央子

ども家庭支援センターの置かれている大分市城

崎分館に同居する形で分室として設置されたも

のと伺っています。 

 ここで、２０２４年４月に改正された児童相

談所運営指針の改正ポイントを御紹介すると、

児童相談所の管轄区域について、管轄人口１０

０万人以下の児童相談所が存する地域について

も、児童相談所の新設等により管轄人口をおお

むね５０万人以下とするよう管轄区域の見直し
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を積極的に検討することが適当である旨を追記

と記述されています。 

 中央児童相談所の管轄は大分県内の市町村の

うち、中津市、日田市、豊後高田市及び宇佐市

の４市を除いただけの広い区域にわたり、大分

市の約４７万人の人口を含めて、管轄区域内の

総人口は約８７万５千人に上ります。 

 こうした中、全国的には中核市が児童相談所

を設置する例はまだまだ少ないようですが、大

分市では、２０２２年３月に策定された大分市

児童虐待防止対策基本計画において、児童相談

所設置の基本方針や手順、スケジュールなどを

定めています。手順の１番目として、人事交流

・派遣研修の職員を計画的に増員し、県中央児

童相談所の運営のノウハウを学ぶとともにスキ

ルアップを図るとあります。私は将来的には、

住民に身近な基礎自治体であり中核市にも指定

されている大分市が児童相談所の運営を担うの

が望ましいのではないかと考えており、この基

本計画の進捗状況についても注目しています。 

 折しも、今年度は子どもたちの生活実態調査

を行っていると伺っています。児童虐待が増加

している現状を踏まえ、ヤングケアラーなど過

度な負担を抱えている子どもたちの状況をしっ

かりと把握し、個別の対応を強化するとともに、

調査結果を分析し来年度に向け児童虐待防止策

の強化につなげていただきたいと考えます。 

 そこで、児童虐待の防止にどのように取り組

んでいくのか、知事の考えを伺います。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 児童虐待の防止についてです。 

 全ての子どもには、適切な養育を受け、健や

かな成長、発達を通じて自立が図られる権利が

あり、これを脅かす児童虐待を防止することは、

社会全体で取り組むべき重要な課題です。 

 しかしながら、昨年度の児童相談所での相談

対応件数を見ると１，８５２件と、３年連続で

過去最多を更新するなど深刻な状況にあり、子

どもの命と安全確保を最優先として、次の２点

に力を入れて取り組んでいます。 

 一つ目は、児童相談所の体制強化です。この

３年間で児童福祉司１９名、児童心理司１２名

を増員したほか、今年度から精神科等の嘱託医

の相談体制を拡充するとともに、一時保護施設

の個室化など、施設の充実も図っているところ

です。さらに、関係機関からの休日夜間の緊急

連絡にも素早く対応できるよう、ＩＣＴ機器の

活用などの検討も進めています。 

 ２点目は、市町村との連携強化です。全市町

村で要保護児童対策地域協議会を毎月開催して、

関係者による対象児童の情報共有を図り、きめ

細かな支援につなげています。 

 とりわけ、城崎分室と同居する大分市中央子

ども家庭支援センターとは、日常からの情報共

有がより緊密となり、事案発生時の迅速かつ円

滑な保護や支援につながった事例も増えてきて

います。 

 またこれまで、市から４３名、県から逆に１

１名の人事交流を重ねてきており、今年度は７

名の市職員が城崎分室で県職員と共に支援に当

たるなど、人材育成と対応力強化も図ってきて

います。 

 設置３年目を迎えた城崎分室では、引き続き、

県内対応件数の約半数を占める大分市との密接

な連携の下、児童虐待の防止に力を合わせて行

っているところです。 

 なお、７月に実施したヤングケアラー実態調

査では、前回を大きく上回る約８５％の児童生

徒から回答をいただいています。現在、内容を

精査中です。親のネグレクトを原因としたヤン

グケアラーの存在も把握できており、虐待防止

の観点からも、分析結果を次年度以降の対策に

つなげていきたいと思います。 

 まず、この実態調査については、できるだけ

早く公表もしていきたいと考えています。 

 今後も児童虐待の早期発見、そしてその対応

に万全を期していきたいと考えています。 

嶋議長 守永信幸君。 

守永議員 ありがとうございます。今、実態調

査の状況も少し触れていただいたので、少し様

子が分かったわけですが、今後、分析をしっか

りしていただきながら、ヤングケアラーの数が

増えたのか減ったのか、またそれに対してどの

ように対策をできるのか、是非御検討いただけ
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ればと思います。 

 また、現在、社会では多くの方々がストレス

を抱えています。そして、ストレスを癒やして

くれる物事を見いだせない方が多いのだろうと

思います。そんな中で、子どもたちが虐待され

てしまう不幸なケースが増えているんだろうと

思うわけですが、子どもたちの育つ環境は一人

一人異なりますから、まとめて語ることができ

るはずもありませんし、そのような現場で児童

相談所の職員の方々は、子どもたちに幸せを手

繰り寄せる、そういうお伝えをしているという

ことだろうと思います。 

 城崎分室が設置され、大分市との連携も取れ

るようになったことで、現場の環境は少しは改

善されているんだろうと感じますが、所属長は、

中央児童相談所の所長がこれまでどおり全体を

仕切るというのでは、所属長の負担がかなり増

大しているのではないかと心配です。しっかり

とカバーできる体制を築いていただくことを強

く要望しておきたいと思います。 

 では、次の質問に移ります。 

 種子の安定供給について質問しますが、２０

１８年４月１日に米、麦類、大豆の主要農作物

の種子の安定生産と普及促進のために優良な品

種の開発、生産、普及を義務付けていた主要農

作物種子法、いわゆる種子法が廃止されました。

同法の廃止以前は、種子法の規定に基づき、県

内で生産される米、麦、大豆の生産に係る種子

の原原種及び原種を県が直接生産し、一部の原

種と種子を委託された農家が普及指導員や研究

員の指導を受けながら栽培し生産していました。 

 本県では、種子法の廃止後に大分県主要農作

物種子制度基本要綱を制定し、この体制を維持

しています。根拠法令が廃止された中で、なぜ

体制を維持しているのかを考えたとき、やはり、

種子や苗などが農業生産の基になるものであり、

優良な種子を安定的に確保することが主要農作

物の安全・安心と安定的な供給を確保する上で

必要不可欠であるという普遍的な思想が根底に

あるものと私は認識しています。さらに、種子

の安定的な生産、供給は県民の食料確保につな

がります。つまり生存権を守る責任を果たすも

のであると考えなければなりません。 

 その考えは、多くの県でも共有されており、

種子法の廃止後に種子条例が３３道県で制定さ

れています。今言ったように、本県では基本要

綱に基づき実施しているわけですが、私は普遍

的な思想に基づく体制を将来に向けて維持し、

農家に安心して生産に取り組んでもらい、さら

に県民の食料の安全・安心を確保するためには、

本県においても条例を制定すべきではないかと

考えています。 

 そこで、県として種子の安定供給にどのよう

に取り組んでいくのか、農林水産部長に伺いま

す。 

嶋議長 渕野農林水産部長。 

渕野農林水産部長 本県では、おおいたの食と

農林水産業振興条例や、現行の大分県農林水産

業振興計画等により、種子の安定供給体制を整

えています。 

 これにより、優良な品種を決定する試験や原

資等の生産、種子の審査などを確実に実施し、

生産者に優良種子をしっかりと届けることがで

きています。 

 また最近では、高温に強い水稲なつほのかへ

の品種変更や、焼酎用の大麦ニシノホシの生産

拡大、そして、実需が求める大豆ちくしＢ５号

の導入など、情勢の変化にも対応しています。 

 さらに、今年度は、種子の基となる原原種を

長期間保管できる低温貯蔵施設を整備し、種子

の安定供給体制の強化も進めているところです。 

 今定例会に提案している新たな農林水産業振

興計画案の中でも、優良な種子の安定供給体制

の確保を明記しており、引き続きしっかりと取

り組んでいきます。 

 今後とも県内の生産者が安心して栽培を続け

られるよう、大分県主要農作物改善協会をはじ

め、関係機関と連携して、優良種子の安定的か

つ継続的な生産と供給を進めていきます。 

嶋議長 守永信幸君。 

守永議員 ありがとうございます。今、おおい

たの食と農林水産業振興条例のことについて触

れられていました。それを基に、種子条例では

なく、種子法の代わりをこの条例が務めている
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という説明だったわけですが、この条例は２０

０９年４月１日に施行されているわけですが、

その後、この種子法の廃止を踏まえて、部分的

に変更か何かあったわけですかね。 

 改めて私もこの質問をする際に、この条例を

見たときに、県のホームページから開いたもの

では特に改変がなされていなかったんですが、

１４の施策を基本施策として掲げて、その中で

作物の振興等、触れられている部分はあるんで

すが、この種子を県の責任で作っていくんだと

いうふうな、いわゆる責任の所在として明らか

に掲げているという部分がなかったものですか

ら、種子条例をつくるか、若しくは、おおいた

の食と農林水産業振興条例を見直すというのを

考えていただけないだろうかと提案しようと思

ったんですが、その点はどうでしょうか。 

嶋議長 渕野農林水産部長。 

渕野農林水産部長 今お話があったおおいたの

食と農林水産業振興条例、議員もよく御存じだ

と思いますが、その中に地域特性を生かした農

業の振興や新品種の開発、普及策、そういった

ことを定めています。 

 そして、その条例に基づき、現行の大分県農

林水産業振興計画等が定められています。その

中で種子の安定供給をしっかりと続けていくと

いうことを明記しており、そこが基本になって

いますので、この条例を基にして今後とも安定

供給を続けていきたいと考えています。 

守永議員 守永信幸君。 

守永議員 ありがとうございます。基本的には、

食料の基となる種子、特に米、麦、大豆といっ

た主要農作物の種子を作るというスタンスで運

営されている限りにおいてはそれで十分なのか

もしれませんが、やはり条例の中に、そういっ

た農林水産物の生産に係る種、いわゆる種苗の

生産に県が関係機関と協力しながらでも責任を

持つといった部分があるべきではないかとも考

えますので、その辺はどうするのがベストなの

か。その時々の首長の在り方によって解釈が変

えられるということがあっては、県民の安心・

安全が守れないということも考えられますので、

その辺も含めて、もう少し議論を深めていただ

ければと思いますので、よろしくお願いしてお

きたいと思います。 

 では、次の質問に移りたいと思います。 

 次は、地域公共交通の維持について質問しま

す。 

 私は、２０２２年の第３回定例県議会で日豊

本線の複線化と老朽化対策について質問しまし

た。複線化の促進に関しては、ＪＲ九州に対し

て毎年要望し、協議しているとの答弁をいただ

き、その中で、さらなる需要を喚起していくこ

とが必要とも述べられていました。需要がなけ

れば減便となるわけですし、利用増を求めてい

かなければなりませんが、利用者としては、不

便だから利用できないとの声もあるわけです。

利便性を確保することと、利用者を増やすこと

のどちらが先か、難しい問題ではあると思いま

すが、県としては鉄道事業者に利便性の確保、

向上を働きかけていくべきであると考えます。 

 鉄道だけではなくバスについても、この十月

から休止となる路線もあると聞いていますし、

そもそも年々便数も減り、運行する時間帯も短

くなっていると実感しています。しかしながら、

高齢化が進む中で、自動車に乗れない方も増え

ていくという状況を鑑みると、鉄道やバスなど

地域公共交通の役割は小さくなるどころか大き

くなっていくのではないかと考えます。 

 こうした中、新たな大分県長期総合計画案に

おける交通ネットワークに関する項目を見てみ

ると、人や物の流れを活性化するという方針の

下、広域交通ネットワークや県外からの流入人

口の増大などには力を入れられています。他方、

県民の暮らしを支えるバスや鉄道などの地域交

通ネットワークをどのように維持していくかに

ついては、積極性が感じられないというのが正

直な感想です。大規模な施策も大事ですが、県

民生活の基盤を支える施策にもしっかりと目配

りすることが必要と考えます。 

 そこで、日豊本線の複線化についてのＪＲ九

州との協議の現状を含め、暮らしに密着するバ

スや鉄道など、地域公共交通の維持と利便性の

確保にどのように取り組んでいくのか、交通政

策局長に伺います。 
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嶋議長 嶋川交通政策局長。 

嶋川交通政策局長 地域公共交通の維持につい

てですが、まず、日豊本線の複線化に関しては、

県と沿線市町などで構成する日豊本線高速・複

線化大分県期成同盟会を通じて、御紹介いただ

いたようにＪＲ九州に対して毎年粘り強く要望、

協議を行っているところです。 

 今のところＪＲ九州からは、複線化には多額

の事業費が必要であり、仮に複線化を行ったと

しても、大分駅以北の単線２区間については大

幅な時間短縮が見込めないこと、それから、大

分駅以南でも費用対効果が見込まれないことか

ら、今ある現有の設備で輸送を継続したいとい

った趣旨の回答がなされています。 

 このため県としては、過去にも御指摘いただ

いたような施設の老朽化、それから、災害時の

脆弱性などといった面からも、引き続き複線化

の必要性、重要性について、ＪＲ九州に対して

強く訴えていきたいと考えています。 

 また、県民の暮らしを支えるバスや鉄道とい

った地域交通ネットワークに関しては、利用者

の需要喚起策に加え、運転手不足といった供給

側の対策も今同時に求められているということ

です。 

 このため、今議会で提案している新たな長期

総合計画案においても、運転手の働く環境改善

への支援ですとか、自動運転、ＭａａＳ、ＡＩ

デマンドタクシーといったものを推進する施策

を盛り込んでいるところです。 

 県としても、市町村や事業者と連携し、新た

な技術や制度の活用も含め、地域交通の維持と

利便性の確保に積極的にしっかりと取り組んで

いきたいと考えています。 

嶋議長 守永信幸君。 

守永議員 ありがとうございます。ＪＲ九州と

の協議の場が、どれほど積極的な議論、会話が

なされているのかが想像し難いといった部分も

あるんですが、ただ、非常に気になるのは、Ｊ

Ｒ九州そのものが様々な事業展開をしているわ

けですが、そういった中で、運輸部門について

は、運輸部門だけを殊更分離して経営の善し悪

しを議論しようとしているように感じられるん

ですね。でも、様々な事業を展開する中で、大

分の企業がＪＲ九州を受け入れるのは、ＪＲと

して鉄道部門を担ってくださっているというこ

とがあればこそだと思うんですね。ＪＲの運輸

部門と、それと他の事業展開をする部門と別々

のものだと考えてしまえば、到底、地場の地域

の方々は、ＪＲが来るから困るんだというふう

なことに議論がなってしまうのではないかとい

う思いも持っています。 

 ですから、ある意味、ＪＲ九州と協議する際

に、地域で受け入れられる会社として、鉄道部

門だけに独立して議論するのではなく、鉄道を

維持するために様々な事業展開も地域が認めて

くれているということを踏まえた上で、どのよ

うに大分県を元気付けるか議論するようにお願

いしていただきたいと思っています。 

 また是非、特に大分駅以南の複線化について

は、どこで折り返すかが自由に操作できるとい

うのは地域公共交通の利便性を考える上で非常

に大切なことだと思いますので、その点も含め

て議論していただければと思います。よろしく

お願いします。 

 では次の質問に移りますが、交差点における

交通安全等について質問します。 

 私は、自宅近くの交差点で小学生などの登校

時間帯に、安全に登校できるように交差点での

交通指導に立っています。頻繁に交差点に立た

せていただいて感じるのは、交差点での交通ル

ールについてしっかりとした規則が身に付いて

いないドライバーが多いということです。 

 まずは自動車運転者についてですが、交差点

では直進優先や左方優先などという言葉は多く

の方が御存じだと思いますが、その優先ルール

がどういう場合に適用されるかについては余り

認識がないようです。 

 交差点は交通事故の発生数が多い場所として

多くの方々が承知する中、横断歩道などで歩行

者優先というルールについては警察等の取締り

により周知が進んでいると思われますが、車同

士の優先ルールについても、あわせて周知を図

る必要があると感じています。交差点でのルー

ルの解釈が異なっていると、大事故につながる
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可能性があるわけです。 

 次に、自転車の運転者についてですが、やは

り交差点通行時におけるルールをしっかりと学

ぶ場が足りていないと感じています。 

 道路の左側端を通行する自転車は、左折レー

ンがある交差点を通行する場合、直進であって

も左折であっても左折レーンを通行する形とな

ります。直進する場合には自分が自動車の左折

に巻き込まれないように注意する必要があり、

自分が左折する場合には歩行者を巻き込まない

ように、歩行者優先のルールを守る必要があり

ます。また、信号機のある交差点を右折する場

合でも、左側端を直進して交差する交差点の信

号に再度従って右折していくルールで、自動車

のように交差点の中央寄りを右折することはで

きません。しかし、これらのルールをきちんと

学んだ方というのは少ないのではないでしょう

か。 

 特に、自転車については中学生などが通学で

使用するケースも多いため、学校教育の一環と

して、子どもたちにルールを教えていく取組も

重要なのではないかと考えます。 

 今年５月１７日に改正道路交通法が成立し、

自転車の酒気帯び運転禁止などの改正法の一部

が６か月以内に施行されます。今こそ、この機

会を利用し、県警独自で交差点通行時における

交通規則の効果的な周知について検討する必要

があるのではないかと考えます。 

 そこで、自動車及び自転車の運転者に対する

交差点通行時における交通規則の周知にどのよ

うに取り組んでいくのか、警察本部長に伺いま

す。 

嶋議長 種田警察本部長。 

種田警察本部長 交差点での交通事故を防止す

るためには、自転車を含めた全ての車両の運転

者が交通ルールを理解し、守ることが重要です。 

 県警察では、指導取締りや街頭啓発活動、更

新時講習、参加・体験・実践型の交通安全教育

等によって、交通ルールの周知を図っています。 

 今般の法改正では自転車に関する制度が大き

く変化していることから、自転車の交通ルール

の周知について特に力を入れる必要があります。 

 そこで、特に今月から自転車の交通違反に対

する指導取締りや自転車の交通ルールに関する

交通安全教育等の取組を強化しているところで

す。 

 しかしながら、警察のみで交通ルールの周知

を徹底するには限界があると考えています。そ

のため、警察が主体となって、教育機関や自動

車学校等の各方面に働きかけ、幼児から高齢者

までのライフステージに応じた学びの場をつく

っていきたいと考えています。 

 また、今後、警察庁から自転車の交通安全教

育に係るガイドライン等が示される予定であり、

それも踏まえ、引き続き周知徹底を図っていき

たいと考えています。 

嶋議長 守永信幸君。 

守永議員 ありがとうございます。今お答えい

ただいた中で、新たな道交法の改正の部分につ

いては、国が示すガイドラインについてそれを

踏まえて検討するというお話をいただきました。 

 特に今回は改正に伴い、自転車運転の違反行

為に青切符の制度が持ち込まれるということか

ら、運転する方々がルールを知る環境にない中

で、いきなり青切符を切られるということがあ

っていいのだろうかという思いもあって質問し

たわけですが、ルールを学ばないまま違反の取

締り対象になるということに納得できない方も

おられるでしょうし、どのような違反が取り締

まられるのか広く広報することが大事だと思い

ますので、是非様々な機会をつくっていただき

たいと思いますし、また、この課題についてい

ろいろ考えたとき、運転免許の更新時に試験場

の方に行きますが、受付手続をして講習を待つ

までの間にちょっとした時間があるんですよね。 

 ですから、様々な講習のカリキュラムに組み

込むのは非常に難しいかもしれませんが、待ち

時間を活用して映像を流すなり、そういったこ

とはやっていいのではないかと思ったりもしま

したものですから、そういう映像を作ることも

含めて、今後検討いただければと思います。 

 次に、児童生徒が自転車の交通ルールを学ぶ

機会についてですが、さきほどもお話がありま

したが、自転車のルールについて学ぶ機会を得



第３回 大分県議会定例会会議録 第５号 

- 143 - 

られない中で、学校現場での教育などを模索し

ていくべきと考えます。 

 さきほど様々なチャンスでというお話もあっ

たんですが、５月の道交法改正の施行は、一部

を除き２年以内となっています。子どもたちの

安全・安心を守るためにも、カリキュラムの決

まった学校現場で子どもたちに教えるためには、

今からそのやり方などを検討し、準備すべきと

思います。 

 また、高等学校については自転車で通学する

生徒数も多いと思いますが、今後の登下校時の

安全を確保するためにどのようにしていくお考

えか、あわせて教育長の考えについて再質問し

ます。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 今回の道路交通法の改正は自転車

に関するものが中心になるということで、通学

に自転車を利用する高校生はもとより、小中学

生にとっても非常に影響の大きいものであると

考えています。 

 県教委としては、改正法が成立した５月１７

日に、直ちに学校関係者を集めて交通安全教育

推進連絡会議を開きました。あわせて、全ての

県立学校、それから市町村教育委員会に通知を

行って、法改正の内容の周知徹底と、自転車の

ルール遵守の呼びかけを行ったところです。 

 各高校においてはそれを受けて、早速、警察

や交通安全協会の協力をいただいて講習会を開

いたりとか、あるいは自転車シミュレーターと

いう装置があり、そういったものを使って体験

学習会を行ったりとか、そういう取組が既に始

まっています。 

 こういったものは何度も繰り返し指導を行っ

ていくことが必要だと思っていますので、さき

ほど議員が言われたように、ホームルームとか、

いろんな活動の中に交通安全教育をしっかりと

組み込んで、繰り返し法改正の趣旨、それから

自転車のルールの徹底に努めていきたいと考え

ています。 

嶋議長 守永信幸君。 

守永議員 ありがとうございます。今、教育長

から、県立の学校に関してはそういうふうなこ

とだということだと思いますが、私立高校につ

いての所管は総務部の学事・私学振興課となる

わけですが、生徒の安全安心を確保できるよう

に最大限の対応をあわせてお願いしておきたい

と思います。 

 では最後に、旧優生保護法について質問しま

す。 

 旧優生保護法は、１９４８年当時の国会にお

いて全会一致で可決され、１９９６年まで存在

した法律です。世界的には、１９０７年にアメ

リカ合衆国のインディアナ州で優生思想に基づ

く断種法が制定され、それ以降、世界各国で国

民の保護や子孫のためとして法律が制定され続

ける中で、議論され運用されたものと認識して

います。 

 去る７月３日に最高裁判所大法廷は、旧優生

保護法に基づいて実施された強制不妊手術に関

する国家賠償請求訴訟５件の上告審において、

国の責任を認め、国に対して被害者への損害賠

償の支払を命じました。この大法廷判決は、除

斥期間の経過により請求権が消滅したとして国

が損害賠償責任を免れることは、著しく正義、

公平の理念に反し、到底容認することができな

いと断言しています。それはすなわち、全ての

被害者が救済されるべきと論じているのだと考

えられます。 

 この最高裁大法廷の判決を踏まえて、国が具

体的にどのような支援策を講じるかはまだ出さ

れていませんが、大事なことは一人でも多くの

方々に救済の手を差し伸べる姿勢を示すことだ

と考えます。 

 そこで、旧優生保護法に関し、県内における

被害者からの相談状況及び今回の最高裁判決に

対する県の見解について、福祉保健部長に伺い

ます。 

嶋議長 工藤福祉保健部長。 

工藤福祉保健部長 県では、平成３１年４月の

一時金支給制度の開始当初から、専用の相談電

話や窓口を庁内に設置し、広くその周知に努め

てきています。 

 その結果、これまでの相談件数は、７月３日

の今回の最高裁の判決以降寄せられた１６件を
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含み、９月１日時点で４９７件ということで、

これは全国的に見ても多い状況となっています。 

 旧優生保護法の下で、子どもを持つ権利を奪

われた当事者の方々の気持ちを考えると、大変

心が痛むところです。 

 国においては、最高裁判決後の７月１７日に、

岸田総理が自ら原告団等と面会し、時間を限ら

ず丁寧に意見をお聞きした上で、新たな補償の

仕組みや被害を受けた方々への周知の在り方等

の検討に着手したものと承知しています。 

 県としては、これからのそうした国の動向を

十分注視して、新たな動きがあった際には、迅

速、適切に対応し、被害を受けた方々の一日も

早い救済に努めていきます。 

嶋議長 守永信幸君。 

守永議員 ありがとうございます。本県で把握

できている方々が、今どのように暮らしている

のか、それは実際把握されていないのが実情だ

と思います。手術を受けた方々が、そのことを

周囲に知られたくないという思いがあるのかど

うかも分からない。そういった状況の中で、本

人の申告だけに頼っていたのでは、十分な救済

はできないと考えます。苦しい生活を強いられ

ていなければ余計なことだと思えるかもしれま

せんが、もしも苦しい生活を強いられ、支えて

くれる家族、子どもがいないわけですから、そ

ういう家族がいない状況にあったときに、余生

を笑顔で暮らせるよう整える義務が私たちには

あるのではないでしょうか。 

 多くの方々が高齢となっていると思われます。

リストにある方々の年齢等は把握できているで

しょうから、迅速に対応できるよう準備を進め

るとともに、誤解を払拭する取組や個別に対応

できる準備を強くお願いしておきたいと思いま

す。 

 今、福祉保健部長から回答もあったわけです

が、最後にこの件について、知事の考えをお聞

きします。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 子どもを持つ権利を奪われて心身に

多大な苦痛を受けてこられた当事者の方々の気

持ちを考えると、大変心が痛むものです。国の

真摯な対応と速やかな対策により、被害を受け

た方々への一日も早い救済と尊厳の回復を望み

たいと存じます。 

嶋議長 以上で守永信幸君の質問及び答弁は終

わりました。 

 暫時休憩します。 

午前１１時４５分 休憩 

―――――→…←――――― 

午後１時 再開 

井上副議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 一般質問及び質疑を続けます。宮成公一郎君。 

  〔宮成議員登壇〕（拍手） 

宮成議員 皆さんこんにちは。議席番号７番、

自由民主党の宮成公一郎です。まずもって、貴

重な一般質問の機会を与えていただいた会派の

先輩、同僚議員に感謝します。 

 それでは、早速ですが、通告に従って順次質

問します。 

 まず、豊肥地域と宮崎県との道路アクセス向

上についてですが、知事は昨年４月の就任以来、

九州の東の玄関口としての拠点化を目指し、広

域交通ネットワークの形成によって本県の魅力

を高め、交流人口の拡大を図っていくという構

想の下、東九州新幹線の整備計画路線への格上

げ、中九州横断道路や中津日田道路の早期整備、

東九州道の４車線化などに具体的に取り組まれ

ており、心から敬意を表する次第です。 

 昨今、少子高齢化が進み、人口減少社会が到

来する中、本県も簡単ではない問題を抱えてい

ますが、人口が減っても土地の面積は減らない、

逆に人口が減るからこそ移動の効率化を図り、

経済圏や観光エリアを拡大し、安全性や防災面

の向上等を期していかなければならない、すな

わち交通網を整備していくことが求められてい

ると受け止めています。 

 さて、私の暮らす竹田市は、熊本、宮崎両県

と県境を接しており、両県とは古くから婚姻、

法事、買物など市民の暮らしにおいて、行政区

域の垣根を越えた人々の濃密な交流が行われて

きました。 

 また、２０世紀の終わりには、熊本、大分、

宮崎各県の７７市町村によって九州中央地域連
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携推進協議会が設立されました。これは、この

地域で多面的な交流、連携を図りながら、交通

ネットワーク基盤の整備を促進し、地域特性を

いかした圏域の一体的な振興や整備を図ること

を目的とした組織でした。 

 時代は２１世紀に移り、九州の西側には新幹

線が走り、また、県内でも高速道路体系の整備

が進み、さらには情報化が進んでいく中でイン

バウンドによる観光需要が今増大しています。

本県では、この３月、アドベンチャーツーリズ

ム条例を施行したところですが、これに前後し

て熊本県菊陽町には世界的半導体メーカーＴＳ

ＭＣの進出もあり、今後従業員や家族の広域観

光需要の広がりも期待されているところです。 

 また、この１月、アメリカの経済紙ウォール

・ストリート・ジャーナルが公表した２０２４

年の行くべき場所ベスト１０に日本から九州が

唯一選ばれていますが、海外から見れば、福岡

や熊本、大分、宮崎という都道府県の単位では

なく、九州という規模で旅行を捉えていること

をしっかりと受け止めなければならないと思っ

ています。 

 こうした情勢を見ると、阿蘇や高千穂など観

光地を抱える九州中央地域の連携を多面的に進

めることは非常に重要であり、そのためにも、

現在整備が進んでいる熊本県嘉島町と宮崎県延

岡市を結ぶ九州中央自動車道と中九州横断道路

という２つの高規格道路を有機的に結び付ける

縦の軸の整備について、短期と中長期の両面か

ら検討を進めていく必要があると考えています。 

 短期的な軸となるのは、３０年ほど前から地

元の４市町関係者で主要地方道竹田五ヶ瀬線改

良促進期成会が組織され、連携した取組が継続

的に行われている県道８号線の改良です。近年、

宮崎県では長大橋の整備など数十億円規模の事

業費を投下されているほか、熊本県でも複数の

箇所で工事が動き始めています。そうした中に

おいて、本県でも随分と改良が進められていま

すが、残る竹田市内の未改良区間の整備を急が

なければなりません。 

 また、中長期的には、高規格道路の整備が重

要です。昨日は本県と熊本県とを結ぶ日田阿蘇

道路が議論となりましたが、県境をまたぎ将来

的な整備が期待されている構想路線としては、

もう一本、宮崎県と結ぶ大野高千穂道路があり

ます。この推進についても実現に向けた検討を

進めていただきたいと切に願っています。 

 いずれにしても、昨今の情勢を踏まえると、

昨日の県北西部地域と熊本県との道路アクセス

向上の議論とあわせて、我が豊肥地域と宮崎県

との道路アクセスを向上させていくことが重要

であると考えます。 

 こうしたことを踏まえ、豊肥地域と宮崎県と

の道路アクセス向上にどのように取り組んでい

くのか、知事のお考えを伺います。 

 以下、対面席から一問一答方式により質問し

ます。 

  〔宮成議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

井上副議長 ただいまの宮成公一郎君の質問に

対する答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 宮成公一郎議員の豊肥地域と宮崎県

との道路アクセス向上についての御質問にお答

えします。 

 少子高齢化や人口減少が進む中、県勢を発展

させるためには、地域やまちの魅力を高め、人

や物の流れを活性化する広域道路ネットワーク

の整備が不可欠です。 

 こうした中、九州の中央部を東西に横断し大

動脈となる中九州横断道路と九州中央自動車道

の整備が進められており、観光をはじめとして、

交流人口を大幅に拡大させるチャンスが到来し

ています。この二つの道路が完成し、東九州自

動車道と接続すると大分、熊本、宮崎の高規格

道路による循環型ネットワークが形成されます。 

 これらの高規格道路の整備効果を最大限に発

揮させ、広範囲に波及させるためには、インタ

ーチェンジへのアクセス道路や高規格道路を相

互に結ぶ道路の整備が重要です。 

 そのため、竹田市内に整備される中九州横断

道路の三つのインターチェンジを円滑に利用で

きるよう、アクセス道路として対策が必要な路

線やその整備内容について、関係機関と連携し

て検討しているところです。 
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 議員御指摘の竹田五ヶ瀬線の改良については、

これまで市街地側を中心に進めてきており、本

年３月、田原地区においてバイパスを開通させ

たところです。現在は、入田地区において延長

９７０メートルの拡幅事業を実施中であり、安

全かつ快適に利用できる道路整備に努めていま

す。 

 なお、当路線の整備状況は、熊本県や宮崎県

とも情報共有を行っており、県境部に残る３キ

ロメートルの未改良区間については、中九州横

断道路の進捗や管内及び両県内の状況を踏まえ

ながら検討していきます。 

 一方、豊後大野と高千穂を結ぶ新たな道路に

ついては、日田－阿蘇間の道路と同様、長期的

な視点で検討を重ねていきたいと考えています。 

 今後も、整備が進む高規格道路を活かすため

に、アクセス道路や竹田五ヶ瀬線をはじめとし

た道路ネットワークの充実に努めていきます。 

井上副議長 宮成公一郎君。 

宮成議員 御答弁ありがとうございました。大

分県では、この春、交通政策局を企画振興部に

新設していますし、桑田副知事を国土交通省か

ら招聘したことだけを見ても、知事の姿勢、お

考えの方向性が示されているものだと受け止め

ているところです。 

 さらに、宮崎県と豊肥地域のアクセス向上に

ついても長期的な視点を含めた御答弁をいただ

きましたが、この地域をもう少し広く見つめな

がら再度質問します。 

 と申しますのも、九州中央自動車道と中九州

自動車道、南北に接続するアクセスルート、こ

の形成についてはさらに視野を広げて、もう少

し北の方、北の久住高原に続く国道４４２号ま

での縦軸の道路を総合的、計画的に整備してい

くことも重要な視点ではないかと思っています。 

 具体的には、さきほど言った県道８号線のほ

か、九重野荻線、穴井迫荻線、白丹竹田線、笹

倉久住線等、これは県道の関連箇所を現道改良

しながら久住高原までのアクセスを向上させる

というものです。これによって多くの沿線住民

が、荻インター、竹田西インター、竹田久住イ

ンター、それぞれ仮称ですが、三つのインター

を利用しやすくなり、九州中央自動車道と中九

州横断道路を南北に接続した効果がさらに国道

４４２号沿線にまで及ぶこととなります。 

 あわせて、長年懸案となっている国道４４２

号、いまだ２車線となっていない大分市今市山

中から豊後大野市朝地町の温見の間の改良を進

めることも当然のことながら必要となっていき

ます。国道４４２号や現在改良が進められてい

る県道庄内久住線、これらを経由して国道２１

０号までのアクセスを向上させる中で、大分市

以北や由布市など久大地域、この沿線の住民に

とっても観光や産業の面で大きな効果をもたら

すのではないかと期待されますが、この点につ

いて土木建築部長に見解を再質問します。 

井上副議長 五ノ谷土木建築部長。 

五ノ谷土木建築部長 まず、御質問の中で一つ

目が議員御指摘の路線で、九重野荻線、白丹竹

田線など、竹田市内の県道ですが、そちらの今

御指摘いただいた路線については、観光や産業

などの面において地域を支える道路としては大

変重要だと認識しています。 

 まずは幅員の狭い区間、狭小な区間などに対

応するために、現在、九重野荻線の瓜作地区を

はじめとして、白丹竹田線の添ケ津留地区、そ

れから、笹倉久住線の白丹地区で道路改良を行

っているところです。引き続き道路利用状況を

踏まえながら、地域の御意見を踏まえつつ整備

を進めていきたいと思っています。 

 もう一点、国道４４２号の山中から温見の件

です。こちらについては、昨年度に石合地区、

大分市側の７００メートルの区間の改良が終わ

りました。残りの約１．５キロメートル区間に

ついて、まず大分市側から、待避所の設置だと

か、あるいは視距改良だとか、そういった改良

を少しずつやっていきたいと思っています。 

井上副議長 宮成公一郎君。 

宮成議員 土木建築部長、詳細に御答弁ありが

とうございました。 

 新たな長期計画では、最寄りインターチェン

ジまでおおむね１５分で到達できる地域の割合

を目標指標に掲げています。高速道路網の効果

を広げていく、正にこの視点が大切だと思って
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います。豊肥地域と宮崎県のアクセスが向上し

て、現道改良、あるいは新たな構想によって縦

の軸が北へとさらに伸びていくと、その効果が

県下全域に広がっていくことを期待しているこ

とを申し上げて、この質問を終わります。 

 続いて、２点目、遠隔教育について伺います。 

 ２０２３年に県内で生まれた子どもの数は６，

２５９人で、前年より５００人ほど減少し、１

２年連続で過去最少を更新しました。少子化に

伴う影響は様々な分野に及び各所で議論がなさ

れていますが、教育分野もそのうちの一つです。

実際、小中学校の統廃合問題や県立高校の定員

削減などにも既に強く影響を及ぼしています。 

 このような中、本県ではどの地域に住んでい

ても生徒の希望に応じて多様で質の高い教育を

受けられるよう、遠隔教育に力を入れていくこ

ととしています。 

 そして今後、さらに人口が減少し、少子化が

進展していくことが予測される中、遠隔教育に

求められる役割はますます大きくなると考えら

れます。 

 もちろん、この先も対面での授業が主体であ

ることに変わりはないとは思いますが、遠隔教

育を積極的に活用することで、生徒の個性や多

様な学習ニーズに対応し、一人一人の可能性を

最大限引き出すこともできるのではないかとそ

の効果に期待しているところです。また、本年

第１回定例会で、我が会派の阿部英仁議員の代

表質問に対し、知事は遠隔授業について全国の

モデルとなるよう取り組んでいくと答弁されて

おり、今後、本県独自の先進的な取組、特色あ

る取組が形になって現れてくるのではないかと

期待しています。 

 現在、本県における遠隔教育の議論は、難関

大学を目指す生徒を対象としたものが中心とな

っています。一方で、進学を希望する生徒にこ

だわらず、基礎的なテーマを集中的に丁寧にフ

ォローアップしていくことも必要ではないかと

考えます。加えて、学校が異なっていても生徒

同士が切磋琢磨できる遠隔教育の環境を整える

ことによって、遠隔教育の多様化、汎用化を進

め、その裾野を広げていくことも必要ではない

でしょうか。 

 折しも全県一区制度の検証が行われると伺っ

ていますが、地域の高校の在り方は本県の均衡

ある発展とも密接に関係するテーマですし、教

育行政の議論の中においても最も政策的な論点

の一つであると考えられます。そして、本県に

おいて地域の高校の在り方を考える際には、遠

隔教育の議論と切り離すことはできないものと

考えています。 

 そうした中で、今般の補正予算案において、

遠隔教育システムの構築の加速化や充実に向け

た事業が提案されました。これは、前回の地域

の高校教育の議論に対する知事からの答えの一

つであると思われますが、その背景や狙い、さ

らには、知事が思い描いているこの先の遠隔教

育の活用方法などについて、私は大変注目して

いるところです。 

 こうしたことを踏まえ、本県独自の特色ある

遠隔教育についてどのようにお考えか、知事に

伺います。 

井上副議長 佐藤知事。 

佐藤知事 遠隔教育についてです。 

 人口減少の進行に伴う生徒数や教員数の減少

が予想される中で、県内どの地域においても生

徒の可能性を最大限に伸ばすことができるよう

に、遠隔教育の推進を図っているところです。 

 特に地域の高校では、生徒の多様な進路実現

にもつながるため、魅力の向上が一層図られる

ことを期待しています。 

 この遠隔教育について本県では、学校間連携

方式と配信センター方式の二つの方式に取り組

んでいるところです。このうち、学校間連携方

式は、文部科学省の研究指定を受けて、令和３

年度から、専門科目等を実施する学校から地域

の小規模校などに対して、主に福祉や商業など

の遠隔授業を行っています。 

 他方、現在準備中の配信センター方式では、

大分上野丘高校内に配信拠点となる施設を整備

して、地域の普通科設置校等に双方向型の習熟

度別授業を配信することとしています。配信セ

ンター方式では、北海道や高知県の例がありま

すが、本県では独自の二つの取組による大分モ
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デルを構築したいと考えています。 

 取組の一つは、２校合同での遠隔授業の実施

です。異なる学校の生徒が同じ授業に参加する

ことで、生徒同士の交流が促され、学びに向か

う意識の高揚や多様な価値観に触れることが期

待できます。そのため、今議会に提出した補正

予算案では、異なる２校の生徒が円滑に意見交

換等を行い、互いに刺激し切磋琢磨できるよう

に、拡張カメラ等を導入することとしています。 

 二つ目は、遠隔授業に加えて行う生徒への学

習支援です。大分市内も含めた全ての普通科設

置校等において、夏休みなど長期休業中の集中

講座や動画教材の配信を来年度から開始できる

よう、必要な機器整備も今般の補正予算案に盛

り込んだところです。 

 こうした取組に加えて、スタンフォード大学

やＡＰＵなど国内外の大学と連携した特別講座

の配信や、中学校の技術科における大学教授等

によるプログラミング教育遠隔授業にも引き続

き取り組んでいき、より充実したものにしてい

きたいと考えているところです。 

 遠隔教育は様々な可能性を秘めており、議員

御提案の多様化、汎用化も念頭に置き、全国の

遠隔教育の先進モデル、大分モデルとなるよう、

教育委員会と共にしっかりと取り組んでいきた

いと考えています。 

井上副議長 宮成公一郎君。 

宮成議員 遠隔教育に対する知事のお考え、そ

してまた、住み慣れた地域に暮らしていても学

べる環境が広がっていくという、その可能性が

広がっていくという御答弁、ありがとうござい

ました。 

 少し話はずれるかもしれないんですが、先日、

来年度の県立高校の定員が２４０人減少すると

いうことが発表されました。私の母校、竹田高

校も２０人の減となっていますが、地域や学校

関係者は将来的な学校の存続に大きな不安を抱

えています。そして、学校の存続問題は、地域

交通、地域経済に与える影響も非常に大きく、

学校振興が地域振興と表裏一体と言っても過言

ではないと思います。 

 遠隔教育の推進のみをもって解決できる課題

でないことは重々承知していますが、遠隔教育

が一つの手段となり得るならば、その活用方法

を拡充していくことを今後も引き続き検討して

いただきますようお願いします。 

 それでは、次の質問、困難な状況にある方々

への支援についてに移ります。 

 まず最初に生活困窮者への支援についてです

が、平成２７年４月に施行された生活困窮者自

立支援法は、世界的な同時不況の影響等により、

国内でも生活に困窮する者が増え、生活保護世

帯が増加していく中で、生活保護に至る前の段

階での自立支援策を強化する必要が高まり施行

されたものです。 

 その後、生活困窮者に対する自立支援策が充

実していく中で、生活保護受給者数は減少傾向

を続けるなど、生活困窮の深刻化を予防する手

段として本制度の有効性は一定の評価を受けて

きたところです。 

 しかしながら、令和２年からのコロナ禍によ

り、就業支援や住居確保等の課題が顕在化し、

新規の相談件数は前年の３倍になったとされて

います。そんな中、経済的な支援策として、緊

急小口資金や総合支援資金の特例貸付けや住居

確保給付金の審査基準の緩和などの対策が取ら

れたことは記憶に新しいところです。 

 そして、昨年５月のコロナの５類移行に先立

って、これら特例貸付けの返済が同年１月から

開始されました。しかしながら、昨年末までに

返済期限を迎えた貸付金は３７％程度しか返済

されていないと厚生労働省から発表されていま

す。 

 他方、大手企業の賃上げは５．５％を超え三

十数年ぶりの高水準となるなど、景気のいいニ

ュースも耳にするようになりました。片やこの

間、消費者物価は上昇を続けており、特に生活

していく上で必須の食料品や燃料費等の価格の

高騰は、低所得者ほど大きな負担となっていま

す。今後この傾向が続くならば、生活困窮に関

する相談件数も増えていくのではないかと懸念

されるところです。 

 折しも、この４月に生活困窮者自立支援法が

改正され、支援関係機関の連携強化等の措置を
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講ずることなどが都道府県等に求められました。 

 こうしたことを踏まえ、生活困窮者を取り巻

く現状を鑑み、制度の周知や今後の支援にどの

ように取り組んでいくのか、福祉保健部長に伺

います。 

井上副議長 工藤福祉保健部長。 

工藤福祉保健部長 現在、各市町村に設置され

た自立相談支援機関において、金銭面のみなら

ず、健康問題や就職、居住、人間関係など、多

岐にわたる相談を受け付けているところです。 

 具体的な支援としては、本人の意欲や適性に

応じた就労体験や訓練、家計改善への支援であ

るとか、家賃の支払が困難になった離職者への

個別の給付等に加え、そうしたものを複数組み

合わせた支援プランの策定も行っているところ

です。 

 コロナ禍の令和２年度においては、県全体で

約１万２千件の相談が寄せられたところであり、

このことは自立相談支援機関の認知度の向上に

もつながったことと考えています。今後も、市

町村の広報誌やＳＮＳ等を活用した周知に努め、

そのほか民生委員や居住支援法人など、地域の

協力もいただきながら、必要な方に相談支援が

確実に行き届く、そうした制度としていきたい

と考えています。 

 また、コロナ禍で顕在化した孤独や孤立や生

活困窮などの複雑・複合化した課題解決に向け、

重層的支援体制を整備する市町村を現在後押し

しています。 

 引き続き、改正法の趣旨も踏まえ多機関、多

職種との連携を一層強化していきながら、生活

困窮者お一人お一人に寄り添った支援に努めて

いきます。 

井上副議長 宮成公一郎君。 

宮成議員 様々な対策、支援策を講じられる中、

認知度も向上しているということです。引き続

きよろしくお願いします。 

 ところで、今あらゆる物価が上昇している中

で、本県の最低賃金は過去最大の５５円の引上

げが行われる予定です。しかしながら、年金の

額は、マクロ経済スライドによって調整される

ため、物価上昇に見合った改定は高齢者にとっ

ては行われず、大きな負担になるのではないか

と思います。政府は給付金の支給などの対策を

講じていますが、働くことができず生活が本当

に苦しい人たちに対しては、より丁寧な支援が

必要となってくると思います。 

 御案内のとおり、生活困窮者自立支援制度を

市町村と共に最前線で動かしているのは社会福

祉協議会です。社協が市町村と共にその機能を

十分に発揮できるよう、県としてもその役割を

今後も果たしていただきますようお願いし、次

の子どもの貧困対策について質問します。 

 戦後の混乱期を過ぎ、高度成長期を経て、社

会保障制度が整備される中、我が国は世界で有

数の先進国となりました。しかしながら、足下

では超高齢化社会の到来、少子化の進展等、新

たな課題に直面しており、ホームレス、ワーキ

ングプア、ヤングケアラー、子ども食堂など、

貧困に関する言葉を日常的に耳にする社会、こ

れが今の日本です。 

 このような状況の中、国は、いわゆる貧困の

連鎖によって子どもたちの将来が閉ざされるこ

とがないよう、平成２６年に子どもの貧困対策

の推進に関する法律を施行しました。そして、

全ての子どもたちが夢と希望を持って成長して

いける社会の実現を目指し、子どもの貧困対策

を総合的に推進することが重要であるとの方針

を掲げました。本県でも、平成２８年３月に大

分県子どもの貧困対策推進計画を策定し、市町

村と連携を図りながらその取組を進めてきまし

た。 

 令和３年３月の改定時には、母子及び父子並

びに寡婦福祉法に基づく自立促進計画と一体的

な計画として、大分県ひとり親と困難な生活環

境にある子どもの支援計画を定め、現在各種取

組を進めているところです。 

 こうした取組の成果もあって、子どもの貧困

率は２０１２年の１６．３％、２０１８年の１

４．０％から２０２１年には１１．５％にまで

低下していますが、今なお９人に１人の子ども

が貧困状態にあることも事実です。また、ひと

り親家庭では半数近くの世帯が貧困状態にある

との衝撃的な調査結果もあわせて公表されてい
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るところです。 

 いずれにしても、子育てや貧困を家庭だけの

責任とするのではなく、保護者への精神的支援

と経済的支援を行いながら、地域や社会全体で

支え、課題を解決していく取組が求められます。 

 そのような中、国はこの６月、議員立法で法

律の名称をこどもの貧困の解消に向けた対策推

進法に改め、貧困の解消を目指すことを明確に

しました。また、こども家庭審議会にワーキン

ググループを新設するなど、今後、子どもの貧

困問題の対策強化を図っていく方針と伺ってい

ます。私は、本県でも子どもの貧困に改めて真

剣に向き合う中で、貧困の連鎖を断ち切るため

の取組を強化していくことが必要と考えます。 

 そこで、今後、子どもの貧困対策にどのよう

に取り組んでいくのか、福祉保健部長に伺いま

す。 

井上副議長 工藤福祉保健部長。 

工藤福祉保健部長 県の現行計画では、教育、

生活の安定、保護者の就労及び経済的支援の四

つを重点施策としており、計画に沿って、今年

度は新規の六つの事業を含む７５の事業による

支援策を全庁を挙げて総合的に推進しています。 

 また、子どもたちの大切な居場所となってい

る子ども食堂の活動を社会全体で支援する動き

も年々広がっており、今年で４回目となるふる

さと納税を活用したクラウドファンディングを

ちょうど今月から募集開始したところであり、

１１月までの３か月間、しっかり募集していき

たいと思っています。 

 さらに、子どもの生活・学習習慣等を把握す

るため、今年７月に小学校５年生、それと、中

学２年生の子どもとその保護者約４万人を対象

とした悉皆調査を５年ぶりに実施しました。 

 回答の中を見ると、経済的な理由で塾や習い

事に通わせることができないなどの声もあり、

結果を詳細に分析し、学習指導や生活相談につ

なげるなど、子どもと保護者の意見を反映した

対策を速やかに講じることとします。 

 今般の改正法の趣旨を踏まえ、子どもの現在

の貧困を解消し、その連鎖を断ち切るというこ

とで、生まれ育った環境によって子どもの将来

が左右されることのないように引き続き支援を

していきたいと考えています。 

井上副議長 宮成公一郎君。 

宮成議員 クラウドファンディングとかアンケ

ート調査の実施とか、もっと言えば全庁を挙げ

てという言葉もありました。既に強化されてい

るということだと思いますが、子どもの貧困を

語るときに、周囲から生活が苦しいと思われた

くないという親の意識、これによる見えない貧

困という言葉にぶつかることがあります。 

 一方で、ひとり親家庭の貧困に関しては、今

般の民法改正、共同親権の導入については様々

な議論があったところですが、養育費の支払が

滞った場合の先取特権や法廷養育費制度の創設、

これは広く評価されているのではないでしょう

か。 

 いずれにしても、貧困を理由に子どもが将来

に絶望感を抱かないよう取り組んでいくことが

必要だと思います。 

 さきほど部長の答弁の中に重層的支援体制整

備事業ということがありましたが、高齢者、障

がい者、子ども、生活困窮者を一体的に支えて

いく取組、多くの市町村が県下でも取り組んで

いますが、この枠組みをいかすなどして社会全

体で子どもの貧困に対して向き合っていく、そ

ういった仕組みをつくっていくことが必要では

ないかと申し上げ、次の再犯防止について質問

します。 

 今年５月、滋賀県で保護司の男性が更生支援

していた保護観察中の者によって殺害されると

いう痛ましい事件が発生しました。この事件は、

罪を犯した人や非行に走った人への社会復帰支

援、更生を支える全国の保護司、県下にいる６

３０人余りの保護司の皆さんのみならず、社会

全体に大きな衝撃を与えました。 

 明治時代に篤志家が始めた出所者の保護をそ

の源とし、日本独自の制度として定着した保護

司制度ですが、この制度の根幹を揺るがしかね

ない衝撃的な事件は、保護司の成り手不足に拍

車をかけてしまうのではないかと危惧している

ところです。 

 全国の刑法犯の認知件数は、戦後最多の２８
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５万件余りだった平成１４年を境に年々減少を

続け、令和３年には約５７万件とピーク時の５

分の１の規模になりました。しかしながら、そ

の後、この２年、連続して増加し、令和５年は

７０万件を超えており、今後の動向を注視すべ

き状況にあるとされています。 

 また、令和４年の再犯者率は４７．９％と約

半数が再犯者という状況になっている中で、再

犯防止に向けた取組は今後ますます重要となっ

ています。 

 このような中、平成２８年１２月に施行され

た再犯の防止等の推進に関する法律では、再犯

の防止等に関する施策に関して、国や地方公共

団体の責務を明らかにするとともに、総合的か

つ計画的に推進していくことが法律に明記され

ました。 

 これを受け、本県では平成３１年３月に大分

県再犯防止推進計画を策定し、犯罪が繰り返さ

れない、新たな被害者を生まない、県民が安全

で安心して暮らせる社会の実現を目指して取組

を進めてきました。そして、本年４月には地域

による包摂の視点を加えた第２次計画を策定し

ています。 

 犯歴のある人の多くは、安定した仕事に就け

ない、住居がない、高齢である、医療を必要と

しているなど様々な問題を抱えており、県は市

町村と共に支援を行い、場合によっては特性に

応じた専門的な支援の実施に努めるなどの規定

が盛り込まれています。 

 こうしたことを踏まえ、これまでの取組の振

り返りも含め、再犯防止に今後どのように取り

組んでいくのか、生活環境部長に伺います。 

井上副議長 島田生活環境部長。 

島田生活環境部長 再犯防止についてお答えし

ます。 

 県では、国、保護司会や弁護士会などの関係

機関で構成する再犯防止推進協議会を設置し、

市町村と共に再犯防止に向けた立ち直りの支援

に取り組んでいるところです。 

 矯正施設などを退所後、自立した生活が難し

い高齢者や障がい者については、県が設置する

地域生活定着支援センターで、受入施設の確保

や個別の事情に応じた福祉サービスが利用でき

るよう支援しています。 

 また、居住支援協議会の設立やその活動の促

進、犯罪をした人などを雇用する協力雇用主と

して登録した建設業者への優遇措置など、住居

や就労の確保に向けた取組を推進しているとこ

ろです。 

 本年４月に策定した第２次計画に基づく取組

としては、この７月に再犯防止電話相談窓口を

開設したところです。ここでは、社会福祉士や

精神保健福祉士の資格を持つ相談員が専門的な

支援機関や公的機関などを紹介し、本人やその

家族の状況に応じた適切な支援先につないでい

くこととしています。 

 今後も引き続き、国や市町村、民間団体など

と連携を図り、地域による包摂の推進の考え方

の下、円滑に地域に立ち戻ることができる社会

の構築を目指していきます。 

井上副議長 宮成公一郎君。 

宮成議員 今御答弁にありましたが、法律の施

行によって、確かに再犯防止の取組が進んでき

ました。そしてまた、市町村も再犯防止計画を

策定するなど進んでいますが、誤解を恐れずに

言えば、多くの地方公共団体にとってまだまだ

再犯防止、身近な課題として受け止められてい

ないのではないかと思っています。 

 保護司が関わると再犯率が低いというデータ

があります。今現在も保護司を必要としている

方が現実に存在しています。罪を犯した人たち

を孤立させない社会を築くために、保護司や更

生保護女性の会の皆さんの力をこの社会は必要

としています。そして、保護司を孤立させない

ためには、県は市町村と共により一層取組を進

めていく必要があるんだろうと申し上げて、四

つ目の質問、農林業の振興についてに移ります。 

 まずは農地の再編整備について伺います。 

 先般、食料・農業・農村基本法が法律制定後

初めて改正されました。法の名前にあるとおり、

食料と農業・農村は切っても切り離せない関係

にあり、地域の維持、地域文化の継承等におい

ても重要な役割を果たしています。しかし、近

年は担い手不足による集落機能の低下、共同管
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理体制の弱体化、耕作放棄地の増加など、様々

な課題に直面しています。 

 このような中、本県の農業を維持、発展させ

ていくためには、作業の省力化や効率化に資す

る農地の基盤整備が重要になると考えます。 

 特に中山間地域が多い本県では、区画が小さ

く不整形となっている農地がいまだ多く残る中、

基盤整備を行い、用排水路や農道を再整備する

ことによって、車両の乗り入れや大型機械の搬

入等を可能とし、労働生産性の向上に努める必

要があるものと思われます。 

 実際に、基盤整備後の優良農地では、稲作労

働時間を６割短縮でき、経営規模は２．２倍に

増加するなどの効果があったとの報告もありま

す。新規就農者の確保や企業参入、スマート農

業への移行、畑地転換など、こういった波及効

果が生まれた事例も多く耳にする、目にすると

ころです。 

 このような農地の再編整備を実現するために

は、地域や行政等の関係者が一体となって構想

計画を策定し、地域全体が同じ方向を向いて進

めていく必要があります。県としても、地域の

構想計画に基づき、農地の集積・集約化などに

取り組んでいく必要があります。 

 しかし、こうした農地の再整備に取り組んで

いない地域も多く残る中で、将来的に食料供給、

地域コミュニティ、地域文化等の農村の機能を

維持、継承することが困難になりつつある現状

を懸念しているところです。 

 そこで、将来的な農業・農村の維持、発展に

向けて不可欠な農地の再編整備に今後どのよう

に取り組んでいくのか、農林水産部長に伺いま

す。 

井上副議長 渕野農林水産部長。 

渕野農林水産部長 担い手が減少する中、将来

にわたり農業・農村の維持、発展を図るために

は、農地の集約化や大区画化等の再編整備を積

極的に進め、生産性を大きく向上させることが

重要です。 

 そのためには、議員御指摘のとおり、地域全

体が同じ方向を向いて、総力を挙げて農地の利

活用に取り組んでいく必要があります。 

 現在、県下各地で地域計画の策定が進められ

ており、その中で農地と中核的経営体のマッチ

ングを図り、そして、スマート技術の導入も踏

まえた整備構想づくりにつなげていきます。 

 整備にあたっては、地域の特性を踏まえた品

目選定や、地下水位、土壌調査結果に基づく排

水対策や土壌改良などのきめ細かな対策も重要

です。例えば、竹田市高源寺地区では、若手夫

婦がピーマン・白ねぎ栽培で就農したほか、新

たな企業も参入するなど、整備された農地の活

用のみならず地域活性化にも結び付いていると

ころです。 

 今後は国産回帰が進む果樹などを中心に、企

業ニーズに即した基盤整備を推進することも大

切であり、市町村と連携し大規模園芸団地の整

備に取り組むほか、農地の高機能化による生産

性の向上を図る整備を積極的に進めていきます。 

 こうしたことを通じ、農業成長産業化に資す

る農地の再編整備を着実に進めていきます。 

井上副議長 宮成公一郎君。 

宮成議員 農林水産部長から御答弁いただきあ

りがとうございます。 

 １年ほど前に、コオロギを食べるという話題

がありました。しかしながら、私はお米を食べ

たいと思いました。 

 今、スーパーに米がないと連日ニュースにな

っています。世界の人口増加と気候変動に伴う

将来的な食料不足が危惧される中、この国の農

業をどうするのか、農村をどうするのか、この

視点がなければ食料不足の問題は延々と繰り返

されることでしょう。農業振興計画、これら等

々に基づいて着実に計画的な推進が必要だと思

っています。 

 最後の質問に移ります。森林環境税について

伺います。 

 令和６年度から、一定の所得のある人に対し

て一律１千円の国税としての森林環境税の徴収

が始まりました。これは近年の災害の激甚化や

気候変動が進む中で、森林整備による山地災害

の未然防止や放置林の解消などを図るために、

恒久的な財源を確保することを目的としている

とされています。 



第３回 大分県議会定例会会議録 第５号 

- 153 - 

 また、今般の森林環境税と一対となって制度

化された森林環境譲与税は、既に令和元年度か

ら県や市町村に対して譲与が開始されており、

森林クラウドシステムの整備や林業アカデミー

での研修など多くの事業に有効活用されている

と聞いています。 

 一方で、国の森林環境税が検討される以前か

ら、全国３７府県ではそれぞれ独自の森林環境

税を地方税として徴収してきた実態があります。

本県においても森林資源の循環利用を促進する

ために大分県森林環境税を平成１８年度から導

入しており、再造林の推進や鳥獣被害対策等に

活用していると伺っています。 

 そして今般、国の森林環境税の徴収が始まっ

たことにより、森林の整備等に関する税は国税

と地方税が併存している状況になりました。し

かも双方の税の名称も同じであることから、ど

のような事業にどちらの財源が活用されている

のか不明確に映るという課題が生じてしまうの

ではないかと危惧しています。 

 同じ目的のために二つの税が課税されている

ように県民が感じることのないよう、それぞれ

の税の目的や使途を明確にするとともに、県民

に理解してもらうよう努めていく必要があると

考えます。 

 こうしたことを踏まえ、県の独自課税である

森林環境税と国の森林環境税、森林環境譲与税

の有効活用に向けて、これまでの取組を踏まえ、

今後どのように取り組んでいくのか、農林水産

部長に重ねて伺います。 

井上副議長 渕野農林水産部長。 

渕野農林水産部長 国の森林環境税は、市町村

による公的な森林管理を推進するため、経営放

棄された森林の整備や担い手の育成等に活用さ

れており、県は使途の目安となるガイドライン

の作成や技術的助言により市町村を支援してい

るところです。 

 譲与開始から５年が経過し、市町村への譲与

額に対する活用率は累計で約９割となり、これ

まで９３０ヘクタールの経営放棄林が解消され

たところです。 

 一方、県の森林環境税は、県域における森林

資源の循環利用を進めるため、再造林の推進や

鹿の被害対策、次代を担う子どもたちの森林・

林業教育の充実等に活用しています。中でも、

全国に先駆けて取り組んだ低密度植栽による再

造林促進事業は、昨年度１，０６９ヘクタール

の植栽に支援し、再造林率を７６％まで引き上

げるなど確実に成果を上げています。 

 また、議員御指摘のように、両税の違いが不

明確に映ることに対しては、ホームページやＳ

ＮＳ等を活用し、目的や使途などについて見え

る化をするなど、丁寧に分かりやすく伝え、よ

り一層県民の皆さんの理解が深まるよう広報を

強化していきます。 

 今後も引き続き、これらの取組に両税を有効

活用し、本県の森林整備や林業振興に努め、森

林の公益的機能の発揮や森林資源の循環利用を

推進していきます。 

井上副議長 宮成公一郎君。 

宮成議員 確実に成果を上げている中、山林や

中山間地域を多く抱える本県においては、新た

な税制度の意義や目的に対しては、きちんと、

しっかりと説明していけば理解を得られるもの

だと受け止めています。県民への周知にしっか

りと努めていただきますよう重ねてお願いしま

す。 

 終わりになりますが、今年正月元旦の能登半

島地震、お盆前には南海トラフ地震を想起させ

る日向灘の地震、防災への備えを県民も改めて

強く意識したものと思います。しかしながら、

特に南海トラフに関しては、津波への警戒が強

い反面、強い地震は県下至るところで発生する

ということを忘れ、どこか他人事のように捉え

ている人も、特に内陸部には多くいるのではな

いかと懸念しています。 

 また、日本列島を縦断した台風第１０号は、

県下にも小さくない被害を与えました。被害に

遭われた皆様に心から御見舞い申し上げますと

ともに、復旧に当たられている皆様に感謝しま

す。 

 まだまだ続く台風シーズン、県民の皆様が御

安全に平穏に過ごされますことを心からお祈り

しながら、私の一般質問を終わります。どうも



第３回 大分県議会定例会会議録 第５号 

- 154 - 

ありがとうございました。（拍手） 

井上副議長 以上で宮成公一郎君の質問及び答

弁は終わりました。小川克己君。 

  〔小川議員登壇〕（拍手） 

小川議員 １２番、自由民主党の小川克己です。

今日はもう９月１３日ですが、まだ猛暑が続い

て、農作物に与える高温障害等が非常に気にな

っているところではありますが、ホーバーでは

ありませんが、秋の訪れが待ち遠しいところで

もあります。 

 それでは、通告に従って農林水産業について

質問していきたいと思います。 

 農林水産業の振興について、昨今では様々な

技術の進歩や情報化社会の進展により、我々の

価値観も多様化しており、行政に求められる役

割もその幅と深さが格段に増しているように感

じます。そうした中で、限りある財源や人的資

源を有効に活用していくためには、県政の推進

における一つの軸というものを持つ必要がある

と考えています。佐藤県政においては、安心・

元気・未来創造が正にその軸であると思います

し、私もその推進に期待している一人でもあり

ますが、中でも、元気の分野、言い換えれば、

産業を活性化し、県民を豊かにしていく政策が

今も昔も変わらず非常に重要ではないかと思っ

ています。 

 産業には様々な分野がありますが、我が国に

おける産業の大元といえば、やはり農林水産業

です。最近は、不透明感を増す国際情勢などを

背景に、食の安全保障という観点からも農林水

産業には期待と注目が集まっているなど、農林

水産業の振興は単なる産業振興にとどまらない

非常に重要な役割を担っています。一方で、国

内の食料需要の減退などにより苦境に立たされ

ているというのもまた事実です。そういう状況

であるからこそ、県の農林水産業振興のための

様々な施策に、関係者のみならず多くの県民が

期待していると思います。 

 このような状況下において、本県ではこれま

でも積極的に農林水産業の振興に取り組んでき

ました。そして、今回の議会において、今後１

０年間を計画期間とする新たな大分県農林水産

業振興計画の案が示されました。その基本目標

である自ら考え・動き・みんなで実現する元気

な農林水産業について、私は、正に産業である

からこそ、まずは当事者がしっかりと考え努力

していくべきという思想であると理解しており、

賛同しているところでもあります。また、具体

的な計画の中身においても、本県のこれまでの

取組を踏まえ、さらに前進させていこうという

内容になっており、その方向性に従って１０年

間、官民を挙げて努力していけば、きっと本県

の農林水産業は成長していけると感じています。 

 一方で、少し気になる点もあります。県では

これまで、農林水産業による創出額を目標に掲

げ取組を推進してきました。しかし、今回の振

興計画においては、農業、林業、水産業ごとに

細分化された目標値は記載されているものの、

農林水産業全体としての創出額については記載

がありません。私は、農林水産業も産業である

からこそ、究極的な成果は数字で表すことがで

きますし、また、表すべきと考えます。その達

成度合いが良かったにせよ悪かったにせよ客観

的に分かりやすく示すことで、農林水産業関係

者だけでなく、広く県民から農林水産業の振興

に対する理解を得ることにつながり、ひいては、

それを推進する力になっていくと思います。是

非とも農林水産業の振興に向けて、今後も目標

値とその達成度合いを県民に広く周知していた

だくようお願いします。 

 こうしたことを踏まえ、改めて農林水産業の

振興に今後どのように取り組んでいくのか、知

事の考えを伺います。 

 以下、対面席にて質問します。 

  〔小川議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

井上副議長 ただいまの小川克己君の質問に対

する答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 小川克己議員の農林水産業の振興に

ついての質問にお答えします。 

 県内各地で営まれている農林水産業は、地域

経済を支え、農山漁村の活性化に欠かせない基

幹産業です。 

 これまで、国の公表する産出額に食品加工の
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付加価値額などを加えた創出額を農林水産業や

農山漁村が目指す総合的な価値として目標指標

に掲げ、マーケットの期待に応え得る産地づく

りに取り組んできました。その結果、近年、産

出額、創出額ともに増加に転じるなど一定の成

果が出てきています。 

 一方で、産出額自体が分かりにくい、あるい

は産出額と創出額の二つの目標があるため混同

するといった声もありました。そのため、新た

な大分県農林水産業振興計画案においては、創

出額を農業、林業、水産業それぞれの産出額と

輸出額、付加価値額に分けて目標指標としたと

ころです。足せば農林水産業全体の数字になる

という形になっています。 

 また、急速に進む人口減少や不安定な海外事

情、猛暑や豪雨等の気候変動など、農林水産業

を取り巻く情勢は大きく変化しています。こう

した変化に柔軟に対応していくためには、分野

ごとの課題に即した施策を的確に講じていく必

要があります。 

 農業では、大規模園芸団地に資本力のある企

業を呼び込み産地の規模拡大を図るほか、能力

の高い繁殖雌牛の増頭や自給飼料の生産拡大な

ど畜産生産基盤の強化に取り組みます。 

 林業では、大径材の活用促進や早生樹による

再造林を進め、伐って・使って・植えて・育て

る循環型林業の確立を目指します。 

 水産業では、養殖魚の産地加工による高付加

価値化を推進するとともに、資源回復に向けた

種苗の集中放流などにより、持続的な生産基盤

への転換を進めます。 

 加えて、今後さらなる成長が期待される輸出、

食品加工分野などでも、多様な需要に応じた取

組を強化していきます。 

 こうした成長産業化に向けた取組を関係機関

一丸で進めるとともに、生産者はもとより県民

の皆様に、その目標や成果に関する様々なデー

タを示して、農林水産業の大切さや魅力を伝え

て、さらなる振興につなげていきたいと考えて

います。 

井上副議長 小川克己君。 

小川議員 今伺うと、やっぱりそれぞれの農業、

林業、水産業の産出額にこだわっている、その

こだわりは私も重要と思っていますが、農林水

産業の創出額もあわせて知らしめていく必要が

ある、比較対照しやすいようにしないと、例え

ば、林業なら林業でこれだけの利益が出た、あ

るいはまた赤字が出たとか、産出額ではトータ

ルでの比較が難しくなってくると思いますので、

やはりこだわりを持って農林水産業の創出額を

きちんと体系立てていただきたいと思っていま

す。その件に関してはどうでしょうか。 

井上副議長 佐藤知事。 

佐藤知事 まだ、計画案ですので、またいろい

ろと議論させていただければと思っています。 

井上副議長 渕野農林水産部長。 

渕野農林水産部長 私からもお答えします。 

 議員から御指摘いただき、県民の皆さんに積

極的に数値を公表していけという御指摘ですの

で、農業、林業、水産業あわせていろんな視点

から全体の姿が見えるような形で積極的に広報

はしていきたいと思います。 

井上副議長 小川克己君。 

小川議員 ありがとうございます。産出額もそ

れぞれ大事ですが、やっぱり創出額も重要なの

で、比較対照が広く県民に分かりやすいように

よろしくお願いします。 

 次に、さきほども触れられましたが、畜産振

興について伺いたいと思います。 

 今言ったように、農林水産業は産業ですので、

産出額、より分かりやすく言えば売上げをどれ

くらい上げられたか、どれだけもうかったかと

いう観点も非常に大事な要素です。本県の農業

産出額は九州で下位に甘んじていることは、県

議会でも何度も議論がなされている重要な課題

ですが、九州では農業産出額上位にある県は、

畜産業が非常に強いという特徴があります。こ

れは畜産業が農業の中では大きな付加価値を生

み出す、非常に重要な分野であるということを

示しています。 

 本県においても畜産業は農業産出額の約４割

を占めており、地域における重要な基幹産業で

す。一方で、今後本県の農林水産業を成長産業

化させていくためには、さきほど言った創出額
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をいかに高めていくかが重要であり、そのため

には、九州の他県の状況などを鑑みても、畜産

業を強化していくことが非常に重要になってく

ると私は考えています。 

 他方、畜産業の足下の経営状況は大変厳しい

と言わざるを得ません。どの畜種においても生

産コストで大きな割合を占める飼料価格につい

ては、円安などを背景に高止まりの様相を呈し

ており、また、片や枝肉価格や子牛価格などの

低迷も続いているなど、コストは高止まり、売

上げは伸びないというダブルパンチの苦境は今

なお続いています。特に、酪農家からは、牧草

など飼料の生産コストに占める割合が高く、一

方で乳価については需要の停滞などにより生産

コストを賄えるほどの伸びではないことから、

大変苦しいという声をよく伺っています。 

 これまで県においても飼料価格高騰に対する

支援等に取り組んでいただいていますが、この

足下の苦境を跳ね返し、さらに本県畜産業が飛

躍していくための一層の支援を行っていただく

ことを期待しています。特に飼料価格の高騰や

売上げの低迷は、もはや一時的なものではなく、

構造的な問題の側面が強くなっているとも考え

られることから、粘り強い支援が必要になって

くると考えています。 

 こうしたことを踏まえ、畜産振興にどのよう

に取り組んでいくのか、農林水産部長に伺いた

いと思います。 

井上副議長 渕野農林水産部長。 

渕野農林水産部長 本県農業産出額の約４割を

担う畜産業の振興に向けて、品質、そして生産

性の向上や需要拡大等のさらなる取組が必要で

す。 

 肉用牛では、購買意欲をかき立てる魅力ある

子牛の出荷が重要です。価格上昇に向け、増頭

対策に加え、発育や肉質に優れた子牛を生産で

きる高能力な若い母牛への転換を急ぎ進めてい

ます。あわせて、関係団体と共にキャトルステ

ーションの子牛育成データなどを活用した緻密

な飼養管理技術の普及、啓発を図ります。 

 酪農では、乳量の多い後継牛の確保に向け、

高能力乳牛の受精卵導入やゲノム選抜を推進し

ています。 

 加えて、経営安定に不可欠な自給飼料への転

換を目指して、関係機関と連携した耕種農家と

のマッチングを加速し、今年度は飼料用の米と

トウモロコシの作付けが約２００ヘクタール増

加しています。あわせて、一層の生産、そして

供給拡大していくために必要な保管施設の整備

も急いでいるところです。 

 需要拡大では、おおいた和牛のプレゼントキ

ャンペーンをはじめ、いろいろな拡大策を各団

体と進めるとともに、様々な媒体を通じた情報

発信により県内外で畜産物の需要を喚起してい

きます。また、今年度、牛肉の輸出施設の認定

を取得し、ＥＵ輸出にもチャレンジします。 

 行政、農業団体、生産者が力を合わせ、知恵

を絞って持続可能な畜産生産基盤の強化に粘り

強く取り組んでいきます。 

井上副議長 小川克己君。 

小川議員 ありがとうございます。粘り強く取

り組んでいただけるということで、また、ＥＵ

に和牛の品質の良さを積極的に売込みを図って

いくということですので、これからさらに積極

的に取り組んでいっていただきたいと思ってい

ます。またさらに、自給飼料も約２００ヘクタ

ール増やしていただいたということで、取組を

強化していただいていることに感謝していると

ころです。 

 玖珠キャトルステーションの誕生によって、

豊肥家畜市場との格差は少し縮まっているよう

にも思います。今後じわじわキャトルステーシ

ョンの成果もさらに出てくるんではなかろうか

と期待もしていますので、どうかひとつ粘り強

い支援をお願いしたい。 

 それから、酪農については慢性的な不況が追

い打ちをかけ、大変厳しい状況であり、玖珠郡

内で酪農を廃業する農家が増えてきていますの

で、私も非常に気がかりでなりません。しかし、

何とかして酪農も育てていかなければならない

と思っていますので、引き続き取組をお願いし

たいと思います。 

 次に行きたいと思います。家畜防疫体制の強

化についてです。 
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 畜産振興にあたりあわせて重要と考えるのが、

家畜防疫の分野です。伝染病という言葉は、コ

ロナ禍を経て、我が国においてもなじみが深い

ものとなってしまった感がしますが、家畜にも

伝染病があるのは皆さん御承知のとおりです。

口蹄疫や豚熱、高病原性鳥インフルエンザなど

が有名ですが、その感染源は、細菌やウイルス

などの種類によって、感染動物の呼気、ふん尿、

分泌物、汚染畜産物、汚染された畜舎、器具、

機械、設備、牧草地、土壌など様々であると言

われています。 

 平成２２年にお隣の宮崎県で発生した口蹄疫

では、宮崎県内だけの被害額でも約２，３５０

億円と推計されており、家畜伝染病の恐ろしさ

が如実に伝わってきます。また、最近では、毎

年のように鳥インフルエンザが流行し、豚熱も

継続的に発生が報告されるなど、家畜伝染病が

いつ本県畜産業に襲いかかってくるか分からな

い状況であると言えます。 

 家畜伝染病の予防で重要なことは、農場の衛

生管理を徹底することと言われており、家畜や

人の出入り、器具の搬入、野生動物の侵入など

によって病原体が農場内に侵入しないようにし、

消毒などをしっかりと行う必要があります。ま

た、一旦家畜伝染病が発生した場合には、早期

に発見するとともに、家畜への被害を最小限に

とどめる防疫作業を早急に行う必要があります。 

 こうした家畜防疫体制の中心的な役割を担っ

ているのが、県職員の獣医師や民間の産業動物

獣医師の皆さんです。一方で、こうした分野の

獣医師は慢性的な不足状態にあり、県において

すら定数の確保ができていない状況にあると伺

っています。家畜伝染病の脅威が間近に迫る中、

家畜防疫体制を強化することは、本県の農業政

策における喫緊の課題であると考えています。 

 こうしたことを踏まえ、家畜防疫体制の強化

にどのように取り組んでいくのか、農林水産部

長に伺いたいと思います。 

井上副議長 渕野農林水産部長。 

渕野農林水産部長 近年、高病原性鳥インフル

エンザは全国で毎年、そして、本県でも近年は

２例発生しています。さらに豚熱は、６月に佐

賀県で九州初となる野生イノシシの感染が確認

され、本県に侵入するリスクが高まっている状

況です。そうした状況を受け、予防対策や発生

時の要員確保等、様々な観点から備えが必要で

す。 

 予防対策では、農場や交通拠点等への消石灰

の消毒など、侵入防止対策を徹底していきます。

また、昨年から、各農場で県の登録を受けた管

理者による豚熱ワクチンの接種も始めています。 

 発生した際に対応するレベルの向上も重要で

す。確実な早期通報はもとより、屠殺や埋却等

の初動防疫計画のブラッシュアップ、必要資材

の備蓄を着実に実施していきます。また、全庁

を挙げて臨む体制づくりのため、毎年、実地で

の防疫演習を行っているところです。 

 獣医師の要員確保では、３月から農業共済組

合と協力体制を構築したところです。さらに、

九州各県や全国と派遣協力体制も確立しており、

本県からも発生地域へ派遣を行い、職員の経験

値を向上させているところです。あわせて、県

職員獣医師の計画的採用に向けた修学資金の給

付等も行い、獣医師の確保に努めているところ

です。 

 こうした取組を通じ、関係機関との連携を図

り、今後も疾病予防、発生時の防疫対策を緩め

ることなく緊張感を持って取り組んでいきます。 

井上副議長 小川克己君。 

小川議員 獣医師不足は本当に深刻な状況です。

これはこれまでにも何度か私も言ってきました

が、獣医師はいないことはないんですね。ただ、

大動物と小動物、小動物は犬、猫等の、やっぱ

り──表現が難しいんですが、去勢にしても避

妊にしても大動物に比較すると非常にたやすい

というか、ただ、たやすいが上にも、なおかつ

高額な報酬です。大動物に関しては去勢にしろ、

鼻ぐり通しにしろ、分娩にしろ、非常に危険性

を伴うというか、そういうことも私は大動物の

獣医師不足があると考えています。県の職員の

獣医師についても、さきほど農業共済との連携

ということもありましたが、今後とも積極的に

働きかけをしていただいて、獣医師不足の解消

に向けてよろしくお願いします。 



第３回 大分県議会定例会会議録 第５号 

- 158 - 

 次に、災害の防止について質問します。 

 地域強靱化計画について、さきほど農林水産

業の質問において、行政に求められる役割が広

く深くなっているという話をしましたが、その

中でも、産業振興と並んで重要な分野が私は防

災であると考えています。 

 私は防災対策において重要なのは、災害を発

生させないこと、若しくは災害が起きても被害

をできる限り抑えていくこと、ひいては人的被

害をなくしていくことであると考えています。

一方で、毎年のように発生する豪雨は、以前と

は比べものにならない脅威となっていますし、

近年、我が国では地震の活動期に入っていると

いう話もあります。このような災害の危険性が

高まっている中で、人的被害ゼロを実現するた

めには、これまで以上の県土の強靱化が不可欠

であると思います。 

 我が国において、国土強靱化の取組が本格化

したのは、国土強靱化基本法が成立した平成２

５年からです。そのきっかけは２年前に発生し

た東日本大震災でしたが、国家的な企業をもた

らしたこの大震災を受け、我々日本人は改めて

自然の恐ろしさを認識するとともに、防災対策

の強化の必要性を痛感することになりました。

折しも、大地震発生時は当時の政権において、

コンクリートから人へという方針の下、公共事

業費が削減されていた時期でした。しかし、人

の命を守るためには、結局はやっぱりコンクリ

ート、つまりは各種公共事業にもっとしっかり

取り組んでいくことが重要であると再認識され

ることとなりました。 

 その後、国土強靱化基本法に基づき、ソフト、

ハード両面からの対策が強化され、さらには平

成３０年度からは国土強靱化のための３か年緊

急対策、引き続き令和３年度からは国土強靱化

のための５か年加速化対策として、財政措置も

大幅に拡充し、国を挙げた対策が行われてきま

した。 

 本県においても、平成２７年に大分県地域強

靱化計画を策定し、その後の国の緊急対策や加

速化対策の予算も積極的に受け入れるなど、対

策を強化してきました。その結果、豪雨や地震

に対するしっかりとした備えができ、近年の豪

雨の際にもその成果が発揮されているところで

す。一方で、さきほど言ったように災害の危険

度は高まっており、対策の歩みを止めることな

く、さらに強化していくことが重要です。 

 国においては、昨年６月に国土強靱化基本法

を改正し、デジタル技術の活用や地域における

防災力の強化など、さらなる取組を実施するこ

ととされています。本県の地域強靱化計画も国

の基本法に基づき改定を行う方針と伺っており、

本県の近年の状況も踏まえた対策強化の方向性

に注目しているところでもあります。 

 こうしたことを踏まえ、地域強靱化計画の改

定に対する基本的な考え方について知事に伺い

たいと思います。 

井上副議長 佐藤知事。 

佐藤知事 地域強靱化計画についてですが、近

年、全国各地で災害が頻発・激甚化しており、

先月の九州を横断した台風第１０号は、記録的

な豪雨により、浸水や土砂崩れなど、県内全域

で多くの被害をもたらしました。 

 また、８月８日に発生した日向灘を震源とす

る地震では、初めて南海トラフ地震臨時情報が

発表され、改めて県土強靱化の必要性を強く認

識したところです。 

 県では、平成２７年度に大分県地域強靱化計

画を策定して、県土の強靱化に取り組んできま

したが、昨年度の国土強靱化基本法の改正を受

けて、本県でも改定作業を進めています。 

 計画の改定にあたっては、気候変動の影響や

脱炭素化の取組などの社会情勢の変化に加え、

近年の災害で得られた知見として、コロナ禍に

発生した自然災害や能登半島地震を踏まえた対

応も盛り込みたいと考えています。 

 また、基本的な方針として、河川・海岸など

の防災インフラの整備や管理、交通・通信・エ

ネルギー等のライフラインの強靱化を推進しま

す。 

 これに加えて、デジタルの活用や官民の連携

・協働による防災対策の高度化と、地域コミュ

ニティの充実や女性等の参画など、人的被害ゼ

ロに向けた地域防災力の強化を進めていきます。 
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 また、計画を着実に実現していくためには、

予算の確保も大変重要です。 

 国では、いわゆる骨太の方針において、継続

的、安定的な国土強靱化を進めるために、施策

の内容や事業規模を定める国土強靱化実施中期

計画の策定に取りかかることとしています。 

 本県としては、実施中期計画の早期策定と予

算の確保に向けて、引き続き国に対して強く要

望していきたいと考えています。 

 今後、大規模な自然災害により重大な危機が

発生した場合でも、県民の安全・安心な暮らし

を守ることができるよう、ハード、ソフト施策

の両面から強靱な県土づくりを進めていきます。 

井上副議長 小川克己君。 

小川議員 ハード、ソフト両面にわたってやっ

ていっていただけるということでした。本当に

南海トラフ巨大地震も含めて、県土の強靱化は

避けて通れないとも思っていますし、県内どこ

でも想定以上の災害が発生することが予想され

ますので、今後とも特によろしくお願いしてお

きたいと思っています。 

 次に、土砂災害被害の防止について質問しま

す。 

 今議論した県土強靱化の取組は非常に重要で

あり、不断の取組を続けていく必要があります

が、現実的には、ハード対策だけで全ての災害

の発生を抑止することは困難です。そのため、

避難の促進などソフト対策にも力を入れる必要

があります。 

 災害には様々な種類がありますが、私は中で

も土砂災害被害の防止に力を入れるべきと考え

ています。土砂災害の恐れがある砂防指定地等

は県内に数多くあり、ふだん意識していないよ

うな場所でも土砂災害の発生の危険性がありま

す。また、実際にそのような災害による被害も

発生しています。 

 土砂災害の被害を防止するためには、まずは

住民の皆さん等が自分の住んでいる地域の危険

性はどの程度なのかなどを知ることが重要です。

そのために非常に重要となる基礎的な情報がハ

ザードマップです。土砂災害警戒区域等におけ

るハザードマップは土砂災害防止法の規定に基

づき市町村が作成することとなっていますが、

県も引き続き積極的に後押ししていただきたい

と思います。 

 県では令和６年度当初予算において、ハザー

ドマップのさらなる作成支援などを盛り込んだ

新規事業を計上されています。私はこの事業の

狙いや内容、スケジュール等について大変注目

しているところです。 

 そこで、土砂災害被害の防止にどのように取

り組んでいくのか、土木建築部長に伺いたいと

思います。 

井上副議長 五ノ谷土木建築部長。 

五ノ谷土木建築部長 県では、要配慮者利用施

設や避難所などがある区域を優先して、砂防ダ

ム等のハード対策に積極的に取り組んでおり、

５か年加速化対策予算を最大限に活用し、事業

箇所を２２６に倍増して整備を進めています。 

 あわせて、議員御指摘のソフト対策について

も、県民の防災意識を高めることを目的に、土

砂災害警戒区域や砂防指定地等の土砂災害リス

クに関する情報をよりきめ細かに周知・啓発す

る取組を推進しています。 

 まず、土砂災害警戒区域については、今後も

高精度の地形データを用いて新たな区域の指定

を進めるとともに、これらを速やかに周知する

ため、市町村のハザードマップ作成を支援して

いきます。 

 また、円滑な避難行動につなげるため、土砂

災害の専門家を地域に派遣して避難訓練を行う

など、啓発活動にも取り組んでいきます。 

 加えて、砂防指定地等の情報をインターネッ

トで閲覧できるよう、令和８年度までにシステ

ム整備を行い、県民の利便性を高めていきます。 

 今後も県民の命を第一に、ハード対策を着実

に進めるとともに、ソフト対策との両輪で土砂

災害の防止に取り組んでいきます。 

井上副議長 小川克己君。 

小川議員 避難所対策は２２６か所に増やして

やっていただけるということで、ハード、ソフ

ト両面にわたっての対策、そしてまた、専門家

を地域に派遣していただけるという話も伺いま

した。市町村のハザードマップ作成等々にさら
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なる支援等をお願いしておきたいと思っていま

す。 

 本当に土砂災害対策は、治山ダム、あるいは

また砂防ダム、それぞれに実施していただいて

いますので大変心強く思っていますが、まだま

だ不十分でもありますし、治山ダムに至っては

なかなか思うように発注しても受注されていな

いという状況もありますので、引き続き今後と

もよろしくお願いしておきたいと思っています。 

 次に、自然環境に配慮した観光振興について

お伺いしたいと思います。 

 観光産業は裾野が広く、国内からであれイン

バウンドであれ、本県からすれば外貨を獲得で

きるという特徴もあることから、県民を豊かに

する上で重要な産業であると言えます。コロナ

禍が明け、全国各地で誘客が盛んになっており、

本県においてはデスティネーションキャンペー

ンも盛大に開催されるなど、観光産業は以前の

にぎわいを取り戻しつつあります。 

 一方で、昨今では、自然環境と観光振興の関

係性が課題となっています。これまでの観光、

特に自然をいかした観光というのは、大量の人

が団体で来て自然を消費する、言い換えれば、

観光振興を図れば図るほど、その大事な資源で

ある自然環境の破壊につながっていくという形

が一般的だったと思っています。 

 私の地元九重町は、くじゅうの大自然が自慢

であり、６月のミヤマキリシマの時期や秋の紅

葉の時期には、目当ての登山客などが多く押し

寄せます。地元の皆さんは懸命に登山道の整備

や清掃に取り組んでいますが、それでもごみの

問題など自然保護と観光の両立は大きな課題と

なっています。 

 このような観光の在り方では、いつか限界が

来て、その地域で観光産業が成り立たなくなる

ばかりか、従来あった自然さえ破壊され、その

地域の人々の暮らしそのものが崩壊してしまう

ことは自明の理です。さらに、ＳＤＧｓの浸透

や、コロナ禍を経た旅行需要の変化などもあり、

社会的に持続可能な観光への関心も高まる中で、

自然環境保護と観光振興の両立は避けては通れ

ない大きなテーマであると考えます。 

 折しも本県では、来年度から始まる新たなツ

ーリズム戦略の検討が始まっています。この中

でオーバーツーリズムに関する議論もなされて

いると伺っていますが、特に自然環境に配慮し

た観光振興について、新しい戦略の中で明確か

つ具体的に記載するなど、観光行政の立場から

も自然環境の保護を重視しているという態度を

明確化すべきと考えます。 

 こうしたことを踏まえ、自然環境に配慮した

観光振興にどのように取り組んでいくのか、観

光局長に伺います。 

井上副議長 渡辺観光局長。 

渡辺観光局長 本県は、くじゅう連山を中心と

した阿蘇くじゅう国立公園をはじめ、祖母・傾

・大崩ユネスコエコパーク、姫島と豊後大野の

ジオパークなど、多様で豊かな自然環境に恵ま

れています。 

 アクティビティーを通じて、その地域ならで

はの自然や文化を体験できるアドベンチャーツ

ーリズムは、世界的にも人気が高まっており、

豊かな自然、文化を誇る本県にとっても非常に

有望なコンテンツです。 

 一方、観光需要が急速に回復する中で、観光

客が集中する、いわゆるオーバーツーリズムが

懸念されていますが、観光においても、自然と

人間社会が共生し、地域が発展していくという

視点は大変重要だと考えています。 

 県では、植生保護の観点から登山道整備など

により受入環境を整えるとともに、関係者によ

る阿蘇くじゅう国立公園満喫プロジェクトオー

バーユース対策部会を立ち上げ、例えば、路上

駐車対策として、登山口を結ぶバスの試験運行

などに取り組んでいます。 

 また、議員提案により制定していただいたア

ドベンチャーツーリズム条例ではガイド及び事

業者の役割として、自然・文化の保全に配慮し

たサービスの提供に努めるよう定めていただき

ました。その周知を図るため、セミナーの開催

やホームページでの情報発信などにより、ルー

ルやマナーの普及啓発を進めているところです。 

 現在進めている新たなツーリズム戦略策定の

議論の中でも、地域の意見をしっかりと伺いな
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がら、環境と社会に配慮した持続可能な観光地

域づくりに取り組んでいきます。 

井上副議長 小川克己君。 

小川議員 是非オーバーツーリズムを含めて自

然に配慮した観光の振興を力強く推進していっ

ていただきたいと思っています。そのためには、

地元の自然を守る会のメンバーあたりも積極的

に協力していっていただけると確信しています

ので、よろしくお願いしたいと思っています。 

 次に、学びの多様化学校について質問します。 

 子どもたちが楽しく、そして自らの夢に向か

って希望を持って毎日を過ごしてほしい、健や

かに育ってほしいというのは、我々人類にとっ

て今も昔も変わらない一番大事な願いと言って

も過言ではありません。そして、少子化が進む

現在においては、その重要性がますます高まっ

ていると感じています。 

 そうした中にありながら、小学校、中学校、

高校などにおいて、いじめや不登校で悲しい思

いをしている児童生徒が依然として多く存在し

ていることは大変残念でなりません。一方で、

学校も一つの人間社会ということを鑑みると、

一定程度の人間関係の問題が生じるのは現実的

にはやむを得ない面もあると思います。 

 大事なことは、そのような問題に直面した子

どもたちの受皿を用意しておくことです。そし

て、その大きな希望となりつつあるのが、学び

の多様化学校と呼ばれる不登校児童生徒の実態

に配慮した特別な教育を行う学校です。この学

校は、児童生徒が学びたいと思ったときに多様

な学びに出会えることや、個々のニーズに応じ

た学びができるといった特徴を有しており、全

国で取組が広がっています。 

 本県では、玖珠町において今年４月に開校し

ましたが、随時募集していた入学希望者が想定

を大幅に上回ったため、１０月下旬を最後に今

年度の受入れを終了するとのことです。これは

本県においても学びの多様化学校へのニーズが

高いことの証左であると考えます。私は他地域

に先駆けて果敢に挑戦した玖珠町教育委員会の

御苦労に敬意を表するとともに、その先見性に

感嘆している次第です。 

 学びの多様化学校については、文部科学省に

おいて小中高を含めて２０２７年までに全都道

府県へ設置すると伺っています。県内において

も、是非学びの多様化学校を推進していってい

ただきたいと思います。 

井上副議長 山田教育長。 

山田教育長 不登校の児童生徒にとって、学び

の場の確保は大変重要であり、九州の公立学校

では初となる玖珠町立学びの多様化学校は、そ

の目的に沿って大きな役割を果たしています。 

 県教育委員会では、玖珠町の取組を県内で共

有するため、昨年度の市町村教育長会議におい

て、設置に向けた取組を詳しく紹介しました。 

 また、今年度は学校や玖珠町教育委員会を訪

問し、開校後の状況や教育効果等について情報

交換を行っているところです。 

 来る１０月３１日には、玖珠町の主催により

おおいた学びの多様化フォーラムが開催されま

す。多様な学びの未来を見つめ、誰一人取り残

されない学びを目指す玖珠町の挑戦が広く伝わ

るよう、県としても市町村に対し積極的な参加

を促していきたいと考えています。 

 新たな学びの多様化学校の設置は各自治体の

判断によるものではありますが、不登校児童生

徒の教育機会確保の観点から、その存在意義は

大きいと認識しています。 

 今後、各市町村に対しては、学校設置に係る

検討状況の把握に努めながら、玖珠町や全国の

先進事例の情報提供、あるいは教育課程の相談

対応など、必要に応じて支援を行っていきたい

と考えています。 

井上副議長 小川議員。 

小川議員 今後ともよろしくお願いしておきた

いと思います。 

 これで一般質問を終わります。（拍手） 

井上副議長 以上で小川克己君の質問及び答弁

は終わりました。 

 これをもって一般質問及び質疑を終わります。 

 ただいま議題となっている各案のうち、第７

６号議案から第９１号議案まで及び今回受理し

た請願１件は、お手元に配布の付託表及び請願

文書表のとおり所管の常任委員会に付託します。 
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 なお、他の委員会にも関連のある案について

は、合い議をお願いします。 

―――――→…←――――― 

 

 

付        託        表 

件          名 付 託 委 員 会 

第 ７６ 号議案 令和６年度大分県一般会計補正予算（第２号） 総 務 企 画 

福祉保健生活環境 

商工観光労働企業 

農 林 水 産 

土 木 建 築 

文 教 警 察 

第 ７７ 号議案 令和６年度大分県港湾施設整備事業特別会計補正予算

（第１号） 

土 木 建 築 

第 ７８ 号議案 大分県行財政改革計画の策定について 総 務 企 画 

第 ７９ 号議案 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律に基づく個人番号の利用等に関する条

例の一部改正について 

総 務 企 画 

第 ８０ 号議案 大分県長期総合計画の策定について 総 務 企 画 

第 ８１ 号議案 一時保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例

の制定について 

福祉保健生活環境 

第 ８２ 号議案 大分県環境基本計画の策定について 福祉保健生活環境 

第 ８３ 号議案 大分県農林水産業振興計画の策定について 農 林 水 産 

第 ８４ 号議案 工事請負契約の締結について 土 木 建 築 

第 ８５ 号議案 工事請負契約の変更について 土 木 建 築 

第 ８６ 号議案 工事請負契約の締結について 土 木 建 築 

第 ８７ 号議案 大分県県営住宅等の設置及び管理に関する条例の一部改

正について 

土 木 建 築 

第 ８８ 号議案 工事請負契約の締結について 土 木 建 築 

第 ８９ 号議案 物品の取得について 文 教 警 察 

第 ９０ 号議案 船舶の取得について 文 教 警 察 

第 ９１ 号議案 損害賠償の額を定めることについて 文 教 警 察 

 

―――――→…←――――― 

 日程第２ 特別委員会設置の件 

井上副議長 日程第２、特別委員会設置の件を

議題とします。 

―――――→…←――――― 

 特別委員会設置要求書 

 次のとおり特別委員会を設置されるよう会議

規則第６６条の規定により要求します。 

記 

１、名称 

 決算特別委員会 

２、目的 

 令和５年度決算審査のため 

３、期間 

 令和６年９月１３日から令和６年１２月３１

 日まで 

４、付託する事件 

 第９２号議案から第１０６号議案まで 
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５、委員の数 

 ２１人 

 令和６年９月１３日 

発議者 大分県議会議員 御手洗吉生 

 〃     〃    志村  学 

 〃     〃    宮成公一郎 

 〃     〃    小川 克己 

 〃     〃    森  誠一 

 〃     〃    大友 栄二 

 〃     〃    木付 親次 

 〃     〃    古手川正治 

 〃     〃    吉村 尚久 

 〃     〃    木田  昇 

 〃     〃    二ノ宮健治 

 〃     〃    玉田 輝義 

 〃     〃    戸高 賢史 

大分県議会議長 嶋  幸一 殿 

―――――→…←――――― 

井上副議長 御手洗吉生君ほか１２名の諸君か

ら、お手元に配布のとおり特別委員会設置要求

書が提出されました。 

 お諮りします。要求書のとおり決算特別委員

会を設置し、第９２号議案から第１０６号議案

までを付託の上、期間中、継続審査に付するこ

とにしたいと思います。これに御異議ありませ

んか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

井上副議長 御異議なしと認めます。 

 よって、要求書のとおり決算特別委員会を設

置し、第９２号議案から第１０６号議案までを

付託の上、期間中、継続審査に付することに決

定しました。 

―――――→…←――――― 

第 ９２号議案 令和５年度大分県病院事業会

計利益の処分及び決算の認定

について 

第 ９３号議案 令和５年度大分県電気事業会

計利益の処分及び決算の認定

について 

第 ９４号議案 令和５年度大分県工業用水道

事業会計利益の処分及び決算

の認定について 

第 ９５号議案 令和５年度大分県一般会計歳

入歳出決算の認定について 

第 ９６号議案 令和５年度大分県公債管理特

別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

第 ９７号議案 令和５年度大分県国民健康保

険事業特別会計歳入歳出決算

の認定について 

第 ９８号議案 令和５年度大分県母子父子寡

婦福祉資金特別会計歳入歳出

決算の認定について 

第 ９９号議案 令和５年度大分県中小企業設

備導入資金特別会計歳入歳出

決算の認定について 

第１００号議案 令和５年度大分県流通業務団

地造成事業特別会計歳入歳出

決算の認定について 

第１０１号議案 令和５年度大分県林業・木材

産業改善資金特別会計歳入歳

出決算の認定について 

第１０２号議案 令和５年度大分県沿岸漁業改

善資金特別会計歳入歳出決算

の認定について 

第１０３号議案 令和５年度大分県県営林事業

特別会計歳入歳出決算の認定

について 

第１０４号議案 令和５年度大分県臨海工業地

帯建設事業特別会計歳入歳出

決算の認定について 

第１０５号議案 令和５年度大分県港湾施設整

備事業特別会計歳入歳出決算

の認定について 

第１０６号議案 令和５年度大分県用品調達特

別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

―――――→…←――――― 

井上副議長 お諮りします。ただいま設置され

た決算特別委員会の委員の選任については、委

員会条例第５条第１項の規定により、お手元に

配布の委員氏名表のとおり指名したいと思いま

す。これに御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
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井上副議長 御異議なしと認めます。 

 よって、ただいま指名した２１名の諸君を決

算特別委員に選任することに決定しました。 

―――――→…←――――― 

 決算特別委員会委員氏名表 

志村  学 

御手洗吉生 

桝田  貢 

中野 哲朗 

宮成公一郎 

清田 哲也 

阿部 長夫 

小川 克己 

太田 正美 

大友 栄二 

井上 明夫 

古手川正治 

御手洗朋宏 

成迫 健児 

木田  昇 

原田 孝司 

玉田 輝義 

吉村 哲彦 

堤  栄三 

末宗 秀雄 

三浦 由紀 

―――――→…←――――― 

井上副議長 なお、決算特別委員会は、委員長

及び副委員長互選のため、本日の本会議終了後、

引き続き議場において委員会を開催願います。 

―――――→…←――――― 

井上副議長 以上をもって本日の議事日程は終

わりました。 

 お諮りします。１７日、１８日及び１９日は

常任委員会のため、２０日は議事整理のため、

それぞれ休会としたいと思います。これに御異

議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

井上副議長 御異議なしと認めます。 

 よって、１７日から２０日までは休会と決定

しました。 

 なお、１４日から１６日まで及び２１日から

２３日までは県の休日のため休会とします。 

 次会は、２４日定刻より開きます。日程は、

決定次第通知します。 

―――――→…←――――― 

井上副議長 本日はこれをもって散会します。 

午後２時３９分 散会 
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令和６年第３回大分県議会定例会会議録（第６号） 

 

令和６年９月２４日（火曜日） 

――――――――――――――――――――― 

議事日程第６号 

            令和６年９月２４日 

              午前１０時開議 

第１ 第７６号議案から第９１号議案まで及び

請願７ 

   （議題、常任委員長の報告、質疑、討論、

   採決） 

第２ 第１０７号議案 

   （議題、提出者の説明、質疑、討論、採

   決） 

第３ 議員提出第１４号議案から議員提出第１

７号議案まで 

   （議題、提出者の説明、質疑、討論、採

   決） 

第４ 議員派遣の件 

第５ 閉会中の継続調査の件 

――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した案件 

日程第１ 第７６号議案から第９１号議案まで

及び請願７ 

     （議題、常任委員長の報告、質疑、

     討論、採決） 

日程第２ 第１０７号議案 

     （議題、提出者の説明、質疑、討論、

     採決） 

日程第３ 議員提出第１４号議案から議員提出

第１７号議案まで 

     （議題、提出者の説明、質疑、討論、

     採決） 

日程第４ 議員派遣の件 

日程第５ 閉会中の継続調査の件 

――――――――――――――――――――― 

出席議員 ４２名 

 議長 嶋  幸一 副議長 井上 明夫 

    志村  学     御手洗吉生 

    桝田  貢     穴見 憲昭 

    岡野 涼子     中野 哲朗 

    宮成公一郎     首藤健二郎 

    清田 哲也     今吉 次郎 

    阿部 長夫     小川 克己 

    太田 正美     後藤慎太郎 

    森  誠一     大友 栄二 

    木付 親次     三浦 正臣 

    古手川正治     麻生 栄作 

    阿部 英仁     御手洗朋宏 

    福崎 智幸     吉村 尚久 

    若山 雅敏     成迫 健児 

    高橋  肇     木田  昇 

    二ノ宮健治     守永 信幸 

    原田 孝司     玉田 輝義 

    澤田 友広     吉村 哲彦 

    戸高 賢史     猿渡 久子 

    堤  栄三     末宗 秀雄 

    佐藤 之則     三浦 由紀 

欠席議員 １名 

    元吉 俊博 

――――――――――――――――――――― 

出席した県側関係者 

 知事           佐藤樹一郎 

 副知事          尾野 賢治 

 副知事          桑田龍太郎 

 教育長          山田 雅文 

 公安委員長        平川加奈江 

 人事委員長        石井 久子 

 代表監査委員       長谷尾雅通 

 総務部長         渡辺 淳一 

 企画振興部長       若林  拓 

 企業局長         高野 信一 

 病院局長         井上 敏郎 

 警察本部長        種田 英明 

 福祉保健部長       工藤 哲史 

 生活環境部長       島田  忠 

 商工観光労働部長     利光 秀方 

 農林水産部長       渕野  勇 
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 土木建築部長       五ノ谷精一 

 会計管理者兼会計管理局長 馬場真由美 

 交通政策局長       嶋川 智尉 

 防災局長         首藤  圭 

 観光局長         渡辺 修武 

 労働委員会事務局長    一丸 淳司 

――――――――――――――――――――― 

午前１０時 開議 

嶋議長 皆さんおはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

―――――→…←――――― 

 諸般の報告 

嶋議長 日程に入るに先立ち、諸般の報告をし

ます。 

 去る１３日に設置した決算特別委員会の委員

長に大友栄二君が、副委員長に小川克己君が互

選されました。 

 次に、監査委員から、地方自治法第２３５条

の２第３項の規定により、８月の例月出納検査

の結果について、文書をもって報告がありまし

た。 

 なお、調書は朗読を省略します。 

 以上、報告を終わります。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 本日の議事は、議事日程第６号により

行います。 

―――――→…←――――― 

 日程第１ 第７６号議案から第９１号議案ま

で及び請願７ 

      （議題、常任委員長の報告、質疑、

      討論、採決） 

嶋議長 日程第１、日程第１の各案件を一括議

題とし、これより各常任委員長の報告を求めま

す。福祉保健生活環境委員長三浦正臣君。 

  〔三浦（正）議員登壇〕 

三浦（正）福祉保健生活環境委員長 おはよう

ございます。福祉保健生活環境委員会の審査の

経過と結果について御報告します。 

 本委員会で審査した案件は、今回付託を受け

た議案３件です。 

 委員会は去る１７日に開催し、部局長ほか関

係者の出席説明を求め、慎重に審査した結果、

第７６号議案令和６年度大分県一般会計補正予

算（第２号）のうち、本委員会関係部分、第８

１号議案一時保護施設の設備及び運営に関する

基準を定める条例の制定について及び第８２号

議案大分県環境基本計画の策定については、原

案のとおり可決すべきものと、いずれも全会一

致をもって決定しました。 

 以上をもって福祉保健生活環境委員会の報告

とます。 

嶋議長 商工観光労働企業委員長木付親次君。 

  〔木付議員登壇〕 

木付商工観光労働企業委員長 おはようござい

ます。商工観光労働企業委員会の審査の経過と

結果について御報告します。 

 本委員会で審査した案件は、今回付託を受け

た議案１件です。 

 委員会は去る１８日に開催し、部局長ほか関

係者の出席説明を求め、慎重に審査した結果、

第７６号議案令和６年度大分県一般会計補正予

算（第２号）のうち本委員会関係部分について

は原案のとおり可決すべきものと、全会一致を

もって決定しました。 

 以上をもって商工観光労働企業委員会の報告

とします。 

嶋議長 農林水産委員長井上明夫君。 

  〔井上議員登壇〕 

井上農林水産委員長 農林水産委員会の審査の

経過と結果について御報告します。 

 本委員会で審査した案件は、今回付託を受け

た議案２件です。 

 委員会は去る１７日に開催し、部長ほか関係

者の出席説明を求め、慎重に審査した結果、第

７６号議案令和６年度大分県一般会計補正予算

（第２号）のうち本委員会関係部分について及

び第８３号議案大分県農林水産業振興計画の策

定については原案のとおり可決すべきものと、

いずれも全会一致をもって決定しました。 

 以上をもって農林水産委員会の報告とします。 

嶋議長 土木建築委員長古手川正治君。 

  〔古手川議員登壇〕 

古手川土木建築委員長 土木建築委員会の審査

の経過と結果について御報告します。 
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 本委員会で審査した案件は、今回付託を受け

た議案７件です。 

 委員会は去る１７日に開催し、部長ほか関係

者の出席説明を求め、慎重に審査した結果、第

７６号議案令和６年度大分県一般会計補正予算

（第２号）のうち本委員会関係部分について、

第７７号議案令和６年度大分県港湾施設整備事

業特別会計補正予算（第１号）、第８４号議案

工事請負契約の締結について、第８５号議案工

事請負契約の変更について、第８６号議案工事

請負契約の締結について、第８７号議案大分県

県営住宅等の設置及び管理に関する条例の一部

改正について及び第８８号議案工事請負契約の

締結については原案のとおり可決すべきものと、

いずれも全会一致をもって決定しました。 

 以上をもって土木建築委員会の報告とします。 

嶋議長 文教警察委員長大友栄二君。 

  〔大友議員登壇〕 

大友文教警察委員長 文教警察委員会の審査の

経過と結果について御報告します。 

 本委員会で審査した案件は、今回付託を受け

た議案４件です。 

 委員会は去る１８日に開催し、教育長及び警

察本部長ほか関係者の出席説明を求め、慎重に

審査した結果、第７６号議案令和６年度大分県

一般会計補正予算（第２号）のうち本委員会関

係部分、第８９号議案物品の取得について、第

９０号議案船舶の取得について及び第９１号議

案損害賠償の額を定めることについては原案の

とおり可決すべきものと、いずれも全会一致を

もって決定しました。 

 以上をもって文教警察委員会の報告とします。 

嶋議長 総務企画委員長麻生栄作君。 

  〔麻生議員登壇〕 

麻生総務企画委員長 総務企画委員会の審査の

経過と結果について御報告します。 

 本委員会で審査した案件は、今回付託を受け

た議案４件及び請願１件です。 

 委員会は去る９月１８日に開催し、部局長ほ

か関係者の出席説明を求め、慎重に審査した結

果、第７６号議案令和６年度大分県一般会計補

正予算（第２号）のうち本委員会関係部分、第

７８号議案大分県行財政改革計画の策定につい

て、第７９号議案行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用等に関する条例の一部改

正について及び第８０号議案大分県長期総合計

画の策定については原案のとおり可決すべきも

のと、いずれも全会一致をもって決定しました。 

 次に、請願７学費と教育条件の公私間格差を

なくすために私立高校生の負担の軽減と教育環

境の充実を求める請願については採択すべきも

のと全会一致をもって決定しました。 

 なお、第８０号議案については、福祉保健生

活環境委員会、商工観光労働企業委員会、農林

水産委員会、土木建築委員会、文教警察委員会

に合い議し、その結果をも審査の参考にしまし

た。 

 以上をもって総務企画委員会の報告とします。 

嶋議長 以上で委員長の報告は終わりました。 

 これより委員長の報告に対する質疑に入りま

す。 

 別に御質疑もないようですので、質疑を終結

し、これより討論に入ります。 

 発言の通告がありますので、順次これを許し

ます。猿渡久子君。 

  〔猿渡議員登壇〕 

猿渡議員 日本共産党の猿渡久子です。 

 まず、第７６号議案２０２４年度大分県一般

会計補正予算（第２号）について、問題点など

を指摘した上で賛成します。 

 今回の補正予算では、収益拡大に取り組む中

小企業・事業者に対して制度融資の創設や災害

時の携帯トイレの備蓄拡大など、必要な予算が

含まれており賛成です。 

 また、大阪・関西万博出展事業費として、大

分県ブースの展示デザインなど５０５万５千円

が計上されています。大阪・関西万博には多々

問題があると考えます。会場となる夢洲はごみ

の処分場であり、廃棄物から発生した可燃性ガ

スの爆発事故が起きています。８３本のガス抜

き管からは１日約１．５ないし２トンのメタン

ガスが出ています。さらに災害時には、夢洲へ

通じるのは橋とトンネルの二つの手段しかなく、
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地震等で通行不能となればピーク時２０万人と

される来場者が孤立する危険があり、防災実施

計画は災害時に大型船を当てにするなど実効性

が乏しく、安全性に問題があると言わざるを得

ません。そのため、万博に大阪府内９５万人の

小、中、高校生らを参加させる学校行事の中止

を求める声が教育関係者などから上がっていま

す。 

 万博は中止し、物価高に苦しむ国民の暮らし

や被災地の復旧、復興に予算を回し、資材や人

材をいかすべきだと考えます。 

 また、決算剰余金の基金への積立ても計上さ

れています。決算剰余金は予算の不用額と節減

の結果でもありますが、事業を精査し無駄なも

のは予算化せず、暮らしや中小事業者への支援

に回すべきだと考えます。 

 次に、第７７号議案２０２４年度大分県港湾

施設整備事業特別会計補正予算（第１号）につ

いて反対です。今回の補正予算は、大在地区の

コンテナターミナルにおいて、貨物需要の増大

や利便性の向上のために新たな埠頭用地の整備

を行うものですが、大企業奉仕の事業であり反

対します。 

 以上、討論とします。（拍手） 

嶋議長 堤栄三君。 

  〔堤議員登壇〕 

堤議員 皆さんおはようございます。共産党の

堤です。討論に入る前に、先日の能登半島の大

雨被害、本当に大変な状況だと思います。１月

１日には大地震が起き、本当に今回は再び災害

を受けるという悲惨な状況ですが、一日も早い

復旧・復興等を願いながら、我々も是非全力で

頑張っていきたいと思っています。 

 では早速、討論に入ります。 

 まず、第７９号議案行政手続きにおける特定

の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用等に関する条例の

一部改正について、今回の条例改正は、個人番

号を利用する独自利用事務等について、主務省

令に規定されることによる情報について、条例

からの削除や名称変更を行うものです。庁内連

携で申請者の必要な添付書類の削減につながる

ことは否定しませんが、機微な情報が含まれる

以上、その取扱いは慎重の上にも慎重に行うこ

とが必要です。情報が外部に流出しないよう厳

重な管理と操作を行うことを要望し賛成としま

す。 

 次に、第７８号議案大分県行財政改革計画の

策定についてです。地方自治体が無駄をなくし

効率的な行財政運営の努力を行うことは、本来

の仕事である住民の福祉、行政サービスを充実

するためにも当然求められることです。 

 今回の行財政改革計画を見てみると、今後、

少子高齢化、人口減少の進行により、自治体Ｄ

Ｘの推進をうたっています。県民の利便性向上

に資するデジタル化に反対するものではありま

せんが、自治体情報システムの標準化やマイナ

ンバーカード取得の促進など看過できない施策

も含まれています。デジタル化の推進は、これ

までも議会で指摘してきましたが、医療や教育

分野でのビッグデータと言われる情報を、企業

がもうけのために活用するなど問題が山積して

います。 

 また、社会資本、公共施設の老朽化対策とし

て、新設・更新ではＰＰＰ／ＰＦＩの積極的活

用や用途廃止や集約による施設総量縮小を図る

となっています。ＰＦＩは官民連携の名の下に、

公共サービスに民間の市場主義を導入するとい

う手法であり、自治体の窓口業務や体育施設、

学校プールなどの公共施設に導入すれば、そこ

で働く労働者は非正規などに置き換えられてし

まうことなどの問題点があります。また、施設

総量縮小は学校等の統廃合等に適用される可能

性もあり危険です。 

 社会保障分野では、医療データの活用や医療

費適正化と地域医療構想の推進で、データの民

間活用や高度急性期・急性期病床の削減による

社会保障費削減が進められています。医療体制

の強化こそ必要です。 

 職員人材の確保では、総人件費抑制でこれま

でも多くの職員定数が削減されてきました。そ

の反面、最近の災害対応や仕事量の増加などに

よって、一人一人の職員に過大な業務がのしか

かり精神疾患等が多くなっているのが現状です。
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ＤＸ推進だけではなく、総定数の増員こそ必要

です。また、会計年度任用職員の待遇を改善し、

年齢や経験等によって報酬が上がり、最長５年

で解雇という制限をなくすことで、働きがいを

もって業務に専念することができます。 

 今回の計画について以上の観点が不足して、

また問題点がある以上、反対します。 

 次に、第８０号議案大分県長期総合計画の策

定についてです。今回の大分県長期総合計画は、

２０２４年度から２０３３年度まで１０年間の

県政運営の目標を策定するものです。その基本

目標は地方自治法に基づき、地方公共団体の健

全な発達の保障及び住民の福祉の増進を図るこ

とを基本としなければなりません。 

 安心・元気・未来創造の３分野で１９政策、

５７施策、１３３指標で構成されています。 

 まず、安心の分野では、感染症対策の総合的

な推進や温室効果ガス削減の推進、子育て支援

など当然必要な政策等もあります。 

 子育て支援では、働く人たちの環境整備とし

て、最低賃金の引上げで８時間働けば普通に暮

らせること、ジェンダー解消、教育費の負担軽

減策など子育てができる環境の整備がなければ

成り立ちません。 

 医療分野では、地域医療構想の推進によって

病床数の削減や、県内の国民健康保険税水準の

統一によって、さらなる保険税の負担増などが

実施されようとしています。 

 介護分野では、様々な施策等必要ですが、介

護人材確保のための税金投入による給与の引上

げや訪問介護の報酬引上げなど現場で働く人た

ちに根付いた施策が必要です。また、今後利用

料を２割負担する対象を拡大することや６５歳

以上の高所得者の保険料を引き上げるなどさら

なる負担増が計画されており、安心して暮らせ

るを標榜するのであれば、負担増計画に反対す

べきです。 

 人権尊重の分野では、当然多様な価値観と生

き方を認めることはさらに推進しなければなり

ません。しかし、部落差別は解消したにもかか

わらず、いまだに部落差別があるとして、部落

差別解消推進法を踏まえた取組の推進を掲げて

います。運動団体への委託料という名目で実質

的には補助金となっている事業など廃止し、一

般施策こそ推進すべきです。 

 災害時の連携・協力体制の強化が掲げられて

いますが、１月１日に発生した能登半島地震で

は、震源から約７０キロメートル離れた志賀原

発１・２号機とも変圧器が損傷し、５回線ある

外部電源のうち２回線が受電できなくなるなど、

原発の地震へのもろさを露呈しました。さらに

深刻だったのが、近隣地域で避難道路が損壊し

集落が孤立したことや、自宅や避難所が地震で

使えなくなったことです。地震と同時に原子力

災害が発生した場合に、原子力災害対策指針が

定める屋内退避や避難が実行不可能であること

が改めて明らかになりました。この立場に立ち、

原発の廃炉及び再生可能エネルギーをベースロ

ード電源にするよう国に求めるべきです。 

 続いて元気の分野では、農林水産業や中小企

業・小規模事業者の成長等が掲げられています。 

 農業分野では、食料安全保障の観点から供給

力の強化が必要とうたわれています。この立場

に立つのであれば、正に食料自給率３８％の農

林水産業の衰退に大きな警鐘を鳴らさなければ

なりません。スマート農業による効率化など必

要性はありますが、一部の農林水産業者しか活

用できません。国連が提唱する家族農業の１０

年を大分県農業等に当てはめた事業の推進こそ

が必要です。そして、資材費等の高騰で生産費

の負担が増え事業を再生産することができない

事業者に対して、価格保証と所得補償を大分県

で実行する施策を取るべきです。 

 中小企業・事業者支援では、何といっても、

消費税の廃止を目指しながら５％への減税とイ

ンボイス制度の廃止で中小事業者支援を行うべ

きです。 

 企業の海外展開と県産品の輸出の促進及びイ

ンバウンドの推進では、今の政権による対中国

を想定した敵基地攻撃能力の向上としての長射

程ミサイルの配備等に反対し、憲法９条に基づ

き平和外交に徹するよう国に求めるべきです。 

 相変わらず企業誘致について助成の充実、工

業団地の整備など、補助金漬けの大企業誘致を
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積極的に推進しようとしています。県経済や雇

用環境の安定にはつながっていないのが、これ

までの経験からも明らかとなっています。 

 さらに、雇用対策について、期限の定めのな

い正規職員の採用を企業に求めるという姿勢が

全く見られません。人口減少社会や貧困と格差

の拡大を防ぐための策として、正規雇用を誘致

企業に求める姿勢が大切です。 

 最後に未来創造の分野では、身近な生活道路

の整備や渋滞のない快適な交通環境の形成など

を着実に推進すると掲げられています。その反

面、企業立地や産業集積、豊予海峡を通じて連

結する東九州新幹線と四国新幹線が整備計画路

線と想定されています。 

 特に、広域ネットワークの形成に向けた取組

として東九州新幹線を豊後伊予連絡道路・四国

新幹線でつなぐ豊予海峡ルート構想の実現や、

東九州新幹線の整備計画路線への格上げなどの

機運醸成を推進するとしていますが、足下の在

来線の活性化やバス等の地域公共交通の拡充等

にこそ目を向けるべきです。 

 ＤＸの推進では、ＡＩやＩＣＴ活用などを掲

げ、マイナンバーカードの利活用によるサービ

スの効率化など推進しようとしています。マイ

ナンバーカードは特にマイナ保険証等の連携で、

重大な連係ミス等が生じています。紙の保険証

をなくさないよう国に求めるべきです。 

 また、教育関係では、児童生徒の平均正答率

の全国比を数値目標として設定しています。こ

れでは、数値目標達成のための詰め込み教育が

行われ、ますます学力テストなどテスト一辺倒

になってしまいます。そして、さらなる高校の

再編整備も推進され、統廃合は進み、教育を受

ける権利が制限されてしまいます。 

 子どもたちの健やかな成長と基礎学力の向上

は、少人数学級の拡大や正規教職員の増員、臨

時講師の解消や管理競争教育の解消など、学校

教育条件を整備、充実することで実現されます。

計画の中に明確にうたうべきです。 

 以上、問題点を指摘し、大分県長期総合計画

の策定についての反対討論とします。（拍手） 

嶋議長 大友栄二君。 

  〔大友議員登壇〕 

大友議員 １６番、自由民主党の大友栄二です。 

 私は自由民主党を代表して、第８０号議案大

分県長期総合計画の策定及び第７８号議案大分

県行財政改革計画の策定に対する総務企画委員

長の報告について、賛成の立場から討論を行い

ます。 

 御案内のとおり、長期総合計画は、県行政の

長期的、総合的な指針を示した最上位計画であ

り、今後の県政をどのように進めていくのか、

幅広い分野において県民に示していく県政運営

の羅針盤です。 

 昨今の社会情勢の大きな変動を受け、潮流の

変化に即した県政運営のビジョンが求められて

いる中、新たな長期総合計画、安心・元気・未

来創造ビジョン２０２４が本定例会に上程され

ました。 

 策定にあたっては、知事の県政ふれあい対話

などによる県民との対話に加え、新計画策定県

民会議、地域住民、関係団体、高校生、市町村、

様々な声を聞きながら、さらにはパブリックコ

メントも実施し、多くの県民の参画を得て策定

されたと伺っています。県議会でも定例会ごと

に説明会を求め、議論を積み重ねてきました。 

 こうして策定された計画案には、基本目標と

して、誰もが安心して元気に活躍できる大分県、

知恵と努力が報われ未来を創造できる大分県が

掲げられ、目標達成に向けた様々な政策や施策、

また、達成等を測るための目標指標が示されて

います。 

 その具体的な内容として、安心の分野では、

災害対策について、能登半島地震も踏まえた対

策の強化など、新しい要素が盛り込まれていま

す。子ども・子育て、健康づくり、障がい者支

援については、障がい者活躍の概念を新たに設

定した上で、それぞれ日本一を引き続き目指し

ていくこととされています。また、共生社会づ

くりについては、必要な政策、施策を盛り込む

のみならず、計画全体の目指す姿として共生社

会おおいたが据えられています。 

 元気の分野では、喫緊の課題である様々な産

業の人手不足対策について、全庁横断的な対策
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が盛り込まれています。その上で、農林水産業

では、園芸・畜産の生産拡大といった成長産業

化、商工業では、物価高騰等で厳しい環境にあ

る中小企業の経営基盤強化をはじめ、ものづく

り産業の稼ぐ力の向上、観光では、アドベンチ

ャーツーリズムを含む多様なツーリズムやイン

バウンドの推進のほか、持続可能な観光地域づ

くりも推進するとされています。また、芸術文

化・スポーツの振興を観光誘客や交流人口の拡

大にもつなげ、本県の元気づくりにいかしてい

くとしています。 

 未来創造の分野では、県勢発展の基礎となる

交通ネットワークの充実について、我が会派と

して強く要望してきた東九州新幹線の整備計画

路線への格上げを明示するとともに、１０年後

のさらにその先を見据えた、広域交通ネットワ

ーク形成に向けた取組が掲げられています。我

が会派としては、議会等とも議論を深めながら、

東九州新幹線の実現に向け全力を挙げて取り組

んでいただくことを強く期待します。また、同

様に未来に向けた取組として、戦略的、効果的

な企業立地と産業推進の推進に加え、カーボン

ニュートラルの実現をはじめ、ＧＸやＤＸとい

った最先端の課題についても政策として位置付

けられています。 

 計画を締めくくる教育では、遠隔教育システ

ムなど新たな取組も盛り込み、県内のどこに住

んでいても同じように充実した教育を受けるこ

とができる環境を構築するとしています。今後

は、我が会派として求めてきた全県一区制度の

検証を含め、より一層地域の高校の魅力化とい

うことを念頭に置いていただきながら、新計画

の下、本県の未来の主役である子どもたちへの

教育をさらに充実していただくことを期待して

います。 

 以上のことから、上程された新長期総合計画

については、時流を捉え、必要な政策や施策が

盛り込まれていると評価します。今後も、我が

会派の要望など県民の意見を取り入れながら、

その推進を図っていただくことを期待して、賛

成するものです。 

 また、このビジョン２０２４を推進する上で

は、安定的な行財政基盤の構築が欠かせません。

本県では、これまでの取組の成果により、財政

調整用基金や県債の残高について掲げた目標の

水準を維持していますが、人件費や金利の上昇

などを踏まえ、改革の手を緩めることはできま

せん。そうした中、今回上程されている大分県

行財政改革推進計画２０２４においては、引き

続き安定的な行財政基盤の構築に取り組むこと

はもとより、行政の効率化、高度化に向けたデ

ジタル化の推進など、昨今の情勢を踏まえた具

体案が示されています。 

 こうしたことから、我が会派としては、上程

された新行財政改革計画についても、時流を捉

え、必要な取組が盛り込まれていると評価し、

賛成します。 

 最後になりますが、計画は着実に実現してい

くことが何よりも重要です。実行にあたっては、

引き続き、県議会をはじめ、県民の多様な声に

耳を傾け、県民と一緒になって取り組んでいく

ことを強く要望して、我が会派の賛成討論とし

ます。 

嶋議長 以上で通告による討論は終わりました。 

 これをもって討論を終結し、これより採決に

入ります。 

 まず、第７６号議案、第７９号議案、第８５

号議案から第９１号議案及び請願７について採

決します。 

 各案は、委員長の報告のとおり決することに

御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、各案は委員長の報告のとおり可決し

ました。 

 次に、第７７号議案、第７８号議案及び第８

０号議案について起立により採決します。 

 各案に対する委員長の報告は可決です。各案

は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。 

  〔賛成者起立〕 

嶋議長 起立多数です。 

 よって、各案は委員長の報告のとおり可決さ

れました。 
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―――――→…←――――― 

 日程第２ 第１０７号議案 

      （議題、提出者の説明、質疑、討

      論、採決） 

嶋議長 日程第２、第１０７号議案を議題とし

ます。 

―――――→…←――――― 

第１０７号議案 公安委員会委員の任命につい

て 

―――――→…←――――― 

嶋議長 提出者の説明を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 おはようございます。ただいま上程

された人事議案について御説明します。 

 第１０７号議案公安委員会委員の任命につい

ては、板井良助氏の任期が来る１０月１１日で

満了するため、渡邊直二氏を新たに任命するこ

とについて議会の同意をお願いするものです。 

 何とぞ慎重御審議の上、御賛同いただきます

ようお願いします。 

嶋議長 以上で提出者の説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。 

 別に御質疑もないようですので、質疑を終結

します。 

 お諮りします。本案は、委員会付託を省略し

たいと思います。これに御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、本案は委員会付託を省略することに

決定しました。 

 これより討論に入りますが、ただいまのとこ

ろ通告がありませんので、討論なしと認めます。 

 これをもって討論を終結し、これより採決に

入ります。 

 本案は、これに同意することに御異議ありま

せんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、本案はこれに同意することに決定し

ました。 

―――――→…←――――― 

 日程第３ 議員提出第１４号から議員提出第

１７号まで 

      （議題、提出者の説明、質疑、討

      論、採決） 

嶋議長 日程第３、議員提出第１４号議案から

第１７号議案までを一括議題とします。 

―――――→…←――――― 

議員提出第１４号議案 私学助成制度の充実強

化等を求める意見書 

議員提出第１５号議案 こどもたちに豊かな学

びを保障するため教員

の長時間労働是正を求

める意見書 

議員提出第１６号議案 自動運転移動サービス

等の社会実装に向けた

環境整備を求める意見

書 

議員提出第１７号議案 慢性閉塞性肺疾患（Ｃ

ＯＰＤ）の潜在的な患

者に対する適切な対応

を求める意見書 

―――――→…←――――― 

嶋議長 順次、提出者の説明を求めます。井上

明夫君。 

  〔井上議員登壇〕 

井上議員 ただいま議題となった議員提出第１

４号議案私学助成制度の充実強化等を求める意

見書の提案理由を説明します。 

 私立学校は、建学の精神に基づき、時代や社

会の要請に応じた特色ある質の高い教育を展開

し、公教育の発展に大きな役割を果たしていま

す。 

 少子化の急速な進行など様々な課題がある中、

我が国がこれからも発展していくためには、将

来を担う子どもたちの資質・能力の育成がこれ

まで以上に重要です。 

 そのような中、私立学校は、教員の維持・確

保に必要な経費の増大、障がいのある生徒の介

助者やＩＣＴ支援員などの充実、ＩＣＴ環境の

整備、学校施設の耐震化・高機能化への対応、

グローバル人材育成への対応など様々な課題解

決を迫られ、また、就学支援金制度拡充、とり

わけ中学生に対する就学支援金制度の創設によ
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り、保護者負担を軽減する必要もあります。 

 こうした課題の解決には、国による全面的な

財政支援及び制度の整備が不可欠です。 

 よって、国会及び政府に対して、私学助成に

係る国庫補助制度をはじめとする様々な支援の

一層の充実強化を図るよう強く要望するもので

す。 

 案文はお手元に配布していますので、朗読は

省略します。 

 以上で説明を終わります。御賛同くださいま

すようよろしくお願いします。 

嶋議長 若山雅敏君。 

  〔若山議員登壇〕 

若山議員 ただいま議題となった議員提出第１

５号議案について提案理由を説明します。 

 こどもたちに豊かな学びを保障するため教員

の長時間労働是正を求める意見書ですが、今、

学校現場においては、教員の希望者の減少、病

気休職者の増加、早期退職者の増加などを原因

とする深刻な教員不足により、子どもたちの学

びに大きな影響が出ています。 

 持続可能な学校の実現のためには、教職員の

勤務環境の改善、とりわけ長時間労働の是正が

喫緊かつ最大の課題です。２０２４年４月には、

猶予機関が設けられていた５業種についても、

時間外労働の上限が適用され、社会全体が勤務

時間の適正化に向かう中、給特法が適用される

教員については、この上限の適用がなく、かつ、

文部科学省が２０１９年に制定した公立学校の

教師の勤務時間の上限に関するガイドラインに

定める上限の目安時間を超えることが常態化し

ている状況が続いています。 

 よって、国会及び政府に対し、子どもたちに

豊かな学びを保障するため教員の長時間労働是

正に資する必要な教職員定数改善及びその財源

確保等を行うなど、３点について強く求めるも

のです。 

 案文はお手元に配布していますので、朗読は

省略します。 

 以上で説明を終わります。御賛同くださるよ

うお願いします。 

嶋議長 澤田友広君。 

  〔澤田議員登壇〕 

澤田議員 ただいま議題となった議員提出議案

第１６号及び第１７号について提案理由の説明

を行います。 

 まず、１６号議案、自動運転移動サービス等

の社会実装に向けた環境整備を求める意見書に

ついてです。 

 高齢化が進む現在、高齢ドライバーによる交

通事故が社会問題となっており、７５歳以上の

自動車運転免許保有数の推移を見ると、今後ま

すます高齢ドライバーが増えていくと想定され

ます。 

 そのような中、高齢ドライバーに免許を自主

返納してもらう取組が進んでいますが、免許返

納後の移動手段の確保が大きな課題となってい

ます。 

 政府では、免許返納者に対する公共交通運賃

割引政策を新規で実施する地方公共団体への支

援を検討していますが、公共交通の空白地域に

おいては、支援が十分行き届かない恐れがあり

ます。 

 そのため、高齢者の免許返納の促進に伴う自

動運転移動サービスの導入において、地方公共

団体に寄り添うための国の相談窓口の開設や自

動運転移動サービスなどの社会実装に向けた環

境整備を行うことなど、記載の２項目について

政府に求めるものです。 

 次に、１７号議案、慢性閉塞性肺疾患（ＣＯ

ＰＤ）の潜在的な患者に対する適切な対応を求

める意見書についてです。 

 慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）は、主として

たばこの煙やＰＭ２．５などの有害物質を長期

に吸入曝露することで生じる肺の慢性疾患であ

り、咳や痰、息切れなどの症状を特徴としてい

ます。 

 また、ＣＯＰＤが進行することで重症化リス

クが高まることにより、要介護や寝たきりの可

能性が増大するとも言われており、今後、介護

費用の増大につながることを懸念されています。 

 日本ＣＯＰＤ疫学研究（ＮＩＣＥ ｓｔｕｄ

ｙ）の調査では、国内のＣＯＰＤ患者数は５３

０万人と推定されていますが、厚生労働省の調
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査では、実際に治療を受けているのは約３６万

２千人にとどまっており、約５００万人が未診

断と考えられています。 

 こうしたことから、高齢化が進行する我が国

において、国民におけるＣＯＰＤの認知度を高

めると同時に、潜在的なＣＯＰＤ患者の早期診

断と早期治療に取り組み、重症化予防対策を適

切に進めるため、地域におけるＣＯＰＤの検査

体制の強化、ＣＯＰＤを診断するスパイロメー

ターの地域の医療機関への配備の支援など、記

載の３項目について政府に求めるものです。 

 以上、案文はお手元に配布していますので、

朗読は省略します。 

 以上で終了します。御賛同いただきますよう

よろしくお願いします。 

嶋議長 以上で提出者の説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。 

 別に御質疑もないようですので、質疑を終結

します。 

 お諮りします。各案は、委員会付託を省略し

たいと思います。これに御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、各案は委員会付託を省略することに

決定しました。 

 これより討論に入りますが、ただいまのとこ

ろ通告がありませんので、討論なしと認めます。 

 これをもって討論を終結し、これより採決に

入ります。 

 まず、議員提出第１４号議案、第１６号議案

及び第１７号議案について採決します。 

 各案は、原案のとおり決することに御異議あ

りませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、各案は原案のとおり可決されました。 

 次に、議員提出第１５号議案について、起立

により採決します。 

 本案は、原案のとおり決することに賛成の諸

君の起立を求めます。 

  〔賛成者起立〕 

嶋議長 起立少数です。 

 よって、本案は否決されました。 

―――――→…←――――― 

 日程第４ 議員派遣の件 

嶋議長 日程第４、議員派遣の件を議題としま

す。 

―――――→…←――――― 

 議員派遣 

 その１ 

１ 目的 

   出前県議会出席のため 

２ 場所 

   日田市 

３ 期間 

   令和６年１０月１０日 

４ 派遣議員 

   岡野涼子、中野哲朗、今吉次郎、小川克

己、太田正美、後藤慎太郎、大友栄二、

井上明夫、三浦正臣、御手洗朋宏、高橋

肇、守永信幸、猿渡久子、佐藤之則、三

浦由紀 

―――――→…←――――― 

嶋議長 お諮りします。会議規則第１２５条第

１項の規定により、お手元に配布のとおり各議

員を派遣したいと思います。これに御異議あり

ませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、お手元に配布のとおり各議員を派遣

することに決定しました。 

 次に、お諮りします。ただいま可決された議

員派遣の内容について、今後変更を要するとき

は、その取扱いを議長に御一任願いたいと思い

ますが、これに御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、そのように決定しました。 

―――――→…←――――― 

 日程第５ 閉会中の継続調査の件 

嶋議長 日程第５、閉会中の継続調査の件を議

題とします。 

―――――→…←――――― 

 閉会中における常任委員会、議会運営委員会
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 の継続調査事件 

総務企画委員会 

 １、職員の進退及び身分に関する事項につい

て 

 ２、県の歳入歳出予算、税その他の財務に関

する事項について 

 ３、市町村その他公共団体の行政一般に関す

る事項について 

 ４、条例の立案に関する事項について 

 ５、学事に関する事項について 

 ６、県行政の総合企画及び総合調整に関する

事項について 

 ７、国際交流及び文化振興に関する事項につ

いて 

 ８、広報及び統計に関する事項について 

 ９、地域振興及び交通対策に関する事項につ

いて 

１０、出納及び財産の取得管理に関する事項に

ついて 

１１、他の委員会に属さない事項について 

福祉保健生活環境委員会 

 １、社会福祉に関する事項について 

 ２、保健衛生に関する事項について 

 ３、社会保障に関する事項について 

 ４、県民生活に関する事項について 

 ５、環境衛生、環境保全及び公害に関する事

項について 

 ６、男女共同参画及び青少年に関する事項に

ついて 

 ７、災害対策、消防防災及び交通安全に関す

る事項について 

 ８、県の病院事業に関する事項について 

商工観光労働企業委員会 

 １、商業に関する事項について 

 ２、工・鉱業に関する事項について 

 ３、観光に関する事項について 

 ４、労働に関する事項について 

 ５、情報化の推進に関する事項について 

 ６、電気事業及び工業用水道事業に関する事

項について 

農林水産委員会 

 １、農業に関する事項について 

 ２、林業に関する事項について 

 ３、水産業に関する事項について 

土木建築委員会 

 １、道路及び河川に関する事項について 

 ２、都市計画に関する事項について 

 ３、住宅及び建築に関する事項について 

 ４、港湾その他土木に関する事項について 

文教警察委員会 

 １、市町村教育委員会への助言に関する事項

について 

 ２、県立学校の施設及び設備の充実に関する

事項について 

 ３、教職員の定数及び勤務条件に関する事項

について 

 ４、義務教育及び高校教育に関する事項につ

いて 

 ５、へき地教育及び特別支援教育の振興に関

する事項について 

 ６、社会教育及び体育の振興に関する事項に

ついて 

 ７、文化財の保護に関する事項について 

 ８、治安及び交通安全対策に関する事項につ

いて 

議会運営委員会 

 １、議会の運営に関する事項について 

 ２、議会の会議規則、委員会に関する条例等

に関する事項について 

 ３、議長の諮問に関する事項について 

―――――→…←――――― 

嶋議長 各常任委員長及び議会運営委員長から、

会議規則第７３条の規定により、お手元に配布

のとおり閉会中の継続調査の申出がありました。 

 お諮りします。各委員長から申出のとおり、

閉会中の継続調査に付することに御異議ありま

せんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、各委員長から申出のとおり、閉会中

の継続調査に付することに決定しました。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 以上をもって今期定例会に付議された

諸案件は全て議了しました。 
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―――――→…←――――― 

嶋議長 これをもって令和６年第３回定例会を

閉会します。 

午前１０時４７分 閉会 
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請     願 
受理番号 受理年月日 提出者の住所及び氏名 

７ 令和６年９月４日 
大分県日田市若宮町５－４ 
大分県私学助成をすすめる会 
廣 光 保 彦（１，１４４人署名） 

件 名 及 び 要 旨 
学費と教育条件の公私間格差をなくすために私立高校生の負担の軽減と教育環境の充実を求め

る請願 

 ２０２０年７月から私立高校生に対する国の高等学校等就学支援金制度が大幅に拡充され、

大分県でも単独補助事業として私立高校の授業料支援制度を行っている。これにより私立高校

生の学費負担は軽減されているものの、進学時の入学金については、大分県には全国２２の県

で存在する補助制度がないため、低所得世帯が私立高校への進学を選択する際のハードルにな

っている。 
 また、大分県内の高校生（全日制）一人当たりの公費を比べても、私立高校は公立高校の３

分の１にも満たない水準であり、公立高校に比べ非正規教員数が大きく上回っていることから

も、各学校法人の財政状況は厳しいものと推測される。 
 さらに、国が推進している学校でのＩＣＴ環境の整備について、財政的に厳しい私立学校で

は十分なＩＣＴ機器やネットワーク環境の整備ができておらず、公立高校との格差が生じてい

る。 
 ついては、大分県の私学助成のさらなる拡充について、以下のとおり求める。 
 １ 私立高校への入学を選択する高校生とその家庭の負担軽減のために、入学金補助制度を

創設すること。 
 ２ 国に向けて経常費助成の拡充を要請すること。 
 ３ 教育のＩＣＴ化が公立高校並みになるよう補助を拡充すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

紹介議員氏名 付託委員会 結 果 備 考 
福 崎 智 幸 総務企画 採択  

 


